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論文要旨 
 
中国経済史において、顕著な展開が見られたのは農村土地制度の変遷である。新中国成
立後の経済改革は農村土地制度の改革から開始され、それは以後の農村改革の方向を示し
た。中国農村土地制度は 4 回の重大な変革を経験した。第 1 回は土地を農民の私有財産と
して認めた農村土地改革（1950 年―1953年）の施行であった。農村土地改革の成功は地主
階級などの土地を貧しい農民に平均的再分配することによって、地主階級にとっては土地
に結び付いた特権を失うことになったが、農民家庭は豊かになった。このように、農村土
地改革は農民生活を確かに改善することとなった。第 2回は農業生産合作制（1953年―1957
年）の実施であった。農業生産合作制は 2 つの段階を経験した。第一は、1955 年の互助組
と初級合作社の段階であった。第二は、1956年から 1957年までの高級合作社の段階であっ
た。互助組は自由意志と相互利益の原則に基づいて、土地とその他の生産手段を農家の私
有制として保留した。その上に共同で耕作する形式を取り入れることで互いに助け合い、
農業生産における困難を解決し、農民の収入を高めることができた。第 3 回は人民公社制
（1958年―1980年代初期）の実施であった。人民公社の下では農民の一切の財産が公有化
されたため、農民の農業生産に対する意欲が低下した。しかしながら、本研究では、人民
公社体制には農業生産の発展に対してマイナスとプラスの両方の影響があったことを明ら
かにした。第 4回は農家生産経営請負制（1979年―現在まで）の実施であった。30年以上
にわたる改革開放政策の下で、農家生産請負制により中国農業の発展は大きな成果を収め
たが、残された問題も少なくない。小規模農地では農業の大規模生産ができない上、農地
の財産権や農地の請負権などの諸問題が絶えず発生し、現行の農家生産請負制の欠陥が明
らかになってきた。建国以来の農村土地制度は中国の農業と農村の発展をもたらしたが、
多くの問題も残された。そこで、中国の農村土地制度はなぜ変遷したのか、どのように変
化したのか、新中国の各段階の農村土地制度はどう違うのか、どう評価されたのか、以上
について、自らの考察による結論を出したいというのが本論文の基本的な出発点であり、
最大の目的でもある。本論文では中国における農村土地制度の変遷過程についての先行研
究を再検討しながら、農業経済の発展と農村土地制度の変遷の諸原因と成果に関して経済
史の立場から明らかにする。 
本論文の構成は以下の通りである。 
第 1 章は、中国農村土地制度の革新と農業経済発展の関係について研究する。制度変遷
の理論的枠組みを検討しながら、農村土地制度の変遷を研究するための理論的根拠を提示
する。主に制度の定義、制度革新の内実、農村土地制度革新の効果と農業経済発展の関係
などを考察する。 
 第 2章は、人民公社設立以前の農村土地制度（1949年―1956年）を取り上げる。主に土
地改革期における農業合作化段階の農村土地制度の変遷と成果を研究する。農業合作化段
階の農村土地制度の変遷は当初、農民が自発的に互助協力を展開し始め、次いで国家の奨
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励により農家が自らの意志で互助組と農業生産合作社に参加した。この農村土地制度は、
農業生産の支えとしての効力を発揮し、一定規模の農村経済の発展を実現し、農民収入の
増加あるいは農業生産効率の向上をもたらした。土地改革期における農業合作化による農
村土地制度変遷の要因は、中国の伝統的イデオロギーと農民の土地取得への欲求であった。
農民は土地の使用権をもつようになり、農民個人の利益と社会の利益とが一致して、制度
改革による生産意欲の高まりと農民収入の増加および農業生産効率の向上などの顕著な成
果があった。 
 第 3章は、人民公社時代の土地制度（1957年―1980年代初期）である。主に人民公社時
代の農村土地制度の変遷と業績を研究した。人民公社時代の農村土地制度は、人民公社へ
の編入を強制的に実施した段階であった。国家のイデオロギーにしたがって、単一の農村
土地集団所有制の確立、つまり、高級合作社と人民公社が設立された。政治の力に頼って、
農村土地制度の変革を強制的に行ったため、農民の願望を無視する結果となり、農民の日
和見主義による農業生産効率の不振をもたらした。人民公社時代の前期においては上述の
ような問題が存在したが、農村社会の安定化、工業化の支持および農業生産高の向上など
から全体的に見ると、一定の成果が見られた。 
 第 4 章は、人民公社解体後の農村土地制度（1980 年代初期から現在）を取り上げる。主
に農家生産請負制度の変遷、成果および問題点を考察する。農家生産請負制は農地所有権
を農業集団所有に帰するが、農家は生産請負経営契約により経営権を得ることができ、農
業収益の自由処分権をもつようになった。そのため、農民の農業生産に対する積極性を十
分に引き出すとともに、農民収入の増加と農業生産効率の向上という農民に最も重要な利
益がもたらされた。他方、農地経営が小規模にとどまるという問題点もあった。 
第 5 章は、中国農村土地制度の実態を解明するために、遼寧省の清原県の草市村、八里
村、南山城村という代表的な農村を対象に現地調査を行った成果である。調査地に選んだ
主な理由は現地の農業経済は自給的性格が強く、都市に依存しない農地制度が建国以後も
鮮明があったからである。一方、文化大革命により全国各地で多くの歴史資料が失われた
という状況の中で、調査地の農業資料は廃棄されておらず、未だに貴重な歴史資料が大量
に保存されている。調査によって集められた資料に基づき、建国初期から改革開放期まで
を対象にした農村土地制度による農業経済、農村社会、農民労働などそれぞれの問題を取
り上げ、農村社会の特定の側面の叙述と分析を行い、農村社会の諸問題を一層掘り下げ、
その実態を明らかにすることができた。 
第 6 章は、現代の中国農村土地制度に内在する問題、改革の方向と今後の発展の展望で
ある。現行の中国農村土地制度に内在する問題、また改革の方向、農業の誘致や農村土地
制度の調整などを中心として検討した。この検討に基づいて、現行の中国農村土地制度の
改革と発展に対する将来の展望を論じた。 
 終章では、本論文の結論として中国農村土地制度に関する特徴を整理してまとめるとと
もに、中国農村土地制度の分析結果を示し、その評価を行った。 
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序章 本研究の課題と視点 
 
新中国が成立した後に、農業構造の最適化、全面的に豊かな農村社会の実現および農業
の近代化など、農村経済の飛躍的発展を達成するために、一連の農村土地制度の改革が行
われた。建国初期の農村土地制度の改革は封建的な土地所有制度を廃止し、農民主体の土
地所有制度を創設して、農業生産の急速な成長をもたらした。農村土地制度改革の成功と
いう事実が証明しているとおり、農村土地制度の改革は当時の農村社会と農村経済に見ら
れた諸問題を解決するために、最も効果のある方法であった。社会主義への移行期にあた
る初期の新中国では農業生産の互助組織を発展させながら、初級と高級の農業生産合作社
を創立し、それらをさらに発展させて人民公社の集団的土地所有制度を確立した。農村土
地改革の輝かしい業績の上で、農業協同化運動は勢いよく進行した。しかしながら、人民
公社制度における平均主義的な分配の実施などの諸原因で、農村の農業生産力は著しく低
化した。その後の農家生産請負責任制の下では、改めて農家の独立経営を基礎とする農業
生産を確立し、土地の所有権と経営権の分離を実現すると同時に、農民の農業生産に対す
る積極性を大いに引き出した。建国以来の農村土地制度は中国の農業と農村の発展をもた
らしたが、多くの問題も残された。そこで、中国の農村土地制度はなぜ変遷したのか、ど
のように変化したのか、新中国の各段階の農村土地制度はどう違うのか、どう評価された
のか、以上について考察し、結論を出したいというのが本論文の基本的な出発点であり、
目的でもある。 
 
１ 研究の背景 
 新中国が成立して以来、農村土地制度の変遷にともなって、農村社会における経済発展
の要素、その中でも農民の労働組織、労働方式、利益関係、分配方式および価値観などに
多様化が見られた。特に建国から改革開放までの農村土地政策は、社会主義の高揚してい
た時期にあっており、どのように進行したのか、中国の若い世代にとって、最大の関心事
である。中国の農村土地制度に対する冷静で、全面的かつ客観的な研究が未だに少ないた
め、それを論じた数多くの理論と見解を検討することが本論文の主要な研究目的である。
また、土地制度の実態に対する正確な分析を行うために、大量の文書史料の分析と現地調
査に基づいて多面的研究の展開を目指している。 
20世紀上半期の中国において表序-1のような多様な土地政策の変遷が見られたが、この
変遷過程で顕著なのは農村土地制度の変遷である。新しい体制の下で、中国の農民と農業
は希望に満ちた機会を手に入れると同時に危険にさらされてもきた。中国の農村と農民の
おかれている実態を知らなければ、中国の過去、現在および未来を理解することができな
い。伝統的な土地制度から近代的な土地制度への転換がどのように進められたのか、そし
て、資源浪費型の農業経営から効率的農業経営への変革は、どのように生じたのか、また、
農業の土地制度や経営の最適化をどのように推し進めてきたのかなど、これらの諸問題に
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ついて、本論文では研究と分析を行う。今日の中国では、農村社会の問題が次々と現れて
いる。急速な農村土地制度の改革によって大きな成果を収めた中国の農村社会は、インフ
レの進展、離農の開始および経済成長の停滞という困難に直面している。 
農村土地制度を中心とする農村の改革は今なお十分に成功していないという現状を考え
てみると、農村土地制度の研究は中国の農村経済を理解するために重要な意味を持ってい
る。他方、現在の経済改革と高度経済成長は中国農業の顕著な発展と切り離して考えられ
ない。中国は世界で最大の農業国でもあり、新中国成立後の農村土地制度の改革はかつて
ない成果を収め、13 億人にのぼる中国人の食糧問題を解決するのに、重要な役割と貢献を
果たすことができたと考えられる。 
しかしながら、農村土地制度の改革の道のりは、今日に至るまで決して順風満帆のもの
ではなく、紆余曲折の道を歩んだことも確かである。一定の成功を収めた経験を持つ一方、
失敗の教訓もあった。その成功と失敗の例を含めた農村土地制度の改革に対する分析と検
証に基づいて、その本意を理解し、問題に対する認識と結論を得ることがこの研究の目的
である。他方、中国では都市化の進展が加速しているため、大勢の人々は都市に流入して
おり、都市の利用可能な土地が日々、減少しつつある。そこで地方政府は農村に注目し、
集団農業の土地を接収しようとしてきた。強い政府は弱い農民の権利を無視した結果、土
地を収奪された農民たちとの間で利害の衝突が発生し、それは中国の農業経済の発展にと
って大きなダメージとなった。農村土地制度の改革を無視するならば、農業のみならず、
すべての産業が衰え、社会は不安定になる。このように農村の土地政策の役割は農業のみ
ならず、農業以外の産業との関連性を考える上でも、ますます重要となっている。特に農
村土地制度の改革は、農業の基軸的政策であり、農業の発展と衰退にかかわり、農民の農
業生産に対する意欲にも影響する。 
 
2 研究の目的と意義 
 建国以来 65年、中国の経済改革は農村土地制度の改革から開始され、この改革は以後の
農村改革の方向を示した。中国の農村土地制度は、私有制、集団所有制および農家生産請
負制に見られるような一連の発展過程を経験した。この過程で、中国の農業の発展は大き
な成果を収めたが、残された問題も少なくなかった。土地改革の変遷過程を深く理解する
とともに、その具体的な展開過程を把握しておくことが必要である。改革開放以後、農村
土地制度は日に日に学界の関心を引き起こし、研究の成果も豊かになった。しかしながら、
農村土地制度の理論研究を踏まえた農村土地制度の変遷に関する研究はあまり多くない。
本論文では中国の農村土地制度の理論、特徴および意義などを整理することで、新しい視
点と分析のツールを得たい。 
 現在、中国の農村土地制度の理論に関する研究は多くない。また、農村土地制度の変遷
過程が農業経済の発展に対してどのように影響するかについて歴史的な研究も少ない。本
論文ではこのような研究史上の空白を埋めようとするものである。 
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中国の農村土地制度の改革は農業経済の活力と農村社会の安定にとって一大基本問題で
もある。この制度構築の失敗と成功は、農民生活のあらゆる側面に直接もしくは間接に影
響する。農村土地制度の変遷と革新がもたらす農業経済発展の連関効果は無視できない。
農業互助組と農家生産請負制のような農民の自発的な農村土地制度の実行にあたる内生的
制度の変遷、あるいは農業合作社と人民公社のような政府の強権による農村土地制度の実
行にあたる外生的制度の革新はいずれも、農業経済発展に対して明らかな影響が及ぼし、
中国の農村は大きな変貌を遂げることになった。そのため、農村土地制度の変遷を歴史的
に研究することは、農村土地制度の革新と農業経済発展との間の関係が近代的農業経済発
展にとってどのような意味をもつかを実証的に明らかにする上で不可欠となる。中国にお
ける農村土地制度の理論的実証的研究に立脚し、農業経済ないし農村社会に対する制度変
化のプラスとマイナスの影響について正反両面の事例を提示しつつ、理論を展開していく。 
 農村土地制度は、農民大衆の農業経済活動に対する拘束力を持つ。本論文では、農村土
地制度の農業経済の発展に対する影響と成果との間の一般的な関係に論究した後に、農村
土地制度と土地政策革新に関する研究に基づいて、中国の農業経済発展の本意に対する理
解を深めたい。 
 
3 先行研究 
 中国の研究者のみならず、外国の研究者も中国の農村土地政策をめぐってそれぞれの基
本理論および見解を数多く発表してきた。本節では中国の農村土地制度に対する国内外の
研究者の観点をごく簡潔に紹介する。国内外の研究者による農村土地制度の理論的研究は、
農村土地政策と農村経済の変遷についての基本的な理解の枠組みを構築する上で重要であ
る。中国では改革開放政策以後、外国人研究者の受け入れを緩和したため、経済発展にお
ける重要な 1 つの経済制度として中国の土地制度に多くの注目が集まるようになった。以
下では代表的な見解を紹介しよう。 
 
（1）人民公社創設以前の農村土地制度に関する研究 
中国の建国初期の農業合作社時代の農村土地政策に関して、欧米学者の論点をまとめて
みると、以下の如くである。 
アメリカのウィリアム H.ヒントン（William Howard Hinton）は「中国の初期の農業土地
制度を生み出した農業合作社は、新中国の農業の発展をもたらした」1) と肯定的に評価し
ている。 
他方、日本人研究者による建国初期の農村土地改革に関する論評は、農村土地制度の重
要な参考資料として評価できる。 
吉田浤一は次のように理解している。「中国土地革命において、特徴的であった均等に
土地を分割するという農民の自然発生的要求の中に、中国の貧しく雇われた農民の階級的
本質―前小ブルジョワ的・小ブルジョワ的性格―を発見することができる。すなわち彼ら
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は封建地主と旧富農の土地・財産を没収するだけでなく、富裕中農のそれらをも含む農村
の富者一般の財産を没収、平等分配の対象とすることを要求したのである。」2) 
石田浩は、「確かに、初級合作社や高級合作社において個人農業から集団農業へ経営方式
は変化し、農村の社会福祉も集団経済に依拠するようになり、農村経済は変化した。ただ
し、農村社会の本質的変化を伴わなかった」3)と理解している。 
中国の研究者は、中国の農業協同組合化運動が農業生産力の持続的発展を押し進めたと
認識している。 
林毅夫は「1952 年から 1958 年までに、農業総生産額が 27.8 パーセント増加し、穀類は
21.9パーセント増大した」4)と指摘した。 
また、高化民の指摘によれば、「1953 年から 1957 年までに、農業総生産高は 1 年あたり
4.5パーセント増加した。そのうち、食糧の 1年あたりの生産高は 3.5パーセント、綿花の
1年あたりの生産高は 4.7パーセント増加することとなった。」5) 
薄一波によれば、「合作化後 1 年目の 1956 年には自然災害を受けたにもかかわらず、全
国の食糧生産高は 176億斤増大した。1957年と l958年の食糧生産高も引き続き増産体制に
入った。」6) 
他方、農業協同組合化運動が業績不振に陥ったため、農業生産力の発展にも影響したと
指摘する学者もいる。 
温鋭は、「1956 年に協同化が実現した後に、1957 年に食糧生産高は 1.2 パーセント増加
したが、『一五計画』の時期の 1 年あたり食糧 3.5 パーセントの増加と比較して、2.3 パー
セント下がり、同時に、農業用の役畜は 3、4百万頭減少し、農業生産力の減退に結び付い
ていた。」7) 
尹鈦は、「1952 年から 1957 年まで、農業生産の増大は主に農業の回復と持続性あるいは
建国初期の農業政策によるものであり、農業発展は農業協同化制度の成果ではなかった」8)
と指摘している。 
李安増と陳招順は「1953から 1978年までと 1978から 1988年までの 2つの段階の農業の
総生産高、年平均成長率、農民 1 人当たりの純収入の増加などを比較した結果、農業の社
会主義的改革が農村経済の発展、農民の生活水準の向上などの面では成功しなかった」9)と
明言している。 
葉揚兵は初級合作社と高級合作社の業績を次のように評価している。葉によれば、「1951
年から 1955年 6月までの初級合作社は、全体的に良好な業績をあげていたが、これは政府
が当時の初級合作社に対して、政治的支持と経済的支援を与えたためであり、初級合作社
の業績を反映するものではなかった。1955 年 6 月以前に創立された高級合作社の数は限ら
れており、その業績は良好であったが、政府が厳格に高級合作社の発展に対するコントロ
ールを行い、人為的に関与した結果、高級合作社には、どれぐらいの優位性があるかどう
かが十分に説明することができなかった。協同化を実現したのは 1956 年で、高級合作社の
業績はようやく実情を反映することができた。同年、30 パーセントの高級合作社がすぐれ
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た成績を収めた」10)と指摘している。 
 
（2）人民公社期の農村土地制度に関する研究 
 それでは次に、人民公社期の研究を展望する。 
アメリカのスチュアート・レノルズ・シュラム(Stuart·R·Schram)は、人民公社期の土地
制度について、以下のように指摘している。「毛沢東の思想に基づいて作られた人民公社は、
ただの共産主義に対する空想的な物語であり、その農村土地政策は結局のところ、農業生
産力を高めることはなかった。」11) 
アメリカのケニス・ガイ・リバソール(Kenneth Guy Lieberthal)は「人民公社時代には
実際にさまざまな問題が存在した。政治、社会および経済などの諸問題の中でも、特に農
村土地制度が最も深刻な問題であった。農村土地制度は旧ソ連の農業土地モデルを模倣し
た結果、顕著な農業発展をもたらさなかった」12)と指摘している。 
イギリスのロデリック・マックファーカー(Roderick MacFarquhar)とスウェーデンのマ
イケル・シェーンハルス(Michael Schoenhals)はその共著で「文化大革命期の人民公社の
土地制度は、農業生産に対する農民の積極性と農業生産力などに対してマイナスの効果を
もたらし、毛沢東の失敗であった」13)と述べている。 
アメリカのジョン・キング・フェアバンク(John King Fairbank)は「人民公社は、農村
土地制度ないし農村社会の安定にとって、一定の役割を果たしたが、農業の発展に対して
マイナス面もあった」14)と指摘している。 
他方、日本人研究者の見解は以下の如くである。 
座間紘一によれば、「人民公社は政社合一で政治によって統合され、行政指令計画執行
メカニズムの一器官となり、人々は加入脱退の自由はない。（三級所有制）のもとで、人
は生産隊＝村＝土地に縛り付けられた非人格的存在（移動の自由、職業選択の自由、私有
財産はない）で、何をどう作るのかという生産の決定権はない。生産物をどう処分するの
かという処分権もない」15)と指摘し、マイナスのインメージが強かった。 
石田和之は「人民公社時代の集団化経済は、単なる農業生産の集団化・組織化ではなく、
同時に、集団化した経済組織は農村人口に対して生活物質を提供していた」16)と論じている。 
白石和良は人民公社集団所有制の弱点について以下の如く述べている。「集団所有制の規
模が大きくなればなるほど、集団農業の管理は難しくなり、最終的には働いても働かなく
ても、報酬は同じという悪平等の状況になってしまった。そのため、農民の労働意欲は失
われ、農業生産は上昇するどころか減退してしまった」17)。 
在日学者厳善平は人民公社の問題点を次のように指摘している。「公社の前身である個々
の合作社の蓄積が公社内で平準化されたこと、農家の財産権が否定されたこと、個々人の
報酬と働きが直接に結び付かないこと、などの問題を最初から抱えることになった。それ
に、人民公社の成立過程はきわめて政治的なものであり、農民の合意があまり重要視され
なかった。一部の農民が公社に入る前にいかなる合作組織にも加入したことがなかったこ
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とは、それを反映している。」18) 
中兼和津次は「毛沢東があれほど執着していた人民公社は 1983年に正式に解体されるこ
とになった。個人農業に戻った中国の農民は大いに刺激され、1985 年まできわめて高い農
業成長と生産性を実現した」19)と述べており、人民公社に対する評価は否定的であった。 
高橋五郎は「人民公社については、その性格や組織、期待された機能の構造などについ
て、多様な見方があった。端的に言えば、ソ連型集団農業の模倣、毛沢東理想主義の典型、
中国独自の社会主義的農業の形態といったものである」20)と認識している。 
李端祥によれば、「政社合一の人民公社は当時の経済の土台、全人民所有制と集団所有制
の主体であり、国民の一体化、生活の集団化および家事労動の社会化など、社会主義から
共産主義に移行する最も良い組織形式であった。」21)と論じている。 
張楽天は「簡単に人民公社を否定しなかったが、それは人民公社制度が農業の発展を抑
える一方、国家工業化の発展に対して一定の役割を果たしたためであった。」22) 
安貞元は「人民公社は農業集団化運動が発展した必然的な結果であった」23)と評している。 
羅平漢は「人民公社期の農業の発展は人民公社の制度によるものではなくて、平和の時
期であれば、農村ではどんな体制でも発展することがありえる。」24)と主張している。 
辛逸によれば、「人民公社は 20 年間存続した。その制度は中国の工業化を支援したが、
農業の停滞ないし後退という代価を払った。」25) 
王秋成によれば、「人民公社は農業生産と農村社会を集中管理したため、農村と農業の発
展が停滞した。これは社会主義の国民経済のあらゆる領域に悪影響をもたらした。工業と
農業の発展のバランスが失われると同時に、農業の収益、教育の普及率、農民の生活およ
び社会保障などを改善しなかった」26)と論じている。 
凌志軍は人民公社制度に対する歴史史料に基づく分析を行い、「人民公社体制下の農業生
産は低効率という欠陥があった」27)と述べている。 
以上のように各国の研究者の見解は、人民公社体制が農業の発展あるいは農民の農業生
産の積極性に対する効果の点で批判的なものが多い。 
 
（3）人民公社解体後の農村土地制度に関する研究 
 改革開放政策の実行後、農村では農家生産請負制のような農業生産が行われ、海外の研
究者による研究が注目されるようになった。 
 カナダのロナルド C.ケイス(Ronald C.Keith)は「中国の改革開放は偉大な成果を挙げ、
同時に土地改革にともない中国の農業が著しく成長し続けている」28)と農家生産請負制の意
義を結論づけている。 
イギリスのエリザベス・クロール(Elizabeth Croll)は「改革開放後に女性は中国の農村
の経済および社会の発展を支えるなど、大きな役割を果たし、農村経済の発展を推進して
きた」29)と強調していた。 
 アメリカのバリー・ノートン(Barry Naughton)は「鄧小平の指導下で、中国の農業は残され
―序章 本研究の課題と視点― 
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た多くの農業問題から抜け出し、農家生産請負制を主とする農業生産を始めた。この農村土地制
度の改革は中国農村の経済体制を大きく変え、農業経済の急速な発展期を迎え、国家は孤立状態
から現代世界の経済体制に入り、先進国との間の冷たい関係が融和しかけている」30)と指摘してい
る。 
 アメリカのジョナサン・アンガー(Jonathan Unger)による中国の農家生産請負制に対す
る評価は以下の如くである。「農家生産請負制が効果的に農作物の生産高の増大をもたらし、
農民の農業生産に対する積極性を十分に引き出した。農家生産請負制は農民が自発的に推
進したため、政府部門はむしろ受動的で弱い立場であった」31)と主張している。 
アメリカのダニエル・ケリアー(Daniel Kelliher)は「農家生産請負制によって農民が衣
食の問題を解決し、豊かな農村社会を実現した」32)と述べている。 
アメリカのケヴィン・オブライエン(Kevin O'Brien)は「改革開放後の農村では農業は発
展したが、農民と政府の間で土地をめぐる抗争が多発している」33)と指摘している。 
 中国の改革開放が進むにつれて、外国人研究者の現地調査が受け入れられるようになり、
日本の研究者の間でも、中国の農村土地制度に対する研究が次第に現れてきた。 
森永衣理は次のように指摘している。「農業改革では、農家責任請負制を導入した。農家
責任請負制の下では、生産隊の土地、役畜および農機具を分けてしまい、生産高の一定の
割合と引き換えに各地帯に農業生産を請け負わせた。請け負った生産量を実現した後は、
農家は生産物を自由に販売でき、副業による収入のみならず、人を雇用し農業機械を所有
することもできた。その結果、農家のインセンティブ効果を高め、農業生産を増加させる
要因となった。そうして、農村は大きく転換し始めた。一方では、農業改革によって成功
を収めることができた農民とそうでない農民との間で不平等が生まれた。次第に農業の生
産性が上昇するにつれて、より多くの余剰労働が農業以外の活動に向けて解放された。」34) 
河原昌一郎は土地請負経営権の問題に対して次の如く述べている。「農家請負経営の実
施によって、農家は請け負った土地で農業を自主的に営むことが可能となったが、現実に
は農家の地位は極めて不安定であり、貸手である農民集団による請負土地の取上げ、変更
といったことが容易に行われていたため、請負土地に関する紛争が絶えなかった。」35) 
山田七絵は中国の現行農村土地制度の法制面について、以下のように指摘していた。
「2003年の中華人民共和国農村土地請負法の成立によって、農地の使用権に正式な法的根
拠が与えられ、私有権は認められないものの使用権の譲渡、賃貸、贈与、相続等が認めら
れるようになった。このように制度上は農家の土地使用権に対する保障は強まってきたも
のの、地方政府や村幹部等による土地の違法転用等がしばしばトラブルを引き起こしてい
る。」36) 
小田美佐子は中国の農村土地所有権について、以下のように理解している。「中華人民
共和国における土地所有権は、旧ソ連における単一の国家の排他的土地所有権と対照的に、
国有地所有権（国家土地所有権）と集団土地所有権（集体土地所有権）という公的所有の
二つの形態をとっている。農村土地（農業用地）のほとんどは、この集団所有土地である。
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いうまでもなくこの特質は、中国における土地改革過程の特殊性に由来する。すなわち中
華人民共和国成立（1949年）直後、都市部の土地は国有化されたが、農村部においては農
地の個人所有権（私的所有権）が成立した。この農業地域における私的土地所有権が、そ
の後の農業の集団化・協同化の進展に伴い、集団土地所有権へと転化するのである。」37) 
加藤弘之は「人民公社の解体と生産請負制の導入という制度面での改革がその後の農村
発展の出発点となった。・・・中略・・・農村発展が伝統農業から市場経済への移行を促進
したことは明らかである」38)と述べている。 
1978 年に中国は農家生産請負制を実行した。この制度は農業と農村経済の発展を大きく
促進し、中国の農業生産に対してプラスの影響をもたらしたため、中国人研究者も関心を
ひくようになった。 
武力と鄭有貴は「1978年から 1984年までに、農村改革の第 1歩としてその著しい効果が
現れた。すなわち、農家家庭経済と農村企業の形成であった。1985 年から 1991年までの農
村改革では 30年余り続く農産物の統一買付を廃止し、農村の非農業産業の発展を促進した。
そして、1992年から 2003年までの農村経済体制の改革は、農業総合生産能力の増強を促進
すると同時に、農産物生産高の向上をもたらし、農業と農村の発展は新しい段階に入った」
39)と指摘している。 
張新光は改革開放後の農業生産制度を以下のように整理している。「1978 年から 1988 年
までの 10 年間の中において、1978 年から 1984 年までは、農村改革の苦難に満ちた初歩段
階であり、改革の重点は農家生産請負制を推進することであった。1984年から 1987年まで
は、農村改革の第 2 段階と言われ、改革の重点は政社分離を実行し、郷政府を創立するこ
とになった。1985年から 1988年までは、農村改革の第 3段階にあたり、農民を市場経済に
向かうように奨励し、商品経済を発展させ、農家は市場経済下において独立した地位を確
立した。徐々に農産物の統一買付を取り消し、農産物の流通体制の改革を進め、農村の産
業構造の調整と郷鎮企業の建設を推進してきた。そして、1988年から 1998年まで、改革の
重点が都市に移行したため、農村の疲弊、農業の低生産性、農民の貧困という『三農問題』
は日に日に際立っていった。1997 年以後、農村改革は停滞し、農民の収入は 4 年連続低下
した。それゆえ、この段階は農村改革の停滞段階と言われた。1998 年 10月、中国共産党第
15 期第 3 回中央委員会全体会議では、中国共産党中央政府が『農業と農村の仕事の若干の
重大問題に関する決定（中共中央関於農業和農村工作若干重大問題的決定）』という公文書
を発出し、2002年には中国共産党の『中国共産党第 16回全国代表大会』の開催により『中
央 1号公文書』を発布したことで、農村改革が１つの新時代に入った。」40) 
林毅夫は「1978年から 1984 年までの間に、農作物は 42.23パーセントも増加したが、そ
の中の半分以上が農家生産請負制の改革にともなう生産力の向上によるものであった」41)
と論じた。 
丁明によれば、「ソ連の改革と比較し、中国の改革がなぜ成功したのか、その原因は中国
の改革が農村から真っ先に行ったことであり、この政策が中国の全体改革の突破口となっ
―序章 本研究の課題と視点― 
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た」42)からだという。 
胡川と方中秀の指摘によれば、「中国農村土地制度の変遷は農村の経済組織の改造と多様
化を促した」43)と評している。 
学者の中には、現行の農地財産権制度には多くの欠陥が存在していると認識したものも
いた。 
馮子標は「現在の農村土地制度の下で見られる土地の分散、放置、移転、使用権の取引
などの諸問題が農業の大規模経営を妨げた」44)と考えている。 
温鋭は「農地財産権制度の内在的欠陥は、農民の土地権益の保護に対して十分な役割を
果たせない」45)ことであると述べている。 
蔡継明は「現在の農村土地制度は都市化を妨げた」46)と指摘している。 
温鉄軍は「今日の中国農村土地制度はすでに福祉的機能に特徴があり、社会保障の基礎
になっている。農村土地制度を中心とする基本的な農村経済制度がもしすべての農民の生
活を保障しないならば、農村の土地を国有にしても私有にしても意味はない」47)と指摘した。 
  韓洪今と馬秋は「現在の集団所有制には欠陥が存在する。公平の原則に合っているが、
効率の原則に合わない。私有化は弊害が比較的に多いため、農地を国有化し、農民に永久
請負制を認める」48)ことが必要であると主張していた。 
黄少安、孫聖民および宮明波は「すべての農地の私有化による改革が必要である」49)と考
えている。 
 
4 研究方法 
（1）理論的分析と歴史的実証分析 
 理論的分析では、経済学のいくつかの基礎理論に準拠することで、中国の農村土地制度
を分析し研究する議論を組み立てる。実証分析では、農村土地制度の変遷に関する史実を
明らかにするが、主として、文書資料の詳細な研究に基づいて農村土地制度の改革と実績
との間の関係を検証する。研究の過程においては史料研究を重視するが、その場合、代表
的な実例を挙げ、農村土地制度の構造および問題点を中心に分析する。理論研究と実証研
究に基づいて、農村土地制度発展の全歴史過程を客観的で公正な観点から多角的に検討す
る。中国農村土地制度の研究にとって、成功の経験と失敗の教訓を総括することが重要で
あると考えるからである。 
 本論文では、学界における中国農村土地制度の研究成果を参考にしながら、収集された
歴史資料の研究と論理的な分析を結合して、研究を進めるとともに、新たな研究に展望を
開くつもりである。農村土地制度の変遷と農業経済の発展は緊密に結び付いているという
観点に立って、歴史的事例なども参考にし、農村土地制度の具体的な変遷を明らかにする。
また、本論文では、農村土地制度の変遷とその改革過程の分析を結合しながら研究する。
農業経済の発展、農村社会の構造および農業生産のメカニズムを解明する中で、制度に内
在する問題の究明を目指している。このような研究を進めることにより、制度の変遷と改
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革の関連性を明らかにし、研究の将来の発展方向と新しい視点を得たい。そこで、農村土
地制度の改革に関する原因、主要な変更内容、その結果と影響の評価など、農村土地制度
の革新が農村社会ないし農業経済にとってどのような影響をもたらすのか、その相互影響
について、全面的な分析を加えるようとするのが本研究の目的である。 
 
（2）巨視的および微視的実証研究の重視 
新中国の農村土地制度は、その他の諸制度と複雑に連係している。それゆえ、巨視的実
証研究と微視的実証研究とを互いに結合する研究方法をとることが重要である。個別事例
の微視的研究は、巨視的な研究の基礎を打ち立てて、他方、巨視的な研究が個別事例の微
視的研究のために根拠を提供する。本論文では、農村土地制度の変遷と改革について農村
社会ないし農村経済の全体的な変化を視野に入れた巨視的実証研究の方法を用いて、新た
な農村土地制度の構築を再認識する。農村土地制度の革新は農村の経済、社会、文化など
についてどのような影響をもたらしたかを考えなければならないからである。他方、異な
る時期に個々の農村、農民および集団がそれぞれの変化に対応した行動については微視的
実証研究として行う。巨視的および微視的両方の実証研究を結合し、中国農村土地制度の
発展過程の全体像を把握することができる。 
 
5 基本的な視点 
 本論文は学界の多数の重要な論述を展望した上で、多くの専門家の各種の観点を参考に
しながら、筆者の基本的立場を明示し、本研究の革新性ないし独自性を示したい。本研究
の革新は主に次の 3 つの側面で示すことができる。第 1 は、研究課題の独創性および革新
性である。第 2 は、構想と研究方法の革新性である。第 3 は、具体的な観点の革新性であ
る。 
 
（1）研究課題の独創性および革新性（制度経済学と経済史学の融和） 
本論文は制度経済学の理論 50)を応用して、1949年の建国初期から改革開放期に至るまで、
中国農村土地制度の変遷と革新の研究を行う。新中国では中国共産党の指導に基づき、農
村土地制度の革新についての研究が行われたが、本論文では系統的に中国農村土地制度の
発展をとらえ、それが抱えた問題を整理する。さらに、農村土地制度の理論を踏まえて、
農村土地制度全体の内容を解明する。また、決議、報告、談話、公文書、法律法規などの
文書資料の分析を通じて革新された制度の特徴、内容、意義、結果と影響などを正確に理
解した上で、筆者なりの考えを明らかにする。その場合、異なる歴史段階に制定された農
村土地制度のそれぞれの時点に内在する視点と制度間の関係を明らかにし、その結果を述
べる。このように農村土地制度の研究を深化させることで、農村土地制度の本質的な問題
が見つかれば、本研究の一大革新と言えるであろう。 
 
―序章 本研究の課題と視点― 
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（2）構想と研究方法の革新性（新理論と新視点の結合による研究方法の革新） 
本研究はノースを代表とする新制度経済学の新しい理論の成果を吸収し、中国農村土地
制度の研究にその理論を応用することで、農村土地制度分析に必要な理論を発展させる道
を検討する。新中国農村土地制度の形成と発展の経験を理論、実証、歴史という側面から
総合的に研究し、農村土地制度研究の一層の発展のための理論的基礎を作り上げたい。農
村土地制度の確立から安定に至るまでの絶えざる新しいモデルの探求は、貴重かつ豊富な
成功と失敗の経験と教訓を提示していた。建国初期から改革開放期までの農村土地制度の
変遷と発展の歴史的な経験の総括は後の農家生産請負制の問題と改善ないし農業経済の発
展方向を示す上で、十分な役割を果たすことができる。 
 
（3）具体的な観点の革新性（理論と実証を踏まえた新論点の提示） 
農村土地制度変遷の歴史的な軌道、その形成要因および成果に対して文化的および政治
的な観点を結び付けて、検証することが重要である。農村土地制度の変遷と改革の研究を
通じて、既存の論点の上に、独自の新しい論点ないし新しい認識を提起できるであろう。
農村土地制度の変遷と革新の問題点を捉えるだけでなく、農村土地制度に内在した問題を
解明する理論的実践的論述が重要である。他方、中国農村土地制度発展の歴史的な脈絡を
明確に整理すると同時に、残された農村土地制度の個別問題を解きつつ、その影響の評価、
最新の動向を解明することも重要である。本論文では中国建国初期から改革開放期まで中
国農村土地制度の改革による農業経済発展の成果や問題などを究明する新しい論点が示さ
れるであろう。 
 
6 本論文の構成 
本論文の論理の骨格は制度の理論を用いて、中国農地制度の理論を中心として研究し、
農村土地制度の変遷あるいは革新を研究するために理論的根拠を提供するものである。多
数の一次史料を利用して、農村土地制度の変遷という視点から建国以来の中国における 4
回の農村土地制度の変遷に対する分析を行った。これらの 4 回の変遷を比較しながら、そ
れぞれの間に見られる法則性、優位性、合理性などを明らかにしようとしている。本論文
の構成は以下の通りである。 
 第 1 章は、中国農村土地制度の革新と農業経済発展の関係について研究し、制度変遷の
理論的枠組みを検討しながら、農村土地制度の変遷を研究するために必要な理論的根拠を
提示する。主に制度の定義、制度革新の内実、農村土地制度革新の効果と農業経済発展の
関係などを考察する。 
 第 2章は、人民公社設立以前の農村土地制度（1949年―1956年）を扱う。主に土地改革
期における農業合作化段階の農村土地制度の変遷と成果を研究する。農業合作化段階の農
村土地制度の変遷は初めに農民が自発的に互助協力を展開し、特に国家の奨励により農家
が自らの意志で互助組と農業生産合作社に参加した。そのため、農村土地制度は、農業生
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産を支えるものとして効力を発揮し、一定規模の農村経済の発展を実現し、農民収入の増
加あるいは農業生産効率の向上をもたらした。土地改革期における農業合作化による農村
土地制度変遷の成立要因は、中国の伝統的イデオロギーと農民の土地への渇望の充足であ
った。農民は土地の使用権をもつようになり、そのため農民個人の利益と社会の利益とが
一致し、制度の改革による生産奨励メカニズムの形成、農民収入の増加、農業生産効率の
向上などの顕著な成果があった。 
 第 3章は、人民公社時代の中国土地制度（1957年―1980年代初期）を考察する。主に人
民公社時代の農村土地制度の変遷と成果を研究する。人民公社時代の農村土地制度は、人
民公社への農民の編入を強制的に実施した段階であった。国家のイデオロギーにしたがっ
て、単一の農村土地集団所有制の確立、つまり、高級合作社と人民公社の設立が行われた。
政治の力によって、農村土地制度の変革を強制的に行ったため、農民の願望を無視した結
果、農民の日和見主義による農業生産効率の低下をもたらした。人民公社時代の前期にお
いては上述のような問題が存在したが、農村社会の安定、工業化の支持および農業生産高
の向上などから全体的に見ると、人民公社は農業発展に一定の役割を果たしたのであった。 
 第 4 章は、人民公社解体後の農村土地制度（1980 年代初期から現在）を取り上げる。主
に農家生産請負制度の変遷、成果および問題点を考察する。農家生産請負制は農地所有権
を農業集団所有に帰する一方、農家は生産請負経営契約により経営権を得られ、農業収益
の自由処分権をもつようになった。そのため、農民の農業生産に対する積極性を十分に引
き出すとともに、収入の増加と農業生産効率の向上という最も根本的利益を農民にもたら
した。他方、農地経営の小規模などの問題点もあった。 
第 5 章は、中国農村土地制度の実態を解明するために、表序-2 の現地調査票に示すよう
に遼寧省の清原県の草市村、八里村、南山城村という代表的な農村を対象に現地調査を行
った成果である。調査地に選んだ主な理由は現地の農業経済の自給的性格が強く、都市に
依存しない農地制度が建国以後も鮮明があったということである。一方、文化大革命によ
り、全国各地では多くの歴史資料が失われたという現状の中で、調査地の農業資料は廃棄
されておらず、未だに貴重な歴史資料が大量に保存されている。本章では調査によって集
められた資料に基づき、建国初期から改革開放期までを中心とした農村土地制度の変遷に
よる農業経済、農村社会、農民労働など諸側面の問題を取り上げ、農村社会の具体的な諸
問題を掘り下げ、その実態を明らかにする。 
第 6 章は、現代の中国農村土地制度に内在する問題、改革の方向と発展の展望を示す。
現行の中国農村土地制度に内在する問題、改革の方向、中国農村土地制度の調整などを中
心として取り扱う。その分析に基づいて、現代中国の農村土地制度の改革と発展に対する
将来の展望を論じる。 
 終章では、中国農村土地制度に関する特徴を整理してまとめるとともに、農村土地制度
の分析結果とその評価を行う。 
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第 1章 農村土地制度の革新と農業経済発展との関係 
 
中国では改革開放の政策によって、急速な経済成長がもたらされたが、現在も農業は依
然として立ち遅れの状況にとどまっている。農業経済の発展においては、農村土地制度が
重要な位置を占める。しかしながら、かつて中国の農村土地制度には顕著な変化の時期が
あった。したがって、農村の土地制度と農業経済の発展との関係について制度に焦点を当
てた分析が必要である。農村土地制度の革新によって農業経済が飛躍的な進歩を示し、農
民の財産も次第に増えるようになるが、それは制度の改善の反映と言える。農業経済発展
の過程における農村土地制度の本質的役割を考慮すれば、農村土地制度の変化をどのよう
な理論的枠組みで考察するかが重要な課題となる。そこで、本章では中国における農村土
地制度の革新と農業経済発展の関係について考察をすすめにあたって、まず、これまで制
度および制度革新の意義がどのように理解されてきたかについて、研究史を振り返ってみ
る。次に制度ないし土地制度に関する理論的枠組みの展望を踏まえて、農村における土地
制度の変遷を研究する理論的意義を提示する。最後に中国の事例に則して、制度の定義、
制度革新の内実、農村土地制度革新の効果と農業経済発展の関係などを論じる。 
 
第 1節 制度革新の意義 
1 制度の定義 
（1）各国学者による制度に対する理解 
現在、社会現象の研究において、「制度（institution）」という用語は、広範に使用され
るようになった。制度経済学は 19世紀後半以降にアメリカで活躍したソースティン・ヴェ
ブレン（Thorstein Veblen）やジョン・ロジャーズ・コモンズ（John Rogers Commons）な
どの経済学者たちによって、今日に至るまで、独自の経済学として展開されている 1)。しか
しながら、「制度」とは何かについて、１つの適格な定義は存在せず、異なる学者において
多様な見解と発想が存在している。 
フランスのベルナール・シャバンス（Bernard Chavance）によれば、「制度は習慣と道徳
ルール、慣習と法といったものの総体で、それは共通の中心あるいは共通の目的をもち、
たがいに支え合い、ひとつの体系をなしている」と定義されている 2)。 
ドイツの社会済学者マックス・ウェーバー（Max Weber）によると、「制度は一定の輪の
中でいかなる行為をも規範とする法則である。」3)  
中国の孫本文の指摘によれば、「制度は社会公認の比較的に複雑な系統的な行為の規則で
ある。」4) 
日本の経済学者高橋真によると、「制度とは、実質的にいえば、個人や社会の特定の関係
や特定の機能に関する広く行きわたった思考習慣なのであり、長年いく世代にもわたって
受け継がれてきた社会慣習・社会規範・価値観などである。」5) 
アメリカの国際政治学者サミュエル・ハンティントン（Samuel Phillips Huntington）
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の観点から見ると、「制度は社会の安定のために役割を果たすと同時に人々の行為規制の法
則でもある。」6)以上の議論によれば、制度は社会関係あるいは人間活動の規範体系である。 
植村高久によれば、「制度という言葉が指すのは、当事者の行動の相互関係から生み出さ
れる習慣やルールが特定のパターンに結晶したものである。その中で役割分担や機能分化
を生じ、あるいは関係に関与するモノに特殊な性格が付与される。」7) 
アメリカの哲学者ジョン・ロールズ(John Rawls)によれば、「制度とは権利や義務、権限
や免責特権などをもって、職務および地位を規定する諸ルールの公共的体系である。」8) 
中国の経済学者呉文藻が言うように、「制度は人間が活動を行う時の社会関係と人間の活
動の規範体系である。」9) 
中国の袁亜愚と詹一之の観点によれば、「制度は社会構造の中で、各種の要因によって社
会構成員の社会活動を社会全体として結びつけ、秩序ある正常の社会活動を保証するシス
テムである。社会制度は人間のさまざまな階級から構成され、社会の規定にしたがって、
相互依存と相互影響の関係の肯定的表現であり、その構成は 1 つの最も普遍的な社会の行
為規範の体系である。」10) 
新旧制度派の経済学者は経済発展の過程で、制度の効果を重視したが、新制度派の経済
学者は旧制度派の経済学に対する批判を展開し、彼らは制度に対する異なる理解を示した。 
旧制度派経済学者を代表したヴェブレンによれば、「制度とは、実質的にいえば、個人や
社会の特定の関係や特定の機能に関する広く行きわたった思考習慣なのである。したがっ
て、生活様式というもの、つまり、あらゆる社会の発展過程の一定の時と所で効力をもつ
諸制度の全体を構成するものは、心理学的な面からみて、広く行きわたった精神態度や人
生観だ、とおおよそ特徴づけることができよう。」11)彼の視点からわかるように、制度は思
想習慣あるいは生活様式である。その習慣は人々に広範に受け入れられる。すなわち、制
度は永続性をもつ個人と社会に対する思考習慣である。他方、それは、人々の行動をコン
トロールすると同時に、人々の行為の拡大にも重大な役割を演じる。 
また、コモンズは、彼の『集団行動の経済学』という著書の中で、制度について「個人
行動の統御、解放、拡大にかかわる集団行為である」12)と論じている。さらに制度は歴史上
において、常に変わるので、国家とすべての個人組織を含め、制度が異なれば制度の規則
も異なる。コモンズによれば制度は個人行動を統御する集団行動と定義される。規則、規
範もしくは細則は、行動規則または集団活動の行為準則にあたる 13)。コモンズの論点から
わかるように、人々の行動は制度と規則を関連させて、集団行動により、コントロールな
いし制約される。このように一連の行為の標準を区分することができる。制度は、集団行
為の種類と範囲が広く、組織性のない昔からの習わしから組織性の強い現行の諸機構に至
るまで進化していった。個人行動は集団行為の準則に照らし、集団の中で行われるもので
ある。 
 新制度派経済学を代表するアメリカの経済学者ダグラス・セシル・ノース（Douglass Cecil 
North）は『経済史の構造と変化』の中で次のように指摘している。「制度は人が交流する
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枠組みを規定する。社会、特に経済システムの骨組みとなる協力・競争の関係を規定する
のが制度だ。・・・中略・・・制度とは、個人と資本ストックの間や、資本ストックと財・
サービスの生産の間、また資本ストックと所得の分配の間の円滑な流れを妨げるフィルタ
ーのような存在だ。」14) 『制度・制度変化・経済成果』の中で、彼は、「制度は社会におけ
るゲームのルールである。あるいはより形式的に言えば、それは人々の相互作用を形づく
る。したがって、制度は、政治的、社会的、あるいは経済的、いずれであれ、人々の交換
におけるインセンティヴ構造を与える。制度変化は社会の時間的変化の様式を形づくり、
それゆえ歴史変化を理解する鍵となる」と指摘した15)。 
ドイツの制度経済学者の柯武剛や史漫飛の見解によれば、「制度は人類の互いに付き合う
規則である。それは、恐らく日和見主義と偏屈な個人行為を抑えることができる。」16) 彼ら
の論点からすると、制度と規則というこの2つの用語は、ほぼ同じ意味を持つのである。 
青木昌彦の見解によれば、「制度とは、人々のあいだで共通に了解されているような、社
会ゲームが継続的にプレイされる仕方のことである。」17) 
中国の制度経済学者の林毅夫によれば、「制度は社会の中で個人が社会規則を守る行為の
ルール」である 18)。 
以上のように制度派経済学者による制度の意味に対する解釈は範囲も拡大し、多様化し
ている。したがって、制度の理論には異なる所があったが、彼らの論説からわかるように、
制度には、社会秩序や社会規則などの制約性の機能が存在するという共通の観点が見られ
た。 
 
2 制度の構造と機能 
制度の内容は、社会における人間の行動や関係などを規制するために確立されている取
決めである。また、中国において出版された『辞海』という辞書によれば、制度
（institutions）には、主に 2 つの代表的な側面がある。第 1 は、社会の構成員が共に守
ることを求められる社会制度や労働制度などである。第 2 は、一定の歴史的な条件の下に
形成された政治、経済、文化などの諸体系で、例えば、社会主義制度、資本主義制度など
である。このような 2 つの側面からわかるように、前者の制度は具体的な規則であるが、
後者は社会体系だと考えられる 19)。 
 経済理論においては、秩序、規則などの制約性と結び付く制度の役割は長期にわたり無
視されることが多かった。しかしながら、制度は人と人の間、人と社会の間におけるゲー
ムのルールであると定義することもできる。それは、社会と人間の行為の規範として設け
られたルールである。それは生産労働あるいは社会生活の中で、例えば、契約や法律や政
治制度などというような社会における公式のルールとして存在している場合もあれば、習
慣や道徳などの規範を含む非公式のルールとして存在している場合もある。 
柯武剛や史漫飛は制度の内容を内生的制度と外生的制度として分類した。両者によれば、
内生的制度は人類社会の中で進化もしくは変化してくるものである。それは人類の各種の
―第 1章 農村土地制度の革新と農業経済発展との関係― 
 
 - 19 - 
問題解決方法に役立つことで体現される習慣や道徳などである。他方、制度は人為的な設
計の結果でもあり、例えば、正式の行為規則や法律などがそれにあたる。柯武剛と史漫飛
はこれらを外生的制度と称している。すなわち、外生的制度は上から下へ無理やりに押し
つけて実行されるものである。その一例として司法制度があり、法律は強制的に実施でき
ると指摘している 20)。 
次に、制度の構造は、実際には経済的、政治的および社会的行為が互いに連係するシス
テムである。制度は人間の諸活動の相互依存作用により進化し、その構造と機能が変容す
る。制度の構造を見ると、例えば、中国農村土地制度の構造改革を通じて農業経済の急速
な発展が生じ、農業生産の多様化が推進され、農村社会の構造は大きな変貌を遂げた。制
度の構造が変わらなければ、社会構造を改革することはできないであろう。 
また、制度の機能を見ると、その本質は社会の順調な運行を可能とするために、集団行
動によって個人の行為に対して制約とコントロールが行われることである。また、社会と
個人の間の相互関係を調和する社会システムとしての制度の機能は社会面、経済面、政治
面に反映される。例えば、社会面では、人民大衆の生活と関連する福祉制度などの社会制
度として現われる。経済面においては工業や農業の生産制度として現われる。そして、政
治面においては選挙あるいは外交政策として現われる。制度は人々の社会経済行為にかか
わる規則と規範などを含むが、その機能は個人の行動を拡大したり、制約したりする。す
べての社会の構成員は制度を利用することにより、自分の利益を保護することができるが、
同時に制度の制約を受けるため、他人の利益を侵害することはなく、それによって、衝突
をある程度減じうると思われる。 
それゆえ、制度は、社会活動の中で一定の行為の規範あるいは行為の規則ないしルール
という意味を持つのである。 
 
3 制度の移行と革新 
（1）制度の移行 
 制度はひとたび形成されると、一定の期間内に安定する場合もあるが、社会の歴史的変
動にしたがって、変化が生じる。 
カール・ハインリヒ・マルクス（Karl Heinrich Marx）が述べたように、「社会的生産関
係は生産手段や生産力の変化と発展につれて変化する。その時に、社会革命の時期が始ま
る。経済的基礎の変化とともに、巨大な上部構造全体が、あるいは徐々に、あるいは急激
に変革される。」21) 
ドイツの経済学者フリードリッヒ・リスト（Friedrich List）によれば、「古い農地制度
は工業や商業の制度と同じように、また国家制度と同じように、解体と変化とを始めてい
る。そして、国家制度はそれが生産階級の新しい制度と調和した場合にのみ、いなむしろ
これによって担われた場合にのみ、強力に発展しうることが明らかなのである。」22) 
 制度の移行はある制度から別の制度に変わる過程である。ノースによれば、制度の移行
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は「典型的には、制度的枠組みを構成するルール、規範、および執行の複合体に対する限
界的な諸調整からなる。・・・中略・・・そして、相対価額の基本的な変化は制度変化のも
っとも重要な要因である。」23) 
林毅夫によれば、一般的に制度の移行は主に自発的移行と強制的移行という 2 種類の形
式として表現されている。自発的移行は一般的な表現として、関連する個人と集団は利益
を追求するために、互いに誘発され、自発的に改革を行うものである。強制的移行は、国
家と政府の行政的命令あるいは法律による強制に基づき、制度を変更するのである 24)。そ
のため、制度の移行は、成功あるいは失敗という 2 つの結果が生じたが、制度の成功の移
行は制度の革新と称してよいであろう。 
 
（2）制度の革新 
制度の革新は旧来の制度から１つの新しい制度が創造される過程である。制度の革新と
は一部の制度の変遷を指し、必ずしもすべての制度の革新を言うわけではない。古い不合
理で効率の低い制度が新しく合理的で効率の高い制度に代わることが制度の革新だと言え
る。制度革新の原因は新制度と既存制度の間の需要供給のバランスを失うことにある 25)。
制度の革新は以下の状況で発生する。① 制度革新による潜在的利益が生じること。② 制
度革新の代価が大きく払われないこと。それゆえ、制度の改革は将来性と結び付くため、
その将来性が予見不可能の場合、制度の革新は生じないと考えられる。 
 制度は社会に内在した諸問題に対応するために設けられたルールであるが、制度と人々
の間には補完性と対立性が見られる。人々は新しい制度が確定されてはじめて保護される。
他方、新制度をどのように評価するのか、つまり、どのようにして獲得した利益が損失よ
り大きいと言えるのかという問題がある。中国のように、農村における土地制度改革の初
期に改革の結果は農業の発展を実現したが、人民公社時代の大半には「均等分配」の制度
が実行され、利益関係の矛盾が生じた。低効率の制度は農民の働く意欲を阻害し、農業経
済の発展を低迷させてきた。 
 
4 中国における制度の概要 
 新中国が成立してから、各種制度の移行は中国経済の発展、人民生活の改善、社会の安
定と深く関わってきた。中国に特有の社会主義制度は、人民代表大会を中心とする中国共
産党の指導による多党協力、民族地域の自治と基層人民大衆の自治を基本とする政治制度
である。公有制を主体とする経済制度にあたる中国独自の社会主義は法律制度およびその
他の文化制度、社会制度などにより構成されている。他方、1949 年以来の中国における農
村土地制度の変革を振りかえって見ると、3 つの歴史的転換期があった。まず、1949 年か
らの土地改革による合作社の形成期、次に、1958年から人民公社化運動の進行期、最後に、
1978年以後の農家生産請負制の推進期であった。 
第 1 期は、1949 年の土地改革によって農民に土地を与える夢の実現と農業合作社の形成
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が見られた。新中国が成立した後に、農村の封建的土地制度は農業の労働生産性の低迷を
もたらしたと判断された。1950 年 6月に、中国政府は「中華人民共和国土地改革法」の公
布を契機として、封建的土地制度を廃止し、農民土地所有制度を実行すると同時に、富農
の保護政策を実行した。1950 年末まで、全国の大部分の地区ではすでに土地改革は完成し
た。土地改革の完成および農村合作社の発足は徹底的に封建的土地制度を消滅させ、中国
の農村社会における半封建的土地政策を終焉に導いた。旧中国の時期に残された最大の問
題を解決すると同時に、農民の積極的な労働意欲を奮い立たせ、農業生産の迅速な回復を
得たのである。 
次に、零細農は農業経済の発展の必要性を満足させにくいため、1953 年 12 月 16 日に、
中国共産党中央政府は「農業生産合作社の発展に関する決議」(関於農村生産合作発展的決
議)を発布し、直接かつ大規模な互助組から初級合作社への転換を推進した。互助組から初
級合作社へという制度の変遷は、高い経済実績を達成した。1950年から 1955年まで、全国
の食糧生産高は 39.2 パーセント増大し、農業産出量は 44.6 パーセント増加した。農産物
の豊作はさらに初級合作社から高級合作社への編入を推進した。1958 年末まで 1.2 億の農
家は高級合作社に参加し、高級合作社に参加しない農家は、全国の総農家の 1 パーセント
を占めただけであった 26)。社会主義揺籃期の互助組から半社会主義的な初級合作社へ、そ
して、本格的な社会主義体制下の高級合作社に至るまで、農村における土地制度の変遷は、
農業の社会主義化を推進する道であった。土地などの農業生産財を私有制から社会主義的
公有制に移行させるために、集団経営が実行され、さらに農業生産力を高めるために、社
会主義的近代化の堅実な基礎が打ち立てられた。 
ところが 1958 年の人民公社化運動の展開以後、3 年間の自然災害のために、農業経済は
前例のない困難に直面した。1953 年の合作化運動の後で、農業の発展は短期の上昇を経験
した。しかしながら、高級合作社の推進と人民公社化運動の展開は当時の指導者毛沢東の
個人意思により強行実施されたため、農民の不満をもたらした。その後、農民が自発創造
した農家生産請負制は全国的に実行され始めた。1980 年に中国政府は正式に農家生産請負
制を確立し、この制度の整備は中国農業の発展をもたらした。農業の生産効率は比較的迅
速な回復を得て、1979から 2010 年まで中国における食糧生産高の年平均増加率は 2パーセ
ントに達した 27)。中国農業の生産効率は 1978 から 1984 年の間に大幅に向上した。これに
より、農村土地制度改革の成果は十分に得られたのである。 
 一方、アメリカのティモシー・J. イェーガー（Timothy J. Yeager）は中国農村土地制
度に関して、「毛沢東の急進的政策」と「鄧小平の政策展開」という以下のような斬新な視
点から次のように論じた。 
①「毛沢東の急進的政策」 
「1949-1957 年は、国力の統合のための時期であり、ソ連のシステムがモデルにされた。
農地改革がおこなわれ、すべての農地が集団化された。農地の所有権は国が握った。・・・
中略・・・毛沢東の急進的な政策の最初は、1958-1960年の 2年間におこなわれ（大躍進）
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として知られている。・・・中略・・・しかし、大躍進は経済的にも人道的にも大きな災難
だった。最初の年の 1958年には生産が伸びたが、製品の多くは質が悪くて使用できないも
のだった。このため、生産はまもなく減少に向かった。すなわち、工業生産は 1960年には
減少し、1961 年には大きく落ち込んだ。農業のパフォーマンスは工業よりはるかに悪かっ
た。多くの農民が人民公社の形成に抗議して家畜を殺してしまった。また、人民公社にお
けるあいまいな所有権が農民の生産意欲をほとんどなくしてしまった。さらに、人民公社
では労力と経済的な報酬はあまり関係がなかった。これらの非効率と一連の自然災害によ
って、歴史上最悪の飢饉が起こった。1958 年から 1960 年のあいだに、1500 万人―3000 万
人が飢えて死んだ。この大躍進ほど死と破壊をもたらした制度的、組織的変更はおそらく
これまで平時にはなかっただろう。」28) 
②「鄧小平の政策展開」 
「文化大革命下の混乱により、1966年から 1968年にかけて生産は低下した。文化大革命
は行き詰った。1976 年に毛沢東が死去したあと、共産党内部の権力闘争を経て、鄧小平が
中国の指導者となった。鄧小平は一連の制度改革をおこなったが、制度改革の帰結はいま
でも感じ取ることができる。鄧小平の目標は、病める中国経済を近代化することだった。
彼は、農業、工業、科学技術および国防の四つの分野を重点とする四つの近代化を実施し
た。農業では農家請負制が導入された。土地は国の所有には変わりなかったが、私的耕作
のために小さな区画に分けられて各世帯が請け負った。加えて、二重価格制度がとられた。
この制度では、農家は農産物の一定量を政府に固定価格で売らなければならないが、この
割当て以上の生産があればそれを自由市場で売ることができる。政府はしだいに割当て用
の生産割合を下げ、食料が市場でより多く取引されるようにした。これらの制度改革は農
家の利潤動機を刺激した。その結果、農業の生産性は大きく上昇した。1980年から 1985年
のあいだに、1人当たり食糧生産は 20パーセント増加している。」29) 
 中国は農業大国と言われ、農村土地制度が依然として農業発展に対して非常に重要な影
響を及ぼす。特に農村土地制度の改革は農業の発展にとって１つの必要条件となっている。
新中国が成立してから農村土地制度には大きな変遷が生じた。農村土地制度の変遷の歴史
は農村の経済と社会の発展と時代の要求を反映していた。農村経済ないし国民経済の発展
を促進するために、農村土地制度の改革は肝要である。 
 
第 2節 土地制度の意義 
1 土地制度の概念 
（1）土地制度に関する代表的観点 
中国において土地制度をめぐって数多くの議論が展開されてきた。以下に代表的な観点
をまとめてみる。 
① 陳によれば土地制度は土地の所有制度を指し、人類社会における一定の発展段階に
応じた土地所有関係の総称である。土地制度は生産財所有制の１つの重要な構成要素であ
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り、それには所有、占有、支配、使用などの諸関係が含まれる 30)。 
② 張朝尊によれば土地制度は人々が土地の占有、支配、使用などの過程で結んだ諸関
係の総称であり、土地の所有権関係と使用権関係が含まれる 31)。 
③ 張月蓉によれば土地制度は経済発展の過程で土地の経済的および法的関係から発生
した制度の総称であり、それは土地利用をめぐって、人と人、人と土地の間に発生した社
会経済関係を反映している。したがって、土地の経済関係は土地の所有権、使用権、占有
権および処分権などを指し、法的関係は土地の経済関係が法律上に反映された規範などを
指す 32)。 
④ 朱によれば土地制度は人々が土地を占有し使用する行為の規範であり、一定の社会
的発展段階に成立する土地関係である。土地関係は土地の使用関係と所有関係という 2 つ
の側面に分けられる。土地制度も土地の使用制度と所有制度という二面がある。前者は主
にどのように土地を利用するのかという問題であるが、後者はどのように土地を割り当て
るのかという、主に土地の権利問題である。土地制度は土地の利用方法と所有権の帰属を
明確にするものである 33)。 
⑤ 馮によれば土地制度は人々と土地の間に発生した関係の制度である。土地制度は土
地問題を処理するルールでもあり、その内容が土地の所有、使用、分配などを定める制度
である 34)。 
⑥ 畢によれば土地制度には広義と狭義の 2種類がある。広義の土地制度は土地の所有、
使用、管理および利用などの土地関係制度を指す。狭義の土地制度は土地の所有、使用お
よび管理などの土地の法的権利制度を指す 35)。 
⑦ 銭によれば土地制度は土地関係の総称である。それは土地の生産制度（例えば、土
地の開発制度など）、収益分配制度（例えば、土地の所有制度、土地の小作料制度など）、
交換制度（例えば、土地の売買制度、賃貸制度、譲渡制度など）、消費使用制度（例えば、
土地の請負制度など）を含む。これらの制度は相互連係と相互制約を含む１つの有機的な
全体を構成する 36)。 
 
（2）土地制度の概念 
 以上に述べたように、土地制度の理解の仕方は多様である。また、土地制度は、進化す
る各種の土地関係を制度化にするという社会の制度学の対象として位置づけられる。そし
て、土地制度は人々による土地の占有や使用の規範を提供していると思われる。アメリカ
の土地経済学者のエリー（Richard Theodore Ely）とモアハウス（Edwardw Morehouse）に
よれば、土地を利用するルールは土地制度である。37)台湾の朱嗣徳の見解にしたがえば、土
地制度を創立する場合の方法と政策を土地制度と称している。土地制度に問題が生じるな
らば、土地制度に対する改革（全部あるいは一部分）を行わねばならず、その改革は土地
制度の変遷といってもよい 38)。 
土地制度は一定の社会的および歴史的条件の下で、人々が土地の占有と使用の過程で形
 - 24 - 
成した諸関係の規範システムである。こうした土地の制度化を通じて、土地の使用行為は
明確となり、人々の間で生じる土地をめぐる矛盾が解決され、農村社会全体の安定が保た
れ、秩序が維持される。その中の最も基本的な内容は、土地の所有、使用、管理および財
産権に関する諸制度である。これらの土地制度を簡単にまとめると以下の如くである。① 
土地制度は一定の社会的歴史的条件下の産物であるが、状況の変化に応じて絶えず変遷す
る。② 土地制度は人々が農業生産の向上のために形成した相互補完的な各種関係の規範シ
ステムである。その中で最も基礎的な内容は土地の所有、使用、管理および財産権などを
めぐって創出された制度である。③ 土地制度は経済関係と法的権利関係を含んでおり、前
者は土台としての経済制度に属しており、後者は社会制度に属する。 
 
（3）財産権と土地財産権の概念 
 近年欧米の経済学者は多くの財産権経済学の研究成果を挙げている。1980 年代に西欧の
財産権理論は中国の学界で広範に受け入れられるようになった。財産権は一定の財産に関
する権利である。例えば、中国の銭忠好によれば、「財産権は法律、習わし、道徳など、人々
が相互に財産に関して認可する権利である。一般的には、人々には財産に対する所有権、
占有権、使用権、収益権などがある。」39)すなわち、① 土地の財産権は土地の所有権に相当
にする。② 土地の財産権は土地の支配権に相当にする。③ 土地の財産権は土地の使用権
と経営権に相当にする。農民の土地に対する権利は主に 2種類あり、1つは土地の所有権で、
もう 1 つは土地の財産権であり、土地の財産権には土地の使用権、収益権および処分権が
含まれている 40)。このような見方は、例えば中国の高尚全により、「土地制度は土地の所有
権と土地の財産権という 2 つの基本的な制度を構成するものである。土地の所有権制度は
主に土地の帰属問題を解決することで、それが土地所有権の主体を明確にするのである。
土地の財産権制度には主に土地の使用、移転および譲渡という 3 つの制度が含まれてい
る。・・・中略・・・土地の所有権制度は、農業生産の過程で形成された人々の間の生産関
係により決定されており、土地の財産権制度は、土地を使う過程で各種利益の主体間で権
利と責任の利益関係により決定するものである。」41)このような理論によれば、土地の財産
権は土地の所有権と互いに連係している場合もあれば、違う場合もあるため、土地制度の
一定の特性を反映していると考えられる。 
土地の財産権は土地制度に基づき、人々の相互認可を得た土地に対する財産権の総称で
ある。土地の財産権には土地の所有権、使用権、譲渡権、オークション権、収益権などが
含まれている。人々は特定の土地に対する関係を形成し、このような権利関係が制度化さ
れた後に、土地制度が生み出されるのである。土地制度の確定は人々の土地に対する行為
関係にも影響されるようになる 42)。 
 海外の学者は土地の財産権について、公有、私有、共同という 3 つの見解があるが、中
国の学者の見解によれば、土地の財産権制度は土地財産の法律形式として存在するため、
土地の法権という用語が用いられている。実際には中国における土地の財産権に関する定
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義にはそのような説明が導入されていない。これは中国の農村では土地の利用は複雑かつ
多様、その内容を定義することが極めて困難であるからである。しかしながら、土地の財
産権には土地の所有権、占有権、使用権、収益権などが含まれているため、土地制度の中
では最も重要で、農業経済の発展と農村社会の安定に対する決定的な効果があると考えら
れる。 
 
2 農村における土地制度の基本内容 
 農村における土地制度の基本的内容はどのようなものであるか、以下では主に農村にお
ける土地の所有、使用および管理をめぐる制度的枠組みについて整理しておく。 
 
（1）土地の所有制度 
 農村の土地所有制は一定の社会制度の下で、農民が代表して農村の土地を所有する制度
である。中国における農村社会の発展過程では原始社会、奴隷社会、封建社会、資本主義
社会および社会主義社会という 5 つの社会形態を経験し、異なる社会形態の下でそれぞれ
に対応した土地の所有制度があった。その他に、個人経営の農民土地所有制度も存在して
いた。これらの社会については土地の私有制と公有制に基づいて、その社会の特質を分類
することができる。原始時代の氏族社会と社会主義は、土地の公有制に属しており、奴隷
制、封建社会および資本主義は土地の私有制に属している。世界における文明の開始は土
地の公有制から発展してきたが、このような公有制は農業発展の過程で生産力の束縛にな
り、廃止された後に私有制に変わっていった 43)。 
 中国の土地所有制度の変遷過程において、農村における土地所有制の基本的な内容は現
在でも変わっていない。中国の農業経済では、土地所有制の問題は非常に複雑であり、直
接に農民の福祉や農村の社会経済の発展に関連すると同時に、農地が非農業用地に変更さ
れる過程で様々な問題が生じた。農村における土地所有制の法律上の表現形式は土地の所
有権であり、これは通常、占有権、使用権、収益権、処分権という 4 つの法的権利で構成
されている。土地の占有権は実際に土地を占有し支配する権利である。その権利は土地の
所有者によって行使されるが、他方、法律および行政的命令に基づいて、他人から行使さ
れる場合もある。つまり、土地の所有権と占有権は分離したり、結び付いたりする。土地
には合法的占有（関連の法律、法規に従う）と不法的占有（関連の法律、法規に従わない）
の 2 つが存在している。前者には承認と保護が与えられ、後者は取り締まられる。土地の
使用権は法律に定められている土地を使用する権限であるが、土地の使用権と所有権は分
離したり結合したりする。土地の収益権は法律にしたがって土地の生産的利用により発生
した利益が得られる権利である。土地の収益権の中で農作物を受け取る権利は通常土地の
使用者に属し、小作料を受け取る権利は一般的に土地所有者に属する。土地を又貸しする
場合、土地の占有者と使用者は一部の小作料を得る権利を有する。土地の処分権は法律に
基づき、土地を処理する権利を指す。具体的には売買、賃貸、贈与、遺贈、抵当などの権
 - 26 - 
能が含まれ、通常は土地の所有者がその権利を行使する。状況に応じて土地所有者は使用
者に土地の処分権限を授ける場合があるが、その場合、使用者は一部の処分権限を行使す
ることもできる 44)。 
 
（2）土地の使用制度 
 土地の使用権とは現実的に請負契約によって土地を使う権利を指すが、それには一定の
制約がある。土地の使用権は土地の所有権の一部を構成し、それに基づいて土地の使用制
度が１つの独立した制度として存在している。特に就職先の少ない農村では土地使用権の
確保は最終的な生活保障につながる切実な権利である。農村の土地使用制度は、土地の使
用条件と使用形式による経済関係を形成し、土地の所有制度と同じく重要な構成部分であ
る。農村の土地使用制度の下では農家はその集団内で該当する土地の利用と収益の潜在的
権利を有している。他方、土地の使用制度は土地の所有制度の 1 つの形式および手段とし
て存在しており、これは土地の実際的な利用状況に直接影響する。土地の使用制度は土地
の請負制度を通じて実現される。この請負制度は農家に一定の収入をもたらすとともに、
生活保障を獲得するための不可欠の制度である。 
 土地の使用権と所有権の相互関係には異なる考え方がある。すなわち、「二権合一（所有
権と使用権を相互に結合する）」と「二権分離（所有権と使用権を相互に分離する）」であ
る。前者には自作農、自営農、集団経営を実行する農村コミュニティの集団経済組織など
が含まれている。他方、後者には小作農、請負制経営を実行する農村コミュニティの集団
経済などが含まれる。したがって、土地の所有者と使用者の間の経済的な利益関係につい
ても、対立と一致という二面性がある。「二権分離」の条件の下では、土地使用制度はさら
に有償使用制と無償使用制に分けられる。一般的に私有制度の下では、土地はすべて賃貸
のような有償で使われる。しかしながら、中国のように社会主義の公有制の下では、長期
にわたって無償の使用制度が実行されてきた。ところが、社会主義の土地利用と土地管理
の実践経験により証明されたのは、土地の無償使用制度には多くの弊害が見られ、土地制
度の発展ないし土地資源の合理的な利用に役立たないという点であった。中国において土
地の「二権分離」という条件下で実行された土地の有償使用制度はその具体的な形式がど
のようなものであろうと、実際には土地の貸借関係であった。封建的な土地の貸借関係の
下では地主階級が無償で小作農の剰余労働力をすべて占有した。資本主義社会においては、
土地の所有者と農業資本家が共に農業労働者を占有した。社会主義の下では、国家と集団
的経済組織が公有の土地を有償で特定の部門あるいは個人に譲渡する。このような土地貸
借関係は国家、集団および個人が土地の収益を分配する関係として反映されている 45)。 
 ところが、中国の社会主義体制下の農村における土地制度は土地の所有者と使用者の間
に利益をめぐる対立関係が存在している。集団的土地所有体制下で、土地の所有者と使用
者の間には土地の貸借期間あるいは収穫物の上納量などの具体的な条件をめぐる対立が生
じている。土地の所有者となった農業集団は一般的に貸借期間の短縮あるいは上納量の増
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加などを求める。他方、土地の使用者は請け負った土地の貸借期間の延長もしくは自らの
利益の確保などを主張する。農村の土地集団所有制は集団の所有する土地を農家に請け負
わせる契約関係で、土地の所有者と使用者の間に経済的利害の対立が存在している。これ
には農村土地制度による土地管理体制の問題も反映されている。農村土地公有制にはある
程度の問題と矛盾はあるが、社会主義の土地公有制は現在の中国農村土地制度を実行する
唯一の方法であり、このような条件の下で、正しく土地の所有者と使用者の権利と義務を
確定し、双方の利益衝突を防いで、合理的に土地資源が利用できるシステムを創出しなけ
ればならない。 
中国社会主義体制下の農村の土地制度を基礎する土地所有制度と同様に、農村の土地使
用制度は法律により保護されている。法律にしたがって、農村の土地を占有し、土地使用
による収益権を取得できることが法的にも一応整備された。土地の使用権には土地の所有
権を前提として、使用と収益などの権利が含まれる。それは土地の所有権から派生してき
た 1 つの権利である。中国における土地使用権は現在でも社会主義所有制を基礎として構
築されたものであり、平等原則が何よりも重視されている。しかしながら、一定の条件の
下で、土地の使用者は土地の直接な支配権をもち、さらに法律の下で他人に土地使用権の
譲渡もできるようになった。このようにして全国で土地の使用をめぐる紛争の多発をある
程度おさえた。農村の土地の所有権と使用権を分離する土地制度を導入することは、使用
権の強化と安定を図るとともに、土地の所有者と使用者の間で一定の規範要求に基づき、
双方の権利と義務を確立することとなる。しかしながら、このような土地使用権はまだ国
家の関与や一定の制限を受けているため、土地使用権についての総合的な調整が引き続き
必要とされるであろう。 
 
（3）土地の管理制度 
 中国では農村の土地管理は国家管理制度の下にある。国家は農村における土地の貸し手
である農業集団と請け負い方である農家との間で管理監督の役割を果たす。国家は社会的
代表の身分をもち、全国の農村の土地に対する管理、監督および統制を行うが、このよう
な管理は中央政府と各級地方政府により実施される。 
 農村における土地管理制度の基本的な内容は以下の如くである。① 土地管理は主に土地
の所有権と使用権の管理を指し、農家の経営自主権の尊重が土地管理制の基本となってい
る。その中で、農村の土地の所有者と使用者の合法的権益を保護することは農民が最も頼
りにする制度上の保障である。② 土地管理は農村の土地の所有権と使用権の関係を調整し、
農地の経営権を農民に与える一方、所有権と使用権に対する必要な制限を行う。③ 土地管
理は主に土地利用と関連する一連の法律、法規および政策によって農村の土地制度を推進
するという原則を遵守することで、最大の効果を得る。④ 土地管理は農村と農業経済の全
面的な発展および農村社会の発展の必要性を満たす条件をコントロールする。以上のよう
に、農村における土地管理制度は土地利用の計画、方法および政策などのさまざまな面を
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含んでおり、土地管理制度の主要な内容が土地制度の中にはっきりと反映されてくる 46)。 
 農村の土地の所有制度、使用制度および管理制度は相互に関連しており、これらは共に
農村土地制度の基本的内容を構成している。このような構造は異なる社会の歴史的条件下
では異なる効果を生じるが、中国の農業が新たな段階へ発展を遂げる上で、重要な役割を
果たすであろう。しかしながら、その弊害が次第にはっきりと出てきた。一部の地方では
農業生産効率の向上が制約されるようになってきたからである。 
 
3 農村土地制度の特殊性 
 農村の土地制度は農村の土地問題と関連し、それは土地をめぐる経済関係と法律上の権
利関係を反映している。この二重関係は、土地制度の重要な構成部分で、農村社会の中に
一定の影響力をもつものとなっている。歴史上、人類社会は世界各地において、すべて農
業を主として発展してきた。それゆえ、農業経済の発展は国民経済発展の基本であり、農
村の土地問題は社会および経済の問題だと言える。しかしながら、中国の社会主義経済の
発展にともなって、農村と都市の格差が生じ、農村土地と都市土地の使用は合理的な利用
規定を明確にしないまま、現在に至る。 
 本論文と関連する農地という概念は、農村の土地を指す。すなわち、農業用の土地であ
る。中国における農業用の土地は国有地として位置づけられており、農業集団は農業用地
の請負権を有すると同時に、国家はその使用と収益の権利を保護する役割がある。しかし
ながら、いったい農業用の土地とは何であり、中国の農業社会において、異なる時代の下
でその意味は完全に統一されてはいない。これは農村土地制度の実態を的確に把握するた
めに、農村の実情を踏まえながら、検討されねばならないのである。中国の建国初期に農
地は農民生活の必需品、特に衣食問題に根本的に影響する土地に限っていたが、改革開放
の進展につれて農地の範囲もますます拡大しつつある。その広がりは耕地、牧草地、林地、
水域という 4 つの方面を含む。一方、荒地、空地、不用地などは予備農地として管理され
るようになっている。他方、現在の農地は恐らく社会経済発展のため、その用途を変えて、
非農地になるケースが多くなるとともに、既存の非農業用地も客観的な条件の変化にした
がって農業用地になることもある。農村土地制度は農業経済の基礎制度である。原始社会
から今日に至るまで、人々の生存はすべて土地に依拠し、農業生産に依存してきた。初期
には農業人口はまばらであったが、自然資源は豊富で、人々の活動が自然環境の変化にし
たがって移動するため、土地の占有が存在しなかった。他方、自然環境の悪化と自然災害
は頻繁に起こったため、農業生産がつねに安定的とは言えなかった。一方、農業生産力の
レベルは農村社会の進歩につれて向上した。農民が次第に栽培と飼育を営み、それによっ
て、初期の農畜産業が現れ始めた。その後、農民は定住を始めたため、土地に対する占有
を開始し、中国の歴史上で早くから所有権の制度が生まれた。それは農村土地制度と言え
る。中国においても土地資源の希少性があり、自主的な土地利用よりも政策主導という特
殊性が存在するため、この基礎の上で一連の土地制度が導入された 47)。 
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農村土地制度は自然環境、農業生産力および政策などの多様な制約を受けている。農業
生産も多様な制約の下で行われる。また、農業は自然に依存するという性格を有するため、     
農村土地制度も社会環境のみならず自然環境との特殊な関係を反映している。 
農村土地制度には初期には、共有地という土地の所有制度が存在していた。原始時代以
来、部族の土地の分割が始まった時から、これはつねに存在していた。農村土地制度の最
初の形式は、一部は部族のもの、一部は氏族のもの、一部は世帯のものであった。古代社
会では人々は都市の中のいくつかの部落で居住し、農村土地は国家所有であった。しかし
ながら、個人の所有権は不動産の占有に限られていた 48)。 
農村土地制度は生産力の発展にしたがって変遷する。資本主義以前の農村社会では、土
地は最も基本的な生産要素で、それが人類財産の基本的な形式として人類生存の主要な基
礎となっていた。土地の所有制度は社会財産の占有と分配の形式により決定された。資本
主義社会における土地は主に資本家に属し、土地の所有と経営は分離し、地主は土地の所
有に基づいて、一定の小作料を受け取った。しかしながら、土地を大規模に耕作しないか
ぎり、決して有効に活用することができない。すなわち、工業化の発展につれて、土地の
利用の仕方が重要になってきた 49)。中国の農村社会においても土地の所有と利用の分離に
より、農業生産における土地の所有権の位置は重要ではなくなりつつあると感じられる。 
 
4 農村土地制度の革新過程 
 農業生産力の発展につれて農村土地制度は構造調整を求められた。もとの古い不合理な
低効率の農村土地制度は新しい合理的な高効率の農村土地制度に取って代わられる。この
制度の移行過程が農村土地制度革新の過程とも言える。 
一般的には農村土地制度の革新と制度の移行の間に一致性がある。革新の結果はもとの
制度と違う新しい制度を創造したものであり、このような新しい制度はもとの制度の進歩
と改善がもたらした結果である。新制度派経済学者によれば、制度革新の原因は制度のバ
ランスが取れていないこと、例えば、資源の最適配置、分配の公平化、社会福祉の最大化
などの状態を達していないことである。もし予想純収益は予想生産コストを上回ることが
できるならば、制度の革新がありうる。この条件を満足させる時だけに、社会の既存の制
度と財産権のメカニズムの革新が見受けられる。他方、制度の非均衡および生産コストが
予想収益を大きく上回る現象が存在する時には制度自身にすでに問題が生じている 50)。同
様に、農村土地制度の革新は本来の制度がすでに不合理になったために生じる。その農業
生産の低効率もしくは分配の不公平である。農村土地制度にはなぜ不合理が現れたのか、
その最も根本的な原因は農業生産力の発展がすでに近代農業の発展に適応することができ
なくなるからである。つまり、農村土地制度には不合理なところが存在したため、もとの
農村土地制度に対する革新が行われるのである。 
 
（1）農村土地制度革新の方策と目的 
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 どのようにして農村土地制度の革新を行うのか、これは、中国の社会主義市場経済にお
ける市場需要の変化と技術の進歩による市場経済の内在的要請を反映している。農村土地
制度革新の方策は以下のように示される。① 農村土地制度の革新は合理的制度により人々
の需要を満足させることができ、それによって、農業取引コストの低下を導いていくこと。
② 農村土地制度の革新は農業生産に対する規範を形成することにより、農業資源を浪費せ
ず合理的な農業生産を展開しうること。③ 農村土地制度の革新は人々が制度の要求にした
がう習慣を育成し、制度の制約による他人ないし全体社会の利益が損なわれないのみなら
ず、さらには人々の日和見主義の行為をある程度制御できること。④ 農村土地制度の革新
は農民と農村社会の利益を保障しうること。⑤ 農村土地制度の革新は市場経済体制に向け
て、農業の発展、農業生産効率と収益の向上あるいは農業環境の保護など、農業に新しい
活力を注げること。他方、農村土地制度革新の要因は農村土地制度の最も基本的な機能に
あたる保障機能と奨励機能と密接に関係がある。農村土地制度の革新により、農村土地制
度の保障機能を健全化し、農民のさまざまな権利と経済の利益を保証することができる。
農民権利の保障には、例えば、土地使用の権利や契約の権力などがある。経済利益には例
えば、土地税、小作料、経営利潤、労働者の給料などがある。または、農村土地制度の革
新により、農村土地制度の奨励機能も強化することができる。農村土地制度の奨励機能は
どのように農民の農業生産に対する積極性を引き出すのか。これは彼らが従事する耕作な
どの農業経済活動の内在的原動力である。一方、奨励機能に派生する制約機能は、農業経
済活動の中で農民の日和見主義の行為を抑えることができる 51)。 
 以上からわかるように、農村土地制度の改革を通じて農家と市場の合理的かつ有効な連
関を実現する。農村土地制度の改革は農村土地制度の保障機能と奨励機能を強化し、農村
土地制度に一層の革新をもたらした。農村土地制度の健全化により、農村土地制度の改革
効果を十分に発揮することができれば、農業の近代化、商品化、専業化への転換を促進し、
農業経済の最大利益化を実現することができると思われる。 
 
（2）農村土地制度革新の主体 
 誰が農村土地制度の革新を行うのか、これは農村土地制度革新の主体問題である。農村
土地制度の中で、農民、農村集団および政府は農村土地制度の主体である。三者は農村土
地制度の変遷と改革に対する重要な効果を有する。一般的に言うと、内生的制度変遷の主
体は個人と農業集団であり、外生的制度変遷の主体は政府である。農村土地制度革新の主
体の間に有効な利益の結合を実現した結果として、農家生産請負制が生まれた。農村土地
制度改革の決定主体は制度革新の中で積極的に決定的な効果を導き出す主体である。決定
にかかわらない主体は制度革新の中では受動的な従属関係の主体を指す。政府は農村土地
制度革新の決定主体である。国家は権利機構であるため、法律と社会秩序を提供すること
ができ、基本的な経済社会の構造を維持し、農業経済の発展を促進する。そこで国家を代
表する政府は必然的に農村土地制度革新の決定の主体になった。農村土地制度の革新が多
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くの農民の利益の配慮を加えることができない時には、政府は制度革新の中で決定的な作
用を体現することが重要である。政府は国策の決定者である。すなわち、政府は制度革新
の主体として存在しており、農村土地制度革新の被決定主体は、個人あるいは農業集団で
ある。しかしながら、一定の歴史的条件の下で、個人と農業集団は農村土地制度改革の決
定の主体になる場合もある。例えば、農家生産請負制は農民がその制度革新の主体となっ
て推し進められ、中国農業経済の発展に対する重要な原動力となっている 52)。 
 
（3）農村土地制度革新の客体 
 誰のために農村土地制度の革新を行うのか。これは農村土地制度革新の客体問題に関わ
ってくる。農村土地制度革新の客体は、農村土地制度の関連者および受益者として農村土
地制度との恒久的な結合関係として存在している。また、農村土地制度革新の利益関連者
も含んでいる。農業利益の最大化を追求するために、農業経済の発展とともに、多くの多
様な制度が必要となる。1つの新しい農村土地制度の選択と確定を行った後に、このような
制度は人々の農業経済活動の条件となり、人々がその制度革新による利益を得る。農村土
地制度には支配と従属という関係がある。上位に立つ権威が存在する。利益関係者の中で
制度革新の主体となっているのは政府である。農村土地制度革新の主体たる政府には主体
と客体という二重構造が存在している。現在の中国の農村土地制度では農家生産請負制と
いう契約が制度に代わって重視されるようになった。それは制度と契約が相互補完しあう
からである。次に、最も主要な農村土地制度革新の客体は農業生産に従事する労働者であ
り、農民である。農業経済の発展と農民収入の増加は制度によってもたらされ、農村土地
制度の改革は進めば進むほど、農業経済の発展が可能になるだろう。最後に農地の利用に
関連する組織と個人はすべて農村土地制度革新の客体である。例えば、商工業の企業、保
険会社なども特殊な農村土地制度の客体になる 53)。 
 
（4）農村土地制度の革新過程 
 どのようにして農村土地制度の革新を行うのか、それは農業経済発展に関する多くの実
践経験とさまざまな要因の相互作用の結果であった。これは農村土地所有制、農村土地使
用制と農村土地管理制および財産権関係などの諸面のみならず、農民、農村社会および農
業経済の発展にとって有益である。他方、農村社会のルールと農民の生活習慣は農村土地
制度の改革の本質にかかわる。農村土地制度の改革は 1 つの複雑な過程である。この過程
では、国家権利、政治と社会などの諸関係により農村土地制度の革新が制約される場合も
ある。農村土地制度革新の目的は、従来の農村土地制度よりも良く、効率も高く、さらに
公平的な制度を作り上げるためである。しかしながら、中国農村土地制度改革の過程では
多くの原因による制限あるいは影響が存在している。その中には以下の制約要因がある。 
① 農村土地制度の革新は国家権力により強く影響を受けると同時に法的制約が常に存
在している。② 農業生産力の発展水準の制約を受けている。農業生産力と生産関係の相互
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矛盾は農村土地制度の改革を制約する重要な原因と結び付くとともに、農村土地制度の改
革力はその制約により失われていく。これは農村土地制度革新の根本的な動機でもある。
③ 農村土地制度の革新は土地資源の存在の制約を受けている。農村の土地資源は農業生産
ないし農業経済発展の土台である。しかしながら、中国の現状は農地が少ないのに、人口
が多いため、これらは農村土地制度の改革に対する影響を及ぼす。④ 農村土地制度の革新
は農民自身の意識、社会関係あるいはイデオロギーなどの要因による制約を受けている。
農村土地制度の革新はこの制度の主体と不可分であり、理想的な人と土地の関係による理
想的な農村土地制度を創出することができる。合理的な農村土地制度を創出するために、
国の指導者の決定があるのは極めて重要である。例えば、中国古代の周朝では封建的な土
地制度「井戸土地制度」54)を創立したが、「商鞅」55)が秦国の利益を考慮した結果、井戸土
地制度を廃し、「区画整理」、「耕作自由」とあぜ道をつくるという国益に合う土地制度を創
出した 56)。もしも農村土地制度の決定者と農民との間に矛盾が発生するならば、農村土地
制度革新の抵抗力が生じ、農村土地制度は不合理あるいは非効率になるかもしれない。⑤ 
農村社会では農業経済の発展が制度進化の原因であるが、他方、農村土地制度の革新に対
する制約となる。理想的な人と土地の関係による理想的な土地制度を創立するのは農村土
地制度革新の目標である。いかなる制度の革新もすべて、一定の制度環境と結び付くか、
あるいは一定の客観的な条件の影響を受けている。農村土地制度の革新も例外ではない。
アメリカの 19 世紀の経済学者アラン・G・グルーチ （ーAllan Garfield Gruchy）によれば、
「制度に影響する原因は自然環境と社会環境がある。自然環境には地理的位置、国土面積、
人口、資源と気候が含まれる。社会環境は歴史文化と公共機関（国家の社会組織）である。」
57)経済的制約の下で、その他の非経済的制約の相互作用により、異なる時期と異なる国家地
区には異なる土地制度が決められる 58)。つまり、異なる制度環境は制度の革新にとって内
生的なものなのである。⑥ 制度の慣性と自己強化機能には農村土地制度の革新に対する影
響が存在している。制度変遷の中で、制度の革新は以前の制度の影響を受けており、国家
がいざ制度を展開するならば、制度の慣性が生じる。「換言すれば、この過程は最適な制度
をもたらすわけではまったくない。というのも、制度的慣性のために、生活の必要性がめ
まぐるしく急速に変化する状況に対して制度の選択的適応が絶えずずれるようになるから
である。」59)農村土地制度は恐らく良好な循環の軌道に入れば、迅速に合理化する。もし農
村土地制度の革新の結果、制度が愚かしいものになるならば、正しい方向に是正すること
が非常に難しくなる。いかなる制度も、いったん実行するならば、自己強化の機能が発生
し、このような機能は後の発展の中で制度の革新を制約することとなる 60)。 
 
（5）農村土地制度革新の評価 
 農村土地制度革新の効果はどうなるのか。これは制度革新の結果に対する評価と関わる。
農村土地制度改革の深化は制度の自然淘汰の過程である。農村土地制度革新の効果に対す
る評価は以下の通りである。 
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① 制度改革の合目的性は、農村土地制度の革新が一定の目的にかなった仕方で存在して
いることを意味している。このような合目的性は農村土地制度の革新が完全化あるいは最
適化という基本的な理念と合うかどうか、または農村生産力の発展と一致するかどうか、
そして、人と土地の関係の協調発展を体現しているかどうか、農民の利益を満足させるこ
とができるかどうかという評価を指す。すなわち、新しい農村土地制度の形成を通じて、
農業経済を一層発展させるのにも役立つのである。② 農村土地制度の改革により、農民が
新しい農村土地制度を受け入れるかどうか。それは農村土地制度改革の効果に対する 1 つ
の評価基準である。農村土地制度の改革による新しい制度は農民の農業生産意欲に対する
刺激があるかどうか、という基本的評価基準である。農民たちは新しい制度を積極的に受
け入れるならば、新しい制度が次第に安定し、本来の制度の革新が実現できる。それと相
反するならば、制度が本来果たした役割とはまったく違った役割を果たしてしまうため、
このような制度はその制度の革新を実現することができない。制度改革の評価は、広範な
農民のための利益の最大化によるものである。そのため、農村土地制度の革新は新しい制
度が農民たちを刺激して農業経済の発展をもたらすのである。そして、主な客体として農
業生産に従事する労働者は、このような農村土地制度の改革に適度な規模の農業経営の基
礎を作り上げることのみならず、利益の保護などに一定の役割を果たせる。③ 農村土地制
度の革新は農村の自然環境と社会環境とに適応するかどうか。これは新しい農村土地制度
の合理性に対する評価である。とりわけ、農村土地制度は社会制度の重要構成部分である。
農村土地制度の改革は、農業の目先の状況あるいは偶然的かつ局部的状況から生まれる。
他方、新しい農村土地制度は他の制度と互いに整合するかどうか。それは合理的評価の基
本基準でもある。中国農村土地制度の改革は、社会主義農業制度に対しても対応し、異な
る制度環境、多様な社会環境における新しい農村土地制度を創り出すことができる。中国
農村土地制度の改革は、農業経済の発展と農業生産が相互に補完しあうと同時に、対立し
あう現象も存在している。このような背景を考えると、農村土地制度の革新は、恐らく一
定の条件の下で行えるのである 61)。 
 以上に述べた評価基準は、農村土地制度と農業経済発展に対する評価体系を構成する。
農村土地制度の革新と農業経済発展の関係は、相互補完と相互制約とを結合することによ
って展開する。これは中国農村土地制度の革新による農業経済発展に対する影響という研
究の理論的基礎であると考えられる。 
 
第 3節 農村土地制度の改革と農業経済発展 
1 農村土地制度改革の効果 
農村土地制度の改革は土地制度の健全化あるいは規範化という主な目標に向けて行い、
農民の合法的権益を守り、合理的な土地資源の配置を推進するものである。具体的には農
村土地制度の改革を通して、農業生産高の増大、農村社会の安定、農民収入の増加と農業
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の繁栄を実現するとともに、食糧の安定供給を確保することを目指す。中国農村土地制度
の改革は農村経済発展において以下のような効果を発揮している。 
 
(1) 農業生産に対する刺激 
 農村土地制度の改革により農民の農業生産に対する積極性を十分に引き出すことは、農
業経済発展の内在的原動力である。中国農村土地制度の改革は農民の伝統的な考え方を近
代的な考え方への転換し、農業生産の最適化を押し進めてきた。農村土地制度の改革がす
べて成功したとは言えないのは、農民が利益最大化を求めるとともに制度の不合理により
農民の非理性的な行為を招いた。他方、合理的な制度は農民の合理的な行為を助長し、一
層合理的な行為を導くようになる。農民は、農業生産に対する積極性を十分に引き出すこ
とにより 80年代の初期に農業経済の急速な発展をもたらしたのであった。 
 
（2）農地配置の最適化 
 農村土地制度の改革は土地資源配置の最適化という重要な効果をもたらした。政府は行
政管理による農村土地の無償分配と使用をコントロールしている。実際に、農村土地制度
の改革はそれに応じて土地資源の無償配置を行った。それによって、農民は農業市場のニ
ーズと政府の政策にしたがって農業生産を行い、土地の有効利用に一定の役割を果たすこ
とができる。農地配置の最適化は農村社会の安定あるいは農業経済の発展をもたらすとと
もに、農業と他の産業と補完や経済発展を推し進める。農村土地制度の革新は 13億にのぼ
る中国人の食糧問題を解決するために重要な役割を果たした。土地資源の最適化配置を実
現することは農村土地制度の中で非常に重要な構成部分となっている。 
 
（3）管理強化 
 農村土地制度の改革は、農民の日和見主義の行為を抑える機能をもつようになっている。
もし農村土地制度が農民の日和見主義行為に対して制約ができないならば、制度が機能し
ないため、適当な制度とは言えない。中国農村土地制度の改革の理念は、農民の土地の不
合理な使用に対する行為を制約することである。いかなる状況下においても、制度の管理
機能を維持しなければならない。もし農村土地制度の管理強化が機能するならば、農業の
みならずすべての産業の発展を促すことができる。一方、農村土地制度の管理強化が機能
しないならば、すべての産業は衰退するかもしくは社会の不安定をもたらすであろう。 
 
（4）農業生産の安定化 
 農業生産環境への影響に対する予測には不確実性と複雑性があることから、農業生産の
リスクと不安定性は避けられない。農村土地制度の改革により、農民は農業生産に対する
決定権と経済利益の実現が保障される。農村土地制度の改革を通じて、農民の権益を保護
し、それによって、農業生産のリスクをある程度下げることができる。いうまでもなく、
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農民の農業生産に対する積極性と農村社会の安定化は農村土地制度改革の基本である。さ
まざまな制度改革はその安定化が必須であるが、異なるところもある。例えば、互助組、
合作社および人民公社体制の下では、農村土地制度には農民生活の安定化に対する保障機
能があったが、農家生産請負制の下での農村土地制度には農民の利益に対する保障機能が
あった。農村土地制度の保障機能により、国のために安定的に農産物を提供し、農村社会
の安定的基礎を形成することができる。しかしながら、現行の農村土地制度はその請負期
限に不確定な面があるため、また、農業生産に対するその保障機能が比較的弱く、農家が
土地投資により得た利益を保証しがたい。中国の農地資源は非常に不足しており、農業生
産の科学技術も遅れていて、農業の工業化はまだ初期段階である。そのため、合理的な農
村土地制度はその安定化機能を十分に発揮することが中国農村土地制度の革新に対する１
つの不可欠な要素である。農村土地制度の安定化の機能は農業生産の最も基本的な要素で
あるだけではなくて、農民の最も基本的な生存と発展の保障でもある。 
 
（5）農民生活の向上 
 農村土地制度の改革は、農民収入の増加をもたらすこともある。農民は農村土地制度改
革の主体である。他方、農業生産に対する積極性と創造性ないし農業の発展と農民収入の
増加などはいずれも農村土地制度改革に起因している。農村土地制度改革の成功と失敗の
結果は農村土地制度改革のプラスあるいはマイナスの影響を生じる。農村土地制度改革の
下で日々高まっている農民生活の需要を満たすと同時に、農民が衣食の問題を解決し、農
民収入の増加を求めることは改革の本質である。農村土地制度改革の意義を理解すること
は、中国農村土地制度の欠陥を分析し、中国の実際の国情と合う改革を進める上で近代的
農業科学技術の普及と近代的農業の導入の重要性を知ることになる。しかしながら、農村
土地制度の各機能が農業経済の発展を促す一方、その欠陥によって正常な発展をもたらさ
ない場合もあった 62)。 
 
2 農村土地制度の改革と農地資源の持続的利用 
 農村の土地制度は農地資源と農業生産の状況によって決定されるが、農業生産は農地資
源の豊かさによって規定される。農業生産は農地における生産と改良を通じて農産物を得
る過程である。農業経済の発展は農地資源の効率的で持続可能な利用に依存する。したが
って、農業の発展は農民が合理的な農業生産を通じて、持続的に農地資源を有効に利用す
ることである。しかしながら、農地資源の利用は外部条件の変化によって変化する。すな
わち、通常の農民の農業生産は資源、技術および制度環境に依存する。また、農業発展の
決定要因、農地資源と農業技術ないし農村土地制度の進歩に依存する。農業経済の持続可
能な発展は農地資源により支えられ、農地資源の利用は土地制度に規定される。 
農業の持続可能な発展と経済的収益は、農村土地制度の革新と農業生産の多角化により
確保される。農地資源は経済収益が高いという理由で農業用地から非農業用地に転換され
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たり、農民が農業生産の目前の経済利益だけを重視するならば、農地資源保全の軽視ない
し農地生態環境の犠牲を招き、農地資源配置の最適化を達することができない。そのため、
農村の合理的な土地制度は、農民の農業生産を奨励し、農業経済の発展を促進するだけで
はなく、農地の保護と生態環境の改善にもプラスの影響を及ぼすものでなければならない。
農村の土地制度が農地資源の保護と改善に役立たなければ、最終的に農業経済発展を束縛
することとなる。 
農村の土地制度の革新の目的は農民の利益の最大化である。すなわち、農民の利益の保
護と農業生産に対する農民の積極性を引き出すことにより、農業経済の持続可能な発展を
実現しうる。そうでなければ、農業の持続可能な発展という目標は中身のないスローガン
に終わる。中国では農地資源の希少性と公有制という特徴があるため、どのように公有財
産的性質がある農地資源を有効に管理するのかという問題は、農村における土地制度改革
の最前線に押し出されてくる。農地の生産力は自然環境や工業生産力や農業生産力などと
有機的に結合しており、農業生産の組織化ないし発展の重要な構成部分である。そのため、
合理的な土地制度は自然の生産力、農業生産力および経済全体の生産力を互いに有機的に
結合する。要するに、農地の持続可能な利用は公平性と効率性の両方に配慮する必要があ
る。農村社会に公平性がなければ、農村社会と農業経済の発展はありえない。中国におい
ては、人口が多いのに農地が少ない。農業人口が圧倒的多数を占めるという基本的な国情
を反映した土地制度は、農業生産の効率を求めると同時に、必ず一定の公平さを体現する
ものでなければならない。科学的かつ合理的な農地の使用は公平性と効率性を実現しよう
という中国の基本的国情と合う。農地の集団所有と平等分配という農家生産請負制は、あ
る程度の公平さを実現すると同時に、農地の自由転用体制は農業生産ないし農地配置の効
率化を促進し、農業生産力を高めることもできる。しかしながら、農村の土地制度の改革
は一定の経済効果を収める一方で、問題が生じた。例えば、現実に農村における土地財産
権構成の問題のために農家の請負経営権は絶えず郷、鎮政府と農村集団からの行政的関与
という制限を受けている。そのため、農民の農地使用権の安定性が乏しくなり、農地の粗
放耕作と資源略奪式の経営が行われ、これは農地資源に対する有効活用とは言えないので
ある。また、農民たちの日和見主義があるため、農地の有効的かつ効率的経営にとって抑
制効果が生じ、甚だしい場合には農業の持続可能な発展をも脅すことになる。そのため、1
つの合理的でしかも有効的な農村の土地制度は農地の持続可能な利用および農業生産の効
率性の最大化と一致させなければならない。一方、農民は安定的収入が得られないならば、
短期の耕作あるいは粗放耕作が避けられないのである 63)。 
 以上をまとめると、農村の土地制度は農業経済の発展と農地の持続可能な利用において、
農民が合理的かつ科学的に農地資源を使うようになるものでなければならない。他方、農
民たちの農地資源の使用が制度により制約されることもある。しかしながら、中国におけ
る現在の農地利用は多くの不合理な面と非効率な状況が存在しており、これは農業の持続
可能な発展を制約している。これらの不合理な農地資源の利用と現在の農村の土地制度の
―第 1章 農村土地制度の革新と農業経済発展との関係― 
 
 - 37 - 
欠陥は今後の農村における土地制度の発展を制約するように思われる。 
 
3 農村における土地制度の革新と農業経済発展への途 
 中国では改革開放政策の実行にともなって、農業以外の部門の改革により農村の土地制
度の改革が促されてきたようである。農村の土地制度の改革は土地の所有権と使用権の分
離を実現し、農業の生産効率の最大化という農業生産の基本原則と合わせることを目的と
していた。農村の土地制度の改革は都市部と同様に賃貸、抵当、競売、合併などの経営方
式を農村に移植することでもあった。 
 マルクスの唯物史観によれば、生産力は生産関係を決定すると同時に、生産関係の変革
と革新は生産力発展の強大な動力である。制度は生産関係の範疇に属し、異なる歴史的段
階における生産関係の 1 つの具体的な表現形式である。農業経済の持続可能な発展ないし
農業生産力の向上は必然的に制度の革新と密接に関係し、農業経営にも影響する。農村に
おける土地制度の革新の本質は農業生産力の発展のために、制度中の弊害を除き、健全か
つ活力がある新しい制度に変革することである。農村の土地制度が農業経済の発展の客観
的な必要性に適応しないならば、農業経済の発展を促進することができなくなり、その発
展を妨げるかもしれない。そのため、生産力の要求にしたがって、農業経済の発展法則に
適応して、適当な時期に農業制度の革新を行い、農業生産力を向上することにより、農業
経済の発展を促進するという選択が必要となる 64)。 
 近代的農業発展の理論では農民の所得が持続的に増加することを強調する点に特徴があ
る。近代的農業の発展にともなって、農村の土地制度の改革を推進すると同時に、資本や
労働力や農地などの農業の基本的な生産要素の投入を次第に増大する必要がある。土地制
度の改革により農業の発展がもたらされ、生産、加工、流通という農業の産業化が推し進
められれば、伝統的農業は近代的農業に転化するであろう。すなわち、農業経済の発展は
最終的にやはり農村の土地制度の改革による。土地制度の改革は農業生産に対する刺激、
農地配置の最適化、管理強化、農業生産の安定化、農民生活の向上などに効果を発揮する。
農村の土地制度の改革によって、農業経済は大きく変貌し、国民経済は農業の搾取からそ
の支持と保護へと転換する。 
 したがって、農村土地制度の革新は以下のような面で最も重要かつ基本的な要因である。 
① 国民経済の持続可能な発展 
 農業経済の発展にとって決定的に重要な要因は農村の土地制度の効率性である。新中国
の初期における非効率な農村の土地制度は農業経済の発展の遅れと、農民生活の貧困の最
大の原因であった。土地制度の改革は希少な農地資源を最大限に有効利用するという大き
い役割を果たし、農業経済の発展の最も重要な道を拓いた。中国の農村の土地制度は改革
開放政策の実施にしたがって、急速な農業の発展と農産物の増大をもたらし、数多くの農
民が憧れるすばらしい生活を実現させた。土地制度の革新過程で農民の農業経済活動に対
する一連の公式、非公式の規範が設けられたためである。すなわち、農民の農業利益の最
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大化を図ると同時に、農地資源の略奪を抑制し、農業生態環境を保護することができた。
新中国建国後の半世紀、農業の発展は大きな成果を収めるとともに、農業技術の革新は新
しい土地制度により生産力の発展をもたらした。他方、農地財産権制度の確定で、農家は
自主的に土地の使用方式を決定することができた。収益の最大化を求める農家は最も合理
的な農地使用モデルを確定し、それによって農地資源の使用効率を上昇させた。中国の農
業は農産物の増大、農民収入の増加および農業技術の進歩などを通じて近代的産業に変貌
するとともに、国民経済の持続可能で急速な発展に貢献した。このような近代的農業経済
メカニズムの形成を通じて、農業の粗放耕作や農民の日和見主義による農業生産の低効率
性などを防ぐことができたのである 65)。 
② 農業技術の進歩 
 農業技術の進歩は近代的農業の発展においていうまでもなく重要な役割を果たした。農
業技術の進歩にともなって、全国の農産物の生産高が速やかに増大した。例えば、農業の
機械化、電化、水利化、化学化という 4 つの近代化が打ち出された。中国の農業の近代化
には農業技術だけでなく、農村という巨大な市場の存在を忘れてはならない。ところが、
人民公社時代前期における農業生産体制は農民の農業生産に対する積極性を抑えたため、
農業技術の革新は生じなかった。農業技術を推進する根本的原因は農村の土地制度の改革
にある。土地制度の改革は農業生産を刺激し、農民の農業生産に対する積極性を引き出す
とともに、新農業技術の開発あるいは導入も実現できるようになった。また、農業技術の
革新は農業の 4 つ近代化以外にも、農業の専業化、農業の産業化などを含めて全面的な農
業発展を促し、農業近代化の内実を整える。そして、農業技術の革新は農村の土地制度の
有効活用を保障する基盤となる。そのため、農業技術の革新を高めることは、農業近代化
の推進力となり、この推進力は農村土地制度の革新を強化する 66)。 
③ 農業経済の全面的発展 
新中国が成立してから土地制度の改革は農村の経済と社会の発展に大きな役割を果たし
た。農業と農村の経済構造の最適化を推し進めることは、土地制度改革の主要内容である。
それは農民の衣食にかかわる問題を解決するとともに、農村ないし国民経済全体の安定と
発展を促し、農民所得を増加する基本的な手段でもある。土地制度の改革過程では市場の
需要に対応して、農産物の質の向上や農業経済構造の最適化が目標となった。土地制度の
改革は農村社会の発展と安定や工業化にとって、堅固な経済的土台を築いた。要するに、
新中国の初期から改革開放まで農村部で行われてきた一連の土地制度を改革することで、
貧しく立ち遅れた旧農村社会は次第に経済の繁栄、社会の安定、事業の拡大という新しい
隆盛に赴くようになった。ここ数年以来、農業の構造調整は日進月歩の発展を遂げたが、
これらの成果はまだ初期段階のものであり、農業構造や農産物の品質、農業生産の区域化
と大規模化および農業の産業化などの多くの諸問題が残存している。これは中国の将来の
発展にかかる重要な点でもあり、そのため、農村における土地制度、農業経済の構造は引
き続き調整する必要がある 67)。 
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小 括 
以上の述べてきた要点を整理し、本章の結びとしたい。 
現在の中国では近代的工業が形成されつつある一方、農業が未だに非常に後れている。
中国の農業は工業のように急速な発展を達成できないのが現実である。しかしながら、建
国後において、農村土地制度の革新により農業発展の成果が見られた。農村土地制度の革
新は農業近代化の構成部分である。中国においては工業化の過程は農業により支えられて
きた。改革開放の政策が実施されてから、農家の個人家庭単位とする農業生産請負制を中
国農業の改革の基礎にして、農業経済の一層の発展が達成された。それは農村土地制度の
改革によるものであろう。農村土地制度の革新により農民の農業生産に対する積極性を奮
い立たせ、農村の豊富な労働力資源を十分に利用することができた。そのため、農業生産
の効率が高められ、農業経済の発展は促進された。換言すれば、農村土地制度の革新は近
代化された農業の形成を推進し、更に農業の生産要素（土地、労働力、資本および科学技
術）を有効に利用することができた。そして、中国農村土地制度の改革にしたがって、農
業の生産要素の合理的な配置と有効な結合が行われた結果、新しい農村土地制度が促進さ
れてきた。農村土地制度は、農業生産の方法および農業生産要素の合理的配置を大きく左
右する。また、農業の生産組織、生産方式、農地資源の有効利用、農業の資本投資および
科学技術の投入にも影響する。他方、農村土地制度の革新は農民大衆の切実な利益に直接
関わるだけではなく、農業と農村ないし国民経済の発展に対して重大な影響を与えた。 
以上のように農業経済の発展は農村土地制度により支えられてきたのである。農村の土
地制度の改革は農業の産業化を推し進め、伝統的農業を近代的農業に転化した。農業経済
の発展は最終的にやはり農村の土地制度の改革によるものであろう。農村土地制度の改革
は農業生産に対するプラスの効果をもたらすのみならず、国民経済の政策も農業の搾取か
らその支持と保護へと大きく転換した。したがって、農村土地制度の革新は国民経済の持
続可能な発展、農業技術の進歩および農業の全面的発展の達成という近代的農業経済メカ
ニズムの形成を促進したと考えられる。その新中国の農村土地制度の革新の初期の成果に
ついては次章以下で検討していく。 
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第 2章 人民公社創設以前における農村土地制度（1949年―1956年） 
 
 新中国が建設された 1949年 10月から 1957年までは社会主義の農業土地政策期と位置づ
けられ、国民経済の回復期という意味で「一五時期」1)と称される。建国当初の新中国は経
済体制の変革と国民経済の回復の重大な任務に直面した。この間に中国農村における土地
政策は何度も変遷した。中国共産党は「三農問題」2)を意識しながら、社会主義における「4
つ近代化」、すなわち、農業、工業、軍事、技術の近代化を出発点として、経済の回復や農
村経済の発展および都市と農村の経済関係などの面において転換期を経験してきた。1953
年から 1957年までの時期には、社会主義下の農業近代化における農業土地制度の確立と農
村社会の安定という農業経済の成長戦略を策定した。農業土地政策が実行されるとともに、
建国前の生産手段の私有制に基づく資本主義から社会主義への改造を成し遂げることによ
って、中国農業のめざましい発展が見られた時代であった。この時期には、工業の発展に
ともなって、農産物需要が増大し、中国共産党はとりわけ農業発展を重視していたと言え
る。本章においては、主に新中国の初期から人民公社設立以前までの土地改革期における
農村土地制度の変遷およびその特徴と問題点を明らかにする。 
 
第 1節 人民公社創設以前における農村土地制度 
1 封建体制期の土地所有制度から農民の土地私有制への転換 
（1）「新中国の土地改革法」の制定 
新中国の農村には貧しい農民階級と地主階級ないし富農階級の間で大きな対立があった
が、農村の土地改革運動は、地主階級を完全に消滅させたため、このような対立を解決す
ることができた 3)。1949年 10月、中華人民共和国が成立した時には、中国共産党の主導に
より、すでに人口の集中していた華北地区（北京市、天津市、河北省および山東省）など
の中国共産党の支配していた解放区で土地改革は完成されていた。したがって、新中国の
土地改革は、1952 年 9 月まで、全国で約 3 億の農業人口を抱えていた広大な農村地区で展
開された。土地改革の恩恵を受けた農業人口は、全国の農業総人口の 90パーセント以上に
達した。一方、新疆、チベット、少数民族の居住地と台湾を除いて、残り 3,000 万農業人
口には農地改革を行わなかったが、全国の農村土地改革運動はほぼ終了した 4)。この土地改
革は、大量の人口の集中する地区内で実行され、中国の分散的農業を集団体制に編入する
もので、その規模は中国の歴史上に前例がなく、天地を覆すほどの大事件で、農村社会安
定のために最も重要な農村社会の改革であった。さらに、土地改革を通じて「反革命勢力」
5)は消滅して、農民の主体性と自主性はより一層尊重されることとなった。実際には、この
改革は中国社会の半封建的社会制度を終焉に導き、封建的な生産関係に縛られた農業の生
産力を解放したことから、広範な農民大衆の生産意欲を引き出した。建国前の農村土地政
策と比べてみると、農民が土地を手に入れる夢を実現するものであったと言える。 
「共同綱領」6)にしたがって、封建あるいは半封建的な土地所有制度が変革された。中国
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共産党中央政府は、以前の土地改革の経験と建国後の新しい情勢によって、農業生産の停
滞や農村体制の混乱や農民生活の不安定などをある程度改善することができた。土地改革
に関する各種の法令と公文書が起草された。この中で、最も重要かつ指導力がある法令と
して、「中華人民共和国土地改革法」がある。 
「中華人民共和国土地改革法」は、中国共産党中央政府による土地改革法の草案に基づ
き、1950年 6月 23日に開催された中国人民政治協商会議第 1期全国委員会の第 2回会議の
審議を経て、同年の 6月 28日に、中央人民政府委員会の第 8回会議で討論した結果に基づ
き、6月 30日に公布されると同時に、正式に施行されるようになった。 
「中華人民共和国土地改革法」は 6章 40項目から成る。第 1章の総則は、土地改革を行
う基本的な内容と目的を定めており、地主階級が封建社会下で搾取してきた土地を廃止す
ることとなった。法律の策定によって、新しい農村土地制度が導入された。この制度は農
業生産力の形成とともに、新中国の工業化のために、経済の土台として重要な役割を果た
した。その意味は、次の 6点にまとめることができる。① 土地改革法を生かして、封建社
会下の地主土地所有制を変えること。② 農民集団の土地所有権と農民の土地使用権などの
諸権利を尊重すること。③ 農業労働と土地を適切に結合し、農民の自給自足の体制を形成
すること。④ 農民の農業労働に対する積極性を引き出すこと。⑤ 生産力の向上と農民の
経済利益を結び付けること。⑥ 農業生産高ないし農民の購買力を増大すること。 
土地改革によって、農民は土地と適切に結合され、貧農と雇農の生産あるいは生活方面
の困難もある程度緩和することが可能になった。それによって、これまで縛られてきた農
村の生産力は、一定程度の解放を獲得することができる。すなわち、土地改革の後に、農
業生産物を増加させることによって、農民は自分の余剰農産物をその他の消費財や生産物
と交換することができるようになった。その結果、工業製品の市場も迅速に拡大した。新
中国の工業化は主に土地改革の成功に依存し、国家財政が根本的に好転する最も重要な条
件であった。この土地改革は実際に土地革命だと言われている。これは数千年来、最大か
つ最も徹底的な土地革命であった。中国の旧農村土地制度は農民の生産意欲や農業の発展
を阻害するものであった。そのため、地主の土地を貧しい農民に再分配することによって、
農民集団の土地所有制に変え、中国社会主義農業は新しい段階に入ったとも言える 7)。 
なお「中華人民共和国土地改革法」の後の各章を見てみると、本法は土地の没収と接収
（第 2章）、土地の分配（第 3章）、特殊な土地の問題の処理（第 4 章）、土地改革の実施機
関と実施方法（第 5章）、付則（第 6章）で成り立っている。 
「中華人民共和国土地改革法」を効果的に実施するために、国務院は「農民協会組織通
則」、「人民法廷組織通則」、「農村における階級構成に関する区別」（関於划分農村階級成分
的決定）などの法規を相前後して制定し発布した。中国共産党中央政府も土地改革に関す
る公文書を相次いで発表した。 
新中国の農村土地改革は、「中華人民共和国土地改革法」の下で最も力を入れたものであ
り、1950年 6月から 1953年春にかけて、全国（少数民族地区を除く）的規模での農村土地
―第 2章 人民公社創設以前における農村土地制度（1949年―1956年）― 
 
 - 45 - 
改革が新中国農村経済体制改革の突破口として、大規模かつ凄まじい勢いで展開された。
この運動は、3年を通じて完成させたため、中国における数千年来の封建的な土地の搾取制
度が消滅した。ここには「中華人民共和国土地改革法」の大きな歴史的意義がある。中国
の農民が封建的な社会から抜け出して、農産物増産の奇跡を創り出して、結果として、長
期にわたり農民ないし当時の新中国指導者を悩ませていた食糧不足が緩和されることとな
った。中国の多数の農民は土地を獲得したことにより、農民の土地所有制度が確立され、
封建的な鎖をたち切った。そして、農村土地改革の成功は、地主階級にとっては土地利用
という武器を失うことになったが、すべての農民家庭は豊かになった。このように、農村
土地改革は農民生活を確かに改善することとなった。農民大衆の古い観念と考え方を切り
替え、農民を封建思想の束縛から解放した。それも中国共産党が農村土地制度の改革を行
った最も重要な成果の 1つであり、その影響は計り知れないものであった。 
 
（2）土地改革の総路線 
 土地改革は、解放前の自然村落を基礎にして行政村を組織し、この行政村内の農民を等
級づけし、地主所有地や富農の余分の土地を没収・接収して、農民に均等に分配した 8)。土
地改革は合法的なプログラムと方法を通して、自給自足の小農経済状況を大きく変え、ま
た、地主の搾取階級を消滅させることによって、農民主体の土地所有制度が実現された。
このような天地をくつがえす変革の完成には複雑な問題があった。この改革の結果、円滑
な土地改革に寄与し、農民生活を向上させる一方、農村社会構造もゆっくりと変化し始め
た。かつての農業資材の私有制は公有制へ移転し、公有制を基礎とする土地制度の改革は、
以前の土地改革の経験と教訓を総括した上で、実際に新時代の土地改革の総路線を定める
ものであった。この総路線を次の 4つの視点から検討していきたい。 
① 貧しい農民への依存 
貧農と雇農（地主に使われる農業労働者）は農民層内部の階級区分の中で最も貧しい階
級である。農村の中で人口の 70パーセントほどを占めており、彼らは、封建的な勢力を積
極的に打倒しようという勢力であった。彼らは地主階級の宿敵で、躊躇せずに地主階級の
陣営に対抗するパイオニアであった。貧農がいないと、土地改革ができなくなり、もし彼
らを否定するならば、土地改革路線の否定になる。もし彼らに打撃を与えるならば、土地
改革にも打撃を与える。中国の農業では、貧農と雇農を基礎とした農民大衆が絶対多数を
占めている。貧農と雇農が食糧の供給源として大事な存在であった。中国農村の基本的な
状況から見てみると、圧倒的多数の農民は、いざ何か起きるならば、国内の食糧問題が起
こる恐れがあるため、貧農と雇農の需要を満足させて、彼らに土地を与えることが土地改
革の基本理念であった。そして、この改革は中国経済の成長と農民生活の向上にとって、
十分な役割を果たした。同時に政治面では、彼らの自覚と組織力を大いに高め、農村の革
命政権の中堅を形成することによって、封建的な勢力を消滅させた。それゆえ、土地改革
は必ず貧農と雇農に依存しなければならない 9)。貧農と雇農に頼ることは、土地改革の総路
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線の一環としての重要な基本的方針だと考えられる。 
② 小規模農家の団結 
 以上に述べたように、土地改革の頼りとなるのが貧農と雇農であることを強調したが、
小規模農家の中農（自分の農地をもつ小規模農家）が重要でないというのではない。中農
は一般的に他人を搾取しないし、他人からも搾取されない。中国政府は農作業の中で中農
の利益を侵犯せず、また、中農に対して排他主義やさらに彼らを差別することがないよう
に呼び掛けていた。しかしながら、当時の中農は土地改革に賛成するかどうか、まだ不明
であったため、また、貧農と雇農が政治的自覚ができない時に、中農を含まずに貧農と雇
農を対象に農地改革を行ったことが当時の農業社会の安定にとって正しい判断だったと考
えられる。なぜかというと、当時の中農は、土地改革に対する態度を決めかねていたため、
もし多数の中農階級の農民が指導権を独占するならば、土地改革を最終的に妨げるリアク
ションが生じたかもしれない。もちろん、貧農と雇農の中に自覚のある中核的指導者が形
成された時に、貧農と雇農あるいは中農を含めて、一緒に農業労働をすることが今後の農
業発展にとって有利になるだろう 10)。 
「中華人民共和国土地法」の第 7 条には、特に中農農家の法律上の権利が定められてい
る。中農（上層中農を含む）の土地とその他の財産は法的保護を受けるようになり、それ
が侵犯されないように、明確に規定されている。また、中農に対して、地主階級と富農階
級の区別を明確にして、地主のように土地の没収あるいは接収をしないと明記した。この
ように、貧農と雇農を主とした農村でさらに中農階級を加えたことは、新中国農業発展に
とって必要な農村の安定化が重要な目的であったからである。一方、地主の土地を没収し
た分の中に余分な土地があれば、さらに必要な下層中農に分配すると指摘された。要する
に、中農の財産を取り出すことは許されていなかった。中農階級の権利を確定することは、
当時の新中国の現実に照らして、農業の発展を妨げないために、やむなくとった対策であ
った。それ以外、土地改革を実行する機関である農民協会（農民組合）の指導者は階級問
題に関して、中農階級の 3 分の 1 以上を保証することを定めた。それは中農を団結させ、
それによって、貧農、雇農、中農を合わせて、農村人口の 90パーセント以上を占める農民
は、反封建、反地主階級の統一戦線を徐々に形成することが図られていったのである 11)。 
③ 富農の中立と富農経済の保存 
 新中国建国期の土地改革と建国前中国共産党の一連の土地政策とを比較してみて、１つ
の重大な変化は富農経済を保留したことであった。当時の中国で多数の財産を握ると言わ
れた富農階級の保留は、中国経済の発展ないし農業経済の発展のために、最も現実的政策
であった。自分の耕作地あるいは人を雇う耕作地やそれらのすべての財産は、保護するこ
とが求められており、結果として、土地改革の初期においては富農が少量の賃貸土地を所
有することが認められていた。これは、中国共産党の提唱した「土地平均分配」という原
則に基づいて、農家の安定と農地の保護に合う政策であった。ただし、地主と同様に大量
の土地を賃貸している富農に対して、自分で耕作した土地を上回った土地を接収すること
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となった。その意味はいうまでもなく、圧倒的多数を占める農民大衆に受け入れられやす
い政策をとることで急進的な農村土地改革に世論の支持が確保できるということであった。
また、機械の導入あるいはその他の進歩的な設備を投入した農場と牧場に対して、もとの
経営者が引き続き経営しており、分散させないような措置も提唱された。このような富農
に対する一連の政策は、農業発展を安定化させる目的で展開されることとなった 12)。 
 中国の富農は、資本主義の国際農場主あるいはロシアの富農と異なって、中国の伝統的
農業と近代社会の歴史的条件を結合した存在であった。「この階層の人数が多くない中南各
省の新しい解放区の典型的な 100 郷による土地改革の再調査にしたがって、土地改革の時
に、富農家数が農村の総戸数の 2.85パーセントを占めており、富農家の人口が農村の総人
口の 3.77パーセントを占めた。」13)しかしながら、富農に対してどのような政策をとるかは、
農民の中で、その他の階層（中農、貧農、雇農）、地主階級と都市のブルジョアジー階級に
とって、非常に重要な影響を及ぼしたと考えられる。新中国が成立した後に、国内の政治
情勢は、すでに共産主義の色に染められていて、全国人民が毛沢東を中心とする共産党の
まわりに一層固く団結するようになった。このような情勢の下で、富農に対する政策の変
化にともなって、富農の中立と富農の経済を保存する客観的な条件が備えられた。すなわ
ち、富農階級の余剰の土地財産を接収する政策を変更して、富農経済保存の政策とし、こ
れによって 1 日も早く農業生産を回復するためであった。また、この政策は地主階級を孤
立させて、中農、貧農と雇農を保護しようとするものであった。もしも富農が中立的立場
になれば、地主階級は完全に孤立状態に陥ることになるため、土地改革に対する抵抗勢力
を縮小することができる。したがって、農村土地改革は、富農経済を保存する政策をとる
ことが政治の上からいっても、経済の上からいっても必要であった。当時の農業経済を安
定させるためには、しばらくの間、富農の保留は半封建社会下の地主とは別に、当時の社
会情勢あるいはその後の経済発展にとって、比較的重要だと思われる。これは順調な全国
の土地改革の完成にとって、非常に有利な状況を築きつつあった 14)。 
④ 封建社会下の搾取制度の消滅 
 封建的搾取制度を根絶させるために、1949 年の冬から、中国共産党と人民政府は、まず
華北都市の近郊地区および河南省の半分で土地改革を進め、その後、全国の約 2,600 万の
地区で空前絶後の土地改革を実行した。中国共産党中央政府は土地改革の発展情勢によっ
て、1950 年の冬から 3 年かけて、全国の土地改革の完成を宣言した。ただし、少数民族の
地区では土地改革をしばらく見合わせることにした。1950 年 2 月に中央人民政府国務院の
指示に基づいて、1950 年の冬から華東、中南、西北および西南の各地区で順次に土地改革
を実施することとなった。華東地区では江蘇、安徽、山東、浙江、福建の 5 省および上海
市の 43,394個郷、延べ 7,000 万人を対象に土地改革を実施することとなった。中南地区で
は河南、湖北、湖南、江西、広東、広西の 6省および武漢市、広州市の 64,770個郷、約 13,700
万人には土地改革を展開させた。そして、西北地区の陝西、甘粛、寧夏、青海、新疆の 5
省の 2,500 万漢人および西南地区の雲南、貴州、四川、西康の 4 省と重慶市の 8,500 万人
 - 48 - 
を対象に土地改革の準備作業がすでに十分できた地域と農民大衆の自覚ないし組織レベル
が一定水準に達した地域でも相前後して、土地改革はますます盛んに行われた。一方、新
疆と全国のそれぞれの少数民族居住地区および少数民族と漢民族雑居地区では延べ 700 万
人の土地改革を実行しない方針を決定した 15)。 
このように、新中国が成立した時に、約 1.6 億の人口を抱えた東北と華北の旧解放区に
おいて、すでに土地改革は完成した。1950年の冬から 1953年の春まで、およそ 2.6億の農
業人口を対象とする土地改革が実行され、1952年末に、約 90パーセント以上の農業人口を
対象とする土地改革が完成された 16)。中国共産党の土地改革の目標は、封建的および半封
建的搾取の土地制度を廃止し、貧しい農民に土地を与える土地制度を実施することであっ
た 17)。封建社会下の搾取制度が消滅したことで、資本主義から社会主義への移行を実現し
つつあった。新中国成立以降、土地改革の成功により、貧しい農民を搾取する制度はすで
に根絶され、生産手段私有制が改造されたため、社会主義への第 1 段階は完成した。貧農
階級を基礎とした農業生産体制を根本的に強化し、農業生産も著しく向上した。搾取制度
の消滅は、広範な農民大衆の生活が大きく改善され、これは社会主義制度の確立のために
重大な役割を演じたのである。 
 
2 農業生産協同化運動―初期の農村集団土地所有制の構成 
農村土地改革の完成により農民を動員し、建国初期に農村権力構造が再編された。また、
農業集団化時代においても、農村を厳格に統制する際には、階級闘争というイデオロギー
を利用して政治運動を起こし、封建的農村土地制度とは一線を画することを目指した 18)。
建国初期の農業生産では、社会主義経済建設が最も重視され、農業第一主義の方針が打ち
出された。社会主義農業を基本とする土地政策に基づいて、社会制度の根本的な障害であ
る土地分配の不完全性や土地関係のトラブルなどを徹底的に取り除いた。しかしながら、
中国は零細農家の人力と畜力に頼る農業生産大国と言われる欠点を抱え、伝統的な農業を
改造する歴史的任務の完成までには、はるかに遠く、農業協同組合化の運動が 1 つの必然
的な選択であっただろう。 
 
（1）個人経営から互助組への移行 
 土地改革を経て、貧しい農民たちは土地を獲得し、農業生産への意欲がこれまでになく
高まっていた。しかしながら、生産用具、資金、役畜の不足と農民間の占有地のアンバラ
ンスなどの日々の問題に直面した。土地改革が終わった後に、土地改革後の土地と生産手
段状況は表 2-1 のように、貧農と雇農が平均 1 戸あたり、役畜 0.47 頭、すき 0.41 本、水
車 0.07台を所有していた。中農は平均 1戸あたり、役畜 0.91頭、すき 0.74本、水車 0.13
台を所有していた。役畜と農機具の深刻な不足および戦争の破壊による労働力の死傷ある
いは自然災害や耕地灌漑の排水事業の遅れなどの諸問題を抱えていたことが農業生産に悪
影響を及ぼす結果となっていた 19)。 
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農民に個人経営を存続させた問題に対して、1951 年 12 月に中国共産党中央政府は、「中
国共産党中央政府の農業生産の互助に関する決議（草案）」（中共中央関於農業生産互助決
議草案）という公文書において管理条例を制定した。この公文書の中で農村における農業
生産の組織化の推進は基本原則として行うとともに、自由意志、相互利益と相互扶助生産
の理念を守り、農民の農業生産に対する積極性を引き出すなどと主張された。農業生産互
助組の実行は多くの農民が分散経営による困難を克服し、数多くの貧困な農民に対する迅
速な支援を強化した。その目的は、農民の生活を全面的に衣食満ち足りた状態にすること
であり、国家の工業の発展においても、以前よりはるかに多くの食糧と工業原材料を提供
することであった 20)。一方、中国の新政権は地主階級と富農階級の余った土地を貧しい農
民たちに再分配し、その結果として、スムーズに互助組の健全な発展を促進した。農村に
おける互助組の展開は建国の前にもすでに多くの農村革命拠点内に、大量の農業生産互助
組織を創立し始めたことで見られた。 
農業生産互助組は、農民の個人経済を基礎とした互助協力機構の最も小さな形式である。
しかしながら、土地改革後の互助組は、農民が自発的に形成したわけではなかった。農村
土地改革の実情に応じて、共産党の指導にしたがって、強制的に組織された。互助組に参
加する農家は依然として単独で経営し、土地とその他の生産手段は各戸に私有制で与えら
れた。ただ個人経営とはいっても、集団労働に参加する必要があった。そして、役畜と農
機具は共同で使用するようになった。新中国の経済発展は、農業経済に大きく依存したの
であって、国家も安定かつ安価な食糧の供給を必要とするため、中国農業の初期に農地あ
るいは農業生産資材の私有制をしばらくの期間は認めていた。互助組は、実際に農村の伝
統的な仕組みを巧妙に利用し、また、臨時互助組と経常互助組との 2 種類があった。臨時
互助組の特徴は、臨時的あるいは季節的な組織であった。農民の自発的な意志を尊重し、
一般的に規模は小さくて、農業の忙しい時に、主な農業生産のための作業を共同で行うこ
ととなった。当時の中国は、農業体制を徹底的に改革する余地がなかったため、農民の自
発性を十分に発揮した結果であった。臨時互助組は、互助協力の主要な形式で、これが農
民大衆の固有の互助習慣に適した。確かに臨時互助組において、個人の農業経済は、以前
の個人経営と比べると、増大しつつあったが、農業経営方式には未だに著しい変化を生じ
なかった。メリットとしては生産力や労働力や役畜や農機具の不足などの困難を克服する
ことができたことである 21)。そのため、中国の初期互助協力運動は、その発展が非常に速
かったと考えられる。 
臨時互助組と比べて、経常互助組の規模は少し大きかったことが両者の基本的な違いで
あった。また、メンバーも比較的固定し、主に貧農、雇農、中農を中心として、共通の生
産計画と組織の管理制度および分配制度などの農業生産システムを導入した。互組組織の
目的は解放前のような地主階級による圧迫から農民を解放し、個人農家にとってさまざま
な困難を乗り越えて、生産資材と労働力の共同利用の下で農業生産を行うことであった。
農業生産は、地主階級の所有地や富農階級の余分な土地の再分配により、おのおのの技能
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によって、それぞれの農業分野に分かれて属していた。一般的に経常互助組は一定の財産
を所有していたのであって、例えば農機具、役畜、開墾地、林地および生産活動の用具な
どを持っていた。互助組の主導権を握ったのは、貧農階級と雇農階級であるが、建国前に
は生産資材を持たなかった貧農階級と労働力を持たなかった富農階級は各自の利益のため
に、相互に結合されることになった。しかしながら、互助組は建国後、まもなく初級合作
社に改編されることになった。 
農業生産互助組の発展状況は表 2-2からわかるように、1950年に全国の互助組(臨時と経
常を含む)は約 280 万に達して、1,151 万戸の農家が当時の互助組に入り、全国の総農家の
10.91パーセントを占めていた。また、東北 3省で互助組に参加した農家は、すでに現地総
農家の 55 パーセントを占めており、華北地区の山東と山西の 2 省が現地総農家の 27 パー
セントを占めていた。1951 年末に、旧解放地区の互助組織は、すでに大きく発展していた
し、新解放地区では土地改革による互助組織も形成された。西北地区における互助組織下
の労働力は、およそ総労働力の 25パーセントを占めた。中南地区の河南省は、各タイプの
互助組が 42.6 万になり、全省の総戸数の 35 パーセントぐらいに達することとなった。江
西省における互助組織下の労働力は、全省の総労働力の 25パーセントを占めた。また、華
東地区の浙江、福建、江蘇省北部、蘇南などの 5省(区)の統計によると、互助組は 30万に
達し、互助組に参加した農家はおよそ総農家の 10パーセントに達した 22)。互助組は農村土
地改革による規模の拡大だけではなく、同時に質も高めることになった。1949 年まで遼寧
省における互助組に参加した農家は総農家数の 3 パーセントしか占めなかった。1951 年末
に、互助組に参加した農家は総農家数の 4.76パーセントに達した。1951年の平均 3戸から
5戸まで増加し、経常互助組に参加した農民が、1949年の 3パーセントから 1951年の 4.76
パーセントにまで 1.76 パーセント増えた。そして 1954 年末に、遼寧省の農業と農業以外
の経常互助組の割合は大いに増加し、1951 年の 4.76 パーセントから一気に 70 パーセント
までになった 23)。互助組は農業協同生産組織であり、農業集団労働を初めて採用した。ま
た、農業生産用具ないし農業労働力の不足を改善しつつ、農業生産も農産品の供給と販売
ないし農業副業と畜業が相互に結合するという特徴がはっきりと浮かび上がった。 
 
（2）互助組から初級合作社へ 
 1953 年以降、経済の回復と発展および国家の工業化が進行するにつれて、都市と農村の
住民の消費水準は絶えず高まった。しかしながら、食糧、綿花などの農産物の需要量が供
給量よりもはるかに大きくなり、農業発展の遅れている問題が日に日にはっきりと現われ
てきた。このような背景の下で、中国共産党中央政府と当時の指導者毛沢東は、農業協同
組合化の運動がスピードをあげて、足並みを揃えて発展するように考えた。1953年 10月と
11 月に、毛沢東は、農業協同組合化が早く発展する戦略を作り出した。第 3 回の農業互助
協力会議の前と会議の時に、毛沢東は 2 度にわたり、初級合作社を今後の発展の目標とす
ることを明らかにした。農業生産合作社をうまく経営することによって、農業発展を牽引
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する潜在力とし、「新区発展、旧区倍増」の合作社の発展計画が唱えられた 24)。互助組か
ら農業生産合作社に転換した節目は、1953年 11月の「統一買付」と「統一販売」という政
策の実施および 12月の第 3 回全国互助協力会議で制定された公文書「農業生産合作社に関
する発展決議」（関於発展農業生産合作社決議）の公布であった。この法案の中で、農業
互助組を農業生産合作社に編入することが明確にされ、1957 年までには、初級合作社に参
加した農家の比率がすでに総農家の 3分の 1を占めるようになった。 
 初級農業(生産)合作社は互助組とほぼ同じで、農民が自らの意志に基づき、共同労働に
よる半社会主義的性質の集団経済組織であった。農地については、未だに個人単位におい
て経営し、農業資材と農産物は合作社と共有することによって、農民の個人経済から社会
主義の集団経済組織に移行することが示された。初級合作社は、まず土地を統一的に経営
することになり、生産資材は個人の私有財産として持っているが、共有された農産物は、
農民の数により分けるという仕組みであった。そして、集団で働き、仕事の評価は労働点
数で計算された。これによって建国前と比べると農業生産力は向上するようになった。ま
た、収入は主に農業労働に応じて得られ、農民の自給自足の達成にとって、大きな役割を
果たしてきた。これらの特徴は、初級合作社内部の経済関係を反映したと考えられる。た
だし、農地の利用は農民を個人単位としていたが、農産物の配分などがすべて半社会主義
分配制を基礎として行うため、結果として、農産物の配分と経営採算という点について大
きな矛盾を生じた。そのため、初級合作社はわずか 3年間で歴史の幕を閉じてしまった 25)。 
  初級農業生産合作社の発展状況は表 2-3から見ると、1953年から 1956年まで、初級合作
社は他と比較して大きく発展し、その中で、さらに 1955 年から 1956 年までの発展は最も
速かった。1953年、全国で 15,053社の初級合作社があり、1956年までに、685,231社に達
して、およそ 1953年の初級合作社数の 45倍になった。協同化の程度も 1953年の 39.47パ
ーセントから 1956年の 91.7パーセントまで上昇したことがわかった。 
 
（3）初級合作社から高級合作社への編入 
 現実には初級合作社の存在期間はかなり短く、すぐに高級合作社に変わった。「しかも、
その急激な高級合作社化は、今日しばしば指摘されているように、自発的なものであった
とは言えず、1956 年に入って、上からの強い指導があったゆえであった。その最大の推進
力となったものが、毛沢東による農村における社会主義の高まりへの言及と呼びかけであ
ったことは、今日よく知られているところである。」26) 1955年末から 1956年初期までの段
階で、農業生産初期合作社は次々と完成し、ついに農業生産の組織化ないし農業生産資材
の集団化という合作社づくりは完成された。ただし、時間の推移にともなって、初級合作
社が小規模であったことは、すでに当時の農業生産力に合わなくなったため、農業経済の
発展を妨げる原因となった。毛沢東は初級合作社の小規模性に対して、非常に不満の意を
表明する一方、初級合作社から高級合作社への構想を主張していた。 
 1955 年に初級合作社の普及は速すぎたため、合作社機能を強化する余裕がなかった。そ
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のため、農業資源あるいは労働力の利用を十分に果たせなかった。1956 年までに中断され
た初期合作社は高級合作社に代わる運動の中で合作社の数と発展の加速化を求めたため、
高級合作社の発展進度は毛沢東の予想より更に速かった。1955 年、全国では高級合作社だ
けで 529社あったが、1956年にはすでに 54万の高級合作社が形成された。高級合作社に参
加した農家は 1 億戸に急増し、総農家数の 88.8 パーセントを占めており、１年あまりで
2,600 倍に増えた。そのうちの 82 パーセントの農家は、全て最後の１年に合作社に入り、
多くの農民は政治運動の圧力あるいは当時の政策に追随しただけであった 27)。1957 年の元
旦、中央政府は、正式に全国的範囲で基本的な高級農業合作社を実現すると宣言した。農
業を迅速に発展させるために、高級農業生産合作社に改編するにあたって、中央政府によ
る「生産力を高める」という原則に基づいて、1955年の夏から 1956 年の年末までの 1年半
の期間に、すべての農家の参加が実現するようになった。農村の組織化を実現するだけで
はなく、生産隊も作られた。高級農業生産合作社において、生産計画を立て、農業生産の
採算は生産隊ごとに行われた。これによって、土地の私有化をみとめない高級農業生産合
作社の形成は実現された 28)。 
高級農業生産合作社の発展状況は表 2-4 で示されるように、1952 年の協同組合数を見る
と、3,644 社が生まれていたが、そのうち、高級合作社はわずか 10 社であった。しかしな
がら、1957年になると、協同組合数は 78.9万社までに増え、高級合作社もこれまで最高の
75.3万社になった。この時期には高級合作社の普及率はすでに 96パーセントに達した。そ
して、平均戸数や全国総農戸数や高級合作社戸数なども全面的にめざましい増加を遂げた。
この時期に、高級農業生産合作社が凄まじい勢いで発展したのは当時の指導者毛沢東の個
人的意思によるものと考えざるを得ない。 
R.tan は次のように述べている。「農業生産が初級合作社から高級合作社に取って代わら
れるにしたがって、50 年代までの新民主主義の時期に、中国の農業協同組合化の運動もこ
こで終わり、農業の社会主義的改造は基本的に完成した。農家の生産資材は高級合作社の
成立を通じて回収され、合作社の公有物になって、農家の生産機能も協同組合集団労働に
より大きく変わった。これで農民の家庭機能は弱められ、最後に国家政権の主導による零
細農の改造計画が完成されるようになった。高級合作社は一応人民公社の原形になり、こ
れは農業生産において、高級合作社から人民公社への移行のために、組織の基礎となった。」
29) 
 一方、安達生恒は、高級合作社の特徴について、以下のように理解している。「高級合作
社で全農家の参加が実現した。初期段階ではまだ互助組にとどまっていた農家もこれで全
部、組織化されたわけである。高級合作社は全村一組織で、その下部組織として 40～50戸
から成る生産隊がつくられた。生産計画は生産隊ごとに樹てられ、採算も生産隊ごとに行
われるようになった。これで土地、労働、生産手段、収穫物ともみんな集団化されたわけ
である。これで生産力は向上した。」30) 
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第 2節 人民公社創設以前における農村土地制度の成立要因と特徴 
1 農村土地制度改革の要因―政治的要因 
（1）新生政権の強化 
 新中国が誕生した時に、国内戦争の勝利によって内乱を治めることができた。新政権は
当時の土地支配者としての地主階級の土地を貧農に均等配分する事業に着手した。一部の
地主階級からは、一連の土地改革に対して不満の声が高まりつつあったため、人民政府に
敵対することを扇動するものもあった。しかしながら、中国共産党は新政権を強固にする
ために、土地改革を通じて人民の支持と擁護を獲得した。ここに示されたのは、農民大衆
の利益を尊重し、国家利益と農民の個人的利益をうまく調和することができたことである。
土地改革の成功により、土地を地主の手から広範な貧農、雇農、中農の手に移転させただ
けではなく、反革命活動の主要な社会基盤と考えられた地主階級に打撃を与え、効率的か
つ安定的な農業経営を推進することとなった。さらに反動派の残存勢力を瓦解させること
にも勝利し、新政権はさらに強固となった。その他の面においては、土地改革を主導する
ことで中国総人口の 80パーセント以上を占める貧農と雇農の支持を得て、新生政権のため
に堅固な群衆的基礎が築かれた。 
 
（2）封建社会における搾取制度の打倒 
封建社会下の土地制度は、農民を苦難に満ちた状態にするものであった。その上、農業
生産力の発展は、封建制度の下で著しく阻害されていた。このような制度の下で数多くの
農民は、貧しい生活を過ごし、生きていくのが精一杯であった。発展が遅れている自給自
足の農村の自然経済は、工業生産分野に原材料としての物資さえ提供できなかったため、
工業の発展も制限されることとなった。このような封建的な土地制度は国家が貧しく、発
展は立ち遅れ、国家の工業化と農業発展を妨げる根本的な障害になっていた。中国の工業
発展と社会進歩あるいは農業発展のために、このような封建的な土地制度を廃止しなけれ
ばならなかった。地主階級の土地を無償で貧困な農民階級に再分配することにより、また
政治運動の継続的な展開を通じて、農業の分野での顕著な成果を成し遂げたが、それは中
国の新民主主義革命だと言われる。1949 年まで、中国共産党の指導により、約 1.6 億人の
農業人口を抱えた地域では、封建的な土地制度がすでに廃止され、「耕者有其田（耕す者に
は土地を与える）」という夢を実現した。しかしながら、建国初期に約 3.1億の農業人口を
擁した新しい解放区（主に中国の南方地域に集中する）では、まだ土地改革を実行してい
なかったため、農村の土地の大部分は、依然として封建的な地主所有制が残存していた 31)。
したがって、建国後も土地改革が行われた。その結果、地主階級による支配と搾取制度を
徹底的に廃止させ、農業の発展のみならず社会主義的経済発展に対しても、十分有利な条
件を作り出したと言えよう。 
 
2 農村土地制度改革の要因―経済的要因 
 - 54 - 
（1）農業経済の回復と工業化の促進 
 長期にわたる内戦による破壊のため、1949年 10月の新中国成立の時に、国民経済は崩壊
状態にあり、全国の被災者が 4,000 万人に達し、都市の失業人口がおよそ 400 万人にのぼ
り、農業生産も大きく落ち込んでいた。それゆえ、新中国が創設された初期に中国共産党
と人民政府は、国民経済の回復と全国人民の衣食問題の解決を主な任務として明確にした。
l950 年 6 月に開催された中国共産党第 7 期の第 3 回中央委員会全体会議の決定にしたがっ
て、3年(1950から 1953まで)の期間をかけて、戦争の傷を癒しながら、全面的に国民経済
を回復し、財政健全化と経済発展を推進することを目標とした。農業経済の成長の実現に
向けた「基本的な方向」は簡単に整理すると以下の如くである。① 全国の土地改革の任務
を徹底的に完成させること。② 商工業機能の強化および合理的な調整を行うこと。③ 運
営経費を削減すること。この 3つの目標を実現するために、農村土地改革を行ったことは、
最も重要な政策だと考えられる。1950 年 6 月、劉少奇の「土地改革問題に関する報告」の
中では土地改革の基本的な目的は、単に苦しい農民を救うだけではなく、封建社会下の地
主階級による土地所有制度の束縛から解放し、それによって、農業生産力の向上による農
業生産の発展あるいは新中国の工業化のために道を切り開くものであると指摘していた 32)。 
 
（2）農村生産力の増強 
 解放前の中国では、依然として零細農家を主体とした農業が農村社会で最も基本的な構
造であった。土地の占有はきわめて不平等で、封建社会の地主土地所有制度は依然として
支配的な地位を占めていた。土地改革前の 6.8パーセントの富農は、総農地の 51.9パーセ
ントを占有し、一世帯の平均土地占有面積は、144.11畝になった。残り 93.2パーセントの
農家は、平均農地占有面積が 7 畝で、その中で総農家の 57.44 パーセントを占めたのが貧
農と雇農で、一世帯の平均土地占有面積は更に少なく、およそ 3.55 畝であった。このよう
な不平等な土地占有の状況の中で生存を図るために、農民たちは地主から土地を借りるか、
あるいは雇用労働者として地主のために働くこととなった。1年中苦労したにもかかわらず
農民の所得が非常に少なかった。一方、地主階級は、大量の土地の占有によって、土地を
賃貸し、高額の地代を受け取って、あるいは高利貸しなどの形式をとり、農民に対する搾
取を行っており、自身は農業生産に対して、ほとんど貢献することがなかった。このよう
な不合理かつ不平等な封建土地制度の下で、大部分の農民は、基本的な生計維持さえでき
ないため、更なる農業生産投資あるいは生産技術の改善が進められなかった。そのため、
封建的搾取制度の廃止を実現することによって、農民の農業生産に対する積極性を十分に
引き出し、農業生産力を増進するために、土地改革を引き続き行わなければならなかった
33)。 
土地改革は大きな歴史的意義を持っている。土地改革は中国の農民が徹底的に封建社会
から抜け出して、農産物増産の奇跡を作り出し、長期にわたり農民と当時の新中国指導者
を悩ませていた食糧不足の局面を緩和することを可能にした。中国の多くの農民は、土地
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を獲得することにより、農民の土地所有制度を創設させ、封建社会下の土地政策は急速に
崩壊し始めた。農村土地改革の成功は、地主階級から土地利用という武器を取り除いて、
すべての農民の家庭を豊かにしたのであった。農村の土地改革により、農民生活は確実に
改善されることになった。農民は封建思想の束縛から解放され、農民大衆の古い観念と考
え方も大きく変わっていった。それは農村生産力の増強のために最も重要な成果の 1 つで
あり、計り知れない役割を果たしたのである。 
 
3 農村土地制度改革運動の特徴 
新中国成立初期の土地改革運動の中で、農村の土地は貧しい農民たちに均等に分配され、
農民の格差問題が完全に解消されたと理解された。また、貧農と雇農を中心に支えられて
いる国家政権は、地主階級と富農階級の土地所有制を解体し、農民の組織化を基本的理念
として無差別の農民土地所有制を創出した。解放前と革命戦争世代の土地改革運動を比較
してみると、その特徴は以下のような点にあると言える。 
 
（1）富農政策の区別 
 中国共産党は、実際には富農階級を完全に打倒せず、富農経済を温存することになった。
それは、新中国の経済発展のために、富農階級の握っていた資本を利用できたからである。
当時の国家収入の多くは、農業経済からもたられており、国家の経済発展にとって富農経
済の利用は避けられない過程でもあった。国内解放戦争後、土地改革により、農民は自家
用の土地を獲得することができたが、農業生産のためには大量の農業生産用具が必要であ
った。他方、富農階級は、生産資材を持っているのに農業労働力を持たなかった。富農階
級とは反対に、貧農階級には農業労働力が余っていたが、農業生産資材がなかった。両者
は、その利害において補完的であったことが富農階級を保留する決定的な要因であったと
言える。それは富農階級を有利にするばかりでなく、同時に新中国の経済発展にとっても、
一層有利だったからである。富農経済には、地主経済と同じく搾取性があった。ただし、
両者（地主階級と富農階級）には本質的な違いがあった。前者は貧しい農民たちに対して
人間扱いしなかったため、生産力の発展を妨げることとなったが、後者は、後れている農
村経済の中で農業生産の技術的な先進性と高い生産能力をもつため、貧農階級と組み合わ
せれば農業生産の発展を推進する方向にプラスの影響を与えることが明らかとなった。ま
た、富農経済の存在は生活に困る最下層の農民が富農のように金持ちになろうとして、彼
らが一生懸命に農業生産に励むようになり、農業経済の回復と発展を更に推進させる結果
になったと思われる 34)。 
 
（2）反封建主義統一戦線の形成 
 新中国の成立と土地改革を契機にして農民の差別がなくなっていった。土地は、農家の
人数に応じて、均等に再分配することが土地改革運動にとって成功の鍵である。中国革命
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の時期には、中国共産党が土地改革の展開を通じて広範な農民大衆の支持を得られたため、
土地改革は全国解放の統一戦線の形成を推進する力となっていた。土地改革にともなって、
貧農と富農の間に協力し合うシステムが創出されることとなった。 
また、農村土地改革の実施機関となった農会（各県の地方政府によって組織された農業
生産協同組合）は農業人口の 90パーセント以上を占めた貧農と雇農あるいは中農を中心に
して、土地改革を完成することが最も重要な仕事であった。中国農村の土地改革は、中農
の団結を徹底させることが原則で、これは農村の反封建主義の統一戦線を築く中核であっ
た。中国で当時の農村土地改革を急速に進めた政治的な理由は、社会主義の基礎を強固に
するとともに資本主義を防止することが必要であったからである。貧農、雇農および中農
を連合させると同時に富農の経営する商工業を保護する政策をとることによって、地主階
級を全く孤立させたため、土地改革運動は順調に滑り出したと言ってよいであろう。土地
改革運動は農民の経済的利益を図る一方、全国解放権を握った貧しい農民たちに対する事
実上の管理の有効な手段だと言える。その結果、国内戦争を最終勝利に導いたことは間違
いなかった。中国共産党と人民政府は、各階層の人民を組織し、土地所有関係の改善と農
地改革の支援を行い、全国の反封建主義の統一戦線を創立した。彼らの支持あるいは中立
の態度を維持させようとしたのは、全て土地改革の抵抗を抑えようとする目的のためであ
った。それによって、最大限度に地主階級とその他の土地改革に反対する残存勢力に打撃
を与えた。土地改革は貧しい農民たちだけではなく、封建社会下で商工業の多くの資本家
を吸収したことで、さまざまな方面にその効果が表われた。それによって農業生産と農民
収入の増加が生じ、社会主義を強固にした。それは土地改革運動を成功裏に展開する重要
な背景にもなったのである 35)。 
 
（3）農民大衆の動員と階級闘争の展開 
 土地改革前の中国農村の土地制度は地主階級あるいは地主身分をもつ商人らが封建社会
と協力関係にあったため、土地改革の主体と言われた貧しい農民大衆と対立関係にあった。
土地改革は、数千年にわたる中国農村の封建社会下の搾取制度を消滅させることがその基
本的な目的であった。農村の封建的な勢力を粉砕することによって、地主階級ないし商人
階級と貧しい農民たちの間の緊張した雰囲気を緩和することとなった。封建的な土地搾取
制度から農民の土地所有制度に変更する新しい土地所有制度は、農村の生産力を向上させ
るとともに経済の全面的発展にも役立つものであった。土地改革は、政治上あるいは経済
上の天地をくつがえす社会変化であり、農業生産の原動力であった。一方、地主階級は、
自動的に封建社会下の搾取制度と封建的な特権を放棄することができなかったため、八方
手を尽くして、抵抗と破壊を行った。そのため、土地改革運動を通じて、農民大衆の農業
自主権と農家の経済利益を結合することにより、農民大衆を十分に組織し、地主階級と直
接に闘わせようと図ったのである。しかしながら、階級闘争過程の深化につれて、地主階
級の土地と財産を没収したことは、農村社会の安定を維持する手段として、行わざるを得
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ない政策であった。このようにして、地主階級を本格的に打倒することができ、農民大衆
は自らの力で土地改革の成果を守ったのである。一方、中国共産党は土地改革の過程で、
土地を農民大衆のものとする政策方針を提唱し、地主の土地を奪い取るように指導した。
土地改革運動は、一般的に下準備と宣言から始まり、農村生活に不満を感じた農民大衆が
起こす集団的政治運動であり、農民階級の区分により、地主が所有した土地を強制的に没
収し、この土地の再分配など段階的に行うことであった 36)。 
 
4 農業生産協同化運動の成立要因 
（1）国家主導の工業化政策と農業生産協同化 
新中国が成立した後に直面した１つの重大な問題はできるだけ早く国民経済の発展を回
復することであった。その当時の国内外の状況はまた非常に複雑であった。新中国に対し
て、西洋の先進国がまだ敵意を持っており、台湾の国民党グループは大陸に反攻しようと
していた。国内情況から見て、建国の初期は中国の工業の基礎が非常に脆弱で、1949 年の
全国の工業と農業の総生産額は 466 億元であった。しかしながら、農業総生産額の比率は
70パーセントに達しており、工業生産総額はわずか 30パーセントであり、その中で重工業
の生産額は工業と農業の総生産額の 7.9パーセントしかを占めなかった。外部市場の欠如、
悪い国際環境および国内工業基盤の弱さなどの条件下で、迅速に中国の遅れを取り戻すた
めに、「自力更生」による強力な工業を発展させることが提唱された。当時の歴史的背景の
下で、国家の工業化戦略は、農業から本源的蓄積を図ることしかできなかった。一方、土
地改革の後でも、農民の個人所有制度に基づく農業生産経営体制と国家の工業化の間に鋭
い対立点が存在していた。中国伝統の零細農は、1 家族 1 世帯の分散式の経営方法をとり、
生産手段が立ち遅れ、経営規模も小さく、自給自足を目的としていた。当時の指導者は国
家の工業化の建設に適応したいならば、伝統的農業の経営体制に対して改革と政策の調整
を行わなければならないと認識していた 37)。 
農業合作化の問題について、毛沢東は次のように指摘した。「社会主義の工業化は農業合
作化を離れて孤立的に行うことができない。周知のように、中国の食糧と工業原材料の生
産水準が未だに低いのに、国家はこれらの物資の需要を年々増加させつつあり、これは１
つの鋭い対立点になるだろう。もし農業協同組合化の問題を解決することができないなら
ば、すなわち、農業が畜力農機具の小規模な経営から機械化の大規模な経営へ躍進しなけ
れば、社会主義の工業化事業は大きな困難に直面し、社会主義の工業化を完成することが
できない。」38)そのため、国家は農業生産の合作化を通じ、国家全体の経済目標の実現のた
めに、必要な組織、資源および資金を提供した。国家の支持と農民の農業生産意識の変化
につれて、経済全体が急速に発展してきた。農業生産協同化は、農民自身の生産意識の向
上をともない、農業生産高も大幅に増大した。また、農村から工業生産の原料と食品を提
供することは、国家の工業化過程で大きな役割を果たし、政府と農民の間の取引コストを
大きく下げることとなった。その成果を振りかえってみると、農村土地改革前の農地の私
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有化と農家分散経営の個人経営体制の下では、今日のような農業発展は実現しがたい。農
業協同組合組織は、農業労働力と農業資金の不足という困難を克服することができると考
えられた。 
 
（2）土地改革後の中農化と農村社会の両極分化 
 土地改革の直接の結果は土地を持たない農民あるいは少し土地がある農民に対して、あ
る程度の土地所有権を獲得させることになった。同時に中国の農村で圧倒的多数の農民は、
土地改革前の中農の生活水準と中農に相当する生産条件を備えるようになった。土地改革
後の数年間で、中国の農村における中農の割合は、総農家の約 70パーセントに達した。遼
寧省の綏中県地区の農家調査によると、土地改革の終了まで、富農は 403 人減少し、中農
は 4,083 人増加した 39)。古い解放区では土地改革の進行が早かったため、中農の発展傾向
は新区よりもっと明らかであった。1950 年 8 月に中国共産党中央華北局によって行われた
山西省武郷県の 6 つの村の調査統計によれば、中農の発展傾向が次第に明らかになってい
た。そのうち、中農家数は総農家数の 86 パーセント、総人口の 88.7 パーセントを占めて
おり、土地の 88.7パーセント、家畜の 84.6パーセント、食糧生産の 86パーセントを占め
た 40)。中農化現象の出現は数多くの貧しい農民が土地改革を通じて、封建的土地所有制度
から解放された必然の結果であった。しかしながら、中農化の傾向が出現すると同時に、
一定の問題も現れた。農村の中農階層の経済的地位が改善される一方で、大多数の中農に
は農業生産への積極性が見られなくなり、当時の農業発展に非常に大きな影響を与えてい
た。1951年 4月に中国共産党の山西省委員会は「旧解放区互助組が 1歩前進」（前進 1歩旧
解放区互助組）という報告でも指摘されているように、山西旧解放区の互助組の組織基盤
がしっかりしていて、歴史も比較的長かったため、一部の農民が上層中農の程度にすでに
達していた。ただし、いくつかの互助組織の中には生産活動が散漫な状態になっていると
ころもあった 41)。この報告によると、中農化に関して当時の中央政府の中で論争が起こり、
そのことが共産党中央政府の互助協力政策にも直接的な影響を及ぼしたと思われる。  
中農化にともない、農村で貧富の格差を生じる両極化の現象が出てきた。両極分化は、
主に土地売買の出現あるいは農村での雇用関係の発生が見られるようになっていたことと
関係する。一部の農家は労働力の質が高かったため、生産手段などの有利な条件を用いて、
経済の向上が比較的速かった。こうした農家は高利貸しや農地の買い取りや雇用などによ
って経営を拡大しており、農業を経営しながら商業にも精を出すことになった。一方、一
部の農家は労働力の質が低かったため、非効率な経営、生産条件の悪さ、自然災害などの
原因で、経済状態が悪化し始めた。遼寧省の綏中県地区では 1950 年に、中農農家が 4,526
畝の土地を増加したことがわかり、貧農と雇農の中にも生活困難のため、一部の土地を喪
失した比率が上昇した。土地を購入したケースの中で富裕になった 2 割以上の中農は土地
を購入したことがあった 42)。 
土地改革後の土地売買の情況に関しては、河北省の 10 県の統計によると、1949 年の
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43,890畝から 1950年の 54,494 畝になり、そして、1951年には 115,188畝へと売買は著し
く増大した。土地改革の比較的遅れている新しい解放区でも、このような両極分化の程度
は古い解放区に劣らず、土地を売る農家数も年々増加しつつあった。湖北、湖南、江西の 3
省を例にしてみると、1953 年に、総農家数の 1.29 パーセントの農家は土地を売っていて、
1952年と比べると 5倍以上に増加し、売却された土地の面積（畝数）も 1952年より 5倍以
上に増大した。土地売買関係の中味を見てみると、土地を売る農家の中で、貧農が 50パー
セント以上を占めた。土地を購入する農家の中で、中農は 60.5パーセントに達した 43)。こ
れからもわかるように、土地を手放す貧農は約半分が生活困難のために自分の土地を売ら
ざるを得なかったのである。一方、中農は、豊かになったため、土地を買ったので、農村
の貧富の格差が絶えず広がりつつあった。 
  土地改革後に農村の中農化の傾向が出現したことで、特に両極分化の現象は中国共産党
中央政府とその指導者が重視するところとなった。新政権は土地の所有権に対して、資本
主義のような土地制度が復活しないように、生産協同化の道を邁進することが必要な選択
であった。当時の指導者毛沢東は、次のように述べている。「個人経営は農業の発展に対し
て有限で、農業発展のために必ず互助協力組を発展させるべきである。今の農村では、も
し社会主義形式の土地改革をしなければ、必ず資本主義の土地制度が行われるだろう。」44) 
 
（3）旧ソ連モデルに準拠した農業生産協同化 
 どのように零細農家に対する社会主義的改造を行うか。マルクス主義理論の原則は、中
国にとって必ず守らねばならないことであった。それゆえ、旧ソ連の農業政策は中国にお
ける零細農の改造にとって、貴重な経験であった。建国の後に中国共産党には、社会主義
農業への道を進む場合に、旧ソ連のモデルを模倣することを避けたいという気持ちもあっ
た。毛沢東は 1956 年 9 月に南米の政党の代表団と会談した時に、「いかなる外国（旧ソ連
を指す）の経験ないし外国のモデルを模倣することも行わない」と主張していた 45)。しか
しながら、中国は、その他の体制の異なる先進国の経験を参照することができなかった状
況で、あくまでも旧ソ連が当時、唯一の経済発展を得た社会主義国家であったため、ソ連
の経験を参照せざるをえなかったのである。 
 農業生産は共産党の主要任務とした工業化のために、必ずスターリンの全面的な集団化
の理論を適応しなければならなかった。集団化は、食糧問題を解決する根本的な道であり、
コルホーズの主要な形式は農業労働組で、土地は国家から農村に交付することで、基本的
な生産手段の公有化、集団労働、統一配属などを定めた 46)。 
 協同組織の形式から見てみると、旧ソ連の農業集団化は一般的にコルホーズと称してい
たもので、中国はこれを農業合作社という形で取り入れた。コルホーズは、具体的に 3 種
類の発展形態があった。第 1 は初級形式の土地共耕組であった。これは農民自身の意志に
よって、土地と労働手段の公有制を実行することになるが、生産資材は農民が私有し、た
だ労働利益を平均分配する組織形式であった。中国の農業生産の初級合作社は、公有化の
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程度を別にしても労働形式と分配方式の両面で、すべて旧ソ連のモデル中の共耕組と大い
に似たところがあった。コルホーズの第 2 の種類の形式は農業労働組であった。この形式
では、土地、労働および基本的な生産資材はすべて公有にすることが強調されていた。農
民は、規定に基づいて一部の個人保有地や宅地や家畜などの私有財産を保留しただけで、
これは公有化の程度が高い農業生産組織であった。中国の協同組合に対応する組織形式は
高級合作社であった。第 3 の種類が農業公社であった。その特徴は、農業生産あるいは生
産資材の公有化だけではなくて、分配の上でも完全に公有化したもので、中国の 1958年以
後に実行された人民公社と似ていた。中国が創立した農業協同組合化の発展は、旧ソ連農
業の社会主義的改造による経験を参考にしたことにより、経済組織制度の変遷の中で明ら
かに旧ソ連の方法と手段への依存が存在していた 47)。しかしながら、このような旧ソ連の
方法と手段への依存は、１つの消極的な影響であり、完全に旧ソ連のモデルを中国に移植
した時に、当時の中国の実情を見落としたため、中国農業経済が健全な方向に発展できる
はずがなかった。この方式は、中国の社会主義経済建設と農業協同組合化の発展に多くの
問題を引き起こした。 
 
5 農業生産協同化の特徴 
（1）国家ないし党組織による運動の推進 
農業協同組合化運動の前段階は、大衆によりこの運動を推進することを主としており、
自らの意志にしたがって相互に利益をあげるという原則で推移していた。また、共産党か
らの思想動員および組織配置に基づく大衆運動を展開することで、強力な社会主義農業運
動という雰囲気が形成された。初期の互助生産協力機構は、自らの意志で、平等と公平の
原則にたって 1 つの経済組織を創立した。農民はどのような方式で参加するかは、農民自
らの実情によって、完全に自由選択ができる組織であった。しかしながら、協同化運動の
深化にしたがって、次第に規模と発展スピードが重視されるようになった。この協同化運
動は、主に大衆の推進から国家の行政命令による推進に変わっており、国家がこの制度変
化の中で絶対的な主体となった。互助組から初級合作社へ、最後に高級合作社になったこ
とにより、国家の強制作用の効果が日に日に強まっていくようになった。この結果、農村
幹部と共産党員が協同組合に参加することが 1 つの政治任務と唱えられた。これらの任務
を完成するために、一部の共産党組織と下部の行政組織は、各種形式の政治動員会議を開
催し、農民に対して強制的に参加するように説得した。このような政策を通じて、農業協
同組合化運動が強行され、収拾のつかない状態が現れた。農業協同組合化運動が濃厚な政
治色に染められたと思われる。薄一波の述べたように、数億の人口をもつ農村では、協同
化政治運動がどうしても一定の強制力を持つべきで、いったん大規模に展開し始めたら、
制御ができなくなるかもしれない。たとえいくつかの問題が発見されても、完全には是正
しにくくなる 48)。しかしながら、国家は、公有化を強制的に実行する一方、有効かつ科学
的な管理の方針をはっきり打ち立てられなかったことも事実であった。そして、農家の利
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益と生産に対する積極性を軽視したのであって、この点が協同化運動の後期で表面化した。
互助組と初級合作社は、農民の自由意志と相互利益の原則にしたがったとはいえ、高級合
作社の推進過程は農家の願望を無視した。言い換えれば、上意下達の強制的な制度変化で
あったと言えるだろう。 
 
（2）農業協同組合化運動における「急進主義」 
 制度の転換は 1 つの前進の過程である。しかしながら、土地改革から農業協同組合化運
動までの転換過程は、互助組から初級合作社へ、そして、高級合作社に至るまで、ハイス
ピードで進行してきた。制度がよく変わるのがこの時期の特徴であった。土地改革完成の
後にも、「急進主義」の制度変遷を改善しないまま、初級合作社の段階で少し改善されただ
けであった。初級合作社は零細農家を生産集団に編入したが、当時の最も効果的な 1 つの
制度であった。しかしながら、急進的な農業協同組合化運動は主に協同化の後期に出現し
た。それは 1949 年冬から 1953 年春にかけて、初級合作社の第 1 段階の時に、農業協同組
合化運動のブームが現れた。その兆候が現れると、直ちに是正したため、大きい損失をも
たらさなかった。1952 年には全国で 3,600 の初級合作社が形成されただけで、当時の進捗
の程度はまだ大きいとは言えなかった。ただし、1953 年秋には情勢が変化した。上部の指
導者は、速いスピードを求めたために、下部の執行者の焦り（急進主義）を助長した。そ
の結果、1954 年春までに初級合作社はさらに 9.5 万社結成され、参加した農家が 170 万戸
に達した。その年の秋にもまた 13 万社増加して、年末まで一年足らずのうちに 22.5 万社
になった。その後も加速し続け、1955 年夏になってその頂点に達した。それは毛沢東にと
って予想外の展開であったが、3 年余り(大部分が 1955 年秋から 1956 年までの 1 年以内)
を費やして、農業の社会主義的改造（農業合作化運動）の完成をみた 49)。 
 
（3）農業協同組合化運動と商品経済発展の阻害 
 1953 年に制定された「農業生産合作社の発展に関する決議（関於発展農業生産合作社的
決議）」に基づく政策は、農民の互助協力の積極性を肯定する一方、農民の個人経済に対し
ては、資本主義的であると指摘された。このような理論から見ると、個人経済の否定は農
民の意志に背き、これから発展していく農村の実情と懸け離れた政策を生み出した。その
結果、農民の生産状況と生産意欲を正しく把握することができなくなり、商品経済の発展
に対して障壁となった。商業を営むことを禁止された農民は、すべて日常的な農業生産活
動を喪失し、実際に民心乖離が生じた。この時から中国共産党は、農業協同組合化の運動
過程で生じた農村の商品経済は自然発生的な資本主義的傾向と見なした。そのために、共
産党中央政府は、農村で農産物に対する「統一買付」・「統一販売」の政策を実行した。「統
一買付」・「統一販売」の政策の真意は、すべての農業生産物が自由市場に流通することを
許さないということであった。農民が国家への上納義務を果たした後に、もし自分の余剰
食糧を売るならば、必ず国家に売るべきと規定された。こうした規制が農業経済の発展に
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とって大きなダメージとなって、農業の発展を逆戻りさせる政策であると考えられる。ま
た、農業副産物の流通を排斥したことは、農村での自給自足経済もしくは半自給自足経済
から商品経済への転化を妨げることになった 50)。このような思想は農民に苦難をもたらし
たのみならず、農民の生産に対する積極性を弱めた。こうした政策は、農民の利益への配
慮が欠けていた上、農民に民主的権限を保証しなかったため、農民の不安と不満を生んだ。
そのため、中国の農業生産はそれ以後の顕著な発展を達成することができなかったのであ
り、その要因を見逃すことができない。 
 
第 3節 人民公社創設以前における農村土地制度改革の成果 
1 土地制度改革の経済的成果 
土地改革の下では、強大な政治権力を通して農民の集団所有制度が迅速的に発展させら
れたことにより、農民の「耕者有其田」つまり、耕す者には土地を与えるという理想が達
成された。農地資源は少ない上に耕作放棄などが進む条件下で、農民は土地とその他の生
産手段の所有者になり、生産に対する積極性が大いに高まって農業生産の迅速な回復と発
展を確かなものとした。土地改革運動は、農村経済の変革運動として推進されただけでは
なく、国家と農村の社会関係の視点から見ても農村の政治と社会の革命だと言われた。 
中国土地改革の成果について、渡辺信夫は以下のように述べた。「土地改革は、中国農村
に数千年以来かつてなかった天地を覆すような変化を引き起こした。中国土地改革は上か
ら下へ恩恵的に土地を下賜する方法を採用したのではなく、共産党の指導のもとで、大衆
をおもいきって動員し、激烈な階級闘争を展開して、農民がみずから地主の手から土地を
奪いかえしたのである。このような暴風驟雨のような革命的大衆運動をへて、地主階級の
封建的支配は打ち破られ、貧農・下層中農は政治的に地主・富農を圧倒して、自己の農村
における優位を樹立し、プロレタリアートが指導し、労農同盟を基礎とする人民民主主義
独裁の政権を大いに打ち固めた。」51) 
 
（1）農業生産の実績 
 土地改革は農民たちに土地を含めて、多様な物資を分配すると同時に、生産手段と消費
財を分与した。南西、華東と中南の 3 大行政区の基本的な統計分析の結果によると、家屋
3,892 万棟、役畜 295.3 万頭、農機具 3，784 万件、食糧 100 億斤などが地主から没収され
た。一般の農民は自分の土地で自由な農業生産に従事しており、生産への積極性が前例に
なく高まり、農業生産の回復と発展も迅速であった。建国前に、中国の食糧生産量は、最
高で年間 1,387億トンに達した。1949年は 1,131.8億トンで、1951 年は 1,436.8億トンに
まで増大し、建国前の最高年間生産高を追い越しており、1952年は 1,639.1億トンに達し、
建国前の最高年間生産高を 18.1 パーセント上回った。1952 年の全国の食糧生産高は 1949
年と比較して、42.8 パーセント増加しており、綿花も 193.7 パーセント、農業総生産額も
41.4 パーセント増加した。単位面積当たりの生産量から見て、食糧の 1 畝にあたりの収穫
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量は、1949 年の 137 斤から 1952 年の 176 斤に増加し、綿花も 1 畝あたりの収穫量が 1949
年の 21斤から 1952年の 31 斤の増加となった 52)。建国後の数年以来、農村土地改革は農業
の全面発展の回復に対して重要な効果を収めたことがわかった。 
 
（2）農民の生活水準 
 土地改革を経て、多くの農民は封建的な土地制度の束縛と搾取から完全に抜け出した。
元農業部長廖魯言の推定によると、土地改革の中で経済利益を獲得した農民たちが、およ
そ農業人口の 60 パーセントから 70 パーセントぐらいを占めており、全国の農民の中で古
い解放区の農民を含めると、約 3 億人が利益を得て、約 7 億畝の土地が農民たちに提供さ
れた。土地改革の前に、農民たちがこの 7 億畝の土地を耕作するために、毎年、地主に納
めていた小作料は、3,000万トン以上の食糧に達したが、今では小作料を納める必要がなか
った。貧農たちはもはや地主のために働くこともしなかった 53)。多くの地区で、中農が村
において多数派となり、全農家数に占める割合は、62.2 パーセントぐらいまでに達してお
り、彼らは全農地の 68.1パーセントを所有するに至った。換言すれば、農民階級は、中農
階級へ移行する傾向があったため、土地改革の後に貧しい農民たちの経済的な地位が急速
に上昇したことを示している。これは、農村土地改革のもっとも重要な結果であった。そ
のため、貧農階層と雇農階層は著しく減少した。その上にこれらの貧農と雇農の経済状態
は、以前と比べてもはるかに向上した。農産物の生産高は上昇し、農民たちの暮らし向き
はよくなり、農民生活水準にも大きな変化がもたらされた 54)。農村土地改革の成果につい
て、建国前の多くの貧しい農民たちは油と塩さえ買えなかったが、土地改革の後にすべて
の貧しい農民は食べられるようになった。同じく衣類の情況を見てみると、建国前に農民
は満足に着るものもなかったが、1951 年に全ての農民が衣類を買うことができた。農民負
担の軽減にともなって、収入も大きく増加した。農民大衆の繁栄により、土地改革後、1年
目には食生活も改善され、2 年目には生活用具を買い入れ、3 年目には余りが出た。また、
農民生活の改善と同時に、農民の購買力も高まってきていた。1951 年に全国人民の購買力
は、1950 年と比べて 25 パーセント増加した。何種類かの日用必需品の販売高から見ると、
ガーゼは 1951 年と 1950 年に比べて 10 パーセント増加しており、巻きたばこが 14 パーセ
ントの増加、マッチが 20 パーセントの増加、そして、砂糖が 44 パーセントの増加、石油
が 47 パーセントの増加、お茶も 70 パーセントの増加で、あらゆる農産物需要が増大しつ
つあった 55)。 
 
（3）農村インフラの建設 
 農民大衆は地主の手から大量の土地を回収したことにより、食糧、役畜、農機具および
家屋などを獲得し、農民の土地問題と生産手段と消費財の問題を解決した。一方、農村の
インフラ建設も発展した。農民は新しい農業生産方法を開発し、水利工事も行い、農村の
インフラ建設を重視する姿勢を示し始めた。中南地区では湖南 1 省だけで、1950 年の冬に
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池の建設工事が 29.8万箇所行われ、堰は 2.25万基、山川は 1,940 本、用水路の溝が 4,100
キロメートル拡充され、田畑が 750 万畝拡大されるなど産業や生活の基盤として整備され
た。これらのインフラの建設は、農業用に開発され、強固な農業基盤が築かれることで豊
作が実現したと思われる。一方、農村文化も興り始めた。土地改革の後で、農民大衆は、
政治上の変革と物質生活の改善にともなって、彼ら自身の既存文化水準に満足することな
く、土地を得た後の農民には文化を学ぶ現象が現れた。その結果、農村で文化を学ぶ風潮
が現れ、次から次へと文化施設の建設が行われた。農村小学校の学校数と学生の数は著し
く増加し、数多くの農民の子どもが学校へ入ることができるようになった。1952 年下半期
に、全国の小学生は 4,900万人に達しており、建国の初期と比較して、倍以上に増加した。
1951年上半期に、全国農村の冬学期だけの学校はすでに 25万校があり、通年経営の学校が
すでに 15万校に達した 56)。農村では博打やアヘンなどの悪習が存在したが、文化を学ぶ風
潮が高まったことにより文化知識の普及につれて、農民の悪習慣は急速に減少した。文化
学習運動は農村経済の安定的な成長に対して非常に重要な要素となるであろう。 
 
2 土地制度改革の政治的成果 
 土地改革運動は、農村経済の変革運動として推進されただけではなく、同時に、国家と
農村の社会関係における政治社会革命だと言われた。土地改革は、中国の農民大衆が中国
共産党の活動と組織指導の下で完成させたものである。この過程では、数千年来、多数の
農民を抑えてきた地主勢力を叩き潰して、帝国主義、封建主義、官僚資本主義の蔓延する
封建社会を粉砕した。土地改革は地主階級を消滅させ、農民の社会的地位が高くなり、国
家にとっても広範な農民の最大限度の政治支持を獲得した上に信任も得られた。土地改革
の後に国家と農民の間に良好な関係が形成され、国家は農民に対するコントロール能力が
強化できただけではなく、社会主義農村政権の基盤も強化された。土地改革は、農村の各
階層の経済政治関係の調整により、多くの忠実な支持者と追随者を育成した。政府の権威
と組織的動員の能力が前例にないほど高まり、農地制度の変革と大規模な農民大衆の動員
を行うためにも頑丈な基礎を打ち立てることができたと思われる 57)。中国農業は国民経済
の基礎であり、農業が発展できないならば、必ず工業の発展にも悪い影響が及ぶはずであ
る。そのため、中国の土地改革は、農民大衆による多くの資金と労働力を農業生産に充当
し、社会主義大規模農業のために、十分な政治成果を有するものとなったと言える。 
 
3 土地制度改革と中国社会主義の浸透 
土地改革の後に、農民の思想政治の自覚は著しく高まった。土地改革は、大いに農業生
産の発展を促進し、農民の生活水準を改善しており、農村の建設は加速度的に発展してき
た。これらは、すべての農民が一層中国共産党を心から応援した結果であった。各地で中
国共産党の指導と人民政府を支持する多数の活動家が出てきた。華東地区では、1951 年に
約 30 万人農民の活動家が共産主義青年団に参加し、約 550 万人が民兵へ加入した。華東、
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中南、南西と西北の 4 大行政区で農民協会（中国の農民組合）の会員はすでに 8,800 万人
余に達して、その中で女性が約 30パーセントを占めた。1952年の冬に、中南農民協会の会
員数は全国総数の 72.5パーセントに達した。多くの農民はすでに農村人民政権の支柱にな
り、労農同盟と新中国政権の基盤を強固にすることと繋がった。農民大衆の自覚性も高ま
り、愛国主義の教育が巻き起こる中で、国家への穀物の上納に積極的に取り込んで、国家
の建設を支援してきた。反革命の鎮圧ないし抗米援朝という大規模な運動を繰り広げる中
で、多くの青年農民は先頭に立って軍隊に入り、自らの意志で戦場に行くことになった。
当時の農村社会においては、共産党の軍隊に入ることが空前絶後のブームとなった。その
当時の農村では、農業経済の発展や農民収入の増加や農業生産環境などが大きく変化した
ことにより、数多くの農民大衆が当時の共産党を支持することとなった 58)。その他に、土
地改革は社会主義の思想を直接に農民へ伝えることとなり、新中国の政権基盤が一層強固
になった。政治民主、経済平等、搾取有罪などの観念は、封建社会下の地主階級を中心と
した土地所有制が廃止されるにつれて、深く農民の心の中に刻み込まれた。これは以後の
一連の政策の導入にとって、不可欠であると考えられる。 
 
4 農業生産協同組合化運動の成果 
 新中国の農業経済発展史の中で、1949年から 1957年までの農業生産協同組合化の時期は、
農業が著しい発展を遂げた重要な歴史段階であり、その後の農業発展の堅実な基礎が打ち
立てられた。しかしながら、その発展過程の中では思想の現実化を急ぎ、一定の焦りと「急
進主義」が存在していたようであるが、全体的に見てみると農業生産協同組合化運動は、
一定の成果をあげ、注目された。次に農業産出高と農民の収入という 2 つの面から、この
時期の農業経済の実績を分析してみよう。 
 
（1）農業産出高の実績 
 1952年に全国の農業総生産額は 461億元に達し、1949年と比べて 485パーセント増加し
た。食糧生産高は 16,392万トンにのぼり、1949年と比べてみると、428パーセントの増大
になり、この指標は日中戦争前に最高の生産高を示した 1936年と比較にしても、11.3パー
セントの増加で、抜きん出た時期であった。1949 年から 1957 年までの時期に、1957 年の
農業総生産高は 1949年より 85パーセントの増加になり、年平均の増加率が 8.01パーセン
トに達した。食糧の総生産高も 8,124 万トンの増加で、年平均の増加率は 6 パーセントに
達し、1人当たり食糧の占有量が 1949年の 209キログラムから 1957 年の 309キログラムま
で約 48パーセント増大した 59)。しかしながら、1955年から 1957年までに、農業の生産力
は下落し始めたため、いくつかの主要な農産物の生産高が減少しつつあった。まず小麦か
ら見ると、小麦の畝あたりの生産高は、1955年には 57.5キログラムで、1956年の 60.5キ
ログラムから 1957 年の 57 キログラムまで減少し始めた。そして、大豆の畝あたりの生産
高は、1955 には 53 キログラムで、1956 年の 56.5 キログラムと比べると、1957 年の 52.5
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キログラムになった。同じように、アワの畝あたりの生産高は、1955 年 の 75 キログラム
から、1956年の 65．5キログラムまで減り、そして、1957年の 68キログラムになったが、
1955 年と比べて 2 年連続減少した。最後に、植物油原料の畝あたりの生産高も 1955 年の
47キログラムから、1955年の 49キログラムまで増加しつつあった。1957年には 40.5キロ
グラムへ減ることとなった。1957年の食糧総生産高は 1955年より 6パーセント増大したが、
主に耕地面積の拡大であった 60)。 
 初級合作社の主要農作物生産高は表 2-5 からわかるように、米、小麦、綿花の増産した
合作社は調査社数の約 80パーセントを占めていた。しかしながら、大豆の生産高は、自然
災害の影響により、(東北地域では畝あたり平均で 1954年の 141．6斤から 1955年の 137.2
斤までに下がった)増産した合作社がまだ半分まで達しなかった。ただし、合作社の生産高
は依然として現地の農民個人経営の生産高より高くなった。同時に、調査された合作社の
うち、半数以上に大豆の生産が減産した一方、全体を見れば、平均畝あたりの大豆の生産
高が 1954年と比べてまだ増加していた 61)。 
遼寧省を例にしてみると、1956年の春まで、全省の合作社は 10,376 社があり、年末にな
ると、総戸数の 93パーセントを占めていた 293.9万戸の農家は合作社に加入した。1956年
の合作社の時期には全省の食糧総生産高は 760万トンに達しており、去年の 1955年と比べ
ると、23.3 パーセント増大した。そして、全省の綿花総生産高は 760 万トンになり、1955
年より倍以上増産した。他方、全省の他の農産物の増産のみなならず、1人当たりの生産額、
食糧の商品化率および労働生産額もはるかに増加した。1956年に全省の 85パーセント以上
の合作社は農産物の生産高が増大し、80 パーセント以上の社員の収入も増加しつつあった
62)。1956 年まで全国では基本的に協同化運動が実現されたが、その以後に、農業生産の収
益は下がり始めた。 
 
（2）農民収入の増加 
  農業生産の協同化の時期に、農民の収入状況は大きく改善され、収入のレベルが大きく
高まることになった。合作社時代の農業生産収益（主に初期初級合作社）は単独で農作業
を行っていた時期と比べて、平均して少しだけ高まった。しかしながら、それには多くの
外部要因の影響があった。この外部要因は、主に国家が合作社に対して援助したことであ
った。1954 年の例をあげると、全国互助組員における 1つの農家の農業総収入は 904元（貸
借の収入を含む）で、同時期に単独で農作業を行った貧農の収入は 488.7 元、中農の収入
は 774.4 元、富農の収入は 1,297 元であったのと比べると、全国互助組の農家が中農のレ
ベルより高かった。1954 年協同組合の社員農家の一世帯の平均生産投入が 314.9 元で、貧
農の 103.1 元、中農の 178.3 元、富農の 303.1 元より高かった。初級合作社の社員農家
は、単独で農作業を行った富農より更に農業生産に多く投入したため、単独で農作業を行
った中農の収益よりも少し高かった。一方、投入と産出の比率を比較してみると、産出が
高いとは言えなかった。この時期の初級合作社は、管理水準の高い互助組から編入されて
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いたが、協同組合の普及と国家の政策の支持という要因を考慮せざるを得なかった 63)。 
初級合作社と高級合作社の時代の農民収入は表 2-6 からわかるように、各項目の指標は
初級合作社より上昇したため、高級合作社が初級合作社より相対的に優位であった。しか
しながら、1955 年末までの高級合作社は、すべて政府による厳格なコントロールの下で発
展したので、実際には政治色の強い組織でもあった。そのため、それは十分に高級合作社
の真実の業績を反映することができなかった。なお、指摘しなければならないのは、農業
協同組合化が国家の工業化のスタートを支援することになった。ただし、農業協同組合化
政策は強制的に執行された一面があったため、農民の自由選択の権利を侵害し、工業化の
ために農業を犠牲にするという認識が強かった。 
1952年から 1957年まで、国民所得は 153パーセント増加した。非農村住民 1人当たりの
平均収入が 148元から 205元まで向上し、これは 57元の増加で、26.3 パーセントの増大を
示した。一方、農民 1人当たりの平均収入は、62元から 79元まで上昇し、17元の増加で、
17 パーセントしか増加しなかった。しかしながら、同時期に農業の工業化にともなう生産
高は、324.8パーセント増加し、工業の生産高は 128.6パーセントを増大した 64)。上述の通
り、これは中国工業化のために、農業の生産資材を合理的に利用したからである。中国の
農民と農業は工業化のために、重い歴史の代価を支払った。農村での農地不足の問題、農
民の衣食問題、農業労働力不足の問題、農業協同組合化の問題、農業生産資金不足の問題
などの諸問題を解決していなかったため、数年後に、農村土地制度の対策が立ち遅れてい
ることがわかってきた。 
 
5 消費の水準と構造 
 消費の水準と構造の変化は直接に収入の変動にかかっていた。農業協同組合化の時期に、
農民の消費の水準と構造の分析を通じて、その当時の農村住民の生活水準を解明すること
ができる。湖北省を例にとると、農民の消費水準と増加率は表 2-7 に示したように、1952
年から 1957年までの間に全省の農民の消費水準は、ほぼ増加の態勢が現れ、農業の総生産
量と農民の収入指標が同じく増加の傾向を示した。そして、初級合作社の時期には、農民
の消費水準は、増加傾向を維持しており、1954 年の自然災害の原因で消費水準の低下を招
いたことを除いて、1955 年の消費水準は 1952 年と比べて 11 元の増加となった。高級合作
社の時期に、農民全体の消費水準は、初級合作社の時期より高かった。一方、その増加速
度は明らかに緩かとなり、1957 年を例にすれば、消費水準が 1956年と比べて、1.2パーセ
ントだけを増加し、以前よりはるかに下がった 65)。 
河南省を例にすると、河南省農民の年間 1 人当たりの生活消費構造は表 2-8 のように、
年間の支出の中で生計費は明らかに絶対的な割合を占めており、生計費の中で、食品消費
は最も重要な支出項目となった。その外の支出項目が支出総額中で高い割合を占めるのは
衣服や燃料などで、農民の簡単な最も基本的な生活需要を満足させるために、生活消費支
出が圧倒的な部分を占める。農業協同組合化時代の経済実績の各データ分析を通じて、い
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うまでもなく、建国初期の回復性力は農業の総生産量のみならず、農民の収入もすでに大
きく高まることとなった。その時の経済発展と技術レベルにより、農村の協同組合の農業
経済は、全体的に良好な経済成果を収めて、特に初級合作社の時期では中国全体経済の成
長にとって、計り知れない重要な構成要素であったのであろう 66)。 
 
小 括 
最後に本章で明らかにされた諸点を整理しておくことにしたい。 
新中国はその初期においては封建社会の農村経済体制の改造と国民経済の回復などの重
大な任務に直面した。新中国の「土地改革法」の公布にしたがって、農村土地改革が正式
に始まった。農民に土地を与えたため、貧しい農民の生活は封建社会下と比べると、著し
く改善した。土地改革の後で、農地などの農業生産手段は私有制として保留され、農業の
経済、生産および市場も迅速に拡大した。中国の旧農村土地制度は貧しい農民を搾取した
ため、農民の農業生産に対する積極性、農業の発展および農村社会の安定を阻害するもの
であった。そのため、地主の土地を貧しい農民に再分配することによって、土地改革を成
功に導いた。 
農村土地改革の完成により、封建社会の農村土地制度とは一線を画した。しかしながら、
建国初期の中国では農業生産が主に人力と畜力に頼り、長年の戦争により農業労働力が減
少したため、互助組が自然的に形成された。互助組は農業生産手段の私有制で実行したた
め、農業を引き続き発展させた。 
しかしながら、農業生産の用具や資金などの不足に日々直面した。それゆえ、この問題
を解消するために、初級農業生産合作社が作り上げられた。初級農業生産合作社は互助組
のように、農民が自らの意志により組織し、共同労働という半社会主義的性質の集団経済
組織であった。農地は依然として農家個人により経営されたが、農業の生産手段と農産物
は合作社と共有することになった。そして、集団労働により建国前と比べると農業生産力
が向上し、農民の自給自足を達成した。ただし、農地の利用は農民を個人単位としていた
が、農産物の配分は公有制として平均分配したため、農民の間に不満の声を生じた。その
ため、初級合作社はわずか 3年間で終焉してしまった。 
他方、中国と旧ソ連との関係の悪化や東西冷戦の勃発は国民生活が非常に苦しい時期と
重なった。そうした背景の下で当時の毛沢東は農業を大規模に経営すればするほど、農業
が発展できると確信した。そのため、毛沢東の個人の意識により初級合作社から高級合作
社への転換が始まった。高級合作社は農地などの生産手段をすべて公有制にし、集団下の
農業生産により生産力を向上させた。ただし、農業生産合作社の時期の農村土地制度は新
生政権の強化、封建社会における搾取制度の打倒、農業経済の回復と工業化の促進および
農村生産力の解放などの成果をあげた。他方、土地改革後に現れた中農化による両極分化
の傾向、旧ソ連モデルへの依存、農業協同組合化運動における「急進主義」の存在および
協同化運動と商品経済発展との対立などの農村土地制度の問題点も生じていた。したがっ
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て、生産手段の公有制と平均分配の政策を実行した高級合作社は一応人民公社の原形にな
り、人民公社組織の基礎を築いた。次章では人民公社時代の農村土地制度の特徴について
検討していく。 
 
                                                   
1) 「一五時期」は新中国が成立した後に、実行された第 1期 5ヶ年計画で、1953年から 1957
年まで。これは新中国重工業の脆弱な基礎の上で集中的に重工業を発展させるための計画
であった。第 1期計画の成功により、第 2、第 3の 5ヶ年計画が生まれた。 
2) 三農の概念は中国経済学者温鉄軍により提起された。三農問題は農民問題、農村問題と農
業問題を指す。農民問題は農民の収入が低く、増収は困難であり、都市と農村の間に貧富
の差は拡大し、農民は社会保障の権利を実質的に得ていないことを示している。農村問題
は農村の状態が立ち遅れ、経済が発展しないことに集中して現われている。農業問題は農
民が農業で金を稼げず、産業化のレベルが低いことを示している。（温鉄軍『中国にとって、
農業・農村問題とは何か?:〈三農問題〉と中国の経済・社会構造』作品社、2010年。） 
3) 佐藤慎一郎『中国大陸の農村と農民から中国を見る』大湊書房、1986年、85ページ。 
4) 婁平漢『土地改革運動史』福建人民出版社、2005年、403ページ。 
5) 反革命勢力は主に土地改革に反対する地主階級と富農などの反対勢力である。 
6)「共同綱領」は共産党が一定の時期に、統一的に行動するため、協議により制定され、目
標と政策方針を守るものである。それは共産党と農民グループの統一行動の政治的基礎で
ある。 
7) 陳荷夫『土地与革命―中国土地革命的法律与政治』遼寧人民出版社、1988 年、138-139
ページ。 
8) 石田浩『中国伝統農村の変革と工業化 上海近郊農村調査報告』晃洋書房、1996 年、45
ページ。 
9) 毛沢東『毛沢東選集（第 1巻）』人民出版社、1951年、21-22ページ。 
10) 陳荷夫『土地与革命―中国土地革命的法律与政治』遼寧人民出版社、1988 年、144 ペー
ジ。 
11) 劉少奇『劉少奇選集（下巻）』人民出版社、1985年、44ページ。 
12) 婁平漢「正本清源説土改」『人民日報』2011年 10月 28日。 
13) 薄一波『若干重大決策与事件的回顧（上巻）』中国共産党史出版社、2008年、79ページ。 
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第 3章 人民公社時代の農村土地制度（1957年―1980年代初期） 
 
「公社」という用語は英語のコミューン（commune）から生まれたもので、公共的もしく
は公有的という意味である。人類最初の社会組織は、「氏族公社」、「原始公社」と称される。
マルクスは、ロシア農村公社の歴史的変遷の過程を考察した後に、共産主義の思想を唱え
た。公社主義、すなわち、共産主義の社会組織として、この用語を使った「パリ・コミュ
ーン」1)が世界史上で最初に労働者の階級性をもつ公社であった 2)。1919 年 12 月、全世界
のプロレタリアの偉大な指導者レーニンは、農業公社が美しい名称で、共産主義の概念と
つながりがあると指摘した 3)。マルクス主義の理論を通して、中国共産党は、人民公社と共
産主義の深い連繋を理解し、毛沢東と共産党中央政府の指導に基づき、人民公社化運動が
燎原の火のように燃え広がり、新中国の土地の上に盛んに展開し始めたのであった。本章
では、人民公社時代の農村土地制度の展開を考察し、その成果および問題を検討する。 
 
第 1節 人民公社の揺籃期から衰退期まで 
1 人民公社の揺籃期（1957 年-1958年 7月） 
 広い中国の農村で大規模な人民公社を建設する思想にしたがって、農業協同組合化運動
の風潮の萌芽が現れ始めていた。前章で述べたように、人民公社は初級形態にあたる互助
組から初級合作社を経て、高級合作社になり、最後に農民大衆の農業生産意識の変化にし
たがって、その建設が進められた。1956 年には全国的に高級合作社は完成し、すでに大規
模に達した。当時、新中国の社会主義建設で得た一連の重大な業績により、毛沢東などの
共産党の最高指導者たちは、誇らしい気持ちになっていたという。彼らは、当時の農村の
生産力がすでに前例のない発展を示しており、生産関係は、すでに生産力の発展に適応し
なくなったと指摘した。人民公社化運動の発動がきっかけで、農業の自力更生に農業政策
へと転換し、できるだけ早く集団所有制から全人民所有制への移行を完成させる方針に力
を入れた。 
1957年 11月 13日の人民日報は「国民全体を発動し、40条綱要による農業生産の新ブー
ムを巻き起こして」（発動全民討論四十条綱要掀起農業生産的新高潮）というテーマで社説
を発表した。当時の人民公社化運動に反対した人々に対して、「右傾日和見主義者」として
取り扱ったため、毛沢東を代表とする共産党の指導者の急進的な考えが十分に反映された。
1957年の冬から 1958年の春まで、中国共産党中央政府と国務院が共同で「この冬から来春
にかけて農地の水利建設と堆肥運動の大規模な展開に関する決定」（関於在今冬明春大規模
地開展興修農田水利建設和積肥運動的決定）の公文書を出し、それを徹底的に実行するた
め、全国農地の水利建設の風潮を巻き起こした。毛沢東はこの方法を非常に賞賛し、それ
を偉大な共産主義の具体的な体現と呼んだ。同時に、彼は農業の発展を満足な水準に引き
上げるために、さらに大きい公社を必要とすると提唱した。1958 年 4 月 8 日、中央政治局
は、成都での会議で示した「中国共産党中央政府が小型の農業合作社を適度な規模の大型
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の農業合作社に合併する意見に関して」（中共中央関於中央把小型的農業合作社適当地合併
為大型的意見）という公文書に基づき、いくつかの地方で、農業生産と文化革命の要求に
適応するため、小型の農業合作社を計画的に適当な大型の協同組合に合併する必要がある
という呼びかけを出した。会議の後に、全国各地の農村は小社から大社に合併する運動を
始めた。例えば、1958 年 5 月の後半、遼寧では 9,272 社を 1,461 社に合併した。基本的に
は 1郷 1社とし、平均して 1社が 2,000戸ぐらいまでで、最大の合作社は 18,000戸に達し
た。河南、河北、江蘇、浙江も次々と合弁の事業を完成した 4)。しかしながら、以上の公文
書には人民大衆が十分に理解しにくい内容であるという問題を最初から抱えていた。それ
に合併の条件や目標とする規模や進度などが指示されていなかったために、合併過程で混
乱や不均衡などの諸問題も生じた。 
 
2 人民公社の草創期（1958 年 7月―1962年 9月） 
 小型農業合作社から大型農業合作社へと合併していく過程で、中国共産党は農業の発展
と共産主義の実現のために、まず、農業経済の発展を重要な目標として位置づけた。一連
の農業政策を調整した結果、人民公社の種も大地に根が生えて、発芽し始めた。1958 年 7
月から 1962年 9月までに、社会主義農業発展の高揚期（大躍進）が生じた。人民公社の草
創期と言われた 1958 年 7 月から 11 月までの数ヶ月だけで、人民公社化運動は積極的に展
開され、基本的に公社化を実現した。全国の農村で単一の公社による所有制度を作り上げ
た。しかしながら、人民公社は政治主導であったため、創立期の後期に、「共産の風」5)と
いう「左」に傾く誤りが広がり、それは全国で盛んに行われる結果を招いた。当時の共産
党指導者は、創立初期の目的に合致しない行動に対して、この不利な情勢に気づいて、鄭
州で第 1 回会議を開いて、一応「左」に傾く誤りを是正し始め、ようやく人民公社の創立
期が終了する。一方、初期の人民公社では効率的な農業生産体制が創出されなかったし、
大規模な自然災害などの諸原因で中国の経済は、前例のない危機に直面した。崩壊に瀕し
た農業経済を立て直すために、1958 年 7 月の鄭州会議から人民公社の調整期に入った。こ
の期間に公社の所有制度から生産大隊での基本採算単位の所有制度に移行し、「廬山会議」
6)をきっかけにして、公社の所有制度の回復を試みて、最後に生産チーム（生産小隊）を基
礎とする新しい体制を創設した。1962年 2月までに共産党中央政府は、「中国共産党中央政
府による農村人民公社の基本採算単位の変更問題に関する指示」(関於改変農村人民公社基
本採算単位問題的指示)の公文書を発表してから、人民公社の調整期が幕を閉じた。 
 
（1）人民公社の創立期（1958 年 7月-1958年 11月） 
 1958年 7月 1日に発刊した雑誌『赤旗（紅旗）』は、陳伯達が書いた論文を発表し、論文
の中に人民公社という名前を正式に使用し始めた。続いて、同雑誌第 4 号によれば、陳伯
達は北京大学で「毛沢東同志の旗下（在毛沢東同志的旗下）」の文章をテーマとして講演し
た。この講演では「毛沢東の指示により、秩序正しく労（工業）、農（農業）、商（商業）、
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学（教育）、兵（軍隊）を１つの大きな大公社に構成すべきで、それによって、我が国社会
の基本単位を構成するようにすべきである」と明確に述べている。毛沢東の構想もこの文
章を通じて全社会に広められた。1958 年 8 月上旬から、毛沢東は相前後して河北、河南、
山東という 3 省の視察を始め、直接に現地の指導者に対して、小型農業生産協同組合を大
型農業生産協同組合に変える行動を肯定し指示し、自らの主張が労（工業）、農（農業）、
商（商業）、学（教育）、兵（軍隊）の五位一体の組織を創立するものであることを表明し
た。人民公社の利点は工業、農業、商業、教育、軍隊が一体になり、指導しやすいところ
にある。その時、人民公社の特徴は、第 1 に規模が大きく、第 2 に所有制が公有制である
こと、すなわち、人民公社の「一大二公」7)の特徴が初めて明確に提示された。8 月末に、
中国共産党中央政治局は、北戴河で拡大会議を開き、「農村に人民公社を設立する問題につ
いての決議（中共中央関於在農村建立人民公社問題的決議）」を採択した。この決議は「左」
に傾く思潮の産物であった。決議の内容は、農民を指導して社会主義建設を速め、できる
だけ早く社会主義を作り上げ、次第に共産主義へ移行するというものである。共産主義は、
中国での実現が遥か遠い将来の事ではないなどの「左」に傾く観点が現れた。これらすべ
てが絶え間なく人民公社化運動の高潮に入り込み、わずか 2、3ヶ月の期間に全国で基本的
に人民公社化は実現した。1958 年の年末まで、全国の 74万余りの農業合作社は 2.6万の人
民公社に合併され、公社に参加する農家が約 1.2億戸となり、全国の総人口の 99パーセン
ト以上を占めた 8)。 
 人民公社が創立された初期において公社の所有制度を実行した。各地では、以前の農業
生産合作社のすべての土地、役畜、農機具などの生産資材と公共財産のすべてが人民公社
所有に変わった。社員の私有財産を人民公社の所有にし、もとの国民全体に属したすべて
の食糧、銀行およびその他の企業を公社の管理に振り替えた。新しく創立した人民公社は、
現物給与制を主として実行し、現物給与制と給料制を結合する分配制度になった。現物給
与制は、各地の社員と家族の生活問題を解決するのが主な目的なので、生産水準と収入の
レベルを結び付けるため、社員と家族の人口数によって、食事の現物給与制、食糧の現物
給与制あるいは基本的な生活必要品の現物給与制など、無料の供給を実行した。例えば、
食糧の供給と分配には標準食糧、基本配給食糧と労働食糧という 3 種類があった。生産隊
は、年間 1 人あたり平均 360 斤の食糧が標準食糧として配分された。標準食糧は、農村の
生活保護世帯や在校生のように農業労働能力がない農民に配分することとなった。基本配
給食糧は農業労働に従事するものを対象とし、標準食糧の 8 割、トータルで 300 斤ぐらい
を基本食糧として分配された。足りない部分があるならば、労働食糧により、補足するシ
ステムであった。労働食糧は労働点数によって評定していくことになった 9)。 
労働点数の計算方法は以下の通りであった。「記帳員が社員ごとあるいは農家ごとの労働
申告表あるいは労働点数登記簿に記入していくのである。実際には、標準的労働力 1 労働
日 10 点を基準にして、増減するのが一般的といわれる。・・・中略・・・例えば、作業の
軽重、技術の高低、責任の大小、操作の難易などによって、5等級に農作業を分けた。・・・
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中略・・・例えば、1 級―最高の技能を要し、かつ最大の重労働の作業、農作業の種類 15
種、労働点数 12 点。2 級―一定の技能を要する一般的重労働の作業、農作業の種類 34 種、
労働点数 10点。3級―一般的作業、農作業の種類 68種、労働点数 9点。4級―技能の不要
な軽作業、農作業の種類 16 種、労働点数 8 点。5 級―弱小労働力でもこなせる作業、農作
業の種類 7 種、労働点数 7 点。というような作業ノルマの等級分類表により、各人の労働
参加点数を記帳計上していくという方法なども 1950年代から一部試行されてきていたので
ある。」10) 
人民公社の初期においては、生産資材の集団所有の範囲の拡大およびその深化と徹底に
よる当然の結果として、生産と分配について統一的計画と実施に際し、公社の権限が過度
の集中に陥ったり、分配における平均主義が生じた。そのため、一部の比較的富裕な人民
公社の農民の不満が生まれ、私的利益の擁護に走って、食糧を隠したり、あるいは生産に
対する積極性を失わせたり、少なからず消極的な面を出現させることにもなった。特に高
水準を実現している生産隊にとっては、一律に同等に取り扱うことは不利益を感じさせる
ことになった。その問題を是正するために、武昌会議の決議に基づいて、公社の管理機構
を公社管理委員会、生産管理機構（生産大隊）および生産小隊の 3 級に区分し、生産管理
機構（生産大隊）は一般に工業、農業、商業、文化、教育、軍事をそれぞれ管理し、独立
採算を行う単位とし、損益は公社が一括して責任を負うこととなった。また生産小隊は労
働を組織する基本単位とした。生産管理機構（生産大隊）と生産小隊にはそれぞれの必要
な権限を持たせて、彼らの積極性を発揮できるようにした。すなわち、3級管理（公社、生
産大隊と生産小隊）、3 級決算、労働に応じた分配の原則をつらぬき、生産資材の 3 級所有
を実施することになった。給料制は労働分配に応じて、働きが多ければ多いほど、それだ
け報酬が多くもらえる原則で、現物給与制の基礎の上で、労働時間数に応じて社員に定額
の貨幣で支払うシステムであった。労働組織と生活様式では軍隊的組織化、行動の戦闘化、
生活の集団化という「3化」を実行していた 11)。例えば、当時の遼寧省清原県の前進人民公
社は「3化」の管理が実行された以外にも、軍事編制にならって、労働を組織し、また年齢
と性別によって「青年チーム」、「女性チーム」、「中老年チーム」を構成することで、全社
員が上司の命令や軍隊などの条例を守らなければいけないということが当時の人民公社の
生活あるいは労働などに反映された。同時に、生産隊は勤務を評定する制度を実行した。
要するに、初期の人民公社は濃厚な平均主義と共産主義の軍事色に染められていたのであ
る。 
  
（2）人民公社の調整期（1958 年 11月―1962年 9月） 
 創立初期の人民公社は、農村発展の実際の需要に適応しなかったため、農村の経済、農
民の生活、農業の発展、甚だしきに至っては国民経済全体にとって、大きい困難をもたら
した。中国共産党中央政府は、人民公社の発展過程で現れた問題を発見し、それに対して、
政策の調整に着手し始めた。1958 年 11 月 2 日から 10 日までに、中国共産党中央政府は、
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初めて鄭州で会議を開いて、指導者たちが改めて中国農村の所有制度の形式と経営の方法
をどのようにするのか、ルートを模索し始めた。会議の重要な成果は、現段階の社会の性
格が依然として社会主義であることを明確にし、人民公社も集団所有制であることを再確
認したことであった。これは、理論上において 2 つの社会発展段階と 2 種類の公有制の境
界線をはっきり区分したことを意味した。その後、中国共産党中央政府は、1958 年第 8 期
6 回中央委員会全体会議で「人民公社の若干の問題に関する決議」（関於人民公社若干問題
的決議）の公文書を決定したことにより、集団所有制から全人民所有制にあるいは社会主
義から共産主義の移行は、必ず一定の生産力の発展を基礎にしなければならないのであっ
て、何の根拠もなく直接に共産主義に入ることを宣言できないことを全会一致で認めるよ
うになった。この説明は、当時の中国共産党中央政府が人民公社の所有制度の性質および
歴史段階に対して正しく認識するものであった。さらに人民公社の建設の方針と方法の問
題を研究するために、中国共産党中央政治局は、1959年 2月 27日から 3月 5日までに、鄭
州で第 2 回会議を開いた。毛沢東は公社の権限を下部へ委譲していくべきで、「3 級所有制
度」12)を基礎にすると主張した 13)。 
これは、中国共産党中央政府と指導者が問題を解決する正しい道を見出したことを反映
しており、その後の人民公社の有効な管理体制を示した。1959 年第 8 期の 7 回中央委員会
全体会議で「人民公社に関する 18 の問題」（関於人民公社十八個問題）の公文書が作成さ
れた。その内容の核心は、生産隊の所有制度をすぐ変えることができないようにすること
を求めた上で、生産小隊にも一部の所有制度と一定の管理権限が与えられるべきであると
された。この制度を確立したことで、以前の農村土地制度と比べてみると、長期間に存在
し続けることのできる人民公社制度となった。これらは、人民公社制度がすでに具体的な
実施段階に入ったことを示していた。 
 廬山会議の後で、中央政府は農業部共産党組織の「廬山会議からの農村情勢に関する報
告」（関於廬山会議以来農村形勢的報告）の公文書を発表した。その中で強調されたのは、
すでに実現した生産隊の所有制度を公社の所有制度に変更することであった。しかしなが
ら、1959 年から 1962 年までに、中央政府の対策ミスあるいは「三災」、つまり天災（自然
災害）、人災（農業労働力の不足）および外災（ソ連の対中国援助の中止）などが加わり、
農村の経済情勢は急激に悪化することになり、崩壊の縁に瀕した。特に 1959 年から 1961
年の間、大規模の凶作の中で、十分な食糧がないため、人々は樹皮、木の葉を摘みとって、
腹の足しにすることしかできなかった。当時の政府統計によれば 1,000 万人以上が餓死し
たとされるが、実際にはこの数字をはるかに上回っていたと言われていた。この悲惨な事
実に基づいて、中国共産党中央政府は再度農村の政策を調整するようになり、苦難に満ち
ていた農村では、人民公社の調整が再び継続されることとなった。1960年 11月 3日に、中
国共産党中央政府は「略称 12 条指示の手紙」（関於農村人民公社当前政策問題的緊急指示
信）を発布した。現段階の人民公社の根本的な制度は、「生産隊を基礎とする 3級所有制」
であると指摘した。それ以後、1961年 3月 22日に、中央政府は「農村人民公社条例（農業
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60 条）」（農村人民公社条例）の公文書により、現物給与制と公共食堂を取り止めることや
公社、生産隊の規模を縮小する具体的な措置を行った。1962 年に、全国では平均して 1 つ
の人民公社に 9.4の生産大隊が含まれ、1つの生産大隊は平均 7.9の生産小隊があり、1つ
の生産小隊には平均 24.9 戸の農家が存在し、1 つの公社は平均 1,849 戸の農家で成り立っ
ていた。人民公社の初期には平均で 4,797 戸の農家で構成されていたのと比べると、大幅
に縮小された 14)。調整期から全体を通して見てみると、人民公社に参加した農家は、農業
生産の積極性と有効な管理を十分に果たさなかったため、人民公社の生産関係の調整策と
して、中国共産党中央政府は、各戸生産請負を主とする農業の生産責任制を追求していた
ことがわかる。浙江省などの一部の地区では、各戸で生産を請負う農業の生産責任制が実
行された。60 年代初期、各戸の生産請負制は、劉少奇や鄧小平などの中央指導者の支持を
得ていたが、毛沢東は彼らを資本主義の復活と厳しい批判にさらしたため、ほとんど進展
しなかった。それ以後、人民公社の労働管理体制に対する調整は中断され、人民公社の調
整期にも終止符が打たれたのであった。 
 
3 人民公社の安定期から衰退期へ（1962年 9月―1983年 10月） 
 農業大発展を契機として形成された人民公社は、1962 年 9 月から 3 級所有の下で、生産
小隊を基礎とした新しい体制の安定期に入ってきた。人民公社は、「文化大革命」15)の中で、
生産小隊から生産大隊に基本採算単位の移行による曲折を繰り返えす時期を経験した。「文
化大革命」に象徴された毛沢東思想からの転換は、1978年の第 11期の第 3回中央委員会全
体会議によって行われた。その後、農民民主主義の発揚と言われた農家生産請負制は次第
に発展した。人民公社時代前期から中期にかけては農民の無償集団労働により、農民の農
業生産の積極性を十分に引き出せなかったため、次第に経営体制と管理体制の持続的な変
更を推し進められた。人民公社は結局、農業生産の多様化と農業効率の向上を根本的に変
革しないままであったと言える。農村では人民公社を取り除いて郷の建設を推進するため
に、人民公社はついに 1983 年に解体を宣言するまでに行かざるを得なくなった。 
 
（1）人民公社の安定期（1962 年 9月―1978年 12月） 
 農業の集団化を実現した人民公社は、絶えず「政社合一」16)という基本的な社会条件を維
持していた。つまり、国家の基層的政権機構と人民公社の管理機構とが1つに合体していた。
行政区画の最末端単位の郷は廃止され、人民公社がこれに代わったため、中国の行政系統
は図3-1と図3-2のように変化した17)。管理体制は依然として3級所有、生産小隊を基礎とし
たシステムで、その安定と発展が人民公社体制にとって最も重要な要素であった。公社は
広範囲に統一された企画の下で、労働力、土地とその他の生産手段を調達して使用し、こ
れを合理的かつ有効に活用する。公社は組織の軍隊化、行動の戦闘化、生活の集団化を実
行し、労働力の一層の効率的利用を行うとともに、出勤率と労働生産性を引き上げている。
このように、公社は有利な条件を備えているため、十分に農業生産と多角経営を発展させ
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うると同時に、公社経営下で工業を拡大し、各種の建設を進展させうる。したがって、公
社は労（工業）、農（農業）、商（商業）、学（教育）、兵（軍隊）の各部門を結び付けた基
礎単位となり、農村の各分野においても、全面的発展を可能にした18)。 
当時の人民公社の農民たちは中国共産党を擁護し、人民公社を心から愛するという共産
主義思想に偏っていた。愛国心教育の結果、人民公社の各級組織・機構も比較的安定性を
維持した。各級組織には、不断の拡大を続ける傾向が現れたが、人民公社化運動の初期の
ような倍あるいは数十倍に増加するようなことはなかった。人民公社期のスローガンとさ
れた「自力更生、堅苦奮闘（辛抱強く苦労に耐えて奮闘すること）」に基づき、農業の発展
あるいは人民公社の安定を図った。人民公社の安定は、農村の生産関係に対して、急激な
変革から生じる動揺を鎮め、農村の情勢と農民の情緒を安定させ、農業の正常な生産にプ
ラスの影響があると考えられた。特に「文化大革命」の時期には都市の混乱に比べて、農
村では人民公社の下で、食糧の生産高は成長しつづけ、比較的安定的な秩序を維持した。 
日本の研究者杉野明夫は「文化大革命」期における人民公社の農業発展について、次の
ように述べている。「文化大革命の期間中に、食糧生産は比較的安定した成長をつづけ
た。・・・中略・・・10年間の農業の平均伸び率はなおも2.9パーセントに達した。食糧生
産は安定した伸びを示し、1976年には2億8,630万トンに達し、1965年より9,180万トン増え
た。人口の急速な増加という当時の状況のもとでも、1人当り食糧生産量は272キログラム
から305キログラムに増えた。・・・中略・・・文化大革命の終結から改革・開放政策が打
ち出される第11期3中総会までの1977～1978年の2年に、農民の積極的な努力により、1977
年は前年比1.7パーセント 、1978年は前年比1.5パーセントと、農業総生産額は増大した。
この2年は、いわば華国鋒の時代で、長期に支配的であった[左]傾思想を指導思想のうえで
根本から改められず、文化大革命期にもたらされた国民経済の比例関係の失調、農民の疲
弊を考慮していなかった。さらに文化大革命期にこうむった経済破壊から立ち直り現代化
建設を早急に実現したい、という功のあせりすぎから新たな性急な冒険主義があらわれ
た。」19) 
しかしながら、「左」の思潮（共産主義の実現を追求する思想）の影響の下で、中央政府
の構想は、また公有制の程度が高ければ高いほど、生産力の発展を促進することができる
という考え方にしたがい、基本採算単位を生産小隊から生産大隊に移行させることを求め
た。この思想は「農業学大寨」20)の運動中に、最初から徹底して表現された。この逆転の風
は70年代の末に次第に拡散していったが、この段階においても、農業の生産水準はなかな
か向上せず、発展速度も相変わらず遅かったため、人々の生活は次第に苦難に満ちるよう
になった。例えば、遼寧省清原県においても当時、市場で取引できる物資が少ないので価
格が高かった。闇市場での食糧は国家の公定価格より、50倍以上で販売したケースが後を
絶たなかったのであった。以上のことから明らかなことは「文化大革命」により国民経済
の均衡を図れなかったため、貨幣に対する社会的信頼が崩れてしまう状態が生まれ、ハイ
パーインフレーションに陥ってしまったのである。農民大衆はいうまでもなく、非常に苦
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しい生活を強いられていた。 
 
（2）人民公社の解体期（1978 年 12月―1983年 10月） 
 1978年の第 11期第 3回中央委員会全体会議の後で、中国共産党中央政府は、経済発展の
重点を階級闘争から社会主義近代化建設へと転じた。農業生産実践の過程で、農業の発展
と工業化のために各地域の情況に応じて生産経営の責任制を採用した。文化大革命期に農
業生産基盤が弱体化したのに対して、農産物の需要が倍増したため、供給が追い付かない
状態であった。当時の情況の下で、1982 年に、中国共産党中央政府は広範な下部での調査
研究の結果を「全国農村工作会議覚書」(全国農村工作会議紀要)の報告書にまとめ、その
当時、全国に実現した各種の責任制をすべて社会主義集団経済の生産責任制として明確に
する政策を打ち出した。1982 年 12 月 31 日に、中国共産党中央政府は「当面の農村経済政
策に関する若干の問題」(当前農村経済政策的若干問題)という公文書の中で生産量連動請
負責任制を中国農民の偉大な創造であると評価したので、それ以後、全面請負制が全国で
ブームを巻き起こした。1983 年末まで、全国農村全面請負制の比重は生産隊の 97パーセン
トを占め、農家総計の 94パーセント以上に達した 21)。人民公社は政治的な産物であり、農
民の個人的要求が反映されなかったため、農村の「政社分離」も議事日程に上げられた。
1982年 12月に、全国人民代表大会第 5期の第 5回会議では新しい憲法が成立した。その憲
法の内容は、政社の分離を明確に規定している。人民公社の分配は報告と実態の矛盾もあ
り、政府はやっと自らの誤りに気付いた。1983年 10月に、中国共産党中央政府は「政社分
離の実行と郷政府創立に関する通知」(関於実行政社分開建立郷政府的通知)という公文書
を出したのをきっかけにして、各地で 1984年末までに郷政府の創立作業を完成するように
求めた。1984 年末まで、全国の農村人民公社は、ほぼ政社の分離を実現していた。この上
に、「3 級所有、生産小隊を基礎とする」もとの経済組織が消えてなくなり、それに代って
損益に自ら責任を負い、平等に互いに助け合う独立経済が現れた。このようにして、政府
から進められた人民公社の運動は、農業の発展ないし労働力を十分に活用しなかったため、
終わることになった。 
 日本の高橋五郎は人民公社の失敗について、以下のように述べている。「人民公社の失敗
はその特徴にあった。①一大二公、②平均分配主義、③政社合一である。大きさを競い、
高級合作社の農家戸数は平均 200 戸程度だったのが、人民公社になって 30 倍に増加し、
5,440戸にふくらんだ。そして公有化を急ぎ、私有のもつ自己責任意識を一挙に喪失させた。
これが一大二公の意味である。分配の 60-70 パーセントは平均主義であったから、労働意
欲は急速に衰え、社会的生産効率は低下した。個人的権利と利益は公社の権利や利益にく
らべ劣位なので、長期的に組織を維持することは無理となる。そのうえ、公社の所有権は
あいまいで、責任ある監督者と経営管理者はおらず、働きの良くない者を脱退させること
もできなかった。」22) 
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4 人民公社化運動の特徴 
 人民公社化運動は毛沢東を中心とした中国共産党中央政府により、中国の社会主義建設
の道を探求する新しい試みであった。この時期には共産党、政府および人民公社を一体に
するという顕著な特徴があった。要するに、人民公社期ではその行政組織、農業生産と所
有構造が図 3-1、図 3-2および図 3-3のようにすべて共産党を中心とした政府が生産資材を
公有化することにより生産力の発展を図った。そして、人民公社という形式を利用するこ
とで、分配の平均主義により社会主義から共産主義に向って移行しようと考えられた。そ
の特徴をまとめると以下の如くである。 
 
（1）「一大二公」23) 
人民公社の特徴は、土地と農業生産資材の私有制が完全に否定され公有化にするところ
にあった。「一大二公」の用語は、毛沢東が「一曰大、二曰公（一に大、二に公）」と発し
たことから生まれた。つまり、「一曰大」（一に大）は人民公社の規模が大きいことを意味
した。以前の協同組合を人民公社に合併し、更に 1 郷 1 社という政策方針により、人民公
社を作り上げた。以前の農業生産協同組合においては農業生産ないし経営規模がごく小さ
かったため、すでに人民公社時代の要求に適応しなかった。そのため、高級合作社に合併
する運動をすみやかに全国で巻き起こした。人民公社へ参加した農家は高級合作社と比べ
てみるとずいぶん多くなった。「二曰公（二に公）」には農家の私有財産がすべて共同使用
されること、つまり、生産資材の公有制を意味した。実際には「一平二調」24)を指した。農
業生産の条件ないし貧富のレベルがそれぞれ異なっている協同組合を合併するので、一切
の財産を公社に無条件で引渡した。人民公社の発展と安定あるいは農村の社会主義の強化
を背景として、公有制の自主路線が踏襲された。全社で「統一採算」、「統一配属」などの
政策を定めるとともに一部の現物給与制も実行した。それは社会主義下の人民公社の優越
性を具体的に表現していた。一部の農村公社では、でたらめな指導に基づき、社員の財産
がすべて公社に無償で上納するようになっていた。また、無償で生産隊の土地、物資と労
働力を調達し使用できるようになっていた。甚だしきに至っては社員の個人的物品を全部
公社の物として取り上げた 25)。例えば、ある人民公社の農民は、財産が公社に帰すること
を恐れて、すべての家畜を殺したケースもあった。以上のような例から明らかになったこ
とは、農民の労働成果の剥奪や農業生産力の破壊や農民労働力の無償利用などが農民の利
益をあまり重視しなかったため、最終的に農業生産の壊滅という最悪の結果が生じた。こ
のような方法は、集団所有制と全人民所有制の境界線を混乱させ、農民が大きな不満を抱
くようになった。 
 
（2）平均主義の分配制度 
 人民公社創立の初期においては、現物給与制を主としつつ、現物給与制と給料制とが互
いに結合する分配制度が実行されていた。具体的に以下の通りである。人民公社は、国家
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により農業生産計画を立て、生産大隊が具体的な生産情況にしたがって合理的調整を加え、
最終的に生産小隊により運営するシステムであった。生産隊は生産高により、国家に上納
する分と備蓄分を除いて、その他が農民大衆の生活需要に応じて均等分配された。同時に、
農民社員の生活に必要である公共の食堂にも力に入れて運営し、食事にはお金が要らない
「大鍋飯」26)という政策を実行した。ある公社は公共の食堂をうまく経営するとともに、給
料制と現物給与制を結合させることで衣、食、住宅、交通手段、医療、教育、子供の結婚
などそれぞれの面においてすべて無料で面倒を見ていた。人民公社は高級合作社を基礎と
して結成されたものであり、「平均主義」の原則は当時の唯一の法則であった。他方、その
時代には物資が貧しく、まだ衣食の問題を解決していなかったため、「按需分配」27)の政策
を実行した。すなわち共産主義の分配原則にそった「平均主義」が行われた。「平均主義」
の原則は農業生産にも工業生産の面にも存在した。「大鍋飯」などの一連の待遇は、農民の
生産の積極性を十分に引き出すことができないまま、生産力の発展を縛り制限した。その
他の面においても、すべての社員は分配が不公平になれば、不満を持ちかねない。「分配の
平均主義」は、人民公社における生産隊内の団結に悪い影響を与えることになった。また、
農業生産の面においても、農民の農業労働に対する積極性を抑え、生産隊を中心とした農
業生産を阻害するようになった 28)。これらはすべて人民公社の平均主義による弊害だと考
えられる。 
 
（3）政社合一 
 人民公社の 1 つの本質的な特徴は、中国社会主義の農村社会構造の「政社合一」を基礎
として政権機関（郷政権）と生産組織とを結合した社会組織を実現していることにあった。
公社は農業生産の基層管理部門であると同時に、政権の組織部門でもあった 29)。郷・社を
一体化して、政権組織と経済組織が結合された。あるところでは、4 社を 1 社にするので、
農業生産合作社を供給、販売、貸付け、手工業の各協同組合を一緒に合併し始めた。同時
に、国家はいくつかの国営企業を公社の管理下に手放した。このようにして人民公社の機
能がますます拡大され、生産だけでなく、行政、または社員の生活まで管理するようにな
ってきた。そして、社員の生産も軍事化、戦闘化、集団化という組織の強化のために変化
していった。例えば、人民公社は軍事編制によって、労働力を排（農業生産小隊）、連（農
業生産中隊）、営（農業生産大隊）などの部門に編成した。大規模な工業の分業方法をまね
て、農業生産を組織し、水稲専門チーム、絡麻チーム、養蚕用の桑チームなどの生産チー
ムを創設した 30)。人民公社と生産大隊は公共の食堂、保育所、老人ホームなどの福祉施設
を設立することを通じて、家事労動の社会化を実現し、それによって、農民民衆の集団主
義と共産主義の精神を育成した。 
 しかしながら、農業生産の発展を得られないまま、かえって混乱を招いた。公社体制に
おいて、「政社合一」は農業経済の発展を重んじなくなり、経済原則に照らさなかったし、
農業生産上の問題を具体的に分析しないまま、「平均主義」が盛んに実行された。また、農
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民の生産生活においても、農業生産の条件のよい農民は豊かになったが、大多数の農民大
衆は農業生産の困難を経験することになった。独裁体制と言われた「政社合一」は農業生
産を束縛し、農民の貧困化させた。そして、畜力および人力を主要な手段とした農業は、
資源を浪費するだけでなく、その上、農民大衆の日常生活に不便をもたらして、大衆の普
遍的な反抗を誘発したことが「政社合一」の否定につながった直接的原因であろう。要す
るに、当時の人民公社運動の目的は生産関係をすみやかに移行することにあった。すなわ
ち、部分的な個人所有から集団的な所有制を経て、すべてが公有制になり、社会主義農業
から共産主義農業への移行を具体的に出現させることであった。農業生産の停滞は農民生
活の貧困と直接に関係があり、「政社合一」という農業土地制度により、経済が政治に従属
したため、農民の意思を無視し、国家計画にしたがって、強制的に実行されることとなっ
た。そして、農民の利益よりも国家の利益を優先的に尊重することを提唱したため、農民
大衆の一切の財産を無償で調達し、国家建設ないし農業生産も農民大衆に無理やり押し付
けたため、農民大衆に重く大きな負担を強要したのであった。農業の「自給自足」の強化
は農村経済を閉鎖的にしてしまった。人民公社の幹部らは政治を優先する一方、科学的管
理の役割を重視しなかったため、農業生産は混乱に陥った。生産関係の調整は全く不十分
であり、中国農村の当時の実際的な農業生産力水準をはるかに上回ったため、人民公社運
動がただ空想的社会主義のテストケースとして、必然的に失敗に終わることになることは
十分に予想された 31)。 
 
第 2節 人民公社時代の農村土地制度 
 人民公社時代の農村土地制度は社会主義として位置づけられ、労働者の集団所有と集団
の統一経営が主要な内容で、一般的に生産隊を基礎とした「3級所有」、つまり、人民公社、
生産大隊、生産小隊という農村土地制度であった。図 3-3 のように、人民公社時代の農村
土地制度を構成する公社、生産大隊と生産小隊の生産と所有構造は、「集権指導」、「統一管
理」、「統一経営」、「集団労働」などの特徴を持っていた。人民公社時代の農村土地制度で
は、「3 級所有」制度が当時の農業生産力と合致していた。集団所有と集団の統一経営によ
る農村土地制度は「3級所有、公社を基礎とした」政策から「3級所有、生産大隊を基礎と
した」政策を経て、最後に、「3 級所有、生産小隊を基礎とした」政策が根本的制度として
定着するようになった。 
 
1 人民公社揺籃期の農村土地制度（1957年―1958年 7月） 
 1956 年 9 月 15 日から 27 日までの間に、中国共産党第 8 回全国代表大会は北京で開催さ
れた。本大会で、中国共産党と中央政府の今後の農業発展は、社会主義建設に力を入れる
重大な戦略の方策を作り出すことであった。この精神によって、全国では、農業協同組合
化が引き続き推進され、1956 年末に、農業生産合作社に参加する農家が 1.1 億戸に達し、
全国農家総数の 90パーセントを占めた。これで、全国において基本的に農業協同組合化は
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実現した。農業協同組合化は、搾取を諦めた富農たちの入社を通じて、平和的に農村の中
の最後の１つの搾取階級を消滅させた。1957 年 9月 20 日から 10 月 9 日まで開かれた中国
共産党の 8 期第 3 回中央委員会全体会議では「大躍進」32)の序幕が開いた。1958 年 3 月、
成都会議では「小型農業合作社を適当な大社に合併することに関する意見（中共中央関於
中央把小型的農業合作社適当地合併為大型的意見）」という公文書が審議の上、可決された。
その要旨は、農業生産合作社は大規模な農村基本建設に適応できず、郷から公社に合弁す
るなどが農業経済の発展の必然的な産物であると指摘したことであった。それ以後、その
風潮は迅速に全国で推し進められ、その結果、「一大二公」という「左」に傾く人民公社制
度が形成された 33)。 
 
2 人民公社草創期の農村土地制度（1958年 7月―1962年 9月） 
 1958年 8月の北戴河会議では、「中国共産党中央政府が農村で人民公社の創立問題に関す
る決議」（中共中央関於在農村建立人民公社問題的決議）の公文書を公布したのがきっかけ
で、人民公社化運動が正式に始まった。この公文書による農村土地制度は、高級農業生産
合作社と関連した方法を否定し、人民公社を農業生産の核心的社会組織として位置づけた。
そして、社員のすべてを統括し、人民公社を創立した後にも、集団所有制あるいは集団経
営を引き続き採用すべきであることが明記された。その理由は人民公社の集団所有制は、
実際には公有制の成分をも含んでおり、人民公社の発展過程で、集団所有制が増加するた
め、最終的には共産主義の実現を図ろうとしたところにあった。それゆえ、会議の後に人
民公社化運動は迅速に全国で展開され始め、最高潮に達した。 
 
（1）「3級所有、公社を基礎とした」土地制度 
 1957年から 1958年にかけて人民公社は急速に発展したが、当時の土地制度は合理的な政
策を規定していなかったため、農村は不安定期に突入した。当時の指導者毛沢東は河南省
遂平県の境界内に位置した嵖岈山衛星人民公社について農業生産構造が農業生産に与える
影響を考察した結果、食糧の生産高はより一層増大した。嵖岈山衛星人民公社の「3級所有、
公社を基礎とした」土地制度は農業生産が再び増加し始めた要因であった。これをモデル
とした宣伝の効果は農業発展に対してプラスになるため、1958年 9月に、「嵖岈山衛星人民
公社規則（草案）」という公文書を発表した。その中で、それぞれの農業生産合作社を公社
に合併するために、少数の家畜を残す以外、個人保有地、私有家屋の敷地、家畜、林木な
どのすべてが公社に無条件で引き渡すことを求めていた。生産資材が公社の公有物に変わ
るだけでなく、農民大衆は人民公社の社員として、各公社に編入され、国家の利益は、は
るかに自己の利益を凌駕するというシステムがこれから形成された。嵖岈山衛星人民公社
は、当時の全国の人民公社の見本となり、各地の人民公社が次から次へとそれに見習い始
めた。また、人民公社創立の初期においては、「3 級所有、公社を基礎とした」土地制度が
全国で推進されていった。この時期の農村土地制度の主な目的は農民のすべての私有財産
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を公社の公有に変えることで、小集団経済から大集団経済を形成し、それによって、共産
主義の移行に向う必要な条件を創造することであった。しかしながら、事実が証明すると
ころによれば、人民公社化運動は、人民公社の急速な成長にともなって、多くの問題を生
み出した。中国共産党の上部指導者にとって、その成果が当時の期待と大きくはずれてい
た。人民公社の初期には社会福祉に偏向したため、生産力を根本的に高める効果も現れな
かった。他面、農民に対して社会主義の教育と共産主義精神の強調ないし分配上の平均主
義を堅持することは、経済運営の基本的な原則に背くこととなった。そのため、必然的に
農民の農業生産に対する積極性と農村経済の発展に悪い影響をもたらすことは回避できな
かったと考えられる。その上、不合理な政策を無理やりに行ったため、農村の下級幹部と
農民大衆による制度に対する抵抗が多くなった。特に 1958 年末から 1959 年の春まで全国
の食糧は不足状況で、人民公社の一部の幹部は率先して生産量をごまかしながら、こっそ
り食料を分け、甚だしきに至っては国家への上納任務をも排除した。このような情況が食
糧生産地域と食糧余剰地域で多く発生したため、食糧の不足情況がますます深刻になった。
当時の農村土地制度は農民自身の経済利益と結び付かなかったため、次の農村土地制度の
導入が回避できなくなった 34)。 
 
（2）「3級所有、生産大隊を基礎とした」土地制度 
「3 級所有、公社を基礎とした」土地制度は、農民らを十分に食べさせることができず、
餓死者まで出したため、農民は手立てを尽くしてリスクを回避しようとしていた。その方
法の 1 つは体制の枠内で自力でお腹を膨らせる方法を取ることであった。それには、社員
と幹部が相通じて臨機応変の方策をとることも含まれていたが、それはのちに「瞞産私分」
と呼ばれ、生産量をごまかし、密かに分配する方法であり、無権力者の抵抗の一種であっ
た 35)。中国共産党中央政府は、日に日に食糧が逼迫する局面を変えるために、迅速に「反
瞞産運動」36)を展開した。その結果、食糧不足の問題を緩和していないにもかかわらず、か
えって共産党政府と農民大衆との緊張関係を激化させた。このため、毛沢東などの中国共
産党の指導者は、「3級所有、公社を基礎とした」農村土地制度を改めて考え直した。 
 以上を述べたことを総括すると、生産量虚偽報告現象は、当時の農村土地制度の実施が
農民大衆の意思と願望を無視した結果であった。問題は生産隊の幹部と社員の自覚が高く
なかったからではなくて、人民公社の土地制度、特に所有制度の政策あるいは分配政策の
不合理という事実から生じたのである。 
 共産主義が空回りするだけで、農業発展は少しも捗らなかったため、中国共産党中央政
府は、1959年 2月に第 2回鄭州会議を開いて、農村土地制度の調整や人民公社の整頓や「共
産風」の是正などに着手し始めた。その会議では「人民公社管理体制に関する若干の規定
（草案）」（関於人民公社管理体制的若干規定（草案））を制定して、人民公社の下で「3 級
所有、生産大隊を基礎とした」土地制度を実行し始めた。農民の民主性と自主性を進めて
いくために、社員の個人保有地制度の回復も行われた。それによって、土地の集団所有制
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と基本採算単位が生産大隊を基礎とする政策として明確になった。1960年 11月 3日に、中
国共産党中央政府は「農村人民公社の当面の政策問題に関する指示（略称 12条）」（関於農
村人民公社当前政策問題的緊急指示信）の公文書を公布した。「12条」は「3級所有、生産
大隊を基礎とした」土地制度を高く評価し、この政策を現段階の人民公社の根本的な制度
とし、少なくとも 7 年間不変で、新しい基本所有制と全人民所有制を行なわないとした。
同時に、各地で徹底的に「一平二調（働いても働かなくとも同じといった悪平等主義）」の
「共産風」を是正するようになり、社員は少量の個人保有地と小規模の内職の経営を許さ
れ、農村の定期市も回復した。「3 級所有、生産大隊を基礎とした」農業土地制度は、ある
程度公社と公社の間、大隊と大隊の間の「一平」の問題と公社の間の「二調」の問題を解
決したが、大隊と大隊の間、小隊と小隊の間、小隊内部の社員の間の「一平」の問題は、
依然として解決されず、生産大隊の規模がまだ大きすぎるという特徴が存在した 37)。 
 例えば、1960 年末まで、全国では 483,814 の生産大隊が創立され、それぞれの大隊には
1,000人ぐらいの人々が配置された。遼寧の東風公社では１つの大隊、250の小隊があった
ため、当時の十分な規模を表した。チームとチーム、社員と社員の間の分配を等しくする
ために、各地で調査した後に中央政府が出した政策は公社と大隊を小さくして、もとの小
隊を生産隊に変えることになった。1961 年 3 月に、毛沢東の直接的な指導にしたがって、
「農村人民公社活動条例（草案）（略称 60 条）」（農村人民公社工作条例）は 3 度わたり、
公文書の内容を修正し、ついに完成した。「60 条」は人民公社と生産大隊の規模を圧縮し、
公社が「政権合一」の組織として明確に規定され、生産大隊の基本的な採算単位の確立や
社員の基本的な財産の私有権と内職の経営権などを保障する権限を定めた。また、生産大
隊と生産小隊の自主権を保障するいくつかの明確な原則も出しており、これらは、部分的
に生産隊の間の平均主義と生産隊内部の人と人の間の平均主義を克服した。ただし、「60条」
は、「一大二公」という体制での現物給与制と過大な基本採算単位などの核心問題に触れて
いなかった。1961 年 5 月に、周恩来は、河北省武安県伯延公社を訪問した時に、公共食堂
と現物給与制などの方面に内在する問題と大衆の意見を中央政府に報告した。そのため、6
月に、中国共産党中央政府は、「農村人民公社の条例（修正草案）」（農村人民公社条例（修
正草案））を施行して、その中で関係する現物給与制の内容が削除されて、再度明確に生産
大隊の集団所有制を基礎とする 3 級の集団所有制が現段階の人民公社の根本的な制度とし
て確定された。こうして「3 級所有、生産大隊を基礎とした」農村土地制度が全国で確立し
始めたのであった 38)。 
 
（3）「3級所有、生産小隊を基礎とした」土地制度 
 中国共産党中央政府は「3 級所有、生産大隊を基礎とした」土地制度が、依然として農村
の平均主義を解決することができないと認識した。そのため、1961 年 10月に、中国共産党
中央政府は「農業 60条」の公文書の中で関連の規定に対して、改正する指示を行った。生
産小隊を基本採算単位にすることは当時の状況に合致するものであった。その結果、農業
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生産の基本部門は生産小隊であったが、分配部門は、生産大隊であったという不合理な状
態を変えて、集団経済の中で長い間存在していた生産と分配の矛盾を解決できることとな
った。また、農業調査グループは農村へ行って、実際に調査研究を行った。各省、直轄市、
自治区も次々と生産小隊を基本採算単位にすることにした。中国共産党山東省委員会は、
生産小隊を基本採算単位にすることが広範な農民大衆の集団生産の積極性が大いに引き出
し、そして、新しい農業生産ブームが現れ始めると指摘した。中国共産党青海省委員会は、
この政策も広範な農民大衆の集団生産の積極性を十分に引き出して、著しい効果が現れる
と発表した。そこで、1962 年 2 月に、中国共産党中央政府が発表した「農村人民公社の基
本採算単位に関する問題指示」（関於改変農村人民公社基本採算単位問題的指示）という公
文書の中で、再度全国の多数の人民公社の基本採算単位は、生産大隊から生産小隊に変え
ることを重ねて言明した。これは、この後の長期間実行された基本的な制度であった。中
央政府は、生産小隊の規模は 20、30戸が適当で、生産用具の所有も変えないと強調した 39)。 
 1962 年 6 月に、中国共産党中央政府は「農業 60 条」の公文書に対して再度改正し、「農
村人民公社活動条例（修正草案）」（農村人民公社条例修正草案）という公文書を公布した。
1962年9月に中国共産党中央政府第8期第10回中央委員会全体会議でこの条例を発布した。
その内容は簡単にまとめると以下の如くである。① 生産小隊は、人民公社の基本採算単位
として、生産の組織、独自の経営、独自の採算、利益の分配、損益の負担などについて自
らが責任を負うこと。② 生産小隊の土地、社員の個人保有地、宅地などはすべて生産小隊
が所有し、賃貸もしくは転売を許さないこと。③ 生産小隊の土地は、県以上の人民政府委
員会の審査を経て、許可が下りることを前提に、個人が占用することができる。④ 集団所
有の山林、水面と草原は、基本的に生産小隊に帰すこと。⑤ 社員大会により、土地、山林、
水面、草原の経営権が確定された後において長期にわたって変更しないこと。⑥ 生産小隊
は、本チームの範囲内で荒山と荒地を開墾し、十分にあらゆる資源を利用する権限を与え
ること。⑦ 耕地を大切にして、工場や不動産などの建設はできるだけ占用しないこと。 
「3級所有、生産小隊を基礎とした」農村土地制度は、ある程度まで「一平二調」、「共産
風」、「強制命令化」、「盲目的生産拡大化」あるいは「幹部特殊化」という「五つの風」の
もたらしたマイナスの影響を抑制した。共産党幹部と農民大衆の関係を改善し、農業生産
における保守的思想を克服したため、次第に農民の積極性が引き出され、農業生産の損失
も減少した。農業の発展につれて、土地制度の分野において農民大衆の実践による新しい
土地制度が生まれた。しかしながら、毛沢東は、農業生産を基礎とした人民公社が生産責
任制のような農業生産に傾斜することに対して、資本主義の自然発生的傾向として批判し、
「各戸生産請負制」のような農業生産を制限し始めた。これは中国の農業発展にとって、
経済原則を無視するものであったため、甚大な被害を招き、大きなマイナスの影響を及ぼ
したと考えられる。 
 
3 人民公社安定期から衰退期への農村土地制度（1962年 9月―1983 年 10月） 
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「3級所有、生産小隊を基礎とした」農村土地制度の確立につれて、農業生産は 3年連続
で減産問題を大いに緩和した。農業の生産あるいは農業と関わる産業、すなわち、農村工
業、交通運輸業、文化教育、農村の商業、農村の金融業などの各産業はかつてないスピー
ドで発展してきた。農業生産は好転して、1963年から 1965年までに連続的に農産物の増加
を実現した。1965 年に全国の農業総生産額は 590 億元に達して、1957 年と比べると 10 パ
ーセント増大した。1965年の全国の食糧総生産高は、19,453万トンになり、1960年の 14,385
万トンと比べてみると、5,068 万トンを増産し、約 35パーセント増大した 40)。 
 1962年から 1977年の「文化大革命」の終焉まで、次々と発行された中国政府の主な土地
公文書は、次の通りにまとめることができる。 
1963年 3月に、中央政府は「社員宅地に関する問題」（関於社員宅基地問題）の公文書を
各省、各市、各自治区の共産党委員会に配布した。その主な内容は以下の通りである。① 社
員の宅地は、生産隊集団が所有し、長期使用の権利を与えていたが、賃貸と商売を許さな
いこと。② 生産隊は、社員の宅地の使用権を保護すること。③ 社員敷地の付着物は、社
員に帰属し、社員が家屋に対する使用権の売買あるいは賃貸の権利を有すること。④ 家屋
を売った後の宅地の使用権は、新しい家主に移転すること。⑤ 宅地の所有権は、生産隊に
返すこと。⑥ 社員新婚夫婦は、当戸から新居の建設を申請し、社員大会の討論を通じて、
賛成を得られるならば、生産隊からの統一計画に基づいて、無料で建てること。⑦ 土地を
使用する時には、できるだけ荒地を利用し、耕地を占用せず、また、必ず土地占用地の県
人民委員会に申し込むこと。⑧ 社員の住宅を新たに造る際には、土地の使用料を一切受け
取らないこと。⑨ 社員は家屋を建てる時に、園庭の拡張、宅地の拡大、集団耕地の占有な
どが禁じられること。 
 そして、1970 年 4 月に、中国人民解放軍総政治部瀋陽軍管区政治部の「部隊に関する土
地の収用問題の通知」（関於部隊征用土地問題的通知）の公文書が発出された。その内容は
要約すると以下の如くである。① 国防事業による土地の収用は、厳格に国家建設の規定や
土地制度の規程などにしたがって収用し、耕地を占用しない原則に基づいて、十分に荒山、
荒地と不用地を利用すること。② 土地の収用は、現地の貧農、下層中農、下部革命委員会
と十分に協議した上で、契約を締結し、再び政治機関の審査と地方革命委員会の許可を得
る必要があること。③ 収用した土地は、国家規定によって補償を行うこと。④ 部隊によ
る生産は、原則的に耕地を占用しないで、一部の地区が少量の耕地を占用せざるを得ない
場合に、必ず貧農、下層中農と下部革命委員会の賛成を得ること。⑤ 部隊による生産は、
国有の土地を占用している地方政府との論争が起きた場合には、自発的に譲って、話合い
によって解決すること。⑥ 農業集団の土地を占用する場合に、農民大衆が回収を求めるな
らば、返却すること。 
1973 年 6 月には、国家計画委員会と建設委員会が共同で「国務院による基本建設の用地
節約に関する規定の通知」（関於貫撤国務院有関在基本建設中節約用地規定的指示通知）と
いう公文書を公布した。その要旨は以下の如くである。① 基本建設は、用地節約の原則を
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貫徹すべきこと。② 荒地の利用を優先して、耕地、肥沃な田畑を占用しないこと。③ 国
家プロジェクトなどの工事を行う時には、合理的に計画すること。④ 基本建設部門は、積
極的に農地の開墾を支援すること。⑤ 農地環境の破壊は減らすこと。⑥ 基本建設による
土地の収用は必ず厳格な審査制度を設けて、未許可のままで土地の収用を許さないこと。
⑦ 基本建設によって土地を接収された人民公社と生産大隊は、農民大衆の仕事を適当な場
所に設定すること。⑧ 接収された土地を使わない時には、直ちに公社と生産隊に返すべき
であること。 
 上述の農村土地制度に関する公文書からわかるように、共産党、軍隊、政府のそれぞれ
の方面から出された当時の中国のさまざまな政策においても農村土地制度に最も力を入れ
ていたと考えられる。 
 しかしながら、「文化大革命」期の混乱した政治情勢のため、経済発展には著しい障害が
生じ、国家機関の正常な運営ができなくなり、農村土地制度も停滞し、前進しない状態に
陥っていた。「左」よりの誤った思想が発展するにつれて、人民大衆を動員して、既成の価
値観を変革するようと唱えた。その運動が人民公社の性質を歪め、生産組織運営の経験が
足りないという欠点を利用して、農村の土地関係をわざと混乱させた。また、極端な「農
業学大寨」という運動の開始は、次第に階級闘争へ展開していた。階級闘争は人民公社の
終焉まで全段階を通じて展開され、その最大の目的は社会主義を堅持し、資本主義経済を
復活しないということであった。階級闘争の深化につれて、「3 級所有、生産大隊を基礎と
した」農村土地制度も大きな衝撃を受けた。毛沢東などの国家指導者は、問題の重要性と
重大性を認識し、情勢悪化の制御措置を取ることにより、事態を収束し始めた。1969年 11
月に、毛沢東は、華国鋒（毛沢東時代の後、短期間に共産党主席と中央軍事委員会主席を
兼任した）の生産小隊を基本採算単位にする観点に賛成し、支持した。1975年 10月の「現
在農村労働の若干の問題に関する討論意見」（関於目前農村工作中若干問題的討論意見）と
いう公文書では、「現段階の農村人民公社の 3級所有、生産小隊を基礎とした土地制度が基
本的に農村の生産発展に適することを示していた。基本採算単位は、生産大隊から生産小
隊に移行する方向で、積極的な態度をとるべきである」と指摘された。しかしながら、新
中国の政治優先と分配の不公平などの諸問題を抱えた農業土地制度は、農民の個人利益を
配慮せず、強制的に階級闘争を行うと、「一平二調」「共産風」などの「左」よりの誤りを
再び発生する恐れがあるため、中国共産党中央政府は、その時の情勢に対する正しい政策
をとった。その結果、「左」よりの農村土地制度がもたらした衝撃を有効に排除した。「3級
所有、生産小隊を基礎とした」農村土地制度は、生産資材をすべて公有制として、農民労
働と能力に応じる分配を基礎とした農業生産システムであり、これは当時の農村土地制度
の原則であった。その安定的な土地制度は次第に主導的地位を占め、中国共産党の第 11期
第 3回中央委員会全体会議まで続けられた。その後に、「農家生産請負」という生産責任制
が全国で推進され始めた 41)。1983 年に人民公社が解体したため、人民公社という「左」よ
りの農村土地制度は正式に廃止され、歴史の舞台から退いたのであった。 
―第 3章 人民公社時代の農村土地制度（1957年―1980年代初期）― 
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第 3節 人民公社時代における農村土地制度の成立要因と特徴 
 人民公社時代の農村土地制度の選択と移行には、多くの非経済的原因が影響した。すな
わち、国内の政治路線、労働点数および平均主義の優先などが農業集団経済に影響を及ぼ
し、農業生産を健全な発展方向から乖離させ、多種多様な条件下の制約により、発展方向
が左右された。それは、効率の原則に従うわけではなかった。社会主義農業を出発点とし
た農村土地制度は、「以農輔工」42)の結果、国家主流イデオロギーの影響を受けた。生産関
係を急いで移行しようとソ連モデルをまねて、さらには、零細農家の平均主義に影響され、
形成されたと考えられる。 
 
1 農村土地制度の成立要因 
（1）「以農輔工」の結果 
 新中国が成立した後に、外国と国内のイデオロギーの制約を受けながら、後進的な農業
国から先進的な工業国に移行させるために、中央政府は、1953 年に「一五計画」を制定す
る。この計画では明確に重工業を優先的に発展させることにより、農業、工業、国防、科
学技術における近代化を全面的に推進することを提唱した。そのため、不均衡な産業発展
を初めて招いた。 
「一五計画」期には、投資総額 427.4 億元のうち、工業部門は 248.5 億元で、58.2 パー
セントを占めた。一方、農業、林業、水利は 32.6億元で、投資総額の 7.6パーセントを占
めただけであった 43)。重工業の発展につれて、多くの人力、物資、財力、特に大量の田畑
を占有したため、資源分配がアンバランスとなり、国民経済にも不調が現れた。「一五計画」
の時期に、農業総生産額は、年平均 4.3 パーセントの増加であったが、工業生産額は、年
平均 14.7 パーセントの増加、特に重工業は年平均 17.8 パーセント増加した。中国は工業
化に力を入れたが、農業生産情況が悪化し、食糧や植物油の原料などの減産で、市場供給
は緊迫した。特に「文化大革命」期に、上からの強権的圧力により、農村の不合理な農業
生産システムを農民大衆に強いたため、いくつかの地区で食糧は品切れになり、小都市と
町あるいは被災地では食糧市場の混乱が現れ、大都市でも食糧の供給が深刻な不足に陥っ
てしまった。農業生産ないし農民の生活も安定せず、「以農輔工」という工業発展を優先し
た思想によって、工業生産のために多くの農村労働力を徴募したため、農業経済が大きな
犠牲を被ることとなった。こうしたことが農家共同労働制を創設する原因となったと考え
られる 44)。 
当時の中国経済は、歴史的発展の時期であり、その第 1 歩として農業と軽工業を発展さ
せることを重点にした。農業の発展を実現すれば、工業に十分な原料と食糧を供給するこ
とができ、そして、工業のための市場を拡大することもありうる。中国の国民経済を発展
させるには、経済の土台として農業発展を実現し、安定した農業を樹立することが必要で
あった。農業は国家工業化の基礎的土台であるため、農業集団化を中心として、政治、経
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済、文化、軍事などのすべてを包括する機能をもつ人民公社が全国ですさまじい勢いで展
開し始めた。 
 
（2）社会主義・共産主義イデオロギーによる影響の結果 
 当時の共産党のイデオロギーは共産主義を実現するために、もっと高い公有化を目指し
た。所有制の形式を単一化すればするほど、国家政治の安定と農村経済の迅速な発展がで
きるという思想を農村社会に深く浸透させようと考えた。つまり、土地所有制度の公有化
を一方的に追求し、その他の農地所有制形式の存在を認めなかったのであった。 
 イデオロギーは特殊な理論的信念の体系である。このような理論的信念の体系は、論理
的方法を用いて、特定の価値観の結合を通じて、ある種類の政治運動、政治体制あるいは
現行秩序の合法性およびある種類の特定の理想的な目標の合理性を論証しようとする。そ
れに基づいて、国家と社会の成員が引き受けるべき義務を定める。これは民衆政治の共通
認識の基礎として存在している 45)。人民大衆の間に共産党のイデオロギーが浸透すること
で、一層精神を奮い起こし、農業生産の意欲を引き出せ、広範な農民大衆の意気が揚がる
こととなった。いったん国家主流の思想が農民の心に染み込むならば、農民がこのイデオ
ロギーの政治体系と組織を認めるようになるであろう。建国以後から人民公社時代まで、
中国共産党と中央政府は農民に対する社会主義のイデオロギーを実行する政治社会化が予
想した目的にまで達したと判断した。人民公社は国家主流のイデオロギーに応じて生まれ
たものであった。中国共産党と国家政府は、政治運動と宣伝の繰り返しを通じて、広範な
農民大衆の心に社会主義の人民公社がすばらしいものであるという思想を注ぎ込み、社会
主義を中心とする農村の政治文化を育成した。中国共産党を中心として設立した人民公社
は、イデオロギーの浸透した農民大衆から積極的に情熱を込めて支持された。このような
文化にしたがって、人民公社はすさまじい勢いで発展したのは必然的結果であろう。そし
て、その他の政治文化や社会体系などは資本主義的傾向として排除された。建国の初期か
ら人民公社化まで、国家の農村土地制度および社会主義イデオロギーは、農民に吸収され、
地主階級との闘争ないし社会主義大農業の思想教育を通じて、社会主義を台無しにする敵
対者の政治文化を排除して、農村での地位を確立した。中国共産党と社会主義国家の認め
た広範な農民大衆の社会主義的農業生産に対する積極性と主体性は、人民公社化運動をか
つて想像もつかなかったスピートで発展させた。農民の思想に共産党のイデオロギーが染
み込み、農民の政治信念と価値観を基本的に統一した。「廬山会議」では、社会主義の総路
線や「大躍進」や「人民公社」などの一連の大衆運動に反対した人々が、「右翼日和見主義」
として粛清されたため、農民と国家の共通認識が形成された。それによって、社会主義政
治体制の運営や政権の維持や政治運動などは、強い支持を得ることができた。そして、農
村社会のイデオロギーと国家主流のイデオロギーが解け合うようになり、人民公社時代に
は、政治イデオロギーのコントロール機能は、社会主義の発展および人民公社と農村の関
係を保つために、さらに強化されるようになった 46)。 
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（3）生産関係を早急に移行した結果 
 人民公社化運動と「大躍進」運動は、革命的大衆運動として因果関係があったと考えら
れる。「大躍進」運動は因果関係中の「因」で農業生産関係を「急進主義」により性急に移
行させた。また、人民公社は、因果関係中の「果」で、農業生産関係をすべて公有制にし
た。特に毛沢東を代表とする中央指導集団は、自らの力で壮麗な社会主義人民公社を描き
だし、先に生産関係を変えるという間違った政策をとった。生産関係を先に移行させたた
めに、農業生産の発展のみならず、工業生産の発展を十分に促進できなかった。特に毛沢
東の「急進主義」思想により、生産関係を急進的に移行することが一層盛んになり、その
結果、生産力の発展法則を離れて、一方的に生産関係と生産力の反作用が強まった。農業
生産は生産関係の移行だけではなく、自然条件にも大きく左右され、厳しい自然災害は、
農業発展を妨げる要因でもある。生産関係の変革は必ず生産力の発展に適応しなければな
らない。もし、実際の生産力を越えて、一方的に生産関係を発展させるならば、生産力の
発展を破壊することとなる。他方、中国農業の発展は、生産関係に決定されるとは限らず、
経済以外の要因、すなわち、中国固有の社会関係や社会構造や政治思想などにも強く影響
されたようであった。実際に人民公社化運動は政治的指導の下で、早急に共産主義を実現
する 1 つの企みであった。現実の生産力を超える生産関係変革運動の最も根本的な誤りは
正しく中国の社会主義の歴史段階を認識せず、冷静かつ客観的な分析を欠き、中国の実状
をはるかに越えて不適切な政策をとったことであった。中国初期の農業経済は複雑かつ多
様であり、さまざまな農業生産関係が存在し、未成熟のままで移行することは、当時の農
業経済の発展法則と合わないのであった。社会主義的近代化建設と改革は、必ず経済原則
に従わなければならない。早急に共産主義を実現するため、生産関係の移行を利用し、人
民公社のような比較的高級な所有制度の形式をその時の発達していない生産力と結合した
ことは、生産力の発展を促進することにはならない 47)。 
 
（4）ソ連モデルの模倣の結果 
 近代化を実現し、貧困から抜け出すことが、毛沢東を中心とした中央政府指導者が人民
公社化運動へ深入りした原因であった。毛沢東の主観的な動機は、迅速に古い中国の貧し
く立ち遅れている顔を変えることであった。建国初期の社会主義の新しい事業について、
新中国は、経験がまだ足りなかったため、先進国を参考にして学ぶことが重要であった。
ソ連は、当時、世界で唯一かつ最大の社会主義国家であり、社会主義発展の経験は最も豊
富であった。冷戦体制の下で、ソ連モデルをまねる中国にとって、資本主義国家による封
鎖の打破やソ連援助の必要性などは重要な要因であった。このような背景の下で、毛沢東
は私たちが国際上ソ連をはじめとする反帝国主義の戦線の一方に属し、本当にこの友情の
援助はソ連しかできないと当時の心境を語った。「一辺倒」48)の国策は中国経済発展を目指
して、ソ連からの援助による基礎の上に打ち立てたのであった。後にソ連政府は、中国の
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第 1次五ヵ年計画に対して、多くの提案を出し、3,000名以上の専門家を派遣して、156項
目の基幹工事を引き受けて援助した。これらの援助は、中国の工業と国防産業の基礎を打
ち立て、それによって、中国はソ連モデルをまねる社会主義建設の道を歩み始めた。毛沢
東は社会主義の成功はソ連であり、私達の経済発展の模範で、ソ連共産党が私達の最も良
い先生で、私達が彼らに必ず学ばなければならないと指摘した 49)。 
 中国共産党はソ連モデルに対して、主に以下の諸点をまねた。① 単一の公有制を模倣す
ること。② 農村でソ連モデルと一致する高度集権的計画経済体制を創立すること。③ 全
面的に農業集団化を実現すること。中国農村土地制度の発展過程において、旧ソ連モデル
の基本的特徴に学ぶことで、中国農村土地制度の再構築につなげるための第一歩とした。
その第一の理由として、中国共産党は旧ソ連農村の生産手段の公有制、労働の集団化と労
働に応じる分配制度などの一連の土地制度に対して、深い興味を持っていた。さらに、第
二の理由として、封建的な土地所有制度の解体と農業生産集団化の導入を中心とした農村
土地制度の改革を出発点として、農村における旧ソ連の集団農業の成功が旧ソ連のような
農業発展を実現するための最も重要な要因であると考えた。特に旧ソ連の集団農場制で実
現された食糧問題の解決は、食糧生産と工業化を高めたい中国政府にとって、大いに勇気
づけられた。その後の中国農村土地制度については以下の通りである。まず、上述①のよ
うに、中国共産党は、農村での社会主義的改造形式をソ連のコルホーズを模倣し、土地制
度もソ連モデルをまねることから始めた。そして、②のように、高度集権的な計画経済体
制を模倣し、これは、人民公社の農業生産システムの創設にとって、非常に重要な役割を
果たした。最後、③のように、各業種を含める管理体系を創出し、それによって、労（工
業）・農（農業）・商（商業）・学（教育）・兵（軍隊）と農業・林業・畜産業・副産業・水
産業とを相結合した人民公社を作り上げた。人民公社時代の農村土地制度はソ連モデルを
まねながらも、その絶えまない変革は旧ソ連モデルから生まれてきた土地制度の束縛を突
破する試みだったと考えられる。特にスターリンの逝去を 1 つの転機として、中国は旧ソ
連モデルを改めて検討するようになった。旧ソ連の高度集権的農業経済体制からの脱却を
目指した一連の改革措置が大胆に進められた。他方、1957年以後、中国と旧ソ連の関係は、
次第に悪化し始めたため、経済上でソ連モデルの依存から抜け出すために、毛沢東はソ連
の経験をすべて参照することはできないと主張した。そして、中国は 15年以内にイギリス
に追いつきあるいは追い越すという毛沢東の発言はソ連と勝負する決心をあらわしていた。
一方、旧ソ連モデルによる中国の社会主義農業システムを部分的に作り上げたが、新しい
システムを創出するまでには至らなかった。中国の社会主義農業システムを実現するため
には、農村における激しい農村土地制度の変革による人民公社化運動の展開と農村土地制
度の絶えまない変革が行われた 50)。 
 
（5）平均主義が及ぼす影響の結果 
 平均主義は、平均的に一切の社会の財産を分かち合う思想である。農村人民公社はこの
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思想に応じて創出されたのであった。平均主義は社会の弱者、いわゆる被害者、貧乏人と
怠惰者などを保護することとなる。数千年以来続く中国の奴隷制社会と封建社会では、極
端な貧富の格差があり、多くの貧しい農民大衆が苦しい悲惨な境遇に置かれていたため、
平均主義が生まれた。封建社会の武装蜂起は、すべて異なる形式の平均主義の社会思想の
現われであった。貧しい農民は、封建的支配階級の土地財産を平分することを求めて、平
均主義の社会を創立することを探求した。その中で「太平天国」51)の武装蜂起の時に公布さ
れた「天朝田畑制度」は、「すべての平均分配」という平均主義の歴史的事例であった。ま
た、新中国が成立した後に、封建社会の農村土地政策により長期にわたり圧迫された農民
大衆はついに貧しい生活を抜け出し、幸福ですばらしい日を過ごしたいという希望に燃え
るようになった。人民公社制度には以前の合作社と比べると、平均主義という優れた面が
あり、貧しい農民らは新興の社会主義的土地制度の平均主義の実現に自らの望みを託した。
人民公社化以来、平均主義による農業生産は一時的に発展し、各人民公社の間の農業経済
発展の不均衡ないし農民の間の貧富格差などの諸問題が改善されるようになった。人民公
社化運動は、高度集中と統一管理を実行するにつれて、生産隊あるいは農民大衆の貧富が
等しくなり、平均的に割り当てる政策もある程度零細農家の平均主義の思想と基本的に合
致するようになった 52)。 
 
2 農村土地制度の特徴 
 人民公社化運動は、中国の社会主義的農村経済建設過程のある発展段階に現われた。こ
の時代の農村土地政策の特徴をまとめると以下の如くである。 
 
（1）共産主義的公有化の色彩 
 1958年 8月、中国共産党中央政府による「農村人民公社の創立に関する決議」（中共中央
関於在農村建立人民公社問題的決議）の公文書は、全国農村で「政社合一」の人民公社を
創立するように呼びかけていた。農村人民公社は、社会主義農業の発展に応じた基本農業
生産部門であった。人民公社下の農業生産資材の公有制は合作社制度の公有化の程度をは
るかに超えて高い段階であった。同時に公有化の拡大につれて、個人保有地などのすべて
の個人財産の公有化も求めていた。この政策を発表した後に、ごく短期間に 99パーセント
の農民が公社に参加し、次に土地所有制も農民の集団土地所有制から公社の集団土地所有
制に転化された。人民公社における土地公有制の実施によって、農業生産力は多方面から
の束縛を打ち破り、さらに大きく発展していた。土地の公有化にしたがって、公社集団の
土地所有制を促した。1959年 2月 27日から 3月 5日までに、中国共産党中央政府は、政治
局の拡大会議を開いた。本会議で「人民公社管理体制に関する若干規定（草案）」（関於人
民公社管理体制的若干規定（草案））の公文書を発布した。人民公社では「生産大隊を基礎
とした 3 級所有」の制度を確定し、農村の土地をすべて公社集団における生産大隊が所有
する制度が確立した。1962年 9月の中央政府の「農村人民公社活動条例修正草案」（農村人
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民公社条例修正草案）と 1963 年 3月の中国共産党中央政府の配布した「社員宅地に関する
問題」（関於社員宅基地問題）などの公文書により、土地は公社集団が所有することを定め
た。これらは、当時の農村土地制度の公有化を迅速に普及させるための原動力となった。 
 
（2）個人保有地と農業副業の緩和 
 人民公社の創立から解体まで、農村土地制度は、農民（社員）に対して、一定の個人保
有地、宅地とその付属物を持つ権利を規定した。また、国家計画を達成するという前提の
下で農閑期を利用して、各種副業を経営することができるようになった。この時期に関連
した農村土地制度は、農業の安定的成長ないし農民の有効な管理のためのものであった。
1959年 2月 27日から 3月 5日までに、中国共産党中央政府は、政治局の拡大会議で発布さ
れた「人民公社管理体制に関する若干の規定（草案）」（関於人民公社管理体制的若干規定
（草案））の公文書と 1960 年 11 月の「農村人民公社現在政策問題に関する緊急指示手紙」
（関於農村人民公社当前政策問題的緊急指示信）の公文書および 1962年 9月の「農村人民
公社活動条例草案修正案」（農村人民公社条例修正草案）という公文書は、個人保有地と農
業副業の緩和について定めたものであり、簡単にまとめると以下の如くである。① 人民公
社の「生産小隊を基礎とした 3 級所有」の農村土地制度は農業生産の基本制度として確立
したこと。② 社員の個人保有地制度を回復したこと。③ 社員の小規模の内職経営を許し
たこと。④ 農村の定期市を回復したこと。⑤ 個人保有地は、生産隊の耕地面積の 5 パー
セントから 7パーセントまでとして、それを社員家庭の耕地として使うこと。⑥ 荒山と荒
地は農民大衆の需要によって、適切な数量を分配し、社員の経営を許すこと。⑦ 社員の保
有地が確定した後に、長期にわたり変更しないこと。上述からわかるように、当時の農村
土地制度が農民（社員）の一定の権利を守ったと思われる。 
 
（3）農業建設用地節約の提唱 
 中国は農地資源が乏しい農業大国と言われ、特に人民公社時代において、農業問題とは
農業資源問題にほかならなかった。中国の農業政策は、開墾や用地の節約などの政策の促
進を提唱しており、これは、社会主義の農村経済にとって、急速な発展のための重要な推
進力であった。1962 年 9 月に中央政府が発表した「農村人民公社活動条例草案修正案」と
いう公文書の中で、生産隊社員大会の討論に基づく統一的計画の下で、まばらな荒地を開
墾できることが定められた。人民公社の後期において、食糧問題の重要性が低下しつつあ
ったが、一方では農業資源問題が注目されるようになった。その解決策として、荒地の経
営を通じて、資源を利用することで、農村経済の発展が大きく促進された。同時に中国で
は人口が多く、土地が少ない現状に着眼し、中央政府の提唱に基づいて、建設用地を節約
して、できるだけ耕地を占用しないなどの政策をとり始めた。1970 年 4 月の中国人民解放
軍総政治部瀋陽軍管区政治部の「部隊に関する土地の収用問題の通知」（関於部隊征用土地
問題的通知）の公文書と 1973 年 6月に、国家計画委員会と建設委員会の共同で発出された
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「国務院の基本建設の節約用地に関する指示の通知」（関於貫撤国務院有関在基本建設中節
約用地規定的指示通知）という公文書の中で、厳格に国家建設の規定や土地制度の決まり
などを守り、荒山、荒地、不使用地の利用や用地節約原則の貫徹、もしくは荒地、空地、
劣等地の優先利用など一連の対策を打ち出した。要するに、これらの土地政策は、荒地の
開墾と用地節約の提唱を反映していた。食糧供給の増大にともなって、農業経済の発展に
対する土地資源の稀少性が急速に現れたが、これは農業経済発展の制約要因となった。農
業建設用地節約の提唱は、これらの経験に基づくものであった。 
 
第 4節 人民公社時代における農村土地制度の評価 
長期にわたり軽蔑され、「アジアの病弱な人」と言われた中国は、20世紀初めのベルギー
工業の規模より小さいと言われていたが、中国は毛沢東時代の終わる時には、世界で最も
大規模な 6大工業国の 1ヵ国として姿を現した 53)。要するに、20世紀の 50年代から 80年
代の初めに、中国経済の成果は人民公社制度により支えられてきた。人民公社の基本路線
と言われた農業を基礎として工業を導き手とする政策に対する認識がますます高くなり、
この時期に登場した各土地制度はすばらしい効果を収め、予定の目標に向けて展開してい
た。これらの政策は現在の新時代の農村社会の基礎、財産権の制度および経済社会の発展
などに対して大いに影響を与えた。農民収入の増加と農民格差の縮小などが大きな意義を
持っていた。その功績を簡単に否定あるいは肯定することができない。人民公社時代の農
村土地制度の肯定的な影響と否定的な影響に対して、歴史的な視角から公正かつ客観的に
論じなければならないであろう。 
 
1 農村土地制度の肯定的な評価 
（1）工業発展の支持 
 人民公社時代の政策は、農業を基礎として工業を導くという国民経済の発展の方針に基
づいて再び工業化を実行するものであった。新中国成立の後に旧ソ連の経済建設の経験を
学んでいる過程で、 中国は重工業を優先的に発展させることが主要な経済発展モデルとし
て確立していた。重工業の優先的発展は巨額の資金を必要としたため、公社、生産大隊、
生産小隊の蓄積資金から工業化のために大量に提供された。それと同時に工場労働者、機
械修理者、組立人員、トラクー運転手などの工業労働力を育成した。しかしながら、冷戦
期の国際環境の下で援助国に依存することができず、唯一の方法は本国資金の蓄積に頼る
ことであった。当時の中国は農業で蓄えた資金を取り出して、資金不足の問題を解決する
いわゆる「工占農利」54)の政策を実行した。「工占農利」は国家の工業化のために必要な資
金、原材料および労働力を農業経済から剥奪し、「統一買付」と「統一販売」ないし工業と
農業製品の「鋏状価格差（農産物と工業製品のハサミ状価格差）」55)などの方法を通じて実
現してきた。「工占農利」は第二次世界大戦後に、各先進国が工業化のために行った初期資
本蓄積の主要な方法であった。人民公社運動を通じて農業経済が強大になり、経済力が次
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第に強くなってきて、遅れた工業生産を支援することとなった。人民公社制度は、建国後
の 30年にわたり「工占農利」という制度を保障し、工業設備、工業資金、労働者などの不
足という諸問題が解決された。農業経済が絶えず発展すると同時に工業も雨後の筍のよう
に成長していった。人民公社制度は、村落を行政部門として強化させ、村落の様相も一変
した。農業生産では集中生産を行い、高級合作社期の農民集団の土地所有制度を公社集団
の土地所有制度に移行させて、土地所有制の性質を大きく変えた。これは歴史的変革であ
り、それは社会主義制度の強化と工業発展のために物資を提供した。農業の発展により国
家の税源を安定させ、工業化に必要な巨額の資金需要の確保にすばらしい効果を収めた 56)。 
表 3-1 で示したように、人民公社の時代に、農業から得られた利益を工業に提供した蓄
積資金は 1958 年には 133.6 億元であり、同時期の国民総蓄積資金の 35.2 パーセントを占
め、農民 1人あたりでみると、提供した資金は 86.2元に達した。それぞれの農民は、ほぼ
自分の収入の半分以上を「剰余価値」として工業生産に提供した。1978 年になると、工業
に提供した蓄積資金は 297.1 億元になり、人民公社の初期と比べると、倍以上の増大とな
り、農民 1 人当たり提供した資金も 101 元になった。農民の衣食はまだ満ち足りていない
状況で、農業から国家の工業建設のために提供された。資金の大きさと時間の長さは、前
例のない規模であった。人民公社制度と当時の農村土地制度は、その功績を讃えられるべ
きであろう。 
 
（2）農業生産条件の改善と経済発展の促進 
 農業経済の発展と農民生活の改善を促進した人民公社の時代に登場した農村土地制度の
目的は、中国農業の分散経営状況を変えて、当時の国民経済発展に適応した「統一経営」
という社会主義的大農業の追求であった。農業の機械化は人民公社の集団経済に依存して
発展した。大多数の人民公社は中小型の動力機械を使えるようになり、一部の豊かな人民
公社は大型機械も導入した。それによってできるだけ早く共産主義に移行するという背景
があった。「3 級所有、生産小隊を基礎とした」集団経済モデルは、集団土地所有権を明確
にして、農地権利の所属を安定化させた。安定した農業生産環境の下で機械の導入によっ
て人民公社は、農産物の増産に十分にその力を発揮した。同時に、人民公社時代の「政社
合一」の集中管理体制は、農業のインフラ建設にも役立った。耕地の水利建設は、人民公
社が組織するインフラ整備を中心とした農業労働集団が担い、ダムのような貯水、灌漑、
排水などの水利ネットが建設された。公社管理委員会は、農業生産の需要に応じて、生産
大隊に対して国家計画による基本的建設計画を策定することになった。生産大隊は、農業
の大型の基本建設を行い、生産小隊は補修や小型ダムなどの小型の農業工事を担当した。
農業労働の方面では、毎年秋の収穫が終わった後に、多数の青壮年の男性労働力は公社に
集中し、大型インフラ建設を共同労働というかたちで行われた。人民公社時代に、国家が
毎年、水利工事に用いた労働力は延べ 5,000 万人以上にのぼり、農村の労働力は、毎年お
よそ 20日以上農業の基本建設に従事した 57)。資金面では、人民公社は零細農家の個人資金
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の不足という弱点を克服するために、集中的に必要な農業生産機械を購入し、一部が大型
の畑仕事の機械化、畜力化、電力化を実現することができた。表 3-2 で示したように、農
業用機械総馬力数、農村電力使用量、灌漑面積、化学肥料使用量などは、1957 年にそれぞ
れ、165万馬力、1.4億キロワット、2,733.9万ヘクタール、37.3万トンになった。1979年
になると、農業用機械総馬力数は 18,191 万馬力、農村電力使用量は 282.7 億キロワット、
灌漑面積は 4,500.3 万ヘクタール、化学肥料使用量は 1,086.3 万トンになり、あらゆる面
で増大した。耕作技術や優良品種の改良と農業技術の普及は人民公社が成立した後に次第
に軌道に乗った。 
全国の農機具の普及社数は 1950年の 10社から 1982年の 1.7万社余りに増加し 58)、農業
科学研究所が創設された。30 年間に、全国では 74万の農業大学・高校・専門学校で人材を
育成し、農業科学技術人員が 2.4 万人に達した 59)。土地の方面で、農村土地制度は耕地の
開墾や用地の節約などを奨励し、建設用地ができるだけ農地を占有しないように定められ
た。他方、表 3-3のように、農業総生産額、食糧生産高、綿花生産高などはそれぞれ、1958
年の 550 億元、19,765 万トン、169.6 万トンから 1978 年には 1,459 億元、30,477 万トン、
216.7万トンまで大きく増大した。これらは、農業生産条件の改善と農村経済の発展を推進
した結果であった。 
 
（3）農村経済体制改革の推進 
 人民公社は、長期にわたって多角経営を行ったため、非常に強い影響力をもつ農村の社
会制度となった。その発展過程で、数多くの社員の積極性を引き出すために、請負生産責
任制、農家連合経営生産制、内職などを推し進め、一定の成功を得た。例えば、農業を全
面的に発展させるという政策方針に基づいて、農業生産を大いに発展させるとともに、多
角経営をさらに強化した。生産資材の集団所有の下であっても、社員家庭は個人保有地な
どの生産資材の長期使用、収益、処分などの権限を与えられた。農村経済体制の改革は、
農業生産の発展ないし農民生活の改善のために十分な条件を創り出した。製品の処置や生
産資材の使用などの面で制限がある以外、人民公社時代の内職制度はすでに農家生産請負
制の原形を備えていた。農業生産手段の共有制を基礎とした人民公社は、その後期には社
会主義の原則に基づいて、一部の生産請負に対して制限せずに拡大するままに自由作付け
を行わせた。農業生産請負責任制と内職制度は農業の有効な発展をもたらした。生産資材
の集団所有を変えないで、農業生産資財の使用権と一部の収益権を直接に農民の家庭を構
成した農業労働者に与えた。そのため、集団経済を発展させる際に、農民の個人経済も顕
著な発展を遂げた。したがって、人民公社の集団労働の経営モデルを打ち破り、農民の生
産への積極性が大いに引き出された。ここからわかったのは、もし人民公社時代における
農村土地制度の革新がなければ、新時代の農村改革の大きな成功が得られなかったと思わ
れる。そして、人民公社時代の農村土地制度は、社会主義の方向に沿いながら、新時代の
農村経済体制の改革と農家生産請負制の確立のための、基盤の形成、経験の蓄積、構想の
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確立など将来の方針が打ち立てていった 60)。 
 
2 農村土地制度の否定的な評価 
（1）経済効率の低下と農業発展の鈍化 
 1950 年代に土地改革が終わった後に、農業集団化（合作社）により農業は一定の発展を
みたが、当時の農村土地制度は経済効率の低下という問題を回避できず、農業経済の停滞
期と言われた。人民公社時代には農民の自作農意識が無視されたからである。集団経営の
下において、点数制による報酬、集団労働、幹部の盲目的指揮、副業や自留地（自家消費
用に集団経営外に使用を許された小規模面積の土地）の制限あるいは禁止などの数々の問
題を含み、生産量だけは重視されたが、農業生産性や農民の生産意欲を無視したため、最
後は惨憺たる結果に終わった 61)。これは人民公社時代における農業の生産増加が別に労働
生産性の向上をともなわなかったからである。労働と資本の生産要素の量的投入に頼った
結果であった。人民公社前期から中期にかけての 20年間に農村経済の発展は非常に緩慢で
あった。人民公社が解体する前の 1978 年まで、食糧生産高の平均成長率はわずか 2.13 パ
ーセントで、1 人当たりの食糧の占有水準も 1957 年のままであった。1957 年から 1978 年
まで、農民 1 人当たりの平均収入は、64.22 元の増加で、年平均増加は 3 元だけであった。
労働生産性も絶えず下がり、労働者の 1 人あたり提供した農業純生産額は 1957 年の 806.8
元から 1978年には 508.2元に減少し、37パーセント下がった 62)。表 3-4のように、人民公
社の中期には一日あたりの農産物の生産高のうち、米、小麦、トウモロコシ、綿花、植物
油などが 1965年のそれぞれ、6.1キログラム、5.4キログラム、7.4 キログラム、0.9キロ
グラム、2.7 キログラムから 1978 年の 7.3 キログラム、5.1 キログラム、7.4 キログラム、
0.7キログラム、2.5キログラムになり、ほとんど変化がなく、多少下がる傾向が現れた。 
 労働生産効率の低下の原因は政治優先ないし労働点数第一主義と言われた人民公社が実
行した「統一経営」パターンの下で人為的に労動量と労働成果を切り離した結果であった。
農民には集団中の一員として、労働収益が国家の統一分配計算により割り当てられた。ま
た、社会主義イデオロギーの教育により階級闘争を高度に重視したため、健全な農業生産
システムの創設が難しくなり、農民の願望と要求から背離し、農民の生産活動に大きな打
撃を与えた。当時の農業生産の特徴は上からの強権によりを行われ、実際に生産効率がか
なり低かったため、農民の収入も比較的に低い水準に留まっていた。例えば「工分挂帥」63)
の実行は農民社員が労働の中でかまけても労働点数を稼ぐために、労働品質を顧みない現
象を生じた。このような現象は当時の集団労働の中では普遍的であった。生産隊は集団生
産を組織して、社員がいっしょに仕事することにより 1 日の労働点数が得られる。このよ
うな政策は農業発展にとっては必ずしも有利な政策とは言えなかった。農業生産効率の低
下は主に以下のような形で現れた。まず、耕地に農薬を散布する時に一部の社員はただ労
働工分点数を稼ぐために、たくさんの農薬を田畑に撒き散らして、良い稲の苗を完全に破
壊した。人民公社の食糧生産に対する消極的な姿勢であった。そして、気楽に他人と同じ
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労働点数を稼ぐために、例えば、稲やトウモロコシや小麦などの農作物を刈る時に、一部
の社員は作業をわざとゆっくり進め、みんなと一緒に農業労働を行うという農業生産シス
テムの下で、いくら収穫したのかがはっきり区別できなかった。このような気風が絶えず
拡散し、「負攀比」64)の現象をもたらした。一部の重労働に従事する社員間では同じ労働点
数をもらえる他の社員に対して極度の不満が生じた。その結果、怠けることとなり、労働
生産性の低下を招くこととなった。 
 
（2）農業生産規則の乖離あるいは生産関係と生産力の不均衡 
 人民公社時代における社会主義大農業の創設は農民の農業生産に対する積極性を重視し、
農村土地制度の目標のために創られた。しかしながら、人民公社の前期には農民の生産意
欲の低下、農産物生産の低迷、農産物価額の下落、都市と農村の格差の拡大など数々の深
刻な問題を引き起こした。これは、当時、中国の農業生産が肉体労働を主として、生産力
が低く、しかも人民公社が実行する客観的な条件を備えていなかったからであった。農業
生産が有効に発展していない人民公社が数多く存在した。人民公社が客観的な経済的技術
的条件の制約を軽視し、現実ばなれした生産力の発展を追求したと言われた。人民公社の
時代に農民労働力の過剰や有名無実の生産制度などさまざまな既存制度と衝突し始めた。
農業合作社の合併を通じて、農民の小規模分散経営から大規模統一経営に変革し、高級的
生産関係を創り、生産力の発展を促すことを試みた。しかしながら、当時、順調に発展し
てきた農村経済では人民公社のために、農業経済の発展が一時的に停滞するようになった。
このように人為的に創り上げた人民公社という高級所有制度は、未発達の生産力の上に実
施したことで家庭経営の排斥、統一経営の追求、功を争う愚かな振る舞につながっていっ
た。人民公社体制の下では、国家と集団によって政策が決定され、農民はそれに従うだけ
で、農業生産ないし社会活動など、人々には真の自由がなかった。統一経営を行った後に、
生産隊の経営規模はますます拡大し、市場の影響も弱められたため、市場は農業生産活動
に対する刺激機能を失った。市場には個人が自由に参入もしくは決定できるシステムがあ
ったが、人民公社時代には厳格な計画経済制度が実行され、製品は主に農民と国家の間で
交換され、各種製品の交換数量と価格は完全に国家規定に従わなければならなかった。人
民公社時代の市場は経済規則と大きく乖離し、農民は販売価格を自由に決められず、自由
な取引を行なうことができなかったため、農民の利益に対する搾取であり、農民の生産意
欲は低下し、生産力の発展にも悪影響を及ぼした。このように、社会主義の経済建設を行
う場合にも、経済規則に従わなければならないということである。現実を見極めて、市場
に適応した政策をとるべきであろう。中国は、社会主義集団経済という古くからの観点を
打ち破り、農業生産力の科学的発展の条件を創るべきである。生産関係の変革は、必ず生
産力の発展に対応すべきである。生産力を越えて生産関係を発展させることは生産力の発
展を束縛する 65)。 
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（3）財産権の不明確性と制度欠陥の存在 
 人民公社時代の「3 級組織、3 級管理、3 級所有、生産隊を基礎とした」集団経営の農村
土地制度は、ある程度まで土地権利所属の安定を維持したが、この制度には同時に欠陥が
存在していた。公社の集団所有制では土地財産権の主体が不明確であった。「農村人民公社
活動条例修正草案」は、社員が集団から割り当てられる個人保有地を耕作するのを許した
が、「損公肥私」66)の情況の発生も招いた。特に文化大革命期においては土地の移転と売買
を禁止したことにより、土地の処分権と譲渡権が制限された。農民の農業副業も許さず、
市場経済活動を完全に否定された。一部の人民公社は会計も存在せず、農業生産管理が公
私混同も甚だしかった。農民は自主的に栽培する作物の種類を決定することができないた
め、土地の使用権も制限された。当時の農業生産は経済原則に背いて、政治の問題、階級
闘争の問題と見なされ、「左」傾化が農業生産の停滞をもたらす大きな原因として考えられ
ている。他方、土地の収益配分は大部分を国家へ上納する以外、平均的に分配され、労働
に応じて分配しなかったため、農民の農業生産に対する積極性を抑制した。それゆえ、人
民公社の前期にしばらくの間農業の徘徊期という食糧不足の問題が起こった。これからわ
かるように、人民公社時代に直面した農村と農民の主な問題は当時からすでに現れていた。
つまり、人民公社時代の農村土地制度は農民の土地に対する一切の自主使用権、収益権お
よび譲渡権などの諸権利を否定したのであった。財産権はすべての農民の権益を保護する
ことができなかったため、経済の発展と有効配置が機能しなくなり、有効な競争が形成し
えないこととなった。「磨洋工」67)などの行為の発生は必然的に労働力資源の浪費と労働効
率、土地利用率などの低下を誘発し、農業生産の停滞をもたらした。また、「農業学大寨運
動」により、単純に農産物の生産量の増大を追い求めたため、農産物の品質問題が表面化
した。農民にとって、質の悪い農産物が売れなくなり、収入は減少し、衣食が満ち足りる
生活を達成しにくくなった。農民の実際の収人は長期にわたり、大幅に低下し、そのため、
中国の各地で農民の暴動が起こってしまった 68)。 
 
小 括 
本章の研究から結論として得られるところは、人民公社の時代に農民収入の増加のみな
らず、農民所得格差の縮小ないし農村社会の安定などが生じた点であると考えられる。序
章で論じたように、各国の学者の中には人民公社体制が農業の発展あるいは農民の農業生
産に対して演じた役割について批判的に論じているものが圧倒的に多い。確かに毛沢東時
代の人民公社は、ほとんどゼロから出発して目覚しい発展を遂げ、全国的な産業基盤を築
き上げながらも、農村経済の成果は痛ましいほどに期待はずれだった。それどころか、貧
困と機能不全の農業経済システムを残し、数多くの国民の不満をも生み出していた。大多
数の人民は、変革を求めてやまなかった69)。制度の欠陥は、農業生産ないし農産物市場の需
要にも対応できなかったため、農民が新しい制度を探求し始めた。農民は自発的に農地の
生産請負制を展開し、また、政府観念の転換に加えて、最後に人民公社の農村土地制度は
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正式に歴史の舞台から降り、農家生産請負制に取って代わられた。 
人民公社の前期においては確かに問題は存在していたが、人民公社時代の後期には農業
生産請負制により前期に存在した問題がすでになくなっており、農業が著しく発展してい
た。新中国の人民公社体制は土地、資金および労働力を工業化のため無償で提供した。新
中国の工業化の成果はすべて人民公社制度により支えられていた。人民公社時代の農村土
地制度は農村社会の安定、農民収入の増加および農民格差の縮小などの役割を演じ、自立
的に強力な農業経済の形成を追求したものである。 
これまでの研究の多くは人民公社に対する否定的な観点が主流になっているが、人民公
社時代の全期間を通じ、その時代の農村土地制度の成果を理解しながら、正しく議論すべ
きであろう。現在の中国では「三農問題」が一番深刻な問題であり、農業大国でありなが
ら農産物の輸入大国とも言われている。もし人民公社のような大規模な農業生産システム
が存続するならば、現在の中国の農業生産の小規模性という問題点が改善することができ
るであろう。次章では人民公社の終焉に向う時期の新型農村土地制度の導入について検討
していく。 
 
                                                   
1) パリ・コミューンは、フランス革命期の 1789 年から 1795 年まで存在したパリ政府のこ
とである。労働者階級を主とする民衆によって樹立された世界最初の社会主義政権である。 
2) 丛進『曲折発展的歳月』河南人民出版社、1989年、148ページ。 
3) レーニン、レーニン全集編集委員会訳『レーニン全集 第 37 巻』人民出版社、1986 年、
362ページ。 
4) 安貞元『人民公社化運動研究』中央文献出版社、2003年、161-163 ページ。 
5) 共産の風とは「大躍進」という人民公社化運動の中で 1958年に発生した誤った運動であ
る。主要な内容は平均主義の実行、無償労働および生産隊と社員の個人財産に対する無償
の接収など当時行われた誤った政策の総称である。 
6) 廬山会議は 1959年 7月から 8月にかけて江西省廬山で開かれた中国共産党中央委員会政
治局拡大会議および中国共産党第 8 期中央委員会第 8 回全体会議のことである。この会議
で毛沢東の政策を批判していた彭徳懐が失脚した。 
7) 1958 年から始まる人民公社化運動期の用語である。公社以前の高級農業生産合作社に比
べてその規模ははるかに大きく、財産の共有化に向かう人民公社の目標として用いられた。 
8) 楊勲、劉家瑞、郝躍英等訳、杉野明夫監訳『中国農村改革の道―人民公社解体と請負制』
大阪経済法科大学出版部、1989 年、79-80ページ。 
9) 焦金波「从制度変遷的特征看人民公社的歴史分期」『咸陽師範学院学報』第 19期第 5号、
2004年、28-31ページ。 
10) 嶋倉民生、中兼和津次『人民公社制度の研究』アジア経済研究所、1980 年、70-71 ペー
ジ。 
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11) 山本秀夫『中国の農村革命』東洋経済新報社、1975年、242-243 ページ。 
12) 3 級所有制度とは、財産を公社・生産大隊・生産小隊が所有することである。以下にそ
れぞれの役割を述べてみよう。まず、公社は、森林・牧場・ダム・貯水池・トラクタース
テーション・小型工場を所有し、そこからの利益と生産大隊の公共積立金の 50パーセント
を抽出した資金で、一層機械化を進める生産手段の購入と生産隊間の調整を行うことがで
きる。そして、生産大隊は、もとの高級生産合作社にあたるもので、土地・役畜・農具・
副業用工具を所有し、基本的な計算単位であった。つまり、得られた生産物のうち、納税
と公社への上納以外は統一的に分配できたのである。最後に生産小隊は、もとの高級生産
合作社の生産隊にあたるもので、人民公社の中では上級の組織である生産大隊から仕事、
生産量、コストについて責任をもって請け負い、請け負い分は生産大隊に上納するが超過
達成分は生産小隊の所有となる。（中国農業部「農村人民公社工作条例修正草案」1961年。
建国以来重要文献選編編集委員会『建国以来重要文献選編（第 15 冊）』中央文献出版社、
1997年、625ページ。） 
13) 毛沢東『毛沢東文集（第 8巻）』人民出版社、1999年、10-12ページ。 
14) 薄一波『若干重大決策与事件的回顧（下巻）』人民出版社、1997 年、52ページ。 
15) 文化大革命とは中国で1966年から1977年まで続いた封建文化、資本主義文化を批判し、
新しく社会主義文化を創生しようという名目で行われた改革運動である。略称は文革であ
る。この事件は、中国社会を激しく揺さぶり、未曽有の混乱に陥れた。とくに 1966年夏に
「造反有理」、「革命無罪」のスローガンを掲げて出現した紅衛兵運動や相次ぐ政治指導者
の失脚、そして、毛沢東の絶対的権威の確立という一連の事態は、誰も予想できなかった
政治的大変動であった。(ウィキペディアフリー百科事典) 
16) 政社合一とは、中国の人民公社における農村での行政と経済組織が一体化とされたもの
である。 
17) 福島裕『人民公社』勁草書房、1967年、108ページ。 
18) 土井章等「中国人民公社の組織と機能」『調査研究報告双書第 15 集』アジア経済研究所、
1961年、47-48ページ。 
19) 杉野明夫「中国農村改革と人民公社の終結」『命館経済学』第 44 巻・第 6号、1996年、
25-26ページ。 
20)「大寨」は山西省昔陽県にある村である。この村の人民公社が行った貧困克服に対する取
り組みに感動した毛沢東が 1964 年に人民日報を使って呼びかけた言葉が「農業は大寨に学
べ」であった。事後、この小さな村の人民公社は全国の自力更生のシンボルとなった。ま
たは、1964 年に提唱された「農業は大寨に学べ、工業は大慶に学べ」というスローガンの
下、集団農業の模範として中国政府による政治宣伝活動に用いられた。(ウィキペディアフ
リー百科事典) 
21)『中国統計年鑑』中国統計出版社、1984年、131ページ。 
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22) 高橋五郎『中国経済の構造転換と農業: 食料と環境の将来』日本経済評論社、2008 年、
6ページ。 
23) 一大二公は 1958年から始まる人民公社化運動期の用語である。人民公社の目標は公社以
前の高級農業生産合作社に比べて、その規模が大きく、所有制が公有制である。 
24) 一平二調とは人民公社内で貧富を平均化するために食糧・報酬などを均等に分配し、公
共事業のために土地・農業副産物・資金・財産・労働力を無償で調達することである。 
25) 呉茂朝「浅析人民公社的特点及其表現」『湖北行政学院学報』第 6期、2008年、160-162
ページ。 
26) 大鍋飯は文字通り「大きな鍋で炊いた飯」の意味だが、中国語では一般に全ての人が同
じ待遇を受ける平均主義のことも指す。 
27) 按需分配とは需要に応じて分配することである。 
28) 孫軍『社会主義時期中共党史特別講座』中共中央党校出版社、1984年、86-87ページ。 
29) 福島正夫『人民公社の研究』御茶の水書房、1960年、143ページ。 
30) 中国人民解放軍政治学院党史教研室『中共党史教育参考資料』1978 年、200-202ページ。 
31) 何沁『中華人民共和国史』高等教育出版社、2009年、131-133ページ。 
32) 大躍進とは 1958年夏に始まった毛沢東思想に基づく農業・工業の大増産政策である。よ
り多く、より早く、より良く、より経済的に社会主義の建設を進めるという社会主義建設
の総路線が提唱された。この運動によって人民公社が組織され、生産の目標は限りなく高
く設定された。しかしながら現実を無視した運動の結果は、農村経済を混乱させ、食糧不
足により多くの餓死者を出すという悲惨な結末になった。(ウィキペディアフリー百科事
典) 
33) 姜愛林「新中国土地政策的歴史演変」『玉渓師範学院学報』第 3 期第 10 号、2003 年、
25-27ページ。 
34) 辛逸「農業 60条修訂与人民公社的制度変遷」『中共党史』第 7期、2012年、50-51ペー
ジ。 
35) 杜潤生、白石和良等訳『中国農村改革の父 杜潤生自述』農山漁村文化協会、2011 年、
120ページ。 
36) 反瞞産運動とは生産量をごまかすことに反対する運動である。人民公社の時代に、農村
には、ある程度生産量虚偽報告をしてこっそり食料を分ける現象が存在していた。生産量
虚偽報告などの存続には、深い社会の矛盾が存在する。しかしながら、生活のために、や
むを得ずにとる措置で、一部の農村の下級幹部と多数の農民の人民公社体制に対する平和
的な抗争である。国家の買い上げ政策は、過重であるため、個人の利益を守るものである。
その運動は、人民公社制度の内部構造を変えただけでなく、人民公社制度の変遷を推進す
る重要な要因となった。（張昭国「人民公社時期農村的瞞産私分」『当代中国史研究』第 3
期、2010年、5ページ。） 
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38) 羅平漢『農村人民公社史』福建人民出版社、2003年、122、158 ページ。 
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41) 中共中央文献研究室『改革開放三十年重要文献選編（上冊）』中央文献出版社、2008年、
193-195ページ。 
42) 以農輔工の意味を簡単にいうと、農業で工業を補佐することである。特に 1957年秋から
始まった大躍進運動の時代に顕著になった。 
43) 中華人民共和国発展国民経済的第一個五年計画編集組『中華人民共和国発展国民経済的
第一個五年計画（1953―1957）』人民出版社、1955年、23-25ページ。 
44) 同書、168-169ページ。 
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ページ。 
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ページ。 
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ージ。 
48) 一辺倒とは第二次大戦後、毛沢東の論文で使われ流行語である。その意味は特定の対象
一方だけに専念し、他は顧みないことである。 
49) 毛沢東『毛沢東選集（第 4巻）』人民出版社、1991年、1472-1473 ページ。 
50) 瀋宗武「新中国模倣蘇連模式建設社会主義的原因、過程、表現和結果」『中共雲南省委
党校学報』第 4巻第 2期、2003 年、82-83ページ。 
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ったが、1864 年、曽国藩(そうこくはん)・李鴻章・ゴードンらの連合軍によって鎮圧され
た。弁髪を禁じたため長髪賊の乱ともいう。(ウィキペディアフリー百科事典) 
52) 王青山、臧玉梅「人民公社運動興起的歴史探求」『中共桂林市委党校学報』第 3期、2011
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Press, 1986, p.486. 
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フリー百科事典) 
56) 辛逸「試論人民公社的歴史地位」『当代中国史研究』第 3期、2001年、26ページ。 
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第 4章 人民公社解体後における農村土地制度（1980年代初期から現在まで） 
 
 人民公社制度は 20 世紀の 50 年代後半に興隆し、農業合作化運動と大躍進運動にともな
って展開した制度であった。国家の重工業化と経済発展政策を推進するために誕生した農
村土地制度は、新中国の成立初期の農地改革により農民に土地を与えることで、一層国家
の経済建設に適合した政策を押し進めるものであった。新生国家は経済発展を遂げ、1978
年には工業化を達成した。集団所有制を基礎とした人民公社制度はもはや新時代の国家経
済建設の目的に沿いかねるものとなり、多くの弊害が露呈した。人民公社制度に代わって、
新しい時代に適応した新型の農村土地制度として農家生産請負制が作り上げられたのであ
る。「農家請負経営について、中国共産党中央政府は 1982 年 1 号公文書（全国農村工作会
議紀要）において、農家請負経営は土地公有制の基礎の上に創設され、農家と集団は請負
関係を保持し、集団が土地を統一的に管理し使用している。したがって、農家請負経営は
合作化以前の私有的個体経済とは異なるものであり、かつ、社会主義農業経済の構成部分
である」1) と規定して、農家請負経営を社会主義体制と矛盾しないものと公認するが、こ
れ以降農家請負経営が全国的に急速に拡大していくこととなる。本章では、人民公社解体
後の農家生産請負制の勃興と発展について考察し、その特徴と成果を検討する。 
 
第 1節 人民公社の終焉と農家生産請負制の勃興 
1 人民公社の終焉 
 新中国の全国の農村では、国民経済は「大躍進」思想の指導の下で、1957年の冬から 1958
年の春にかけて、ほとんど中断することなく耕地の建設が行われ、一部地区の農業合作社
もこの建設過程で大規模な協力を行った。1958年 3月に、中国共産党中央政府は、「明確に
農業生産と文化革命の要求に順応するために、十分な条件を満たした地区で、小型の農業
合作社を適当な大型の農業合作社に合併する必要がある」2)と指摘した。この公文書の下で、
河南省遂平県や信陽専属区などの地区では小社を大社に合併するブームが生じ、ここから
人民公社が誕生した。1958 年 8 月 9 日の『人民日報』は、人民公社に関する毛沢東の談話
を掲載して、「人民公社が良い（人民公社好）」が当時の全国的スローガンになった。1958
年 8月 27日に、中国共産党中央政治局は、北戴河の拡大会議で人民公社を共産主義に移行
する最も優れた組織形態であると判断し、「一大二公（第一に規模が大きく、第二に所有制
が公有制である）」という基本政策を進めた。それを契機に、人民公社化運動もここから全
面展開し始めた。1958 年 10 月末に、74 万の農業合作社を 2.6 万余りの農村人民公社に併
合した。人民公社に参加した農家はおよそ 1億 2,000万戸であり、総農家の 99パーセント
以上を占めた 3)。この時、全国の農村ではほぼ人民公社化が実現された。 
 人民公社制度は、高度に集中した「政社合一（農村の政治機構と経済組織の合体）」の体
制で、会計、労働力の分配、生産、配属などの統一的政策を基礎の 1 つとして進められた。
このような高度の集権化と計画に基づいて、考案された農村土地の管理制度は、もとから
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ある建国初期の農民私有の土地制度を徹底的に打ち破って、土地の集団管理制度を実現さ
せた。このような集中管理制度は、農民が生産過程で自らの裁量を発揮できず、生産効率
も下がった。分配面でも、権力があまりにも集中したため、平等な分配を実現しがたいも
のにした。弱者層は保障が得られないため、農民の農業生産に対する積極性が阻害され、
また、農業生産の効率にも影響した。 
この点について池上彰英は次のような見解を示した。「人民公社の集団農業経営システム
のもとでは、農民は一生懸命働こうがいい加減に働こうが報酬は同じであったため、労働
に対するインセンティブは低かった。統制的な流通システムのもとで低価格での農産物供
出を強いられたことも、農民のやる気をそいだ。また、計画経済システムのもと、農業経
営の意思決定が現場を離れた上位機関においてなされたため、不適切で非効率な経営判断
が下されることも日常茶飯事であった。」4) 
人民公社制度は 25年にわたり推進されたが、全国で数え切れないほどの人がまだ衣食の
充足を実現できていなかった。このような背景の下で、農村土地制度の改革は目前に迫っ
ていた。1978 年には、「安徽省鳳陽県小岡村事件」5)が発生し、それが新型農村土地制度の
初期形態の出現を促した。1982 年 12 月に新しく改正された「中華人民共和国憲法」の第
13 条の規定は、古くからある郷、鎮、村体制の行政区域を回復することになり、このよう
な政策に対応するため人民公社が正式に解体された。 
 
2 農家生産請負制の展開 
  中国の改革開放は､農村における農業生産責任制の導入から始まった｡集団所有､統一配
分､統一経営､労働点数制を特徴とする人民公社体制に対して､生産を個別農家に請負に出
し、生産量にリンクした収益が得られる制度への改革が 1979 年の第 11 回 4 中全会で決定
された。1980年代初頭に､作業を請負う定額包工､生産量を請負う聯産到組､包産到戸といっ
た様々な制度の導入が試みられたが､1983 年には､人民公社の下にあった生産を個別農家が
請負う「包干到戸」が定着した｡現在では､1993年制定の｢農業法｣と 1993年に改訂された｢土
地法｣のもと､農地は集団所有であるが、農家に請負権を設定し､請負農地で農家が経営上の
自由な意思決定を行い､収穫のうち一定額を集団に納めた後に残余を獲得できる。このよう
に農家生産経営請負制として､98パーセントの村が農業生産責任制を実施している 6)。 
 農家生産請負制は模索の段階から全国的推進に至るまで、段階的に進行した。1978 年に
「安徽省鳳陽県小岡村の各戸生産請負事件」は農村の土地改革の思想を巻き起こしたが、
同年 12 月に、中央政府の第 11 期第 3 回中央委員会全体会議による「農業発展の若干の問
題に関する決定（草案）」(関於加快農業発展的若干問題的決定（草案）)と「農村人民公社
工作条例（試行草案）」(農村人民公社工作条例（試行草案）)の公文書が発せられて、その
中で明確に「農地を分けて、単独でやること、つまり、農地の私有化を許さない」7)という
ことが明示された。人民公社制度の弊害がすでに現れていたのは間違いない。政府は当時、
各戸生産を請け負う政策に合法的な地位を与えなかったが、そのための下地を作った。続
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いて公布された「農業発展を加速するための若干の問題に関する決定（草案）」(関於加快
農業発展的若干問題的決定（草案）)と題する公文書の中で「生産隊が統一した計算と分配
を行う前提として、作業組は農業生産の厳格な生産責任制を創立し、請負工事と生産高に
よる報酬の計算などの一連の農業組織の方法を肯定した。」8)1979 年 3 月に、中央政府は、
辺境山間地区、寒村僻地、経済の立ち遅れている地区の各戸生産請負を許すようになった
9)。1979 年 9 月に中国共産党中央政府は、各戸生産請負制に関連した政策の規定に対して、
さらなる変更を加え、この段階では、各戸生産請負制政策の試行のために、政策の空間を
提供した。ただし、人民公社体制を代替する新しい体制については公文書の中では明らか
にしなかった 10)。1980年 3 月、中央政府は「自発的に生産請負責任制を実行している大衆
を助ける」ことなどを提唱した 11)。他方、中央政府により、各戸生産請負は農業生産の効
率を高めるということが認められた。同年 9 月に、中央政府は「農業生産に関する若干の
問題の強化」(関於進一歩加強和完善農業生産責任制的几個問題)と題する公文書の中で農
業生産責任制の分類を行った。これを 2種類に分けて、「小工事（ノルマ）の請負は時間に
よる報酬の計算」とし、「大工事（作業生産請負量と結び付ける）の請負は生産量による報
酬の計算」と定めた 12)。 
 1978年から 1980年まで、各戸生産請負の小範囲での試行を通じて、農業生産効率は人民
公社期に比べてみると大幅に向上した。1982 年には、中央政府は各戸生産請負を農業生産
の基礎として位置づけた。「中華人民共和国憲法」の中で明確に規定しているのは、「農村
集団経済組織が農家生産請負制の実行を基礎とする経営、中央集権（統一経営を担う集団）
と地方分権（分散経営を担う農家）とが互いに結合する二重の経営体制」であった 13)。1983
年に、中央政府は「当面の農村経済に関する若干問題」(当前農村経済的若干問題)と題す
る公文書の中で、人民公社体制改革の内容を提示している。人民公社体制は 2 つの面の改
革を始めた。1つは共同で農家生産請負制を実行することであり、もう 1つは政社（政治機
構と生産組織）を別々に設置することであった。その結果、農家生産請負制は、全国にま
で広まり、ついには 1958年から相次いで始まった「公社、生産大隊および生産小隊を基礎
とした 3級所有」の人民公社制度に取って代った 14)。 
 
第 2節 人民公社解体後の農村土地制度の変遷 
 人民公社が解体した後の 1983 年から、農家生産請負制は中国における農業生産の主要な
組織形態として存在している。中国社会の経済体制は計画経済から市場経済に転換するに
つれて、農家生産請負制も次第に調整が行われた。 
 
1 農家生産請負制の初期（1978年―1983年） 
 1978年から 1983年までは、人民公社体制の統一経営から農家生産請負制への過渡期であ
った。この時期に、人民公社時代の「生産小隊を基礎とした 3 級所有」の農業生産システ
ムを全面的に解体し、各種の制度が試みられ、最後には、中国農村の土地制度は生産隊の
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自主財産権の拡大や「包産到戸（農家で請負する）」15)という農家生産請負制の初期形態を
確立することになった。 
 
（1）個人保有地経営権の緩和 
 1978 年 12 月 22 日に、中国共産党第 11期第 3 回中央委員会全体会議では、「農村人民公
社活動条例（草案）」(農村人民公社工作条例（草案）)が発布されたが、その趣旨は「各戸
の農業生産請負制や、個人保有地の経営条件が整わないうちは移行することを許さないと
いうものであった。一方、条件が備った時には、必ず省以上の指導機関の許可を申請する
必要がある」としていた。それはある程度、政策の緩和と見なされた。また、公社と大隊
では農業生産をうまく経営すると同時に、積極的に個人保有地の経営権を拡大するよう促
した。また、人民公社社員の内職に関しては、「社会主義経済の一部の必要な補充として、
集団経済の発展に影響しないという前提の下に、社員が内職を経営する権限を与えた。い
かなる部門と個人もむやみに干渉を加えられない。集団により割り当てられた個人保有地
を耕作し、個人保有地は、一般的に生産隊の耕地面積の 5 パーセントから 7 パーセントま
で持つことができ、それ以上の無断拡大や譲渡などを許さない」16)ことを強調した。 
個人保有地の占有は人口の変化にしたがって、調整することができることが法的にも明
確化された。以上の政策の規定から見られるように、これらの政策によって、その後の土
地請負経営権制度の整備を具体的に実行する方向が確立された。農家が個人保有地を経営
するのは、1つの内職として、十分に余剰労働力と労動時間を利用することができ、各種の
農業副産物を生産し、家庭生活と市場の需要を満足させるだけでなく、収入の増加をとも
ない、農村の経済を活発化させるという点で大きな役割を果たした。 
 1978 年 12 月の「農業発展の若干の問題に関する決定(草案)」(関於加快農業発展的若干
問題的決定（草案）)の公文書の中では次のように指摘されていた。「無償で生産隊の労働
力、土地、家畜、機械、資金などの調達もしくは使用することを許さない。・・・中略・・・
社員の個人保有地は、社会主義経済の必要な補充部分である。・・・中略・・・農地基本建
設をきちんと行い、十分に既存耕地を利用し、計画的に荒地を開墾する。・・・中略・・・
基本建設は用地を節約し、できるだけ耕地を占有せず、早急に土地法を制定する」17)などで
ある。 
以上の公文書からわかるように、この会議を 1 つの転機として、中国は農地制度の新時
代に入った。1978 年 12 月の中国第 11 期第 3 回中央委員会全体会議の後で、農業生産請負
制が徐々に広まっていた。そのため、共産党指導者が情勢を見定めて決断したことは、当
時の生産隊に個人保有地に対する分配の権限を与えて、土地の自由支配の程度を一層向上
させるようにすることであった。人民公社制度は依然として続いていたが、個人保有地の
使用、すなわち、土地の自主的使用権の供与は、社会主義経済の必要な補充として見られ
た。 
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（2）「双包到組（各チーム経営請負制）」18)の急速な発展 
 1978年、安徽省滁県地区は歴史上希少な大規模の干ばつの被害を被った。しかしながら、
この地区の生産隊では、農業生産高が実に 30パーセント増産したと報道されていた。その
ため、安徽省来安県公社の書記は、彼らの「秘密兵器」として 3 つの典型的な事例を紹介
した。第 1 は安徽省来安県の煙陳公社の魏郢生産隊であった。1978 年春に、生産隊を 2 つ
のチームに分けて、「三包一奖」19)の生産量連動請負責任制を実行した。その結果、大干ば
つの年でも食糧生産量は、前年の 8万斤から 12万斤まで増えて、1人当たりの収入も 30パ
ーセント以上増加した。第 2は、天長県の新街公社であった。1978年春の大干ばつにより、
綿花の苗が枯れる危険に直面したため、公社が綿花の生産を各戸に請け負わせることに決
め、生産目標を超えて達成すれば報奨を与え、下回れば、弁償する政策を始めた。大干ば
つの年に綿花の 1畝当たりの収穫量は前年と比べて、9割近く増大した。第 3は、来安県公
社が年間の食糧、油（脂）、綿花、ブタ、鶏鳥、玉子などのそれぞれ生産目標を示し、年度
末に下位の幹部に対して、実績にしたがって、賞罰を行ったものである。その結果、大干
ばつの年には農業生産が全面的に増大した。以上述べた事例は、当時はまだ「ペナルティ
エリア」、「秘密兵器」と称せられて、陰で実行することしかできなかった。経済の指導者
万里は、この 3 つの事例を重視し、滁県地区全体で試行するように呼びかけていた。この
ために、滁県地区委員会は、96 号公文書を出した。その趣旨にしたがって、各県で先、１
つの大隊あるいは１つの公社が試行地区として選定された。96 号公文書の発布後に、各県
は、次から次へと試行地区の範囲を拡大した。多くの人民公社と生産大隊は、試行地区に
争ってなろうとした。後に、試行地区でない若干の人民公社と生産大隊も自発的に作業組
ごとの請負を始めた。1979 年 3 月末まで、滁県地区では作業組ごとの「双包到組」の全面
請負制を実行したチームあるいは生産隊はすでに 68.3パーセントを占めるに至っていた 20)。 
「双包到組」の推進により、事実上、各農家が農業の自主経営を行い、定めた生産量を
超えた部分に対しては報償を与え、生産目標を達成できないならば、賠償金を課すという
政策を実行した。実際、農業生産のリスクに対して農家が自ら責任を負うということであ
った。このような責任制の形式は政策方針の転換を実現しただけではない。さらに重要な
のは農家生産請負制の興隆により、思想上あるいは実践上から新しい道を切り開いたと言
えよう。「双包到組」の発展は、家庭単位の農家生産請負制の基本的な構造を打ち立てた。
「双包到組」は、農民の強い支持を受け、１年のうちに全国の圧倒的多数の生産隊に採用
され、ついに農家生産請負の主要な基礎として発展した。 
 
（3）「包産到戸（包干到戸）（各戸経営請負制）」の探求 
「包産到戸（包干到戸）（俗称大包干）」は、農家生産請負制の初期の 1 形式と言われ、
安徽省鳳陽県小岡村の 18戸の農家が農業発展と労働力の有効利用を図ろうとする自らの努
力によって最も早く実行し始めた生産請負制であった。この生産責任制は、人民公社の後
期に基本生産採算単位として普及した。「包産到戸」という生産形式は、主に農村集団経済
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組織（主に農村人民公社期）の成員から家庭（農家）を単位にして、生産高と連動させな
がら、生産物需要や労働力あるいは農村人口と労働力の割合もしくは労働力の強弱、技術
レベルの高低にしたがって、異なる数量の土地を請け負わせるものであった。農村の集団
経済組織は、生産資材の公有制を堅持している上に、統一した計画、経営、計算、配属な
どの条件下で、農業、牧畜業、養殖業および副業などの農業生産を各農家別に四半期ある
いは年間もしくはさらに 1 年以上の長期間にわたって農業生産を請け負わせた。土地請負
期間は、15 年以上続けることができ、生産目標の超過を達成すれば報奨が与えられ、未達
成になると弁償を課するという新しい方法であった。上述の考えを踏まえると、農家土地
請負制では、農業生産により生まれた最終成果が個々の農家の経済利益と直接結び付いて
いた。そのため、農業技術の進歩、生産高の向上、農業の発展などを促進することができ
たのである。 
 以下に、その特徴を見ておくこととしたい。農民家庭を単位としている各戸生産経営請
負制は、所有権と経営権が適切に分離されており、土地と一部の大型生産資材は依然とし
て集団に属しているが、農家が経営を請け負うものであった。このような形式は農民にと
って、農業の基盤整備が強化され、農民の利益が最も直接的で、責任が最も具体的で、方
法が最も簡単で、農村の生産力の向上と農民の願望に合い、農民も進んで受け入れ、現在
でも大きな意味を持っている。これは中国の農家請負経営制の中で最も主要かつ基本的な
形式であった。「包産到戸」の実施によって、農家は請け負った土地で初めて農業を自主的
に営むことができるようになった。農業生産の根本的な変革に基づいて、中国社会主義が
一歩前進するように見えた。 
「包産到戸」がなければ、農民は、未だに衣食の問題を解決することができず、国家も
その後の発展を進められなかったであろう。「包産到戸」の制度は、最終的には中国農村の
基本的な農村土地経営制度になり、「一大二公（第一に規模が大きく、第二に所有制が公有
制である）」の人民公社体制を徹底的に打ち破った。この重大な改革は、農業生産力の制約
を解放し、中国の農業発展の長期的不振の段階を乗り越えさせ、数多くの農民の衣食の問
題を解決した。最も早く農村で推進した包産到戸は、その後企業改革の中に移植され、「農
村から都市へ」の全国改革態勢が推し進められた。1982年の「全国農村工作会議紀要（1982
年中央政府 1 号公文書）」と「1984 年農村工作に関する通知」(中共中央関於一九八四年農
村工作的通知)21)では、「 包産到戸」、「包干到戸」、「農家生産経営請負制」などは、すべて
社会主義集団経済の生産責任制である 22)と明記された。 
 なお、座間紘一は、「 包産到戸」、「包干到戸」の特徴に関する見解を以下のように述べ
ている。「『包干到戸』の農家の経営は自己の存続をかけて所与の自然条件と社会的条件を
最大限に利用して所得の極大化をはかろうとする。ここでは国家ないし集団の直接計画に
くみこまれている徴収買付分や集団留保分の保証が第一義的目的ではない。経営単位とし
て損益に責任を負わされており、自己の拡大再生産は基本的にはそれらを控除した後の残
余部分によってはかられる以上、残余部分の極大化の努力がはかられる。『包干到戸』はま
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さにこうした個別農家レベルでの利害の直結を基礎にした個別経営の主体的対応の中に農
業発展の基礎を求めたのである。」23) 
 
（4）農家生産責任制の確立 
文化大革命の終了後、中国国内の社会が動揺しており、生産力は回復しなかった。文化
大革命期の農村では、共産党の上層幹部から数々の不合理な農村土地制度が無理やり推進
された。彼らの政策は現状を理解せず、自分の間違った考え方を農民に強いたため、農業
生産ないし農民生活の安定にも大きく影響した。安徽省鳳陽県小岡村の 18人の農民は「生
死状」に署名し、村内の土地を分けて請け負い始めた。これは農家生産請負制に先行した
事例である。1978年、小岡村の食糧が豊作になった。 
 中国農村の集団経済の経営体制は、農家生産請負制を主とする責任制が、中央集権と地
方分権を互いに結合する二重構造になっている。農家生産請負制では、集団経済組織が農
地を請負に出し、農民が主に農家単位として土地を請け負って、請負契約を結ぶことで構
成される有機的構成体である。「1982年に入って、7月の『人民日報』は『包干到戸』が全
国の 74パーセントの生産隊で実施されていると報道している。そのうちの大部分が『包干
到戸』であった。省別にみると、貴州、甘粛、寧夏、湖南では、基本計算単位の 90パーセ
ント以上が『包干到戸』を採用している。このように包干到戸は、この 1 年余りの間に、
全国の圧倒的多数の生産隊で採用されるに至っているのである。」24)大部分の地区で「包産
到戸」という農家生産経営請負制は、中国農村の集団経済の主要な形式となっている。人
民公社の崩壊にともなって行われた農家生産請負制を中心とする農地制度の変革は、まだ
充分に土地私有化への道を歩んでいないため、一方では集団の統一経営の優位性を発揮し、
他方で、農民の農業生産に対する積極性を十分に引き出させることとなり、比較的良好な
農村経済の形式をもたらした。「包産到戸」は、先駆的な土地改革であったが、すぐに農家
生産請負に取って代わられたとはいえ、中国都市部の改革にも大きな影響を及ぼした。 
 農家生産請負制と人民公社の根本的な違いを言えば、農民が政府からの生産請負の依頼
に応じ、一定数の農作物を政府に納めるだけで、その他の余った農作物に関して、農民が
自由に処分あるいは販売することができるところにある。人民公社時代は、農産物を自由
に処分することができなかった点に最大の違いがあった。 
 1983年 1月、中国共産党中央政府が発布した「当面の農村経済政策の若干の問題」(当前
農村経済的若干問題)という 1 号公文書は、「生産請負責任制の基本原則を確定した。すな
わち、統一経営と分散経営とを結合することにより、集団の優位性と個人の積極性を同時
に発揮させる」25)と指摘している。この制度は、さらなる農業の改善と発展をもたらし、一
層中国の実状に合うような農村土地制度であった。これは、中国農民の偉大な創造であり、
実践の中から生まれた新しい農業発展理論である。中国共産党中央政府によって 1983 年 1
月に「中国共産党中央政府による農村の政治思想教育の強化に関する通知」(中共中央関於
加強農村政治思想工作的通知)という公文書の中で、「生産請負責任制は、長期にわたり実
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行する制度であり、決して人民の願望に背いて、軽率に変更するのを許さない」26)などと指
摘されていた。 
 農家生産請負制は、1980 年代初期から中国農村で推進された 1 つの重要な改革であり、
農村の土地制度の重要な転換と見られ、現代中国の農村における 1 つの基本的な農村土地
制度であると考えられる。 
 
2 農家生産請負制の調整期（1984年―1991年） 
 1984年から中国の農家生産請負制は調整期に入った。1984年 1月 1日に中国共産党中央
政府は 1号公文書「1984年農村工作に関する通知」(中共中央関於一九八四年農村工作的通
知)を公布した。この公文書によって、「土地請負期間は一般的に 15 年以上とされ、生産サ
イクルが長くて開発性の高いプロジェクトの請負期限をさらに長くする」27)などを定めた。
以上の公文書の内容の真意は、農家生産請負経営の本格的な発展が図られるようになるこ
とと理解された。 
 その後、1987 年の初頭に、全国的にも農家生産請負制の契約が可能になった。請負農家
は、契約によって経営するのであれば、定められた請負期限を変えることができない。契
約が満期になった後にも、農家は持続的に請負うことができる。一定の規模を経営する請
負農家は、契約者の要求によって、さらに長期の請負契約を結ぶことができるようになっ
た 28)。1988年 3月 25日に開催された第 7期全国人民代表大会の第 1回会議の「政府工作報
告」は、さらに農家生産請負制を中心とする農村土地制度を確定した。それにより、農家
生産請負制を基礎に農村土地制度を堅持する一方、その政策の欠点を修正し、さらに農民
の積極性を引き出す明確な土地政策の方針が示された。一連の政策によって農民は、政策
に対する信頼感と安定感を強め、実際には長期的な発展観念の臍を固めた。当時の共産党
の最高指導者らは、農民大衆の生活を安定させるべきであると主張したのである。さらに
農家生産請負制の安定化を図るために、1988年第 13期第 3回中央委員会全体会議で農村の
基本的な政策になっている農村請負制の政策を変更しないと決定した。中国共産党と中央
政府の指導部門は、引き続き明確に生産請負制の政策を変更しないと主張した。中国共産
党中央政府は農家生産請負制の安定を引き続き強化することを基本政策として進めた。農
家生産請負制を安定させるものとして、「中央集権」と「地方分権」の相互結合という経営
体制の基本的な考え方が現在まで引き継がれている。 
 中国の政府ないし各指導者の指摘によると、国家は、農家経営請負制を基礎とする初志
を貫徹しており、中央集権と地方分権を結合する二層構造の経営体制も不変とし、時間の
推移とともに現れた欠陥に対しては、徐々に整備することとなった。農村土地制度の法的
整備がなされ、農村土地請負法の施行によって、農民の合法的権益は法律の保護を得られ
ることになり、新しい段階に入ったと言える。すなわち、その根本的な目的は、農民がで
きるだけ早く貧困状態から脱却し、豊かになり、農村の社会主義建設の足並みをそろえる
ことである。農家生産請負に力を入れ、農業生産の発展を促すことによって、ついに短期
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間で農村の立ち遅れた顔を一新した。生産条件が改善されるにつれて、農家は農業生産を
急速に発展させて、中国社会主義の農業の新発展のために大きく貢献したと考えられる。 
 
3 農家生産請負制の発展期（1992年―1998年） 
 改革開放以来、1993年から 1998年まで中国農村では、第 2期の土地請負制が完成期を迎
えた。中国の農業は著しい発展を遂げたが、この期間に、農村土地制度改革の焦点は、農
民の小規模農業の現状を打ち破って、農家生産請負制の安定あるいは土地の有効使用をめ
ぐって展開し始めた。また、農民大衆は引き続き農業生産と農民生活の安定のために、英
知を集めて農業の全面的な発展に積極的に力を尽くした。 
 
（1）農家生産請負制の安定 
 1993年 11月 5日に、中国共産党中央政府国務院は、最初に土地請負制を実行した地方で
15年の請負期間の満了が迫る情況に対して、「現在の農業と農村経済発展に関する若干の政
策措置」(関於現在農業和農村経済発展的若干政策措置)の公文書を公布した。政府は、土
地請負関係を安定させ、農業生産性の向上を奨励するために、最初に定めた耕地の請負期
限の満了後にも、さらにそのまま 30年延長する措置を取った。なお、この公文書では林地
の建設、砂漠の改造、荒地の開墾、土壌の改良などの開発事業にかかわる請負の期限は、
さらに延長することが提唱された。耕地の請負は、請負権の頻繁な変動や農地の経営規模
の細分化などを防止するために、請負期限内に、「人は増えても土地を増やさず、人は減っ
ても土地を減らさない（増人不増地、減人不減地）29)」という人と土地のバランスを保ち続
けることが明確にされた 30)。 
 1993年 4月の第 8期全国人民代表大会では、1988年の修正後の「憲法」に対して、再修
正を行った。この再修正によって初めて農家生産請負制が「憲法」の条項に入れられた。
農家生産請負制が「憲法」に入れられることは重要な意義を有するものであり、国家の基
本的な経済制度としてあらためて明確化されたのである。それによって、数年来展開され
てきた農家生産請負制に対する論争と非難の解決が促された。この政策上の変更は農家生
産請負制にとって重要な支えになったと思われる。 
 1993年 3月と 1998年 3月、全国人民代表大会第 8期 2回会議と第 9期 2回会議では、連
続して 2 度にわたり「中華人民共和国憲法」を改正した。その意味は、農村の集団経済組
織によって執行された農家経営請負制に基づいて中央集権と地方分権を結合する二層構造
の経営体制が農村経済の 1つの基本的な制度として確立されたことにある。「土地管理法」
は、土地の請負経営期限を 30年に定めた 31)。また、「中華人民共和国農村土地請負法」（中
華人民共和国農村土地承包法）は、国家が法律に基づいて農村の土地請負関係に対して、
さらなる長期の安定を保つことを目指している 32)。当時の共産党の指導者も中国の農業発
展にとって何よりも農村の 3 つの安定化「農村土地請負関係の安定化」、「農業生産の安定
化」、「農民生活の安定化」の重要性を認識するようになった。 
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 しかしながら、全国規模での農村の安定化に至っていないため、次期の農家生産請負制
は、この基本制度の上に表面化した各種の問題をさらに改善し、それによって中国の農業
と農村の発展ないし農業近代化の促進をしなければならないであろう。 
 
（2）農村土地請負制の持続的安定化 
「中華人民共和国農業法」では、農村の土地請負経営権が法律上も明記され、農村の土
地請負関係の長期安定ないし請負土地の使用権が保護された。1993 年 11 月 14 日に、中国
共産党第 14期第 3回中央委員会全体会議で、労働者の集団所有を堅持する前提の下で、耕
地の請負期限の延長または開発プロジェクトの請負経営権を受け継ぐことができると強調
された 33)。1993年 7月 2日の「中華人民共和国農業法」と 1994年 12月 30日の「農業部の
土地請負関係の安定と完備に関する意見」（農業部関於穏定和完善承包関係的意見）という
公文書は、土地の請負権の安定化を規定した。「請負人の個人名義の請負土地は、請負人が
請負期限内に死亡すれば、この請負人の継承者が引き続き請負うことができ、請負の契約
も継承者から引き続き履行され、請負の契約が満期に至るまで有効である。」34)また、「中華
人民共和国農村土地請負法」（中華人民共和国土地承包）に基づいて、土地請負の経営権は、
入札による募集やオークションや公開協議などの方法を通じて土地請負の安定についての
一連の政策が定められた。 
 以上のように、農村土地制度は、一貫して、農村部での土地請負関係の安定化を主眼と
して制定された。したがって、今日に至るまでの改革の結果、農業経済は、人民公社の前
期と比べるとはるかに安定している。また、土地請負の安定は、社会主義市場経済体制下
で、農業の近代化を実現するために、重要な制度的基礎である。当面、この土地請負は農
民の農業生産に対する積極性の向上と農業の持続可能な発展にとって、最も基本的な推進
力と見られるであろう。 
 
（3）土地移転構造の創立 
 1995年に、国務院の出した「農業部の安定的土地請負関係に関する意見」（農業部関於穏
定和完善承包関係的意見）の公文書によれば、明確に土地移転構造を初めて提示した。そ
の核心的内容は、「請負者の了解を得て、土地使用権の有償譲渡を認める」35)などと定めた
ところにある。中国の農村では、農家土地請負関係について、さらに必要な調整を行い、
農家土地請負制の安定を図る一方、農村土地の移転制度についての規定も定め始めた。1998
年に改正された「土地管理法」で簡潔かつ明瞭に定めたのは、「土地使用権は法律に基づい
て譲ることができる。」という点であった 36)。そして、1998 年 10 月に中国共産党の第 15
期第 3 回中央委員会全体会議では土地使用権の移転は、自主的に有償の原則で、法律に基
づいて行うなどと定められた。以上の公文書から考えてみると、農業土地を十分に活用す
るために、安定的な移転を図る有効な措置を法律に加えたのであろう。当時の中国共産党
中央政府は、農業生産の実践過程で科学的な耕作をもってできるだけ地力を十分に発揮で
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きるように土地移転制度の創設を考えていた。 
 1978 年に、農村改革を通して、農家生産請負制を主な責任制として実行し、農家の市場
における主導的地位を確立した。1978 年から 15 年とされてきた第 1 期の土地請負期間は、
1993年に期限になった土地請負も満期を迎えた時に、次々とそのまま 30年延長されること
となった。そして、1997年に全国の土地請負の期間は、さらに 30年延長するようになった。
第 2 期の請負期限の延長は、基本的に完成され、再度の土地請負関係が確立された。農民
は 30年の農村土地使用権を獲得し、土地請負経営権の自由な移転によって、一層発展する
ことになった。 
現在農村土地請負経営移転権の意味と形式を以下に整理しておこう。 
① 農民の生活ないし農民の利益を守ること。② 伝統的農業の改善や近代的農業の発展
などを促進すること。③ 農業生産を促し、効率的かつ安定的な農業生産を実現すること。
④ 農地における資源配置と土地の合理的利用を促進すること。⑤ 生産高あるいは土地収
益の増大を確保すること。⑥ 家庭経営請負制の完備や基本的な経営制度などを強化するこ
と。⑦ 都市と農村が共に発展できること。 
また、土地請負経営移転権の主要な形式は、以下の通りである。 
① 下請は、一部あるいは全部の土地請負の経営権を一定の期限に限り同じ集団経済組織
内のその他の農家に譲ることを指す。② 賃貸は、一部あるいは全部の土地請負の経営権を
他人に貸与することにより、農業の生産経営に従事する。賃貸後に、もとの土地請負関係
は不変であること。③ 共同経営は、家庭請負の経営者の間で農業経済発展のために自らの
土地請負の経営権を株権として、自らの意志に基づき、株を買う形式によって他人と共同
で農業生産に協力する生産経営形式であること。 
 土地請負経営権の下請については、このような形式が当面土地請負経営移転権の主要な
形式である。農家にとって、土地の請負権を保留する一方、直接に土地を経営するのでは
なく、安定的な貸借による収入を獲得することができる。今日の中国では、都市と農村の
伝統的農業の改善あるいは農業の近代化を推進する重要な時期にある。農業税を全面的に
減免し、国家の上からの政策を実行することで、農業の相対的な効率性も高まった。経済
の発展にともなって、農業の近代化が進展すると、大量の土地では大規模化、集約化、産
業化、高効率化などの生産経営が必要となり、土地請負経営移転権が次第に切実で重要な
部分になったと思われる。 
 
4 農家生産請負制の成熟期（1998年以降現在まで） 
 1998 年に全国第 2 期の土地請負を完成した後に、農村の土地制度は、引き続き農民と土
地の関係を安定させ、さらに土地の使用効率を十分に高めるために、再び土地移転制度を
整備した。1998年 10月 14日、中国共産党第 15期中央委員会第 3回の全体会議は「中国共
産党中央政府の農業と農村事業の若干の重大な問題に関する決定」（中共中央関於農業和農
村工作若干重大問題的決定）という公文書により、画期的な農業政策として農家生産請負
―第 4章 人民公社解体後における農村土地制度（1980年代初期から現在まで）― 
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経営制を高く評価した上に、農村土地制度の長期の安定が基本的な政策であると述べてい
る 37)。このような農村土地制度は民意を適切に反映していると言える。この方針は、今な
お土地請負政策の中核として位置づけられている。1999年 1月 11日に、中国共産党中央政
府国務院による「1999年の農村と農業事業を堅実に行うことに関する意見」（関於做好一九
九九年農村和農業工作的意見）という公文書は、1998年の土地請負期限延長の基礎の上に、
さらに以下のように提唱した。「農村の土地制度の法制を速やかに強化し、長期的に安定し
た家庭経営請負制を基礎とした中央集権と地方分権を結合する二重構造の経営体制を再度
強調する。」38) 
 2002 年 8 月 29 日に、第 9 期全国人民代表大会常務委員会第 29回会議では「中華人民共
和国農村土地請負法」（中華人民共和国土地承包法）が発布された。土地請負政策に対する
新しい規定を加えた本法律の主要な内容を以下のように整理し、簡単に説明しておこう。 
① 国家は農村土地請負経営制を実行する主体であること。② 法律に基づいて土地請負
経営権を保護すること。③ 女性と男性が平等な権利を有すること。④ 土地請負経営権の
移転は、必ず自らの意志の原則に従うべきこと。⑤ 請負期限内に貸し手が請負権を回収し
てはならないこと。 
 農家生産請負制は、中国農村の古い経営管理体制を大きく変革し、農村の生産力を解放
し、数多くの農民の生産と経営に対する積極性を十分に引き出した。その利点を簡潔に述
べると以下のようになる。 
① 全国的には農業生産水準は比較的低く、主に手作業である。大規模な経営に適しない
ため経営部門を家庭単位にするとこのような手作業が農業生産水準と適応すること。② も
ともと大規模経営下の集団労働（農村では生産隊を基本生産経営部門にして農民の勤務が
評定して年末に再分配にする）は、１人当たりの労働の質と量を正確に把握しにくくなる。
そこでは平均主義が生まれる。それに対して農家家庭を経済部門とする農家生産請負制は、
平均主義を克服することができること。③ 農業生産の労働対象は、動物、植物などの生命
体であり、労働対象のこのような特性が労働者にさらに強い責任感を持つように求める。
農家生産請負制は、このような要求に大きな役割を果たすことができる。それゆえ、農家
生産請負制は、農業生産と農村の経済を大きく発展させる。 
 上述したように、建国以来 60年、中国の農村土地制度は、土地の全人民所有制から集団
経営あるいは集団所有を経験し、最後に国家公有制への転換を実現させた。農家生産請負
制によって、図 4-1 と図 4-2 のように、健全な食糧流通システムが形成される。この農村
土地制度の実践の成功は従来の定説を覆し、農村改革と農作業の一層大きい飛躍をもたら
すと思われる。 
 
第 3節 人民公社解体後の農村土地制度の成立要因と特徴 
1 成立要因 
 農村土地制度の変革は、人民公社制度の低効率性に対する制度の改革であり、さらに中
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国農業の生産効率を高めるとともに、農業生産の矛盾を解決するために行われたものであ
った。しかしながら、中国経済の改革開放の進展にともなって、中国の経済体制が転換し、
農村土地制度の矛盾がますます深まり、その他の原因も重なって農村経済体制の変革を起
こさざるを得なかったのである。 
 人民公社は、それに先行する農業生産合作社と異なり、所有制度の面では、さらなる公
有制を発展させた。農民家庭は、すべての個人財産が公社の公有に変わっていった。個人
にはしばらくの間少量の家畜と家禽が残されたが、人民公社の公有制を一貫して遂行した
ことにより、次第に公社が公有にするようになった。この目的は、生産資材の私有制を徹
底的に消滅させ、小集団経済から大集団経済に、さらには全人民所有制に移行するために
必要な条件を満たし、共産主義の実現を最終的に推進させることであった。 
 人民公社制度は、「一平二調」を人民公社の優位性として盛んに宣伝した。つまり、「一
平」とは、貧しいチームと富裕なチームの生産量を共に合算し、再分配によって、社員の
財産を等しくすることであった。「二調」とは、無償で農業生産合作社と社員の財産を配分
することであった。「一平二調」の方法で、異なる農業生産合作社間の貧富の格差と社員間
の財産の違いを一掃した。人民公社と生産大隊の規模が拡大するにしたがって、分配上の
平均主義ないし一律に同じ待遇を受ける現象が一層普遍的になった。特に農業生産合作社
の生産手段(例えば農村の土地)や消費財(例えば個人保有地、宅地など)は、すべて無償で
人民公社に編入され、個人利益と全く切り離された。1958年末から 1959年春まで全国では
食糧の不足が現れた。いくつかの人民公社と生産大隊では、自己中心主義が横溢し、生産
隊の幹部も率先して社員の虚偽の生産高報告や内密の分配を黙認した。ある生産隊は、農
産物の統一上納任務を完遂したくないので、生産高をごまかし、甚だしい場合は統一上納
任務を排斥した。虚偽の生産量報告を行った地区は、大部分が食糧生産区あるいは余剰食
糧区であった。このようなことから、食糧不足はさらに厳しくなった。 
これらの制度は、その後一定の改善を得たが、中国経済の発展にともなって、特に改革
開放期以後、集団経営を主とした人民公社制度は農業生産に対する弊害が絶えず露呈した。
人民公社制度は、効率主義を軽視して平均主義を重んじることで、農民の農業労働に対す
る積極性をくじいた。こうした事情が中国農業の発展を妨げ、人民公社後期に農村土地制
度として農家生産請負制が生まれたと考えられる。 
 
2 特徴 
 改革開放以後、中国の農村土地制度の特徴として、農業生産様式の革新性と農業生産規
模の零細性という 2つの点について説明したい。 
 
（1）革新性 
1980 年代中頃に、中国政府は農民大衆の創造性と大衆の切実な利益を重視して、安定的
な農家生産請負制を基礎とした中央集権と地方分権を結合する二重構造の経営体制を堅持
―第 4章 人民公社解体後における農村土地制度（1980年代初期から現在まで）― 
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する中で、制度の完備や革新などにより革新的な農村土地生産経営パターンを創造した。
農業生産の革新モデルには、主に広東南海の「株式合作制」モデル、山東平度の「両田制」
モデル、陝西延安の「四荒」使用権オークションモデル、江蘇蘇南のスケール経営モデル
などがあった。 
まず、「土地の株式合作制」は、1980年代の中後期に広東珠江デルタで展開されたが、山
東、江蘇、浙江などの沿海部の各地区でも広く推進され始めた。しかしながら、農地の「株
式合作制」は、制度の形態として地区の影響力と推進速度に限界があった。「株式合作制」
では、土地は株として農民の個人に割り当てられ、土地の統一計画、開発および利用を行
うようになった。土地の「株式合作制」は、4つの方法をとる。すなわち、土地を株にする
こと、株権を設置すること、財産権を区分すること、利益の分配方式などで最適な方法を
選ぶことであった 39)。以述の「土地の株式合作制」の利点としては次の通りである。① 農
民の実収入が大幅に増加すること。② 農業の大規模生産経営がもたらした弊害を解決する
こと。③ 農家土地請負制の紛糾を解消すること。④ 土地請負の基本的な権益を確保する
こと。 
農業生産請負制が導入された後、「両田制」は 1980 年に農業生産の一環として初めて確
立された。「両田制」では、土地の集団所有と農家請負経営が堅持される中で、「口糧田」
と「責任田」（商品田と経済田を含む地方もある）に区分する。「口糧田」は、農民が平均
的に請け負って、通常は農業税だけを負担し、社会福祉を享受するものである。「責任田」
には、農民が請け負う場合と非農民による請け負いあるいは入札募集による請け負いなど
のいくつかの形式があった。責任田の請負者は、普通に農業税を納め、農産物の定量購入
計画と各集団の残留計画を引き受けている。両田制は、家庭請負経営に基づきながら土地
請負の方法に適切な調整を行うものである。農地は、農家にとって基本的な収入と就業を
提供し、集団成員のために、安定的な生産と生活保障の機能を提供する。農家生産請負制
は地権と人口の増減により土地の再分配が発生する。そのため、「両田制」は状況の変化に
応じて比較的柔軟性を有していた。そのために、この制度が一度は最も広範な土地の使用
制度の形態として推進されていた。「両田制」の中の「口糧田」は、生産大隊に分配され、
農民に安定的な土地を占有する心理を満足させるものである。「責任田」は生産隊に分配さ
れ、政府と集団の利益を満足させるものである。「両田制」は田畑を平均に分配する制度の
下で、抜本的に農業生産を引き上げるにはまだまだ遠いようであるが、農業生産による余
分な取引費用を減らすことができる。さらに重要な点は、上からの干渉をある程度緩和す
ることができることであった 40)。 
 また、農村の四荒地とは、農村集団の経済組織に属する荒山、荒溝、荒丘、荒河岸であ
る。その移転方法は、入札募集、オークションおよび公開協議などである。 
「四荒使用権オークション」という制度の内実は、四荒所有権を不変のままにしておいて、
土地の使用権を競争入札し、土地の使用期限の延長や使用権の移転などができる。「四荒使
用権オークション」は、農家を単位とする請負制を継続し発展させたもので、所有権を持
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たないにもかかわらず、農民にとって長期の利益を直接に受けることができる。四荒使用
権の安定により、農民が自発的に労働力と資本を投入して、自ら土地の管理と生産を行う
ようになった。このような使用権のオークションの特徴をもつ農村土地制度は、全国で広
く分布しており、その影響力は経済発達地域で実施されているスケール経営制度と同じで
あった 41)。 
「スケール経営制度」とは、農家経営、大農家経営あるいは集団経営の方法をとること
を通じて、集団所有の土地が集中的に比較的大規模な経営に形成される制度である。農業
用地のスケール経営制度は、以下のように主に 3 つのタイプに分けることができる。第 1
のタイプは、集団経営の基礎で創立された経営であり、北京順義を典型例とする。第 2 の
タイプは、大農家経営の基礎で創立された経営であり、江蘇の蘇南と広東の南海などを典
型例とする。第 3 のタイプは、農家経営の基礎で創立された経営であり、中国東部沿海部
の発達地区を典型例とする。「スケール経営制度」では規模の経済が発生したが、初期には
やはり弊害が現れた。スケール経営の維持は、集団からの資金補助が必要なため、制度の
実施にとってコストが高かった。集団経営には、依然として管理の費用と分配の不公平の
問題が存在している。そのため、集団内部の成員は、土地の使用権をめぐる対立を調整し
にくいのである。運営コストが高く土地のスケール経営は農業の持続可能的な発展を維持
しにくく、特に食糧生産能力の増強は現われなかった 42)。 
 
（2）零細化 
 農家生産請負責任制の実施過程では、必ず人口に基づいて土地を均等に分ける原則を設
定することとした。農家家庭を請負人にして、土地の請負権を公平にこの集団組織内の一
人一人の成員に提供した。そして、土地の地力、好悪あるいは遠近などの条件を適正に組
み合わせて再分配した。このような政策は、農家の経営する土地の零細化、分散化、単独
化をもたらした。1984 年に、中国では、全国的に請負制を推進した後に、農村の平均耕地
面積がおよそ 0.3ヘクタールになり、1人当たりわずか約 0.1ヘクタールとなった 43)。広大
な農業区、特に大多数の伝統農業区では、請負農家は距離の遠近や土地の肥沃度などによ
ってそれぞれ異なる耕地を占有している。人口増加にともない、土地は調整されることも
あり、無限の土地の細分化問題を引き起こした。そのため、零細農の規模は、日に日に小
さくなり、それぞれの農家は、実際に得た請負の土地が著しくばらばらで、規模も小さく、
農業生産において経済性を欠き、生産コストも高くなった。このような状態による土地の
零細化は、農業のインフラ建設、農業機械の使用、科学技術の普及などを妨げる。そのた
め、長期間、中国の大部分の農村は、依然として人力や役畜などに頼るため、土地の生産
力は上昇しない。その上、農民収益の増加も困難になるだけではなく、農業の発展も制約
される。 
 
第 4節 人民公社解体後の農村土地制度の成果 
―第 4章 人民公社解体後における農村土地制度（1980年代初期から現在まで）― 
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 1978 年 12 月の中国共産党第 11 回 3 中全会を契機として、中国の農村では人民公社制度
は廃止され、農家生産経営請負制が導入された。中国経済がこれまでの社会主義経済体制
から資本主義市場経済体制へ移行し、同時に、農業経営は、集団経営から農家個人経営へ
と移行した。農村では農業生産が発展し、国への食糧の上納をより多く確保することがで
きるようになった。その結果、農村経済の多元化ないし多様化が生じた 44)。 
 
1 農業生産効率の向上と生産高の増加 
 1978 年以後の中国の改革開放路線の進行とともに、農家生産請負制の実施は、今日に至
るまで農村ないし農民の生活を近代化に向けて変容させつつある。農民と土地の関係は大
きく変わり、集団所有の土地は長期的に各農家の請け負いとなり、土地の所有権と使用権
の分離が実現された。農業生産は、各農家の経営損益が自らの責任に基づくという形式と
なり、広範な農民大衆は現在の生産請負責任に満足している。農民は請負期限内では土地
の経営権を獲得し、農業生産も国家への上納義務を果たす以外、残余はすべて自分のもの
にできるようになった。このような責任制は、中国農村の発展だけでなく、中国経済全体
の発展の原動力として重要な役割を果たしている。農民が農業生産と分配の自主権を獲得
し、法的保護を受けることにより、農民の責任、権限と利益はしっかりと結び付いた。こ
れは、農業協同組合化下での農地政策を捨て去り、かつての「大鍋飯（平均主義）」などの
弊害を克服し、管理の過度の集中や経営方法の過度の単一化などの欠点を是正したと考え
られる。 
 第 4-1 表を見ると、1978 年から 2008 年までの 30 年間に、農家生産請負制を基礎とした
統一経営と分散経営が結合する二層経営構造体制を実施して以降、著しい農業経済の成長
が現れている。1978 年に農家生産請負制を正式に導入した時に、まず、食糧の生産高は
30,476.5 万トンであったが年々増加する傾向が現れた。1988 年には 39,408.1 万トンに達
し、そして、1998年の 51,229.53 万トンから一気に 2008年の 52,870.9 万トンに増加した。
農家生産請負制の初期と比べると、22,394.4 万トン増大している。綿花と植物油の原料の
生産高を見ると、1978年の綿花生産高は 216.7万トンから 1988年の 414.87万トンを経て、
2008 年に 749.2 万トンに達し、532.5 万トン以上の増加を達成した。また、植物油の原料
の生産高は 1978年の 521.79万トンから 10年後の 1988年までに 1,320.27万トンに増加し、
2008年までに 5.6倍以上の 2,952.8万トンに達した。その他の農産物でも、お茶はこの 30
年間に 1978年の 26.8万トンから 2008年の 19,220.2万トンまで、果物の生産高も 1978年
の 656.97 万トンから 2008 年の 2,984.7 万トンまで増大した。以上のデータからわかるよ
うに農民が自ら始めた農家生産請負制の下で、政府の態度が「部分容認」から「全部容認」
へと変わり、中国農村での農業発展の兆しが顕著になった。 
一方、第 4-1表では、1985年と 1984年の食糧生産高とを比較してみると、2,819.7万ト
ン減少した。1985から 1987 年までの農業生産の増加は、明らかに緩やかとなっている。1986
年と 1987年に主要農産物の生産高は少し回復した後に、1988年にまた、食糧、綿、油（脂）
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の 3つの基本的な農産物は減産し、食糧の生産高も 1984年のレベルより低くなった。 
 1985から 1988年までの間に農業の成長が減速した原因は、主に以下の 3点で説明できる。
① 農家生産請負制による改革初期の農業生産力が 1985 年までにすでに基本的に解放し終
わっていたこと。② この期間ではインフレの発生と農業生産資財のコストの上昇があった
こと。③ 古い農産物の流通制度により基本的な農産物の生産が制約されたこと 45)。 
 1985 年に政府は、農産物の統一買付制度を改革し、農産物の市場調節機能の強化に努め
ていった。しかしながら、この制度改革は、初期段階に取り入れられたため、効果が現れ
るには一定の時間を必要とする。また、1985から 1988年までに、土地請負関係の紛争が絶
えず起こっていて、土地請負の内容を明確化しないままで、制度の調整と体制の変動によ
り、農業経済の発展に影響したことも 1 つの重要な原因であった。農地制度の変遷は、農
業発展の成果に対して重要な影響をもたらしたが、それが経済発展に貢献するには、農地
制度がその他の関連政策や制度と組み合わされることが必要である。それゆえ、合理的な
農村土地制度は農業指数の増加につながっても、農業経済の良好な発展を促進するとは限
らないと思われる。 
 1992から 1998年までの間に、政府は、再度の請負期限の延長を決定し、「30年の不変」
を承認した。請負期限の延長によって、農民と土地の間に安定的な関係が結ばれ、農民は
農業生産に対して長期投資を行うことが多くなった。一方、土地の分配の側面からみると、
頻繁に調整が行われたため、農家は土地使用権に対してどのような結果になるか予想がつ
かないため、土地に対する中長期の投資を減らし、その結果、農業業績の悪化を招いた。
1980 年代中頃までは農村土地制度の成功は、農家と農業生産あるいは土地移転取引市場の
発展と密接な関係があったが、1990 年代に入ると、農家の長期投資は減少し始めた。最初
の段階で、土地の調整が頻繁に行われ、労働市場が発達しなかったため、農民は移動でき
ず、農家の長期投資に影響しなかった。しかしながら、労働市場の完備にしたがって農民
の移動性も強まるようになった。まず、貧しい農村の農民が豊かな農村へ流入することと
なった。そして、一部の農家は、都会へ出稼ぎに行くことにより、別の農民と比べると非
常に豊かになる。さらに、政府からの農業援助は年々増えていたため、農民収入の増加が
農業以外のものからも得られた。また、農家生産請負制と農業機械の導入により、農業の
生産性が上がり、多くの農業労働者を解放した。こうして農民は農業生産から離脱してい
た。他面においては、農民の土地権利が土地請負経営の契約期限により決定された。比較
的短い請負期限は、農民の安定的な土地使用権に対する将来性がなく、農民の農業に対す
る長期の投資に影響した。それゆえ、農民の投資は、農産物の生産総量、農業の生産効率、
労働生産効率、土地の生産力などに直接影響すると考えられる。農業の発展は国民経済の
発展の堅実な基礎を打ち立てる 46)。家庭経営請負制は、伝統的な農業から先進的な科学技
術と生産手段を持つ近代的農業への移行、すなわち中国農業近代化の推進に貢献できるで
あろう。 
 
―第 4章 人民公社解体後における農村土地制度（1980年代初期から現在まで）― 
 
 - 123 - 
2 農村土地制度改革の推進 
 農家生産請負経営責任制は、中国の農民が農業生産の必要性に応じて作り出したもので、
この土地制度の確立によって農民は自立的な農業生産ないし自主経営権を獲得して、大き
く農業の生産力を解放し、中国の農業と農村の経済発展の基礎を築く上で、重要な役割を
果たしてきた。中国の農村土地制度の改革による農家生産請負経営責任制は全国で広がり
つつあった生産資材公有制を基礎とした人民公社制度に取って代わった。法律上でも旧土
地管理法において、土地請負の経営権が物権として、初めて法的保護を受けることとなっ
た。そのため、法的な関係をあらためて明確にすることは、農民の利益ないし農村土地制
度改革の推進のために、重要な意義を有するものであった。農村土地制度改革の推進は、
人民公社時代と比べると、農業の顕著な進歩のみならず、農民の生産意欲を引き出した。
また、この制度改革は都市と農村の経済発展を促進し、中国の計画経済体制から社会主義
市場経済体制への改革の新局面を拓いた。この改革は、中国における 1 つの重大な社会経
済制度の変革であり、これまでの中国農村土地制度の変革の中の最も成功した一例であっ
た。 
農家生産請負制の改革と革新の意味は、農業改革の方面に限るだけではなくて、それが
中国の全面改革の先駆であったところにある。そのため、中央政府は中国を改革開放の新
しい歴史の時代に導き、当時の歴史的条件の下で、農村での土地制度の改革を先導し、そ
の後、全国の各地域での改革を推進した。その改革により、農民の生産と労働の量と質も
農業発展の最終的成果と直接に結び付いた。農家請負生産責任制は、農業改革の方面で全
面的な成功を得て、中国共産党と全国人民が全面的改革の自信を確かなものとした。中国
の改革は大きく展開し、次第に貧しくて立ち遅れているといったかつての中国の顔を変え
た。これは農家生産請負責任制と農村土地制度の改革の間に因果関係があったことを意味
している。 
新型の農村土地制度を推進した後に、農民 1 人当たりの収入も図 4-3 で示したように迅
速に高まったことがわかる。2001 年以後、農民 1 人当たりの年平均純収入は急速に増加し
ていた。収入の最上位の上海市と収入の最下位のチベット自治区を例にしてみると、2009
年までこの 8 年間に農民の収入は大きく変わっていた。2001 年、上海市とチベット自治区
の農民 1 人当たり年平均純収入はそれぞれ 5,870.87 元と 1,404.01 元であった。2009 年に
なると、上海市農民 1人当たり年平均純収入は 12,482.94元で、チベット自治区は 3,531.72
元となった。増加額はそれぞれ上海市 6,612.07 元で、チベット自治区は 2,127.71 元とな
った。農民 1 人当たりの年平均純収入は倍以上の増加に達した 47)。農家生産請負制は農村
社会進歩の内在的な原動力として評価されるべきである。 
 以上からわかるように、中国農村土地制度の変遷にともなって、農家は次第に財産蓄積
の主体になり、土地使用の権利を持つだけではなく、土地の使用権を利用してもっと大き
い経済利益を得ることができるようになった。このような効果の下で、農民は熱意を燃や
し、農家の収入が史上最高のレベルに達したことによって、物質生活の改善も得られた。
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中国農村土地制度の変遷は、全国の農民たちが全員一致して、以前の保守的な理論を徹底
的に突破した。農家が 1 つの独立経営の主体となり、土地請負の経営権もその主体を支え
るものとして認識されるようになった。 
しかしながら、人民公社時代において、土地の所有権と使用権は土地の集団所有と集団
経営の下におかれ、土地使用権が十分にその効力を発揮することができなかった。ただし、
その転換の契機となった土地請負経営制度の下で、土地の所有権と土地の経営権の分離が
行われ、土地の使用権は、農家が市場活動に参加する制度の基礎になり、独自に利益を得
て、農業生産に対する積極性を十分に引き出した。また、農地制度は幾多の変遷を経験し
ながら、農民が自分の労働力を自由に使う支配権を行使することができ、労働力も社会全
体で合理的に分配することができた。農村の余剰労働力も第 2 次、第 3 次産業に移動し、
労働力資源の合理的な配置が促進された。土地請負制の進行は、農村経済の行き詰まりを
改善し、農村経済は中国全体の経済と深く結び付いているため、農業経済の発展のみなら
ず、中国の工業化のためにも大きく貢献した。 
  
3 独特な土地経営パターンの創建 
 農家生産請負責任制は、第 2節で述べたように 1978年に安徽省来安県の煙陳公社の魏郢
生産隊と天長県の新街公社で初めて生産量の連動請負経営制「双包到組」の下で農業生産
に導入された。その後、さまざまな請負制が現れ、農民からの支持が得られた。農民こそ
農村土地改革の真の原動力である。農業の速やかな発展は、広範な農民大衆の主張が当時
の中国共産党指導者の考えと一致した結果であった。そのため、農家生産請負責任制を農
村経済協力体制の中に取り入れて、単一の集団経営体制から集団統一経営と農家請負経営
を結合する二重構造の経営体制が可能となった。その点は、協同化の後に集団経済組織の
経営体制あるいは協同化の前の零細農の個人経営体制と区別される。また、この農業生産
のモデルはソ連のコルホーズモデルや西洋の農場モデルとも異なった。農家生産請負責任
制は、中国特有の社会主義的農業の経営体制を備えたもので、活力があふれる組織形式で
ある。この制度は、中国農民自らの偉大な創造物である。農家生産請負責任制は中国農村
の協同組合運営において、重要な制度として位置付けられ、農業の健全な発展への新しい
道を切り開き、中国の実情に即した農村土地制度であったと理解される 48)。 
 
4 農業近代化の推進 
 各農村では農家生産請負責任制の推進によって、生産力の解放と商品経済の発展がもた
らされた。中国の農業生産は長期にわたる停滞局面を打ち破って、自給自足あるいは半自
給自足の農業経済から大規模な商品経済に、もしくは伝統的農業から近代的農業に転換し
た。農民は集団経済組織の成員として土地を分配され、集団経済組織と農業生産請負の契
約を締結し、請負人にして農業生産経営の自主権を拡大した。農民は、土地の収益権と使
用権を同時に獲得することとなり、小規模経営の利点を発揮して、管理の過度集中と平均
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主義などの弊害を克服することができた。同時に、農家生産請負責任制は、以前の農業協
同化の成果を受け継いで、土地などの基本的な生産資材の公有制と統一的経営機能を堅持
しているため、図 4-4のように、食糧総生産量の増大ないし農業生産性の向上が見られた。
1983年に「当面の農村経済政策の若干の問題」（当前農村経済的若干問題）と称する公文書
も農家生産請負責任制の効果に対して高い評価を与えた。農家生産請負責任制を通じて、
農業経営の統一と分散の関係を調和することができた。このような分散経営と統一経営の
二重構造の経営政策は、中国農業の現状に適応し、当面の農業生産の状況と合致しており、
農業の近代化と農業生産力の発展にも寄与するであろう。 
 全国農業第 2 回全面調査報告に基づいて作成した表 4-2 を見ると、2006 年末、全国では
農業生産経営農家が 20,016 万戸になり、1996年の第 1回全国農業全面調査統計と比べると
3.7パーセント増加した。農業生産経営農家の中で、農業収入を主とする農家戸数は、58.4
パーセントを占め、10 年前の統計に比べると 7.2 パーセント減少した。しかしながら、全
国では農業生産を中心とする経営部門が 39.5万個に達した。また、表 4-3、図 4-5、図 4-6
と図 4-7のように、2006年末、全国で農業に従事する人口は 3億 4,874万人で、その中で、
男性が 46.8パーセントで、女性が 53.2パーセントであった。年齢によって分けてみると、
20歳以下は 5.3パーセント、21-30歳は 14.9パーセント、31-40歳は 24.2パーセント、41-50
歳は 23.1 パーセント、51 歳以上は 32.5 パーセントであった。人間開発指数を見ると、非
識字者は 9.5 パーセント、就学率は、小学校では 41.1 パーセント、初級中学では 45.1 パ
ーセント、高校では 4.1パーセント、短大とそれ以上では 0.2パーセントであった。表 4-4
と図 4-8 のように、2006 年末までに、全国では農業技術者が 207 万人に達し、それを職種
によって分けて見ると、高、中、初級の農業技術者は、それぞれ 12 万人、46万人と 149万
人であった。1996 年の農業技術者の 271.7 万人と比べてみると、数は少し減少した。全国
の農業機械の設置は、最初の農業調査の時と比べて著しく増加した。表 4-5のように、2006
年末までに、全国の大・中型のトラクターが 140 万台で、1996 年と比べて 107.5 パーセン
ト増加した。小型のトラクターが 2,550万台で、116.4パーセント増加した。大・中型のト
ラクターと組み合わせる農機具が 147万台で、110.9パーセント増加した。小型のトラクタ
ーと組み合わせる農機具が 2,509 万台で、201.7パーセント増加した。ハーベストコンバイ
ンが 55万台で、391.4パーセント増加した。また、表 4-6のように 2006年に、機械化耕地
の面積は耕地面積の 59.9 パーセントを占めており、1996 年と比べてみると、17.8 パーセ
ント上昇した。機械設備と電力設備を利用した灌漑面積は耕地面積の 26.6パーセントを占
めていた。機械灌漑面積と自然灌漑面積の比率はそれぞれ 1.8 パーセントと 0.8 パーセン
トであった。機械による種まきの耕作面積は 32.6 パーセントで、1996 年と比べてみると、
16.4パーセント高くなった。 機械による刈り取り面積は 24.9パーセントで、1996年と比
べてみると、12.9 パーセント増大した。そして、表 4-7 と図 4-9 のように、全国の温室面
積は、81,000 ヘクタールで、ビニールハウスの面積が 465,000 ヘクタールで、中小ビニー
ルハウスの面積が 231,000 ヘクタールであった。温室とビニールハウスの中で、野菜の栽
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培は 723,000ヘクタール、食用菌類の 46,000ヘクタール、果物の 137,000 ヘクタール、園
芸苗木の 47,000ヘクタールまで達した 49)。 
以上のように、1980 年代の高度経済成長により、農村地域が豊かになり、農民自身も農
業科学技術知識の普及を通じて、近代的農業にふさわしい十分な資格を備えることとなっ
た。農民は農業生産の基本的な知識を修得し、単独で近代的農業生産を行う能力を持つよ
うになった。農業機械と農業施設の利用状況を見ると、新しい農村土地制度は、さらに農
業の近代化を推進することができ、農業の驚異的な進歩をもたらすことがわかる。 
 人民公社解体後の農村土地制度の成果について、加藤弘之は以下のように述べていた。
「人民公社の解体と生産責任制の導入という土地制度面での改革が、その後の農村発展の
出発点となった。・・・中略・・・農村発展が「伝統経済」から「市場経済」への移行を促
したことは明らかである。1980 年代の中国農村に生じた変化の第一は、農業内部での構造
変化である。人民公社時代の農業は、食糧生産が圧倒的な比重を占める半ば自給的経済で
あった。その後、食糧の大幅な増加が実現し、一定の余剰が生まれる段階を経て、経済作
物への作付転換がすすみ、林・牧・漁業などの農家副業の発展もみられた。また、食糧や
野菜などの主要な農産物流通の組織化、広域化が徐々にすすめられた。こうした一連の変
化は、狭義の農業での市場化の進展を示している。」50) 
 
小 括 
以上、本章で議論してきたように、新中国の初期には短期間に工業大国の目標を達成す
るために農業より工業優先という国家経済発展戦略をとっていた。中国の農業はまだ工業
発展の初段階であった時代に、工業の発展と国民経済の成長を支えてきた。現在の農家生
産請負制の原点は 1978年以後に始まった農村土地制度改革にある。その新型の農村土地制
度は次第に全国規模で進展し始め、当時の中国共産党中央政府の支持を獲得した。その結
果、毛沢東の個人的意志により作られた人民公社はついに 1983年に正式に解体されること
となった。農家生産請負制により個人農業の回復は農民たちに農業生産に対する積極性を
大いに刺激し、その後の農業の発展と農業生産性の向上を実現した。そのため、新時代の
農村土地制度は、農業の大規模な発展を全国で展開することとなり、現在の社会主義市場
経済を表舞台に引き出すことになったと言えよう。農家生産請負制は人民公社時代の農業
生産体制と違って、農民が国家へ上納する以外の農産物に対して、自由に処分する権利を
与えた。 
農家生産請負制を実施してから農業経済は農業の近代化に向けて変容し、農地の所有権
と使用権が有効に分離された。農業生産は個人農家を単位として経営され、損益は個人負
担となった。そのため、新農地制度は広範な農民大衆に受け入れられ、彼らを十分に満足
させることができた。このような農村土地制度は中国農村の発展のみならず、工業の発展
の架け橋の役割を演じた。他方、農民は農業生産および農産物の処分の自主権を法的に享
受できたため、農民の自由耕作の権利が保障されるようになった。それゆえ、農業経営の
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多元化および多角化が実現した。 
他方、農家生産請負制は「両田制」などの農業生産経営メガニズムを創造した。そのた
め、農業生産効率と生産高が持続的に向上すると同時に、農村土地制度改革の推進、独特
の土地経営パターンの創建および農業近代化の推進などの成果を得た。したがって、これ
が農業の健全な発展を導いたと考えられる。以上のように、農家生産請負制により、農村
社会ないし農民の生活水準が向上し、農民自身も農業科学技術知識の運用によって、近代
的農業生産を実現した。農業用機械の普及、新品種の導入および農薬の利用により農業の
近代化、産業化および市場化を推進することができ、農村社会と農業は飛躍的な進歩を達
成した。 
次章では第 2章から第 4章まで論じてきた諸問題を具体的に検証するために、清原県の 3
ヵ村における実態調査に基づく事例を提示する。 
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第 5章 清原県における農地制度と農業集団化の展開 
―草市村、八里村、南山城村の実態分析を事例としてー 
 
農村社会の発展にともなって農民の物質と文化の需要は絶えず高まるが、それに応える
ために、社会主義の新農村の建設が次第に人々の関心を引くようになった。これは社会主
義的近代化建設の困難な任務の 1 であった。その中で農村土地資源の利用は新農村建設の
重要な要素である。農村土地資源の合理的利用は農業経済の持続可能な発展にとって重要
な役割を果たすからである。本章は表 5-1 に示すように清原県の草市村、八里村、南山城
村の「現地調査」1)を行い、土地制度の変遷を分析した成果である。これまで各章で論じて
きた土地改革運動、農業協同化運動、人民公社運動および農家生産請負制などの土地制度
の変遷が土地資源の利用率を高めるかどうか、農業の発展をもたらすかどうか、農民の収
入を高めるかどうかなどに関して現地調査に基づいて明らかにしたい。 
 
第 1節 調査地の概要 
1 清原県の概要 
清原県は図 5-1、図 5-2および図 5-3のように遼寧省撫順市の北部に位置し、東部は吉林
省東豊県、梅河口市および柳河県と接し、南部は新賓満族自治県と接しており、西部は撫
順県および鉄嶺県と接し、北部は西豊県および開原市と接する。同県は東経 124°20′ー
125°29′、北緯 41°48′ー42°29′にまたがり、全県の面積は約 4,000平方キロメートル、
総人口は約 26 万人、そのうち、漢族、満族、朝鮮族、回族などの 13 の民族により構成さ
れ、県人民政府の駐在地は清原鎮にある。清原県には図 5-3のように、9つの鎮と 5つの郷
がある。すなわち、清原鎮、紅透山鎮、草市鎮、英額門鎮、南口前鎮、南山城鎮、湾甸子
鎮、大孤家鎮、夏家堡鎮、土口子郷、北三家郷、敖家堡郷、大蘇河郷、枸乃甸郷からなっ
ている 2)。 
清原県は交通にめぐまれ、瀋吉鉄道がある。撫順市まで 98 キロメートル、瀋陽まで 146
キロメートル離れており、県内において各級道路は 32 本で延べ 971 キロメートルである。
通信サービスおよび光ケーブルシステムのコントロール化を実現し、移動通信サービスと
ポケットベルネットサービスおよび CATVネットサービスは全県の各農村を覆っている。清
原県は山並みの景色が美しく、豊富な観光資源を有している。境内の長白山脈の滾馬嶺あ
るいは渾河の源の紅河景勝地は、「東北小三峡」と称されている。清原県は渾河、清河、柴
川、柳河の四大河川の発祥地で、ダムも 55基建設され、水力発電の最大出力が 28.24万キ
ロワットに達した。県内には鉱物資源が豊富で、金、銅、鉄、水結晶性鉱物、二酸化珪素
など 25種類がある。主要な鉱物の埋蔵量は金 17万トン、銅 37万トン、鉄 1,646万トンに
達する。全県の森林面積は 366 万畝、森林被覆比率は 66.7パーセントである。山野菜は年
間 2 万トンに達し、野生果物は 2.4 万トン、野生のキノコなどの食用菌類は 5,000 トン、
野生の漢方薬の材料は 560 種類にものぼっている 3)。2010 年、農業総生産額は 293,082 万
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元を達成した。2005年の 138,214万元と比べて 154,868万元増加し、年平均 16.2パーセン
トも増大した 4)。2009 年、清原県の農業、林業および水利業への投資額は 7,000 万元とな
っており、そのうち、農業へは 3,792 万元、林業へは 1,463 万元、そして水利へは 1,824
万元に達し、農業のインフラ建設も歴史的な急成長を実現した 5)。 
 
2 草市村の概要 
 草市村は図 5-3と図 5-4のように清原県草市鎮の西部に位置し、面積は約 22平方キロメ
ートルであり、地形は四方を山で囲まれた盆地地域である。表 5-1と表 5-2に示すように、
人口は 1,236 人を数え、満族を中心とする 325 戸の純農業的村落である。村民の年間 1 人
当たりの収入は約 20,000元で、その収入の大部分が出稼ぎ労働によるものである。農業に
従事している村民生産小組は 7 つであるが、耕地面積は広くない。農作物耕作面積を合計
すると、4,211畝になる。水稲、トウモロコシ、ジャカイモ、大豆、果物などが主要な作物
として栽培されている。非農業部門では運送業を中心とするサービス業が発達している。
野菜の生産は近年、個人農家を基本として急速に増加している。それに加えて、梨、リン
ゴ、イチゴなどの栽培が著しく成長するとともに、農産物の売買などの商業に従事してい
る農民も多くなっている。農民による多様的な農業生産の中でイチゴ、リンゴ、野菜など
の比重は高くなっている。しかしながら、男性農業労働力は出稼ぎ労働者として、県外の
他の産業に従事しているため、農業労働力の女性化あるいは高齢化が進んでいる。 
 土地の利用状況については表 5-2 に示す通りである。草市村の農地面積は 2012 年には
4,211畝であり、果物用地、野菜用地および養殖用地などの増加によって、統計の開始され
た 1950年と比べると、増加していることがわかる。農業用地の拡大は農業近代化など、農
業の産業化を反映している。他方、非農業用地の増加は農業以外の産業が発展してきたこ
とを示している。すなわち、農民の住宅用地や農村の工業用地などへの転用が進んでいる
ことを示している。 
 
3 八里村の概要 
 八里村は図 5-3と図 5-5のように清原県清原鎮の中部に位置し、平原地帯にある。表 5-1
と 5-3 に示されているように、面積は約 27 平方キロメートルで、人口は 1,876 人、479 戸
から構成されている。牧畜業などの私営企業が多く存在している地域である。農業に従事
している人口は調査村の中で一番多い。耕地面積はおよそ 4,598 畝で、総人口に占める満
族は 79.2 パーセントで、漢族は 13.8 パーセント、その他の民族は 7 パーセントである。
出稼ぎ労働者は 1 戸あたり平均約 1 人で急増している。この村の特徴は農地面積が広く、
農業人口も多いことである。農業の経営がもっとも進んでいる地域でもあり、例えば、養
豚と養鶏などの畜産業のみならず、野菜と果物の栽培も進んでいる。農業と関連している
産業、例えば運送業、サービス業、農産物の加工業なども比較的発展している。ところが、
2000 年以後、基本食糧としている水稲よりも高収益の農産物の栽培に転向するようになっ
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た。次第にトウモロコシ栽培に転換し、拡大の傾向を示している。 
 他方、八里村では農家生産請負制が実施されて以来、農地の 90パーセント以上を請け負
い、近代的農業経営を始めた。表 5-3のように 1950年と比べると、農地は 1,800畝も増加
した。このような発展は、農村土地制度の革新の下で農地の合理的な利用や保護などの政
策を推進されたことになる。農業人口の増加は 1 人当たりの耕地面積の減少をもたらした
が、農地の科学的利用がこの村の基本的政策として実行された。 
 
4 南山城村の概要 
南山城村は図 5-3 と図 5-6 のように清原県南山城鎮の南部に位置し、鉱物資源が豊富で
あり、地形は山で囲まれた丘陵地帯に位置する。表 5-1 のように人口は 2,311 人で、総人
口の中で満族は 71.3パーセント、漢族は 22.1パーセント、他の民族は 6. 6パーセントを
占めている。水稲耕地面積は 1,351 畝、トウモロコシ耕地面積は 1,409 畝である。農地面
積は表 5-4のように 2012年には 3,643畝があった。主に水稲、トウモロコシ、大豆などの
農産物が栽培されている。南山城村は土地が広いのに、農業に従事している人が少ないと
いう特徴がある。近年では、鉱山の発見によって鉄粉の産地としても知られている。その
ため、県外の労働者が絶えず流入し、非農業経営の農民も数多く存在している。村長によ
れば、常住人口は 5 年間に 1,000 人ぐらい増加したという。農業生産は主に水稲とトウモ
ロコシを中心としている。近年、タバコや果物や野菜などのビニールハウス栽培が近代的
農業生産として現れている。村内の鉱物資源は豊富で、農業以外の産業の労働者が農業就
業人口を上回る点がこの村の特徴である。 
南山城村では特に鉱物資源が発見されてから、経済が著しく発展し始めた。農業が発展
しつつあると同時に、工業生産高も絶えず増加し続けている。これは農村土地制度の改革
によって農業構造が大きく変化してきたことを示している。しかしながら、工業、運輸業
および商業などのサービス業が発展するにしたがって、農業の重要性が下がってきた。い
うまでもなく農業はこの村の経済の基礎として重視されているが、村内の鉱産業の興隆は
南山城村の農業ないし経済の成長を左右していると言える。南山城村においては農業のみ
ならず工業もきわめて重要な位置を占めている。 
 
第 2節 調査地における土地改革運動の成果と意義 
 土地改革運動（1950年―1953 年）は建国初期に新しい解放区で行われた封建的土地制度
の改革運動であった。1950年 6月 30日に「中華人民共和国土地改革法」が出てから、国務
院は「農民協会組織通則」、「人民法庭組織通則」および「農村における階級構成の区分に
関する決定」(関於划分農村階級成分的決定)を次々に公布して、土地改革のための法的根
拠を提供した。中央政府と各級共産党の指導の下で貧農、雇農に頼りながら、中農と中立
の富農を団結させ、封建的地主階級を消滅させ、封建社会の搾取制度を徹底的に取り除い
た。そして、農業生産における土地改革の総路線を制定して、1950 年から 1953年までに華
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東、中南、西北、南西などの新しい解放区で計画に基づいて大規模の土地改革運動を展開
し始めた。土地改革運動の趣旨は地主を中心とした封建階級の土地を貧しい農民に均等に
配分することであった。1953 年まで、土地改革運動はチベット、新疆などの少数民族地区
以外、大部分の地域で行われ、ほぼ完成した。約 3 億の貧しい農民は無償で 7 億畝の土地
とその他の生産手段を獲得した。封建的な土地搾取制度が完全に消滅したため、農民の農
業生産に対する積極性が十分に生まれ、労農同盟と共産党政権を強化し、その後の社会主
義的農業のための条件を整えたのである 6)。 
 
1 土地改革の実行 
1950年 6月 30日に、中央人民政府は「中華人民共和国土地改革法」の公布をきっかけに
して土地改革を正式に開始した。土地改革は貧農、雇農に頼ると同時に中農を団結させ、
搾取制度をなくすというのがその基本内容であった。すさまじい勢いで土地改革が進めら
れる中で、清原県の土地改革も展開し始めた。1949 年 5 月に、清原県は解放を宣言し、同
年に県政府の指示の下で土地改革運動に着手した。1950 年に清原県土地整理委員会を設立
し、郷、村でも次々と同委員会は設立された。清原県の土地改革の方法と全国の土地改革
の方法とは基本的に一致していた 7)。 
 1951年までに清原県の草市村、八里村、南山城村の土地改革が基本的に終了した。表 5-5
で示すように、地主、富農および中農の没収された土地は 3,367 畝に達した。そのうち、
貧農の 529 人が 1,207 畝の土地を分配された。雇農 387 人は 984 畝の土地を分配された。
他方、貧農と雇農は土地のみならず、家屋 21 間、役畜 97 頭、すき 23 件、食糧 15,384 斤
を男女問わずに一律的に配分された。清原県の草市村、八里村、南山城村では初期の土地
改革により、貧農と雇農にあたる農家 208 戸の 916 人が土地を平等に分配された。土地改
革の中で、農地のみならず、家屋、農具、役畜および食糧なども分配されたことは、農民
の農業生産に対する生産意欲を引き出すために重要であった。 
 調査地における各村の土地改革は表 5-5の通りである。 
① 草市村では新中国が成立した途端に農村土地改革が実施され始めた。表 5-2と表 5-5
のように 1950年の耕地面積は合計 2,112畝であった。耕地の大部分は地主階級と富農階級
を中心とした階級に占有されていた。当時の草市村においては総人口は約 459 人、総戸数
は約 98戸であった。中国農村全体の平均値と比べると、そんなに大きな村とは言えなかっ
た。その中で、村内の階級による耕地などの占有量を見ると、地主階級であった 3 戸の 16
人は耕地 612 畝、家屋 7 軒、役畜 5 頭、すき 3 本、食糧 2,913 斤を保有していた。土地改
革後には土地、家屋、役畜、すき、食糧はそれぞれ、40 畝、5 軒、3 頭、6 本、323 斤にな
った。没収された耕地は 581畝に達した。 
この村の地主は Kさん、L さんと Mさんであった。Kさんは 300畝の農地を有し、この村
の村長でかつ最大地主であった。彼の占有地のうち、約 280 畝の耕地は本村の貧しい農民
を雇農として使用し、1年間に 800斤の食糧を手当てとして給付した。主に水稲、トウモロ
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コシ、大豆などの農作物を栽培し、特に水稲を主要な農作物として栽培した。Lさんはこの
村の最大地主 K さんと親戚関係にあり第 2 の地主であった。耕地は約 170 畝を所有し、貧
しい農民を徴用し、年間約 700 斤の食糧を給料として支給した。水稲、高粱などを主に栽
培していた。Mさんには約 151畝の農地があった。彼の耕地はほとんど小作に出して、一定
の小作料を得ていた 8)。 
 新中国が成立した時の土地改革は地主と富農階級から没収された土地を貧しい農民に均
等に無償で分配したことであるが、調査村においても順調に進行した。その接収と分配基
準は表 5-6 の通りであった。地主は 1 人当たり 2.5 畝の農地を上回った分を接収され、残
された農地は１人当たり 2.5 畝の基準に基づいて、保留された。富農に対する農地の接収
と分配は地主と同様の基準に照らして行われた。また、中農は 1 人当たり 2.6 畝の耕地を
上回った分を接収され、残された耕地を自分の耕作地として使うことができた。最後に貧
農と雇農に対して一律に 1 人当たり 2.7 畝の農地が分配され、この基準は全国の分配基準
とほぼ同じで、土地改革運動の平等主義思想を体現していた。 
 他方、耕地以外についても表 5-5 のように、地主は家屋 2 軒、役畜 2 頭、食糧 2,590 斤
を没収された。富農階級は耕地 352畝、家屋 2軒、役畜 4頭、食糧 1,866 斤を没収された。
そして、中農階級は耕地 60畝、家屋 1軒、役畜 2頭、食糧 455斤を没収された。一方、貧
農階級には耕地 395 畝、家屋 3 軒、役畜 2 頭、すき 1 本、食糧 2,559 斤が分配された。雇
農階級には耕地 359畝、家屋 4軒、役畜 47頭、食糧 2,556斤が配分された。 
 調査地における土地改革により、貧農と雇農は多くの農地を配分されると同時に、家屋、
役畜、食糧などを得た。そのため、貧しい農民階級は今までにない幸せな生活を送るとと
もに、収入の増加は農具の購入を可能にし、農業生産の条件が改善されたのである。 
② 八里村では表 5-5のように土地改革前に戸数 119戸、565人が暮らしていた。八里村
における土地改革運動は 1950 年から開始され、1 年をかけて全村の土地改革が終了した。
その土地改革には共産党幹部を中心とした土地改革指導小組が組織された。土地改革の指
導者は本村の村長で共産党員の V さんであった。村長の V さんはもともと本村の村民では
なく、上級共産党指導者の推薦により八里村に派遣された移民であった。 
当時の本村の農地は表 5-3 と表 5-5 で示すように 2,798 畝であったが、その大部分が地
主階級と富農階級により占有されていた。八里村では、地主階級 5 戸の 29人が全村の約半
分の 813 畝の農地を占有すると同時に、家屋 8 軒、役畜 7 頭、すき 5 本、食糧 5,031 斤を
保有していた。地主階級は農業労働にほとんど参加しなかった。八里村の最大地主は N さ
んであった。Nさんは農地約 300畝を保有し、農業労働者として長工（長期の雇用労働者）
と短工（短期の雇用労働者）をあわせて、30 人ほどを雇いながら、水稲、トウモロコシ、
大豆、ジャガイモなどの農業生産を営んでいた。農民に給料として、年間 1,000 斤の食糧
を支給し、他の村の地主階級の支払いに比べて、かなり高い給料であった。そのため、Nさ
んに対する評価はそんなに悪くはなかった。一方、第 2 の地主 O さんは耕地約 200 畝を有
していたが、雇農に支給された給料は N さんと比べると非常に少なく、年間約 600 斤の食
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糧を支給していた。それゆえ、Oさんに対する村民の印象は悪く、土地改革後に激しい批判
を受けたという。他の地主としては Pさん、Qさんと Rさんがいた。彼らは貧しい農民に対
して搾取しなかったため評価が悪くなかった。他方、富農階級の人口が 69 人で戸数は 13
戸であったが、農地 622畝、家屋 12軒、役畜 15頭、すき 11本、食糧 3,507斤を所有して
いた。富農階級は主に自分の土地を小作に出し、一定の耕作料を得ていた 9)。 
土地改革前においては、八里村の貧農と雇農の農業生産の条件が劣り、生活水準も高く
なかった。土地改革後は表 5-6 のような接収と分配基準に基づき、貧しい農民には農地な
どの農業生産資材が与えられた。地主階級は農地 741畝のみならず、家屋 2軒、役畜 2頭、
食糧 4,493 斤を没収された。富農階級は農地 450 畝、家屋 2 軒、役畜 6 頭、食糧 2,129 斤
を没収された。接収された農地などが貧しい農民に分配された結果、貧農階級は耕地 473
畝、役畜 8 頭、すき 8 件、食糧 3,712 斤を分配され、彼らの生活水準は大いに向上した。
また、雇農階級は農地 338 畝、家屋 6 軒、役畜 15 頭、すき 10 件、食糧 2,341 斤を得るこ
とができた。 
本村の土地改革では地主階級、富農階級および中農階級の基準を超えて所有していた農
地を全部没収し、貧しい農民たちに 1 人当たり 2.7 畝という分配基準に照らしながら、均
等に分配された。雇農は最大の受益者であった。一方、評判がいい地主階級と富農階級は
積極的に自らの財産を上納し、人柄がよかったため、土地改革後の階級批判闘争大会に召
喚されず、処刑されることはなかったようである。 
③ 南山城村は表 5-5 のように新中国が成立する以前、人口は 366 人、戸数が 85 戸で、
1戸あたりの人数は 4.3人であった。主に水稲、トウモロコシ、大豆を中心とした農産物を
栽培していた。農地は表 5-4 のように 1,557 畝で、他の村と同様に、主に地主階級と富農
階級により独占されていた。南山城村の農民階級は、表 5-5 のように地主階級は 3 戸の 18
人、富農階級は 8 戸の 45 人、中農階級は 13 戸の 57 人、貧農階級は 35 戸の 143 人、雇農
階級は 26戸の 103人により構成されていた。 
本村では地主階級に Sさん、Tさんと Uさんがいた。Sさんは本村の最大の地主で、全村
の耕地の 3 分の 1 を占める約 463 畝を所有していた。第 2 の T さんは約 250 畝の耕地を所
有していた。第 3 の U さんは約 191 畝の農地を所有していた。他方、地主階級は農地以外
でも、それぞれ、家屋 10軒、役畜 9頭、すき 7件、食糧 3,975斤を保有していた。調査地
における最大地主 S さんは解放以前において本村の村長でもあり、人柄がよく、文化程度
もかなり高く、能力がある人物であったと評価されていた。Tさんと Uさんは搾取の悪行を
追及されるのを恐れて、土地改革前に自分らの土地を含めてすべての財産を共産党政府に
上納した。そのため、土地改革後に行われた批判闘争大会で法律による罰則は受けなかっ
た 10)。 
 南山城村では土地改革の支持者は主に貧農と雇農であった。土地改革の過程では地主階
級と富農階級を中心とした封建勢力を打倒し、基準を超えるすべての財産を没収した上で、
貧しい農民に均等に分配された。その成果は南山城村において表 5-5 のように土地改革後
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に著しい変化をもたらした。まず、地主階級は農地 647畝、家屋 4軒、役畜 4頭、食糧 3,498
斤を没収された。そして、富農階級は耕地 484畝、家屋 2軒、食糧 1,818 斤を接収された。
一方、貧農階級と雇農階級は他の村と同じように 1 人当たり 2.7 畝という分配基準に基づ
いて土地を手に入れる夢が実現した。貧農階級は農地 339 畝、役畜 4 頭、すき 4 本、食糧
2,359 斤を分配された。雇農階級は農地 287畝、家屋 8 軒、役畜 21 頭、食糧 1,857 斤を配
分された。 
 つまり、調査地の農村土地改革運動においては地主階級と富農階級に対する接収は比較
的平和的かつ順調に進行し、大規模な混乱ないし強い抵抗は生じなかった。そして、地主
階級と富農階級は貧しい農民に対する厳しい搾取を行わなかったため、反革命分子として
殺されたり、村から追放されたりした人もいなかった。また、調査地における土地改革運
動を見ると、地主階級と富農階級は他と比べて新国家へ協力姿勢を示し、財産のすべてを
スムーズに出したため、地主階級と富農階級に対する法律による審判はただ 3 人だけであ
った。農村の土地改革運動による最大の利益を受けた貧農と雇農は、中農を団結させ、今
後の農業協同化運動、人民公社運動および国家の農業と工業の発展にとって中核的な存在
となったのであった。 
 
2 土地改革の成果と意義 
 1948年に清原県は解放され、1950年には農村土地改革運動を正式に展開し始めた。その
後、清原県の草市村、八里村、南山城村では共産党書記と村長を中心とした村の政権機構
が立ち上げられた。当時の村長は現在（現在における村長の選挙は村民大会を通じて直接
に村民の投票により選ばれる）と異なって、清原県共産党政府により選ばれたため、農民
からの選挙を行わなかった。新中国の初期には戦争で人口が減少していたために、近隣村
を合併した。現在の草市村、八里村、南山城村は土地改革を通じて形成されたものであっ
た。土地改革を通じて調査地の各村では封建的土地制度を廃止し、基準を超えた地主階級
の土地を没収し、それらの土地は全村の貧しい農民たちに無償で均等に分配されたのであ
った。農村土地改革運動の下で、全村では人々が土地を持つ権利が与えられ、農民の土地
私有制がまもなく認められた。土地改革運動は土地を持てるという農民の夢を実現し、農
民が歓迎する政策であった。 
以下では各村で筆者が行った聞き取り調査の対象者を以下のように紹介しておく。 
 
「調査対象 1 草市村村民 A さん」 
 村民 Aさんは 1930年 9月 3日生まれ、84歳、男性、漢族。息子夫婦と孫を含めて 6人の
大家族である。土地改革の当時は雇農階級に属していた。この農家は 1950年の土地改革以
前において、わずか 0.5 畝の農地を所有していただけで、生計を立てられなかったため 18
歳ごろから地主の家に住み込みながら長工として働き始めた。土地改革後に約 6 畝の農地
を無償で分配されており、水稲、トウモロコシなどの農産物を栽培し、自給自足の生活が
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できるようになった。 
 
「調査対象 2 草市村村民 B さん」 
 B さんは 1928 年 8 月 26 日に草市村で生まれ、86 歳、男性、漢族。調査対象の中の最高
齢者である。Bさんの祖父は商売をするために、河北省からきて、本村の Wさんと結婚して
草市村で定住し始めた。定住の初期には外来移住者のため差別を受けていた。Bさんの両親
は祖父から受け継いだ財産を用いて、20畝の農地を買い上げた。一部の耕地を小作に出し、
一定の小作料を得たため、土地改革の時に富農に属した。土地改革後に 12畝の農地の保留
を認められていたが、それ以外の小作地はすべて接収された。Bさんは富農の身分を持って
いたが、人柄がよく、知識があるため、後に本村の村委員会事務所で働いていた。農業生
産は主に妻と息子たちが担当しており、農産物はほとんど水稲（米）であった。 
 
「調査対象 3 草市村村民 C さん」 
 C さんは女性、1930 年 7 月 10 日生まれ、84 歳、漢族。1948 年に本村の最大の地主の長
男と結婚した。土地改革の前に約 300 畝の農地を持つ地主階級であった。一部の農地を小
作に出したが、残された大部分の農地は貧しい農民を雇用し、農業を営んでいた。水稲、
トウモロコシ、大豆、ジャガイモ、高粱、粟、白菜などの多様な農産物を栽培していた。
余った食糧は市場で販売したり、都市部の食糧店に運び販売したりした。農業生産以外で
は酒の製造販売も副業として営んでいた。しかしながら、土地改革により土地を含めたす
べての財産を没収されるとともに、酒の製造販売も禁じられた。土地改革後も衣食に事欠
かない生活はできる水準を保っていたと語っている。 
 
「調査対象 4 八里村村民 D さん」 
 八里村の Dさんは 1928年 1月 5日生まれ、86歳、男性、漢族。息子夫婦と一緒に 5人家
族で暮らしている。土地改革当時、貧農階級に属していた。この農家は 1950年の土地改革
前の時点で、両親と妻、子供を含めて 6 人で暮らしていた。農地は約 2 畝しか持っていな
い状況では十分な生活ができないので、生活を立てるために農業以外に大工として働いて
いた。土地改革後に約 10 畝の農地を分配され、水稲を栽培した。自家用だけではなくて、
余った部分を国家へ販売することで現金収入も徐々に増えていったという。 
 
「調査対象 5 八里村村民 E さん」 
 E さんは八里村の移民であり、1929 年 3 月 17 日に山東省で生まれ、85 歳、男性、漢族。
今、妻と 2 人で生活している。子供は息子 2 人、娘 3 人である。娘は他の所に嫁いだが、
息子は出稼ぎ労働者として長年にわたり都市で生活しているようである。Eさんは子供の頃
に自然災害のため、両親とともに山東省からきた。土地改革以前、結婚せず単身者であっ
た E さんは財産をまったく持っていなかったので、雇農の長工として地主の下で働いてい
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た。そのため、土地改革当時、雇農階級に分類された。その後、Eさんは 2.7畝の農地のみ
ならず、家屋 1 軒、役畜 1 頭、すき 1 本と食糧を分配された。その他に、県共産党政府は
農業技術の修得、見合いや結婚まであらゆる面で面倒を見てくれたと述べている。 
 
「調査対象 6 八里村村民 F さん」 
 F さんは 1929 年 6 月 25 日に八里村で生まれ、85 歳、男性、満族。息子夫婦と一緒に 5
人家族で住んでいる。この農家は土地改革以前において農地はほとんど持たず、雇農階級
に属していた。Fさんは家族の生活のために、地主の下で長期間雇農として働いた。農業生
産ができない冬でも、地主のために農業以外の仕事にも従事し、朝早くから夜遅くまで働
くという苦難な生活であった。土地改革当時、雇農の身分にいたことで待遇が改善され、8
畝の農地を獲得したほか、役畜 1頭、食糧 50斤、さらに農具などを分配されていた。 
 
「調査対象 7 八里村村民 G さん」 
 Gさんは 1931年 8月 3日に八里村で生まれ、83歳、男性、満族。現在、息子家族と一緒
に 5 人家族で暮らしている。土地改革以前、自家用農地は 3 畝で、生活苦に喘いでいた。
このような条件の下では衣食に窮したため、地主のために食糧の運送労働者としても働い
ていた。土地改革当時には貧農階級に属していた。その後、約 8 畝の農地を分配されると
ともに本村の農業生産小組の組長にも選ばれた。生活の改善にともない、敷地内の建物を
増築したようであった。 
 
「調査対象 8 南山城村村民 Hさん」 
H さんは 1930 年 5 月 23 日生まれ、84 歳、男性、朝鮮族。妻と娘家族と一緒に 6 人家族
で住んでいる。土地改革以前には耕地 5 畝を所有し、日々の生活の糧を得ることができて
いたようであった。土地改革後に自家用の耕地を 3畝増やし、役畜 1頭、食糧 80斤を配分
されていた。Hさんは水稲を中心とした農作物を栽培しながら、副業として豆腐の製造販売
を営み収入が土地改革以前と比べると、大幅に増加したと語っていた。 
 
「調査対象 9 南山城村村民 Iさん」 
 I さんは 1929 年 9 月 17 日に南山城村で生まれ育ち、85 歳、男性、漢族。今は息子夫婦
と一緒に 5人家族で生活している。Iさんの両親は自然災害のため、食糧確保の問題が深刻
になって、生活のために自分の 3 畝農地を抵当に入れ、地主に借金した。結局、返済でき
ず、ついには自分の農地を手離し、すべての財産が失った。そのため、土地改革当時、雇
農階級に分類された。土地改革をきっかけとして自分の土地を取り戻すとともに、家屋 1
軒、役畜 1頭、すき 1本、食糧 100斤を配られており、土地改革の最大受益者とも言える。 
 
「調査対象 10 南山城村村民 Jさん」 
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 J さんは 1928 年 4 月 24 日に本村で生まれ、86 歳、女性、満族。現在、息子夫婦と一緒
に 5 人家族で暮らしている。土地改革の前にご主人と一緒に南山城村の荒地を自分の手で
開墾し、約 20畝の耕地を造成した。そのため、一部の耕地を小作に出し、一定の富を築い
た上に小規模の商業も営んでいた。土地改革当時、富農階級に分類された。土地改革運動
により過去に小作に出した農地に対する不法略奪があったと見なされ、土地のみならず、
すべての財産を没収された。 
 
調査地における土地改革運動はこの階級闘争の展開を通して、農民の地主に対して無条
件で命令に従う心理を取り除き、封建的な生産関係による農民に対する支配を一掃した。
本村では封建的土地所有制度を廃止し、農民が土地を持てるようになった。この運動は、
農民が地主階級に対する憎しみあるいは農村の封建的な腐敗勢力に対する徹底的な清算を
行う過程でもあった。表 5-5 に示したように、土地改革前後の各階級の 1 人当たり土地占
有率を比べて見ると、土地改革以前において草市村では地主階級が約 38.8畝、富農階級が
約 10畝、中農階級が約 3.4畝、貧農階級が約 0.42畝、雇農階級は約 0.25畝を占有してい
た。八里村では地主階級が約 28畝、富農階級が約 9畝、中農階級が約 2.7畝、貧農階級が
約 0.48畝、雇農階級は約 0.22 畝を所有していた。南山城村では地主階級が約 39畝、富農
階級が約 13.5畝、中農階級が約 4.6畝、貧農階級が約 0.55畝、雇農階級は約 0.17畝を有
していた。表 5-6 のように、土地改革後、地主階級と富農階級の 1 人当たり 2.5 畝、中農
階級の 2.6 畝、貧農階級と雇農階級の 2.7 畝という分配基準に基づいて土地は平等に再分
配された。 
土地の再分配によって、農民の農業生産に対する積極性が高まり、農村の生産力は向上
し、農業発展のために堅実な基礎が作り上げられた。また、農民の購買力を高め、農民は
生活を改善することができた。調査地における土地改革運動は地主階級あるいは富農階級
から強い抵抗を受けなかったため、平和的な土地革命だと言える。土地改革運動の意義は
本村の地主階級による搾取的な封建的社会を粉砕したのみならず、農村社会の弱者に見方
し、収入格差の大きい階級社会に終止符をうつことになった。また、農村の文化教育と医
療事業も促進した。それゆえ、調査地では地主階級に対する階級闘争を巻き起こす時に、
毛沢東はじめとする指導思想を徹底的に貫徹したことがわかった。 
しかしながら、被調査者に対する聞き取り調査によれば、土地改革の不完全なところも
明らかになった。農民の土地所有制度を確立した後に、特に土地改革の後期に管理が不十
分であったため、土地売買が発生した。資金があった旧地主と富農階級が農地の大量購入
を再開した。また、土地が少数者に集中したため、土地所有の不均衡が生じた。他方、農
村の基本的なインフラ建設などの農業生産に対する国家の支援が十分でなかったため、農
業設備の投入、資金の支援などの投資はほとんど行われなかった。そのため、零細農の状
態を根本的に変えることができなかったと考えられる。 
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第 3節 調査地の農業協同化の展開 
 中国建国初期における個人経営の農民は土地改革により土地を獲得した。しかしながら、
生産資材を持たない貧農と雇農は農業生産のために高利貸しに依存し、最後には自分の土
地の譲渡あるいは転売するに至った。それを防ぐために作り上げられたのが互助組であっ
た。また、農民の両極分化の阻止、農業生産の発展、水利施設の建設、自然災害に対する
防御力の増強、農業用機械および新技術の採用などのために最初の互助組が作られたので
ある。建国後において経済の回復と工業化の進展にともなって、農産物の需要は日に日に
増大しつつあり、これも農業合作化を推進した要因である。 
 
1 互助組の組織化 
1952 年、清原県では土地改革の後、土地を均等に分配された農民は互いに助け合いなが
ら農業生産を発展させるという人民政府の政策方針に基づき、農村生産互助組を創立し始
めた。清原県の互助組には地主階級と富農階級あるいは上層中農階級の参加を認めなかっ
たため、貧しい零細農民階級を中心とした個人農業経営の経済的土台の上に互助組は形成
された。互助組は社会主義の原則に基づく、集団労働の農村農業生産組織であり、土地改
革の後に発展した。清原県における初期の互助組は自らの意志で互助の精神を基礎とする
自然発生的な組織であった。1951 年まで、表 5-7 のように、清原県で組織された恒常互助
組と臨時互助組は 1,620 組に達した。建国初期の 1950 年の 974 組と比べると、1 年あまり
で 646 組も増加した。互助組は労働に応じて労働点数を決め、報酬を受けるという方法を
とった。当時の互助組は労働力の増強および農業新技術の発展をもたらしたため、仕事の
効率が大いに上昇した。 
調査地における労働および分配システムは以下の通りであった。耕作用の役畜が 1日に 4
畝の農地を耕す労働を標準として、畝あたり 15 キログラムの食糧を報酬として分配した。
標準量を超えるならば、労働点数を足し、不足するならば減点するというシステムであっ
た。すべての農作業の成果は季節が終わる時に労働点数に応じて計算され、食糧が給料と
して支払われたのである。互助組は組長により民主的管理を実行し、四半期あるいは年度
の生産計画を策定した。チーム内で農業労働と副業労働を結合して実行し、男性と女性を
問わず、すべての労働職種は全体的計画に基づき、役割を案配した。当時の互助組の労働
分業は以下のように行われた。3人で 1つの農業労働小組を組織し、4畝の労働量基準にし
たがって、労働点数を計算し、超えた分を加点する一方、未達成ならば減点することとな
った。そして、2人の労働者は野菜畑を管理し、毎日 4畝の労働量を基準として働き、全組
の労働者はすべて相応の農業労働を実行した。労働者はよく組織され、農業生産は建国前
と比べると顕著な発展をもたらし、互助組も強固になった。清原県の互助組の中には良好
な経営で、豊かになる組もあった。そのため、農業生産が必要とする生産手段、例えば、
耕作用の役畜、大型農機具を購入することができ、建国前と比較してみると、想像を絶す
ると村長は述べている。1953 年までに清原県では互助組 2,481 組があり、参加した農民は
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12,305戸になった 11)。 
清原県における各村の互助組の概況は筆者の聞き取り調査から以下のようにまとめるこ
とができる 12)。 
① 草市村には 1949 年以前、互助組という農業生産組織がほとんど存在せず、1950 年ま
でに、零細農の単独農業経営を救済するために、互助組を組織し始めた。1952 年まで互助
組が 8 組成立し、参加農家はすでに全村の農家総数の 40 パーセントに達した。② 八里村
の互助組を成立させた原因は自然災害であった。建国の初期においては自然災害ないし長
年の戦争により農業労働力が急減したため、それが八里村など多方面に壊滅的影響をもた
らした。例えば、農業労働力が希少であったにかかわらず、農業以外の作業に従事するこ
とが普遍的な現象として存在したため、八里村における農村社会に混乱が生じた。これが
農業生産互助組の成立の背景であった。1953 年までに八里村において互助組の規模は数戸
から十数戸まで、10組成立し、参加した農家は全村の農家総数の 50 パーセント以上を占め
るようになった。③ 南山城村においては互助組の創設は積極的ではなかったと言える。本
村は建国の初期においても農業の発展が順調で、農地と比較して農業労働力は他の調査村
と比べると多かった。筆者の聞き取りによれば、互助組の成立は大きな論争を引き起こし
たようであった。一部の村幹部は今までの農業生産システムないし農業生産条件がよかっ
たため、農業生産互助組の成立を必要としないと主張した。そのため、1950年末の時点で、
互助組は 1 組しか存在しなかった。他の調査村ではすでに進んでいるのと比較すると、南
山城村の互助組は決して迅速な発展とは言えなかった。1952 年に清原県の共産党の幹部に
南山城村の互助組の発展が遅れていると指摘されたため、その後、南山城村の互助組の成
立運動が始まった。半年間で、互助組 7 組を設立し、参加した農家は本村の総農家数の 55
パーセントを突破した。南山城村における互助組の成立は上からの圧力によるものであろ
う。 
 
2 初級合作社の形成 
建国初期における中国の農業合作社の設立は理論上においてマルクス主義の思想を参考
にした。実践上においても、旧ソ連の農業生産モデルを参照しながら、互助組の個人経営
とは異なる。半社会主義の集団労働による農業生産組織を作り上げた。土地改革が終わっ
た後には、農村土地の私有制を保護する政策をとったが、個人農業はすでに社会主義的農
業の発展と合わないという思想の下で、地主階級、富農階級および上層中農階級を排除す
るために、初級合作社を発展させた。農村社会では社会主義思想に基づき、資本主義経済
は次第に弱められ、消滅していった。農業生産の面では生産計画に基づき、集団労働によ
り労働点数を記録し、1日 1人労働力 1畝につき食事の提供および 0.3元相当の食糧が給料
として支払われた。清原県における初級合作社では農業生産が拡大し、1955 年までの平均
1 畝当たりの食糧収穫量は初級合作社の初期の 1953 年と比べると 25 パーセント増大した。
農産物の栽培面積は拡大するとともに、生産も増大した。国家に売り渡す水稲、トウモロ
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コシ、大豆などの農作物が 1953 年と比較してみると 3倍以上になり、国家経済の発展ない
し工業化のために十分な役割を果たした。他方、社員への分配と収入は 1950年と比較して
50パーセントの増加になった。1955年には社員の生活水準が高まると同時に、集団経済も
発展しつつあり、初級合作社の 336社は共有山林 5,800畝、共有農地 3,930畝を保有した。
そして、新型農機具 11,195 件、役畜 1,179頭、備蓄食糧 11,763.2トンに有するに至った。
初級合作社の発展は社員たちの歓迎する政策であり、互助組と個人経営の農民は次から次
へと初級合作社に加入するようになった 13)。 
初級合作社と互助組との違いは農民のそれぞれの才能を発揮させることであった。農業
生産への投入と新しい農具への新技術の応用は互助組を上回った。特に女性労働者を参加
させるようになったことが農業副業の発展を促進した。一例を挙げれば、初級合作社に女
性紡織生産チームを創立し、タオルや靴下などの生産により数多くの女性労働者が雇われ、
互助組と違った農業生産システムにより農業生産のみならず、農業以外の分野においても
大きく発展した。初級合作社は互助組より相対的に優れていたことが収益を増やす１つの
主要な原因になったであろう。さらに、初級合作社の時代に、農民が新型の農機具を用い
る農業生産の実践する中で、文化、科学技術の学習ブームを巻き起こした。非識字者をな
くすために各社は各種の農業学校や養成訓練班を組織し、必要な会計員、労働点数記録員
および技術員などの人材不足の問題を解決した。こうして、初級合作社は農業生産の発展
だけでなく農民の文化に対する意識や自覚を高めたのである 14)。 
清原県における各村の初級合作社は各村長に対する聞き取り調査によれば、当時の 1村 1
社という政策に基づいて設置された 15)。 
① 草市村の初級合作社は農民の自発的な行動によって成立したわけではなかった。下層
中農、貧農および雇農の中には参加しない農家も数多く存在していた。農業生産も互助組
の時期と同様のままであった。一方的に強制的な政策に基づいて実行された初級合作社は
農村幹部が管理能力の不足により農業生産と農民の間によくトラブルを引き起こした。当
時の社員の聞き取りによれば、農業の集団労働に対して抵抗したように感じられる。② 八
里村の初級合作社は農業生産互助組を基礎として設立された。地主階級、富農階級および
上層中農階級の参加は認められない。一方、貧農を中心とした農民の参加率は本村の総農
家数の 70パーセント以上を占め、調査村の中で非常に高率であった。農業生産の方面にお
いてはすでに述べたように、農業の生産計画に基づき、1日 1労働力につき食事の無料提供
のみならず、0.3元の相当の食糧が給料として支払われた。八里村の初級合作社は農業労働
力の不足をある程度克服するとともに、農民の団結と互助精神が大いに発揮された。③ 南
山城村の初級合作社には農民は政治的圧力によって強制的に参加させられた。当時の社員
の記憶によれば、初級合作社は農業集団経済の急成長をもたらした意義があったが、農民
にとっては初級合作社への参加は個人の利益をもたらさないままであった。また、農業生
産と収入は互助組の時と比べると、ほとんど変わらなかったことが指摘された。 
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3 高級合作社の展開 
新中国の成立後、農村土地制度の革新は土地の所有権と経営権をすべて農民所有から農
民集団所有に変更する過程であった。それゆえ、高級合作社の形成は毛沢東の個人的意思
により初級合作社の土地制度に対する否定であった。高級合作社においては土地の個人所
有は認められず、農民の土地経営権も否定された。しかしながら、高級合作社の初期にお
いては土地の集団経営を行わなかった。高級合作社は互助組と初級合作社の基礎の上に創
設され、土地の経営権と使用権を受け継いだが、農民の土地所有は農業生産の集中管理な
いし旧ソ連モデルの模倣により集団の公有制に代わった。農民の土地所有制の否定は高級
合作社の特徴であった。 
清原県における初級合作社の前期段階では、土地を含む農民の農業生産資材については
私有制のままであり、社員は労働点数によって報酬を得る以外に土地、役畜および農機具
などを農業合作社の共同財産として使用でき、相応の報酬を得ることができた。しかしな
がら、初級合作社から高級合作社へ移行することで上級政府の政策により農家の土地のみ
ならず、その他の生産手段、例えば、役畜、大・中型の農機具等もすべて無償で強制的に
農業集団の所有に変更された。農民は個人保有地と小型の農機具を保有しただけであった。
全社員をいくつかの生産隊に分け、統一計画に基づき、集団労働と統一経営を実行するこ
ととなった。 
調査地における高級合作社には互助組と初級合作社と同様に、地主階級、富農階級およ
び上層中農階級の参加は依然として認められなかった。高級合作社はそれ以外のすべての
農民の参加を実現した。筆者の聞き取りによれば、農民は高級合作社へ参加した理由につ
いて、次のように語った 16)。 
① 高級合作社に参加しないと、地主階級のような階級闘争を受けるかもしれないため参
加せざるを得なかった。② 上級政府から強制的に組織された。③ 高級合作社に加入しな
い農家に対しては農業生産ノルマがきつかったため、加入するほうがましだった。④ 互助
組や初級合作社のような小規模の農業生産に見られた農業資源の浪費や農村幹部の不足な
どの欠陥を補った。⑤ 当時の農業生産の小規模性は国民経済の発展に追いつかなかった。 
遼寧省清原県における高級合作社の農業生産は次のような方法で行われた。高級農業生
産合作社は主要な生産手段の集団所有制を基礎とする農業生産の協力組織であった。高級
農業生産合作社では、農業生産に必要な労働力を組織し、その基本農業生産部門を生産隊
と称した。高級農業生産合作社では通常は土地、役畜、農機具を生産隊の農業生産用具と
して共同で使った。また、生産隊には請負労働と請負生産を実行し、生産目標を超過達成
すれば報奨を与える制度があった。採算単位を高級農業生産合作社とし、合作社の書記を
中心に合作社管理委員会が統一的に生産を管理し、農業生産計画を出して、各生産隊が合
作社管理委員会より農業生産を請け負った。そのため、農業生産はすべて生産隊を単位と
して行われた。農業生産の報奨については、例えば、農業生産高が 1 パーセント増加する
ならば、報奨金も同じく 1 パーセント増し、すなわち、増加率と報奨金は同じ比率で計算
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したのであった 17)。 
清原県の農民は当時の農業生産合作社への参加については次のような証言が得られた。 
 
「調査対象 1 草市村村民 A さん」 
 草市村村民の A さんは互助組への参加について、農業労動力の不足のため、互助組に参
加した。互助組に参加してから、水稲の 1 畝当たりの生産高は参加しない時と比べると、
約 20パーセントの増加を実現した。そのため、その後の初級合作社と高級合作社にも積極
的に参加した。 
 
「調査対象 2 草市村村民 B さん」 
 草市村村民の B さんは富農のため、互助組、初級合作社および高級合作社への参加は認
められなかった。 
 
「調査対象 3 草市村村民 C さん」 
 草市村村民の C さんは地主階級に属したため、すべての互助組と合作社への参加が認め
られなかった。 
 
「調査対象 4 八里村村民 D さん」 
 八里村村民の D さんは、共産党を中心とする政府が農村土地改革により貧しい農民たち
に対する互助を唱えたという理由で、互助組、初級合作社および高級合作社へ自らの意志
で参加した。その後に、農業労動力の不足が解決されたため、農産物の生産高も前例のな
いほど著しく増加した。 
 
「調査対象 5 八里村村民 E さん」 
 八里村村民の E さんは村長の進めにより互助組に参加した。農産物の生産高は参加しな
い時と比較してほとんど変わらない。初級合作社と高級合作社に参加したが、すべて政策
によるものであり、その加入は強制的であった。 
 
「調査対象 6 八里村村民 F さん」 
 八里村村民の F さんは農村土地改革により農地を分配されたが、労働力を必要としたた
め、互助組と初級合作社に自らの意志で加入した。その後、農業生産状況が根本的に変わ
らなかったため、途中で脱退した。高級合作社へは参加しないとまずいと感じられ、参加
せざるを得なかった。 
 
「調査対象 7 八里村村民 G さん」 
 八里村村民の G さんは互助組への参加は積極的であったが、初級合作社と高級合作社へ
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の参加は自己主張ができず強制的であった。農産物の生産高は参加しない時と比較すると
確かに増大した。 
 
「調査対象 8 南山城村村民 Hさん」 
 南山城村村民の H さんは互助組、初級合作社および高級合作社への参加は積極的であっ
た。加入しないと、農業生産ノルマが多くなり、不参加農家にとってはデメリットが多か
った。参加してから、1畝当たりの農業生産高は約 15パーセント増大した。 
 
「調査対象 9 南山城村村民 Iさん」 
 南山城村村民の I さんは互助組、初級合作社および高級合作社にすべて参加した。加入
しないと、怖いためであった。農産物の生産高は参加してから徐々に増加するようになっ
た。 
 
「調査対象 10 南山城村村民 Jさん」 
 南山城村村民の J さんは富農階級であったため、すべての農業生産組織への加入は許さ
れなかった。 
 
4 農業協同化の意義 
1953 年までに調査地では土地改革は完成し、土地を農家に均等に分配し、土地の所有権
はすべて農家の個人所有に帰した。上級政府の政策によって、清原県では互助組、次いで
初級農業生産合作社が組織された。当時の互助組には互助の協力精神にしたがって、臨時
的、季節的、経常的という 3 種類の形式が存在していた。初級農業生産合作社は 1 村 1 社
の政策により組織されており、農業生産は集団労働で行われたほか、個人の農業生産も認
められた。このように互助組では土地の農民所有制度が維持されていた。1953 年に中国共
産党中央政府は「農業生産合作社の発展に関する決議（関於発展農業合作社的決議）」とい
う公文書を発布したことをきっかけにして、初級合作社は高級農業合作社に編入され始め、
社会主義集団公有制による高級農業生産合作社が実行された。高級農業合作社は農民の自
由選択ないし自由主張ができず、強制的に参加させられたため、農民の農業生産に対する
積極性をくじかれたと言える。1956 年に、調査地では協同化運動として初級合作社から高
級合作社への編入は完成し、同じく土地の農民所有制度から農業集団所有制への転換も達
成された。 
調査地において 1950 から 1956 年まで農業協同組合化は農業経済の発展をもたらし、全
体的に見ると、農業合作化運動は一定の成果を収めていた。表 5-8 で示したように主要農
産物の水稲、トウモロコシ、大豆および粟の生産高を例にして次の如くである。 
清原県における水稲、トウモロコシ、大豆および粟の生産高はそれぞれ 1950 年に 1,340
トン、2,359トン、192トン、801トンであった。1956年までには農業が発展し、水稲、ト
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ウモロコシ、大豆および粟の生産高はそれぞれ 6,319 トン、3,084 トン、800 トン、832 ト
ンになった。水稲は 4,979トン、トウモロコシは 725トン、大豆は 608トン、粟は 31トン
の増加で、水稲、トウモロコシおよび大豆の生産高は著しく増加した。農村土地改革の過
程では広範な農民大衆が立ち上がって、本村の地主階級を中心とした封建的な勢力をたた
き伏せたため、豊かで活力があり、秩序整然たる新農村社会が生まれた。土地を配布され
た数多くの貧しい農民の農業生産に対する積極性が十分に引き出され、土地生産性は向上
し、食糧生産も増加した。調査地における農業発展のスピートは非常に速かったが、その
後の高級合作社の後期には農民個人の意思や主張が無視され、一方的に不合理な公有制の
農業制度が導入された。調査地における農業生産合作社の変遷は上級政府からの上意下達
により受け入れたのであろう。 
 
第 4節 調査地の人民公社化運動 
中国の農村において 1957 年から始まった人民公社化運動は、中国の歴史上においても前
例のない重大な影響を及ぼした。人民公社化運動は共産主義の実現の目標を掲げしていた
が、現実から大きく遊離したものであった。結局は、共産主義を試みた 1 つの失敗例とも
言える。人民公社化運動の深化につれて、農地所有の平均化や平均主義などの原則に基づ
いていたために、農民の農業生産に対する積極性は減退し、農業生産の効率は低下し、農
業経済は後退した。農業が発展しなかったことは、20世紀の 50年代に人民公社を推進した
ことが重要な要因であろう。しかしながら、人民公社化運動は農業の発展、国民経済や農
民生活にマイナスの影響を与えたかどうか、各国の研究者から賛否両論があるのは事実で
ある。そのため、遼寧省清原県における草市村、八里村、南山城村の実情を事例として、
農業生産高などのさまざまな側面について人民公社時代と農家生産請負制の時代を比べな
がら、その実態を明らかにする。 
 
1 人民公社化運動の興起 
1958 年に、清原県では農業集団化を正式に中心において、政治、経済、文化、軍事など
のすべてを包括する一体的機能をもった人民公社を設立し始めた。1957年から 1958年まで、
農業生産の「急進主義」の思想に基づいて「大躍進運動」が誘発された。清原県において
人民公社は当初、農村経済建設の迅速な発展を進めるために、もとからある農村経済組織
の上に創立され、それは「大躍進」の直接的な産物であった。この時代には人が努力さえ
すれば、機械化農業に打ち勝つことができるという極端な考えが主流になっていた。 
1958 年に、調査地では人民公社化運動の前期に生まれた 1 郷 1 社の理論により、政治組
織と経済組織を統合する「政社合一」の農業集団組織が作り上げられた。草市村、八里村、
南山城村では高級合作社を 1 つの農業生産集団にまとめた上に、前進人民公社の前身が成
立した。最初の前進人民公社は軍隊の営、連、排という準軍事組織を構成し、1 営、3 連、
6排の農業生産組織であった。農村人民公社の創立期には、清原県の農民家庭規模は縮小し、
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1961年、1962年および 1963年には人口が一世帯平均 4.6人であった。 前進人民公社の創
立はその時の農村家庭の生活と集団化的生産を結合し、社員が公共食堂で食事をとり、老
人は福祉施設に住み、子供は幼稚園で暮らすこととなり、その結果、広範な農村労働力を
解放するようになるはずであった。しかしながら、その時代の物資は不足状態で、生産力
も後れていたため、このような生活と生産を結合する集団化は実現できるはずはなかった。
前進人民公社の解体にしたがって、公共食堂も中止させられ、調査地における農民家庭の
生活は次第に伝統的モデルに戻った 18)。 
前進人民公社の管理層は社員の代表大会、公社管理委員会および共産党委員会により組
織された。その中にあって社員の代表大会は最高の権限を持ったが、代表が多いため、代
表大会の効率が低下してきた。公社管理委員会は公社内部を有効に管理することができた
が、政策決定機構ではなかった。共産党委員会は前進人民公社の最高権力組織となり、前
進人民公社のすべての決定権を持っていた。 
前進人民公社が成立した後に、高級合作社の農業生産システムの生産管理方法が実行さ
れた。後期には、「三包一奨」の生産管理方法、すなわち、各生産隊は国家計画に基づいて
農業生産を行った。公社は生産大隊に計画を提出し、生産大隊は生産小隊に定期的に農業、
牧畜業などの生産計画指標を出すこととなった。生産小隊は計画通りに農業生産を行い、
ノルマを超過達成すれば報償され、未達成ならば処罰されるという農業生産システムであ
った。前進人民公社では公社、生産大隊および生産小隊で 3 級の財政管理制度が実行され
た。公社は主に給料の分配計画、財務計画、年間の生産計画およびその他の建設計画を策
定する義務があった。公社は各生産隊から引き渡される農産品と利潤を管理するとともに、
各生産隊の出費や給与や生産隊に所属する農業、牧畜業などの建設資金も管理した。また
公社は国家への穀物の上納、農産物および税収の納付など、公社内のすべての公共財産を
管理した。生産大隊は公社の計画に基づいて、大隊内部の各計画を策定し、大隊内の賃金
等級の査定と賞罰など、大隊内の公共財産の保護や経済問題の解決などを担当した。生産
小隊は当部門の給料やノルマによる賞罰や本チームの農産物を公社に引渡すことなどを担
当した。前進人民公社では生活必要品基本供給制と給料制を結合する平均分配制度が実行
された。社員の衣食、住宅などはすべて公社から無償で提供された。給与に関しては月ご
とに社員に交付される基本給と奨励給料があった。前進人民公社の社員は衣食、教育、出
産、居住、看護および婚姻などの福利を享受したが、それは人民公社の公益金に支えられ
ていた。一方、前進人民公社の初期に創立された福祉制度を実施するには農業経済の支持
を必要とした。しかしながら、当時の農業経済水準は低かったし、公社の福利制度の正常
な運営が必要とする財力を充足させることはできなかった。さらに社員の必要な物質の需
要さえ充足させることができない状況で福祉の実行は短期間で終わってしまった 19)。 
 
2 人民公社時代の農業経済 
人民公社時代において国家は毎年、農村に建設資金を提供していたが、農村の下級幹部
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および社員が懸命に農業生産を行っていたことで、農村に大きな変化が生じた。25 年余の
間に、農業の生産条件は根本的な改善を得て、農業経済の各指標は増加しつつあった。同
時期に、林業、牧畜業、漁業とその他の産業の成長が実現すると同時に、農村の産業構造
にも改善が見られ、その後の農村経済改革のために１つの良好な基礎を築いた。農業経済
が着実に成長すると同時に、人民公社時代の 70 年代後半から 80 年代の初期にかけては中
国農村の生産条件も著しい改善を得ていた。国家の投入は空前絶後で、組織範囲が広大し、
先進農業技術の導入などにより巨大な農村の経済組織機構が創立された。 
1959年から 1965年まで、農業の機械化が主要な農業生産政策として確定された。農業の
基本的な発展の道は機械化であるという思潮の中で、大いに農機具の改革運動が巻き起こ
った。一方、文化大革命が始まった途端に社会が不安定になり、農村経済、農業生産およ
び農村社会秩序が破壊された。「左」よりの政治路線が盛んに主張され、農業は「大寨に学
べ」という偏向した考え方により甚大な破壊をこうむり、農業の生産高も長期にわたり停
滞したままとなった。 
 1958 年に清原県では人民公社成立大会を開いて、上級政府の指示により人民公社運動が
行われた。調査地における草市村、八里村、南山城村は前進人民公社に編入された。前進
人民公社は軍事的管理を行い、連を単位とした生産大隊を 6 個組織し、排を単位とした生
産小隊を 18個組織した。農業生産の指導はすべて前進人民公社によって行われた。前進人
民公社の所有農地面積、戸数、人口はそれぞれ、約 2,000 畝、約 180 戸、約 1,000 人であ
った。前進人民公社の管理体系は共産党書記、公社長、主任、会計など約 10人で構成され
た。労働生産は工分（労働点数）記録員が毎日労働点数を記録しており、社員の労働点数
は出勤日や労働量などによって評価された。労働点数の計算方法は 1日につき、労働点数 3
点が与えられ、重労働の場合には最高 4 点を与えたこともあった。前進人民公社の前期に
おける労働点数の計算方法は主に、出勤日数によって計算されたが、平均主義が存在した
ため、農民の農業生産に対する積極性に影響した。清原県における前進人民公社では、「一
大二公（一に規模が大きく二公は公有制が高いこと）」という共産主義農村社会への発展を
早く実現するために、衣（衣服）、食（食事）、住（居住）、工（労働）の面で、軍隊のよう
に共同生活と共同労働を行うようになった。その他、医療、結婚、教育および老人ホーム
などの福祉がすべて無料で与えられていた 20)。 
 前進人民公社は 1960 年から 1962 年にかけて、自然災害のために農民の生活が最も苦し
い時期であった。1963 年になると、農業生産の回復期を迎えた。しかしながら、文化大革
命運動は前進人民公社の幹部の権利機能を失わせ、農業生産は生産大隊により管理される
ようになった。それでは、清原県における前進人民公社時代の農業経済はどうなったのか。
前進したのか、停滞したのか、あるいは後退したのか。当時の主要な農産物の生産高を農
業生産合作社の時期と比べながら以下では説明する。 
 表 5-8と図 5-7のように 1957 年に農業生産合作社が終焉を迎えた時に、主要農産物の水
稲、トウモロコシ、大豆、粟、高粱の生産高はそれぞれ、4,257 トン、2,672 トン、952 ト
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ン、973 トン、2,010 トンであった。一方、人民公社の最後の年 1983 年の主要農産物の生
産高を見ると、水稲は 36,370 トン、トウモロコシは 55,440トン、大豆は 21,295トン、粟
は 2,430 トン、高粱は 9,925 トンであった。それゆえ、調査地において人民公社時代と農
業生産合作社の時期を比較すると、水稲は 32,113 トン、トウモロコシは 52,768 トン、大
豆は 20,343トン、粟は 1,457 トン、高粱は 7,915トン増大した。表 3-3と表 4-1のように
全国食糧生産高は 1958年の約 1.97億トンから人民公社時代を経て、1983年になると、3.87
億トンに達した。2008 年には 5.28 億トンになった。したがって、人民公社時代の 25 年間
に食糧生産高は 1.9億トン増加した。一方、人民公社以後、2008年までの 25年間に食糧の
増加高は 1.41億トンしか増加しなかった。人民公社時代においては調査地の農業生産高の
みならず全国の農業生産高も拡大しつつあったことがわかり、人民公社時代の農業経済は
発展していたと考えられる。 
 
3 人民公社化運動の影響 
清原県における人民公社化運動の影響を筆者の聞き取りに基づいて、デメリットとメリ
ットの 2つの面で分析しておこう。 
まず、デメリットについては以下の如くである。 
① 人民公社化運動は農村の実際の生産力の水準をはるかに越えるようになった。 
人民公社化運動の展開後、農民の労働生活習慣は打ち破られた。農業生産に対する「急
進主義」の存在は農業生産活動が正常に機能できないし、その上に、自然災害が加わたた
め、農業の減産が生じ、農民の収入は低くなり、農民の生活は非常に困難な時期になった。
人民公社運動の当初の目的は農業の生産性ないし農民生活の質を高めるためであった。し
かしながら、その発展スピードが速すぎたため、不合理な耕作や分配制度や水利建設など
が農村人民公社化運動の目的に背いただけではなく、大量の農業労働力の浪費をもたらし
た。 
② 共産主義の思想により農民の平均主義を助長したため、農業経済の発展にとって良
くない影響を与えた。 
人民公社化運動の発展過程で多くの農民から強制的に資金を集めることもあった。この
ような資金を集める行為あるいは分配の平均主義は農業生産に対する積極性をくじき、一
部の農民がサボタージュする行為が現れる事態を招いた。人民公社運動は共産主義理論の
産物であり、それは少数者の主観的な意志に基づき、経済原則に背くものであった。人民
公社は経済発展の必然的な傾向でなく、政治権力により推進された結果であり、そこに人
民公社の失敗の一因があったということであろう。 
③ 農民の農業生産に対する積極性を抑えて、農村経済の発展を妨げたため、その後の
食糧危機を招いた。 
人民公社化運動は数多くの農民大衆の生活習慣に影響を与えた。家庭を中心とした農業
生産は集団農業生産に取って代わられた。人民公社化運動とともに、農村社会の形態と農
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民の生活様式はすべて変化した。そうしたことが農民の農業生産に対する積極性に打撃を
与え、農業生産の発展に影響したのである。他方、人民公社では農業生産資材の公有制が
農業労働効率の低下を招き、資源浪費などの現象をもたらした。人民公社は社員の財産権
を剥奪し、良好な農業生産に対する奨励制度を作り上げなかった。そのため、人民公社は
生産効率を高めることはできなかった。 
人民公社化運動が始まると、絶対的な平均主義などの一連の制度が実施され、農民の農
業生産に対する積極性がくじかれて、農業生産の発展が妨げられた。農家生産請負制が採
用されたことによって農民は自主的に農業生産ができた。結果的には今から考えれば、人
民公社化運動は農家生産請負制の形成を推進する原因になったと言える。 
 
そして、メリットは以下の通りである。 
① 人民公社時代に農業生産条件の改善と農産物の生産高の増加をもたらした。 
人民公社時代の清原県では農業生産条件の改善が主に農業用トラック、トラクターおよ
びハーベストコンバインを例として説明できる。人民公社の初期の 1960年に農業用トラッ
クが 5 台しかなかったが、1983 年になると農業用トラックが 1,409 台保有した。また、ト
ラクターは 1960年 2台から 1983年 1,449に達し、1,447台の増加になった。そしてハーベ
ストコンバインも 1960年なしから 1983年まで 57台保有した 21)。他方、農業生産高も表 5-8
のように向上した。 
② 人民公社は工業化のために経済あるいは財源の保障基礎を提供した。 
清原県では 1965 年から 1977 年までを例として、国家指導の工業化のために、年間一人
当たり提供した資金はそれぞれ 1965 年には 144 元、1970 年には 116 元、1975 年には 172
元、1976 年には 98 元、1977 年には 166 元であった 22)。当時の農民は自分の衣食問題を解
決しないまま、工業化の発展のために一定の役割を果たしたと考えられる。 
③ 人民公社は農村社会の安定をもたらした。 
人民公社化運動は農民に新しい思想をもたらした。農民は中国の伝統文化の影響を受け、
封建思想を根強く残していた。しかしながら、人民公社化運動の展開により公共食堂の設
立は農村社会の安定および格差の縮小などのプラス影響があらわれ、現物給与制、分業制
および給料制の実施などは農民に近代化の思想を注ぎ込んだ。 
 
第 5節 調査地の農家生産請負制の展開と内在的問題 
1978年の中国共産党第 11 期第 3回中央委員会の全体会議以後、中国の農村で土地制度の
改革が行われることになった。鄧小平を代表とする中国の共産党指導者はマルクス主義の
基本理論と中国農村の実情とを結合し、中国の特色のある社会主義新農村を建設するため、
農村に対する改革を行った。農村改革の内容は多方面であったが、最も重要かつ基本的な
ものは農家生産請負を農業生産責任制を実行したことであった。農家生産請負制は多くの
農民が共産党の指導に基づき、主要な農業生産形式として導入し始めた。農家生産責任制
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は最初、安徽省鳳陽県小崗村の農民が創始し、真っ先に安徽省滁県地区で発展した。その
他の農業生産責任制の形式と同じで、請負制の発展は農民の思想を解放するとともに、農
業の現状に基づいてその発展を求める 1 つの農業革命とも言える。これは共産党の「左」
よりの誤りから生じた混乱を是正する偉大な成果でもあった。農家生産請負制は農業発展
を求める思想にしたがって、農民の農業生産に対する積極性を奮い立たせるのに最も役立
った農村土地制度である 23)。 
 
1 農家生産請負制の導入 
1980 年代の初期において、農家生産請負制は農村土地制度の重要な転換として中国農村
で推進された 1つの重要な改革であり、現行の中国農村の基本的な農村土地制度であった。
1978年の中国共産党第 11期第 3回中央委員会全体会議を境目として改革開放政策が推進さ
れた。最初の改革は農村で始まり、農村の土地改革と言われた。それは各戸生産請負（分
田到戸）を遂行するために、「俗称大包干」という農家生産請負制になった。 
農業生産は農家家庭を単位にし、農業集団組織と農業生産請負契約書を締結し、農業生
産を行うこととなる。清原県における農家生産請負制について見ると、その基本的な特徴
は集団経済組織を保留すると同時に、集団経済組織の土地とその他の生産手段を農家が請
け負って、請負契約の定める権限によって農家が単独で農業生産経営を行うものであった。
国家と集団への上納任務を果たした後、余った食糧については、自由売買の権限が与えら
れていた。清原県における農業生産請負契約は請負農家と集団経済組織との間に請負契約
書を交わし、土地などの生産資材を人口あるいは労働力の割合に応じて、農家に提供して
経営するものである。農家生産経営請負制の具体的な形式は、それぞれの請負農家が国家
に農業税を納め、請負契約に定められた予約購買農産物を国家へ上納し、さらに集団経済
組織に公共積立金、公益金などの資金を納めるものである。また、農家生産経営請負制で
は各農家を生産部門にして、農業生産の請負および農産物の生産高を決め、ノルマを超過
達成した部分が自分のものに帰し、減産すれば弁償するという農業生産システムがとられ
ている。現在、清原県の大部分の地区で農家生産経営請負制が農業生産の主要な形式とし
て広く採用している。土地を含む主要な生産資材は依然として農業集団経済組織が所有し、
分配の面においても上納任務を除いてすでに自主決定の原則が実行されている。調査地に
おいて農家経営請負制が現れると、数多くの農民から歓迎された。このような農家生産経
営請負制の形式は責任が明確で、利益が直接的で、方法が簡便であった。調査村において、
この形式は農業生産力の水準、農民の経営水準および幹部の管理水準と適応した。農家生
産請負制は国家への上納を除き、その余剰部分はすべて農民自身のものになる。そのため、
農民の農業生産に対する積極性が引き出され、農業生産力の向上と農業の発展をもたらし
た。調査地の農業生産請負制は上級政府の政策によって主導されたが、多くの農民の自主
的な選択でもあった。その後、農家生産請負は急速に広がり、1982 年末までにほぼ全面的
に実行された 24)。 
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 八里村村長によれば、農家生産請負制の 1年目に水稲の優良な品種龙粳 20を導入し、さ
らに、入念に耕作し管理した結果、1畝当たりの収穫量が 700斤に達した。1畝あたりの収
穫量は過去と比べると倍増大し、それ以後、毎年増加し続けた。村長の家は、国家の買い
上げた食糧だけではなく、農業集団への上納を達成した。残された食糧は家族が食べきれ
ないので、市場で売り出し収入を得ることができた。この村では農家生産請負制が実行さ
れた後に、労働困難が存在する農家に対して、すなわち、老人、病人、身障者および単身
者の家庭に対して、全面的な支援サービスを提供して、農民の農業生産の積極性と集団の
優位性を十分に発揮することができた 25)。 
 
2 農家生産請負制の農業経済 
改革開放政策の下で、調査村においても「政社分離（政権と公社の分離）」と農業生産経
営請負制の導入によって、農村経済は急速に発展した。清原県では国家への上納義務とし
て、農産物の 50パーセントを国家に買い上げられ、残りの部分は自由販売することができ
るようになった。その販売により得た収入から農業税、公益金、公積金および管理費を農
業集団に納入することが義務付けられた。その金額はだいたい農民の純収入の約 20パーセ
ントに達した 26)。調査地では農地を「口糧田」と「責任田」に二分して作付けている。「口
糧田」は、自家用食糧田として自由に使う。「責任田」は国家への上納計画によって作付け、
農産物はすべて国家が買い上げることとなる。「口糧田」は農民が自由に作物の種類を決め、
自由栽培の権利を有するが、「責任田」は農民の自由栽培の権利がないとも言える。農家生
産経営請負制は農村経済を農業に傾斜させ、農村社会ないし農業経済は新しい発展段階に
入ったと思われる。 
調査地における農家生産経営請負制の実施状況については、以下の通りである。 
 
「調査対象 1 草市村村民 A さん」 
 草市村村民の Aさんは農家生産経営請負制において耕地 6畝を請け負い、そのうち、3畝
の農地に水稲を作付け、1畝当たりの農産物の生産高は 600斤となった。農業生産請負契約
にしたがって、農産物の 50パーセントが国家によって買い上げられ、余った部分は市場で
販売し、以前と比べると、豊かな生活を過ごすようになった。 
 
「調査対象 2 草市村村民 B さん」 
 草市村村民の B さんは農家生産経営請負制の初期の 1979 年の時点で、7 畝の農地を請け
負い、水稲、トウモロコシおよび大豆を栽培した。国家への上納義務の完遂のみならず、
野菜も栽培し、市場での販売により大いに利潤を得たようであった。 
 
「調査対象 3 草市村村民 C さん」 
 草市村村民の Cさんは 1979年に農地の 6.5畝を請け負い、そのうち、水稲を 3畝、トウ
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モロコシを 2 畝、大豆を 1.5 畝栽培した。年々豊作のため、国家への上納を除いて、余っ
た農作物が増えつつあり、生活水準はより一層向上することとなった。 
 
「調査対象 4 八里村村民 D さん」 
 八里村村民の Dさんは農家生産経営請負制の初期において、6畝の農地を請け負い、すべ
てに水稲を作付けた。契約に基づいて、収穫した水稲の半分が国家によって買い上げられ、
余った水稲は市場で自由販売して大きな利潤を得た。 
 
「調査対象 5 八里村村民 E さん」 
 八里村村民の Eさんは 1979年の時点で、耕地 5畝を請け負い、大豆を栽培した。国家へ
の上納義務を達成すると同時に、余った大豆を用いて、食用油の生産を行った。そのため、
収入の大部分はその農業の副業により得られていた。ただし、生活に必要な食糧はすべて
市場で買ってきた。 
 
「調査対象 6 八里村村民 F さん」 
 八里村村民の F さんは 1979 年の農家生産経営請負制の初期に農地 5.5 畝を請け負った。
この農家は農業生産の諸費用を計算すると、収入が大幅に増大した。まず、農業生産の主
要な費用としては尿素 2 袋で計 80 元、燐酸アンモニア 2 袋で計 100 元、農薬 11 元、合計
191元となった。国家による買い上げ収入と余った部分の市場販売により得た収入が年間約
5,000 元になり、1979 年に、この家の年間純収入は 3,000 元に達した。つまり、当時の収
入水準は都市部の一般労働者の収入をはるかに越えていた。 
 
「調査対象 7 八里村村民 G さん」 
 八里村村民の G さんは村委員会の統計員を務めていた。1979 年の時点で、請け負った農
地は 7 畝であった。水稲を 5 畝作付け、トウモロコシを 2 畝栽培した。農業生産は主に長
男夫婦が経営しており、国家への上納と自由販売により得た収入を用いて養鶏を営み、そ
れを自家用にする一方、市場で販売したため、収入も上昇している。 
 
「調査対象 8 南山城村村民 Hさん」 
 南山城村村民の H さんが 1979 年に請け負った耕地の面積は 7.5 畝であった。それらに、
水稲、トウモロコシおよび高粱などを作付けていた。年収穫量はそれぞれ、水稲が 2,500
斤、トウモロコシの 1,250 斤、高粱の 500 斤であった。国家への上納義務を果たし、残り
の部分は養豚と養鶏の粉飼料に加工しており、養殖業も経営していた。収入は急速に増加
したと語っている。 
 
「調査対象 9 南山城村村民 Iさん」 
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 南山城村村民の I さんは農家生産経営請負制を実施してから、生活水準が絶えず向上し
ていた。1979 年に、この家は請け負った農地が 7 畝あり、そこに水稲、トウモロコシおよ
び大豆を栽培していた。国家の買い上げと市場販売により得た収入を用いて、農業用トラ
クター1台を購入した。その後、農業生産のみならず、農産物の運送業も始めた。収入が大
いに増加するようになった。 
 
「調査対象 10 南山城村村民 Jさん」 
 南山城村村民の Jさんが 1979 年に請け負った農地は 6畝であった。主要農作物として水
稲を栽培するとともに、野菜の栽培も行った。主に白菜、ナス、にら、カボチャなどの野
菜を栽培し、市場での販売価格は食糧より高く、収入も以前と比較すると比べられないほ
ど増加したと語っている。 
 
表 5-8 のように、1978 年に農家生産経営請負制が実施され、初年度において、主要農産
物の水稲、トウモロコシ、大豆、粟、高粱の生産高はそれぞれ、30,570トン、47,650トン、
10,610トン、3,320トン、7,480 トンとなった。人民公社の旧生産体制の最終年である 1977
年の主要農産物の生産高を見ると、水稲 5,980トン、トウモロコシ 10,803 トン、大豆 2,136
トン、粟 523トン、高粱 1,327 トンであった。人民公社の旧生産体制の 1977年と比べると、
水稲 24,590トン、トウモロコシ 36,847トン、大豆 8,474トン、粟 2,797トン、高粱 6,153
トン増加した。それゆえ、調査地における農家生産経営請負制は農業の発展と農民の収入
を増やし、農民生活の質も向上させた。表 5-8 のように、調査地における主要農作物の水
稲、トウモロコシ、大豆、粟および高粱の生産高は 1949年の建国以来、毎年上昇し続けた。
農家生産経営請負制が導入された後には、調査地の農業経済の発展は一層強まったと考え
られる。 
 
3 農家生産請負制の内在的問題 
清原県における農家生産請負制に内在する問題を以下に簡単にまとめておこう。 
① 農村土地財産権の不明確性 
 現行の農村土地所有制度は 1962 年から「3 級所有、生産小隊」を基礎とした農業生産制
度の上に確定したものであり、現在の農業生産体系に適合しなくなった。土地の財産権は
不明確であり、土地が自分のものでないため、土地に対する投資ができない。「政社合一」
の体制を廃止した後に法律の規定にしたがって、人民公社のような農民合作組織が存在し
ないため、農村土地所有権を代表とする農民集団経済組織は有名無実の存在であった。こ
のような法律に定められた農村土地は農民集団所有という所有権が実際に誰に帰属するの
か、未だに分からないままである。郷政府は国家行政管理機関として、法律上は農村土地
の所有者になることができないため、農村の土地は事実上国有地になった。理論的には、
農村集団は法定の所有権、占有権、使用権、収益権および処罰権を行使することができる
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が、事実上、調査地における農村集団はそのような権利の行使が一切できない。明らかな
ことは土地の最終処分権と収益権は最終的に国家に属することとなったということである。 
② 農民権利の無視 
 2003 年 3 月から実行された「中華人民共和国農村土地請負法」は法律上農民の土地に対
する使用権、移転権および相続権を保護すると定めている。しかしながら、国は国家の経
済利益を優先するために、清原県では農民の土地を収用する時に土地の請負契約は空文に
なった。土地所有権の不明確、管理体制の不健全および土地収用制度の不規範により、農
民の権利は大きく侵害された。その他に、土地の集団所有と個人経営を実行する過程では
国家が農村土地の経営権と管理権を農村の各級下部政府に与えたものの、下級の政府幹部
に対して有効な監督メカニズムは未だに形成されていない。その制度的欠陥により下級の
政府幹部が権力を濫用しやすくなり、職権で私利を図ることもよく発生している。他方、
収用された土地の補償金は直接に農民に支給できず、各級下部の政府にその補償金の大部
分は差し止められ、農民の利益は大きく損なわれた。 
③ 農業経営の小規模性 
 農家請負責任制が実行されてから、調査地における農村の土地はほぼ人口数によって平
均的に割り当てられた。そのため、すべての土地が数多くの小さいブロックに分割され、1
つ 1 つの農家に分けられて経営することとなる。そのため、耕地面積は非常に狭くなり、
機械化生産と合わないため、数多くの農民が未だに伝統的な手作業道具をそのまま用いて
おり、農業の生産効率と収益はまだ低い段階にある。このような状況においては農業生産
規模の拡大と農業の発展ないしさらなる農業技術の進歩はありえない。小規模の農家を中
心とする農業経営は零細であり、農業生産も長期にわたり半自給自足あるいは自給自足と
いう段階でとどまっている。他方、このような農業生産は生産コストの上昇、市場競争力
の不足および生産効率の低下のため、市場経済の下では存続することができない。筆者の
聞き取り調査によれば特に中国が WTO に参加してから、アメリカなどを中心とする外国の
農産物はその価格の優位によって、次第に中国市場に入っており、農業に強烈な衝撃を与
え、農業は苦しくなった。そのため、調査地では離農や出稼ぎ労働者の出現など農業以外
の産業に従事する農民が次第に増えるようになった。 
④ 土地資源の合理的配置に対する妨害 
 農民は土地を生活の保障として見ており、非農業の不安定性によりいつ農村に帰るかも
しれない。土地は農民の就業保障、生活保障および福利保障という機能をもっている。多
くの農民はたとえすでに非農業に従事していたとしても、土地の占有権を諦めたくない。
一方で清原県においても農地の粗放経営および耕作放棄現象が存在している。農業生産請
負制の下では、非農業に従事している者にとって土地は最後のよりどころであり、数多く
の農民は手離さない。とは言え、非農業に従事しているため、農業生産の拡大や農業に対
する投資などの大規模経営ができないのである。そのため、農家生産請負制は農業の大規
模化や集約化や効率化などの多角経営を妨げる最大の原因となる。 
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小 括 
清原県における農村土地制度は中国全体の農村土地制度と同様に、4回の重大な変革を経
験した。第 1 回は農村土地改革（1950 年―1953 年）であった。「中華人民共和国土地改革
法」は中国共産党中央政府による土地改革法の草案に基づき、1950年 6月 23日に開催され
た中国人民政治協商会議第 1期全国委員会の第 2回会議の審議を経て、同年の 6月 28日に、
中央人民政府委員会の第 8 回の会議で討論した結果に基づき、6 月 30 日に公布されると同
時に、正式に施行されるようになった。そのため、農民に土地を与える夢が実現した。調
査地では土地が農民に分配された後、土地は農民の私有財産となった。当時、県人民政府
は土地の耕作、居住、抵当、移転、賃貸および贈与などの諸権利を保護していた。そのた
め、建国初期における土地改革は農民に諸権利を与えたため、農民の農業生産に対する積
極性が一番高揚していた時期であり。農業も目覚しく発展した。 
第 2 回は農業生産合作制（1953 年―1957 年）であった。1951 年 12 月に中国共産党中央
政府は、「中国共産党中央政府の農業生産の互助に関する決議草案」（中共中央関於農業生
産互助合作的決議草案）という公文書において管理条例を制定した。それがきっかけで農
業生産合作制運動が現地で始まった。農業生産合作制運動は 2 つの段階を経験した。1955
年の互助組と初級合作社の段階と 1955 年から 1957 年までの高級合作社の段階であった。
互助組と初級合作社は農家の自由意志と相互利益の原則に基づいて、土地とその他の生産
手段を農家の私有として保留した。その上に共同で耕作する形式により互いに助け合い、
農業生産における困難を解決し、農民の収入を高めることができた。一方、高級合作社は
政策により強制的に組織されたため、農民は自由耕作ができず、農業の発展にも寄与しな
かった。 
第 3回は人民公社制（1958 年―1980年代初期）であった。1958年 4月 8日、中央政治局
は、成都会議で示した「小型の農業合作社を適度な規模の合作社に合併する意見」（中共中
央関於中央把小型的農業合作社適当地合併為大型的意見）という公文書に基づき、人民公
社体制を成立させた。人民公社体制の下では農民の一切の財産が公有化されたため、農民
の農業生産に対する積極性は失われた。しかしながら、農民に対する聞き取り調査によれ
ば、人民公社体制は農業生産の積極性に対するマイナスの影響があったが、農村社会の安
定ないし大規模農業生産に対するプラスの影響もあったことがわかった。 
第 4回は集団土地の農家生産経営請負制（1980年代初期―現在まで）であった。1978年
に「安徽省鳳陽県小岡村の各戸生産請負事件」は農村の土地改革の思想を巻き起こしたが、
同年 12 月に、中央政府の第 11 期第 3 回中央委員会全体会議による「農業発展の若干の問
題に関する決定草案」（関於加快農業発展的若干問題的決定草案）が発布され、正式に農家
生産経営請負制の幕が開いた。その後 35年にわたる改革開放政策の下、清原県では農家生
産請負制の回復により農業経済の発展がもたらされるとともに、新型の農村土地制度が確
立した。ところが、農地が小規模なために大規模農業生産ができない上、農地財産権が不
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明確のため、農地をめぐる請負権などの諸問題が絶えず発生するなど、現行農村土地請負
制の欠陥が存在することも事実であることが判明した。 
次章では農村土地制度に内在する問題、改革の方向および展望について検討していく。 
 
                                                   
1) 筆者は 2013 年 10 月に清原県の草市村、八里村および南山城村へ聞き取り調査などの現
地調査に行った。聞き取り調査対象については新中国の農地改革を経験した被調査者が 10
人しかいない。聞き取り調査の対象者については個人情報に関する問題を考慮し、実名表
示を避けた。 
調査目的：中国農村土地制度の移行および革新によりどんな経済効果をもたらすことをあ
きらかとすること。 
時期： 2013年 10月 8日-10日 
対象者：新中国の農地改革を経験した候補者 
対象者数：10名程度 
調査方法：自記式あるいは他記式質問用紙による聞き取り調査 
2) 清原県誌編纂委員会『清原县志』遼寧人民出版社、1991年、25ページ。 
3) 遼寧省人民政府網（2013 年 10月 12日確認） 
http://www.ln.gov.cn/zfxx/qsgd/200802/t20080228_169074.html 
4)「十一五期間的経済発展」清原県人民政府網（2013年 10月 12日確認） 
http://www.qingyuan.gov.cn/ins.asp?t=2&s=57&i=574 
5) 清原県農村経済発展局「清原農業資金投入実現歴史性的突破」遼寧金農網（2013年 10月
12日確認） 
http://www.lnjn.gov.cn/government/areanews/2010/5/145220.shtml 
6) 李良玉「建国初期的土地改革運動」『江蘇大学学報社会科学版』第 1 期、2004 年、39-41
ページ。 
7) 清原県土地改革工作部『清原县土地改革資料』清原県档案館内部資料 B2-1-2、1953 年、
9ページ。 
8) 聞き取り調査票、2013年 10月 8日、草市村 A-1、A-2、A-3を参照。 
9) 聞き取り調査票、2013年 10月 9日、八里村 B-4、B-5、B-6、B-7 を参照。 
10) 聞き取り調査票、2013年 10月 10日、南山城村 C-8、C-9、C-10 を参照。 
11) 清原県互助組発展委員会『清原県互助組発展状況資料』清原県档案館内部資料 C1-5-3、
1955年、17-22ページ。 
12) 聞き取り調査票、2013年 10月 8日、草市村 A-1、A-2、A-3、2013年 10月 9日八里村 B-4、
B-5、B-6、B-7、2013年 10月 10日、南山城村 C-8、C-9、C-10を参照。 
13) 清原県統計局『清原县合作社時期的農業資料』清原県档案館内部資料 C3-3-2、1957 年、
27-31ページ。 
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14) 同上、33-35ページ。 
15) 聞き取り調査票、2013年 10月 8日、草市村 A-11、2013年 10月 9日、八里村 B-12、2013
年 10月 10日、南山城村 C-13を参照。 
16) 聞き取り調査票、2013年 10月 8日、草市村 A-1、A-2、A-3、2013 年 10月 9日、八里村
B-4、B-5、B-6、B-7、2013年 10月 10日、南山城村 C-8、C-9、C-10 を参照。 
17) 清原県統計局『清原县合作社時期的農業資料』清原県档案館内部資料 C3-3-2、1957 年、
37-39ページ。 
18) 清原県人民公社管理委員会『清原县人民公社運動史資料』清原県档案館内部資料 D5-6-3、
1985年、11-12ページ。 
19) 同上、18-23ページ。 
20) 同上、25-30ページ。 
21) 清原県統計局内部資料『清原県国民経済統計資料 1949-1964』63、64 ページ。清原県統
計局内部資料『清原県国民経済統計資料 1978-1990』282、283、286 ページ。 
22) 清原県統計局内部資料『清原県国民経済統計資料 1965-1977』332 ページ。 
23) 清原県農資委『清原县農家生産請負制的発展現状』清原県農村経済発展局所蔵、1998年、
17ページ。 
24) 同上、35-39ページ。 
25) 聞き取り調査票、2013年 10月 9日、八里村 B-12を参照。 
26) 清原県統計局統計課課長の聞き取り調査票、2013年 10月 8日、清原県 D-1を参照。 
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第 6章 農村土地制度に内在する問題―改革の方向と発展の展望― 
 
中国では農業は工業の発展がまだ未成熟な段階で工業と都市の成長を支えてきた。今日
の中国の改革開放政策の原点は 1978年以降に始まった農村改革にある。安徽省鳳陽県小崗
村の農民が始めた自然発生的な農村運動の中で生まれた農家生産請負制は、次第に進展の
速度を速め、中央政府による承認を獲得すると、瞬く間に全国に広がった。その結果、毛
沢東が執着していた人民公社は、1983 年に正式に解体されることとなった。個人農業に戻
った中国の農民は、農業生産に対する積極性を取り戻し、1985 年まで農村土地制度の変化
により農業の高度な成長と生産性の急速な発展が達成された 1)。本章では、農村土地制度に
内在した主要な問題と農村土地制度の改善措置を考察し、さらにその経験と教訓を総括す
ることにより、改革の方向と発展の展望を含めて今後の農村土地制度研究の参考になる提
案を行う。以下では、農村土地制度の内在的問題、解決策、改革の方向と農業の誘致、将
来の発展方向などについて順次議論を展開する。 
 
第 1節 農村土地制度の内在的問題 
 これまでの中国農業の利潤の多くは工業生産あるいは都市の建設資金に提供されられ、
農民は長期にわたって貧しい生活を余儀なくされてきた。改革開放後に作り上げた「農民
の集団所有、家庭の請負経営」を特徴とする農村土地制度は、農民に生産経営の自主権を
与え、不必要な労働監督と生産組織などのコストを減らし、農民の農業生産に対する積極
性と創造性を引き出した。図 6-1 のように、農業生産のみならず、農業技術者の育成も以
前より迅速に推し進められた。現在の中国農村土地制度は農家生産請負制と言われる。す
なわち、農地の所有権を持つ集団合作経済組織（人民公社時代の生産大隊に相当する）と
所属農家との間に農業生産請負契約が結ばれ、それぞれの農家は契約に基づいて、農業生
産を行うこととなる。しかしながら、農業と農村の発展あるいは政策の変化にともなって、
農村土地制度自体の不備と欠陥が次第に露呈してきた。例えば、土地経営の小規模、無償
の土地使用、土地分配の福利化、土地制度の不健全などがあった。農家生産請負制を基礎
とする農村土地制度は、土地の集団所有制を基礎にするため、財産権がはっきりしないと
いう問題も生じた。こうしたことから、土地経営の効率性が低下し、土地の使用権が頻繁
に変更されることになり、農家にとって投資や生産などに問題が生じた。次にそれらの支
障を取り上げることにする。 
 
1 土地経営の小規模 
（1）生産発展の障害 
 中国の耕地面積は年々減っているが、農村人口は増え続けている。中国の農村において
は、他の発展途上国と同様に、膨大な余剰労働力が存在しており、これが農村経済発展の
大きな障害の 1 つとなってきた。特に改革開放政策の下で市場経済化が進展し、この問題
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が顕著化になった 2)。1994年 10月 24日付香港紙『明報』によると、1992 年の農村におけ
る完全余剰労働は 1 億 7,000 万人に達したと、国家計画委員会の内部資料にまとめられて
いるという 3)。1986 年の国務院農村発展研究センターの調査によれば、280 の村の 27,568
戸の農家は、平均して 1戸ごとに 0.613ヘクタールの耕地を請け負い、1人あたり 0.068ヘ
クタールの耕地を経営した 4)。中国農業部の調査によれば、農家の平均耕地経営面積は 1990
年の 0.53ヘクタールから 2000 年の 0.49ヘクタール（7.34畝に相当する）に減少した。集
団内の農地を数ブロックに分けて、農家 1 戸ごとに請け負う耕地のブロック数は、5.86 個
あり、その中の耕地面積が 0.07 ヘクタール足らずのブロック数が 4.16 個で、総ブロック
数の 71 パーセントを占めた 5)。集団内の土地を公平に分配する要求に対応するために、土
地の細分化と農地の経営規模の狭小化を招くことになった。そのため、経営規模の細分化
が生じ、個別農家の経営は縮小再生産の途をたどっている。口糧田と責任田の区分の廃止
は、農民の主体的な農業生産と農産物の販売を可能にしたが、農産物販売価格の変動は農
家経済の不安定化をもたらしている 6)。土地の地力はその位置や自然条件によって違いが存
在し、土地を均等に分けることでさらに農地の経営格差が生じた。 
 以上のように、分散的な農村にとって小農経営は完全には適用できないものである。農
地がブロックに分けて経営される規模がより小さくなり、近代的な農業用機械、農業施設、
管理方法、管理技術などの使用は制限を受けた。農地の小規模経営の下で、農民と土地と
の関係は農地の有効活用は改善せず、都市化と工業化の影響で根本的な改善を阻んでいる。
農家の農業生産の内部では兼営の傾向が現れている。図 6-2 のように、実質農家所得の動
向としては農業以外の所得が増加しつつある。その結果、土地に対する資本や技術などの
投入は制約された。中国では人口が絶えず増えつつある一方、耕地が非常に少ない国であ
るため、小規模の分散経営は農産物市場の要求に応えられないため、農村における商品市
場の発展が妨げられている。耕地も年々減少している。農民は農地の減少にもかかわらず、
原価コストの高騰と収益の低下などにより、市場での競争力が低くなり、規模の経済の利
益が発生しがたい。そのため、都市と農村の格差は図 6-3 のように、依然として存在し続
ける。 
 
（2）土地の移転構造の形成困難 
 市場経済の下では生産要素（土地・労働・資本）の需要は高まりつつある。法律に基づ
いて公平かつ公正で合理的な生産要素の配置が実現されねばならなかった。数年来の国家
による都市建設にともなって、農村の余剰労働力は大量に工業生産および製造業に移動し
た。その結果、農業労働者 1 人当たりの耕地面積が年々増加し、土地移転の条件が生まれ
た。もし農村において土地使用権の合理的な移転構造が存在するならば、土地の自由移転
に非常に有利になり、適度な規模の土地経営が生まれ、農業の規模の経済を実現すること
ができる。しかしながら、国務院研究センターの調査によると、対象となった 1.3 万農家
の中で土地の移転ができた人数は、4.5パーセントを占めただけであった。全国定点観察調
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査資料によると、1984 年から 1992 年の間に調査された 7,012 戸の農家の中で、93.8 パー
セントの農家は、一度も耕地を譲ることがなかった 7)。 
以上から明らかなように、現在の中国の農村土地所有制の問題は、農民が使用権を村民
委員会から借りる方式であるため、土地私有制が否定されるという点にある。農村の土地
移転はすでに現れつつあったが、経済活動における厳しい規制があるため、依然として土
地の移転市場や効率的で合理的な移転構造が未発達である。農村の土地移転は、中国特有
の「二重土地所有制度（国家と農業集団）」により制限されていると同時に、土地移転制度
に関する法律上の定義と規定が不明確であるため、土地移転構造を形成しにくくしている。
土地の移転制度は農村での自由市場の育成と農業経済の成長にとって重要な支えであるが、
現在でも十分に形成されないままになっている。土地というものは中国農民にとって、最
も基本的な生産手段である。中国農村の出稼ぎ労働力は、ほとんど肉体労働によって収入
を稼ぐので、生存の基本的な保障を維持するために、下請農家は土地の請負権を残そうと
する。これは農業の市場経済化とは相容れないもので、農業経営の第一原則である効率原
則と乖離する。その上、労働力はいつでも農村に帰るため、農家間の土地使用権の移転は
自然発生的な短期的で季節的な譲渡の形になる場合がある。土地使用権の移転の制約を改
変しない限り、中国の農業経済の顕著な発展が期待できないであろう。 
 
（3）土地資源保護の破壊 
 中国の現行の農村土地制度は、つまり、土地の管理は、5級の政府管理を実行して、主に
県レベルの政府が管理する。上級行政機関と下級行政機関の土地管理部門の間には主に業
務と政策の指導関係がある。土地管理部門は同じクラスの共産党委員会と政府の指導を受
けており、実際の土地管理部門は同じクラスの人民政府が担当している。このような体制
は、合理的な土地利用や田畑の保護などの長期的利益を確保させにくい。1998 年改正後の
「土地管理法」の規定では、農業用地の転用の審査許可権が国務院と省レベルの人民政府
に集中しているため、田畑の激減と土地の違法事件を未解決にしている。土地局という土
地管理部門は、地方の土地の統一管理活動を担当する実際の土地管理者である。「土地管理
法」にも土地の所有や管理などについて詳しく書かれている。土地の利用管理は、必ず統
一的な管理計画に従わなければならない。そうでなければ、統一かつ正常な土地管理秩序
を形成しにくくなる 8)。 
中国の農村地域で土地の遠近や地力や水利条件などを組み合わせて土地を分配するシス
テムがあるが、農産物の作付け面積が狭いため、使用効率が低く、農業機械の導入などが
妨げられる。農業では比較的粗放的な生産が行われ、土地資源が浪費されている。また、
中国の現行土地管理体制では土地の管理部門とその他の部門の間の関係のバランスが不充
分ため、土地管理部門がその他の部門の土地利用行為に対して有効な規制を行うことがで
きない。ベッドタウンの進展と工業化はそれに必要な農村土地を占有している。それは不
健全な土地資源の浪費でもある。国民経済が発展した結果、都市が膨張した。都市近郊の
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生産量が多い肥沃な田畑と野菜生産基地などの土地が都市に奪われた。改革開放以後、都
市の面積は、著しく拡大しつつあった。都市の周りの大量の耕地は占有され、都市の内部
では未使用の土地が数多く存在している。現在の農村土地制度では土地の所有権はすべて
国家のものであり、経済発展を優先する国家政策の下で農村の耕地面積はさらに減少する
だろう。 
 農村の現行の土地管理体制の下では、土地管理部門は下部政府の土地に関する違法行為
に対して有効な規制を行いにくい。地方行政区の土地管理部門の人事配置は、主に地方政
府の意向にしたがっており、上級行政の土地管理部門には人事の決定権がなく、人事の提
案権があるだけである。このような制度における上級土地管理部門は、下級土地管理部門
に対する政策監視を行うことができないため、監督権限や業務指導の機能などが弱められ
る。土地管理部門は政府と密接な関係性を持っているため、土地に対する有効な監督効果
があるかどうか疑問である。このような状況で、土地管理部門は地方政府の土地違法行為
の発生に対する有効な規制を行えないし、違法行為を根絶しがたいと思われる。農村耕地
の保護は法律にも明確化されていないのである。 
 近年、政府による用地違法事件の数は増大している。以下では 1998 年から 2002 までの
土地の違法事件を例挙しておく。 
「1998年、全国で発生した土地の違法事件は 117,483件で、耕地面積では 9,574.16ヘク
タールにあたる。1999年、全国の土地違法事件は 90,501件で、耕地面積では 54,811.78ヘ
クタールが関わった。2000年、全国の土地違法事件の数は、1999年よりやや増加し、104,320
件で、耕地面積では 58,431.22 ヘクタールに達した。2001年、全国の土地違法事件は、86,260
件発生し、耕地面積では 80,501.10 ヘクタールまでになった。2002 年、全国の土地違法事
件は、96,444件にのぼり、耕地面積では 96,211.24ヘクタールに達した。」9) 
 これらの農村耕地の占有に関する違法事件は深刻な問題として意識されてきたが、その
解決策は未だに見つかっていない。経済と都市の開発を一方的に追求してきたために、用
地に関する法律違反は主に重点的な建設プロジェクト、道路、都市のインフラの建設用地、
各類の開発区と工業地区などで見られた。中国政府は経済発展政策を強く支持しているこ
ともあって、いくつかの郷、鎮政府と農村下部組織は、経済の発展、企業の誘致、資金の
導入などの名目を利用して、勝手に農地を変更している。すなわち、農業用地から工業用
地に転じるという形で、土地の売買、賃貸、不法な集団土地の譲度が行われたため、集団
土地、特に田畑資源の流失が生じた。確かに、中国では工業化あるいは都市化が急速に進
行し、一定の効果が現れているが、農業経済の発展という長期的目標から考えてみると、
甚大な被害をもたらす土地政策の問題が表面化してきた。 
 
2 土地資源配置の無償化 
 農家生産請負制下の農村土地制度は、人口数によって平均的に土地の請負権を割り当て
るもので、農家家庭を基本部門として農業生産を組織するシステムである。このような請
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負権の分配方式は、ただ人数だけを考慮に入れて、請負権を持つ労働者の農業生産の作業
能力を考慮しない。一部の農家は、人数が多いが、身体的に作業能力をもつ人数が多くな
いため、家庭の農地が耕作できなくなる。結局、粗放的経営を行うことしかできなくなり、
甚だしきに至っては土地を荒廃させている。田畑はあるが、人がいないという現象が現れ
た。他方、農家の労働力は少ないが、労働力がすべて優秀な労働力であるにもかかわらず、
土地を均等に分ける原則に基づくとこの農家は少しの収益しか手に入れられない。このよ
うな農家から見れば、田畑の面積は相対的に狭く、労働力を遊ばせておくことになり、労
働力の浪費が生じた。優秀な余剰労働力は生計を維持するために、しかたなく農業を離れ
て、非農業に従事することになり、畑を使わずに置く現象が発生した。そのため、農業発
展にとって大きなダメージを与えることになる 10)。 
 このような土地分配制度は 1990年代以来、選択された市場経済に基づく発展に向けた経
済体制の改革思想に抵触し、農業立国という経済発展の目標とも大きく乖離することとな
る。政策の策定においても土地資源と労働力資源の最適配置との乖離が生じ、土地資源あ
るいは労働力資源の浪費をもたらした。また、現在の土地分配制度は食糧の自給自足を目
指す農業政策の方針にも合わないであろう。現在の中国では食糧の不足が深刻な状態に達
しており、耕地面積が少ない中で、人口の増加ないし農業経済の衰退もしくは土地分配制
度の不合理などの諸問題を解決することは極めて重要だと考えられる。農民は、無償ある
いは安価な方法で土地使用権を獲得しており、土地使用権は、実際には農民が国家から得
た福祉財である。土地を合理的に使うためには以下のように多くの弊害があった。 
まず、土地資源の不合理な利用と浪費が挙げられる。河南省国土資源庁の調査統計によ
れば、河南省正陽県全県では、一所帯平均の宅地が 3畝に達し、耕地の 20万畝が浪費され
た。その中で 1戸の最大宅地面積が 13畝に達したものがあり、しかも一年中土地を遊ばせ
ていた。この県の蘭青郷楊楼村では、2,100 人が 21 の村落に分散しており、村落の占有面
積が 1,500畝に達している。中心に位置している１つの村落で現在 20人居住している。河
南の「空心村」11)だけで耕地の 150万畝を浪費した 12)。 
 次に、生産手段としての土地は科学的かつ有効的な配置をやり遂げにくい。農民は、安
定的な非農業収入があるかどうかに関係なく、すべての土地の請負を諦めたくなかった。
そのために土地を再分配する時に、農村を離れている農民も急いで故郷に戻って土地の再
分配に参加した。それによって、土地の移転が制限されたため、有効に農民と土地の分離
を実現することができなくなり、中国の農村土地制度改革の進展が遅延しかねない情況に
ある 13)。 
 
3 土地経営権調整の不適切 
 中国の農村土地法の規定では田畑の所有権が農民の集団的所有に属しており、国家は長
期にわたる農民の土地使用権の保障、つまり、土地の請負経営権を与えている。土地の請
負経営の普及は相当の成果が収めているので、全国の農民が次から次へと土地の請負経営
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を実現した。しかしながら、実際の農業生産においては、集団としての土地の所有者の権
利は大きい制限を受けている。集団は土地の収益権と抵当権を持たないため、ただ耕地を
農家に請け負わせるしかできない。一方、土地の請負過程で農民との間には土地分配によ
る矛盾がしばしば生じている。一部の農民は歓迎の意を示したが、大多数の農民は受け入
れようとせず、面従腹背の態度をとる農民も多く見られて、これは農村土地制度の重大欠
陥と見なされた。 
法律から見ると、集団という主体の権利と義務は非対称である。法律の規定から見れば、
集団は請負を出す権力を持つ以外、実際的な権利を持たないのである。それゆえ、実際に
集団はすべて農民側の利益を無視し、ただ国家利益を一方的に追求する結果として、農民
の利益と農村経済への影響が大きくなりすぎると考えられる。また、義務上からみると、
集団の役割は農家に対して土地の使用監督権利を持って、農家の土地請負権利の保障を履
行して、農民のためにサービスを提供することである。集団は国家機能の代理的な行使者
であるが、農家による農業資源の破壊と農地使用用途の変更に対して制止する権力を持た
ないのである。このような機能上の問題は、未だに改善されず、農業の発展ないし農民の
信頼に多大な影響を及ぼすこととなる。 
集団は土地の所有者であるが、土地の契約者としての権利と義務に関する具体的な規定
が不明確で、土地使用権の管理と監督について、明確な手続きと形式を欠いている。土地
の所有権と請負経営権の内容に関する分類と法律などの形式は明確ではないので、農業生
産の中で、所有者と経営者の間の利益分配に関する制約もはっきりしない。農民は、耕地
を利用する権利がはっきりしていないので、郷、村の地方政権から自らの耕地を回収され
るというリスクに常に直面している。ここ数年、各地で農民と政府の間に絶えず土地使用
権の紛糾問題が発生した。このような排他性が低い権利制度の下で、農民は土地に対する
投入を行いにくいため、土地経営の短期化および土地の収奪的経営行為が起きやすい 14)。 
 土地の集団所有制の性質は、集団組織の内部で法令上の「公然」、「公平」、「公正」に基
づく請負権のあり方が規定する。土地請負関係の安定と変更をめぐる対立が存在している
からである。農業の近代化は、農業資源の移転過程を含み、田畑あるいは農民数の増減に
つれて絶えず人と土地との関係が変わるために請負権の「安定」と「変更」の衝突は避け
られない。中国では農家生産請負制を実行した後には、地域内のすべての成員が土地の使
用権を分かち合い、農民は土地に対する使用権を有することで、代価を支払う必要がない。
ここから発生した土地請負経営権は、コミュニティの人口の変化に応じて調整が行われ、
時には人と土地の間に矛盾現象が発生した 15)。中央政府は「中国共産党中央政府が 1984年
の農村工作に関する通知」(1984 年 1 号文件、中共中央関於一九八四年農村工作的通知)で
「土地請負期間は普通 15年以上ある」などと強調している。しかしながら、公文書に強調
された「土地請負期間 15 もしくは 30 年不変の政策」は、口先だけで実行しないところが
多く存在している。大多数の地方政府は人口の増減にしたがって、有限な農地を再分配し
てしまった。 
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 以上のような問題を抱えつつ、農村人口の増加、すなわち１家庭の人口増加にともなっ
て、必然的に家庭内部の土地の再分配の問題が生じる。1981年に 1.85 億戸の農民は 1戸あ
たり平均 8.35 畝の農地を請け負った。ただし、1990 年になると、農家の数は 2.16 億戸ま
で急増した。農村人口が増加したため、1993年には農家が 2.25億戸に達し、1戸あたりの
農家が平均的に請け負った農地が 6.7畝まで減少した 16)。人口と農家数が増加しても、個々
の農家は土地の請負権の獲得を当然と考えているが、農家生産請負責任制は常に土地の再
分配の圧力に直面している。農村土地制度では土地請負関係の長期安定を強調したが、地
方では土地政策を実行する中で、地方農村の下級幹部が私利私欲のためにワイロを受け取
り、あるいは一方的「3年の小調整、5年の大調整」の方法をとり、請負の割り当てをやり
直した。1980年代初め、生産量連動請負責任制を実行してから、全国の 80パーセントの農
村では、土地調整を行った。他方、土地調整を 2 回以上行った農村は、67 パーセントに達
し、5 回以上土地を調整した農家は 7.08 パーセントに達した 17)。中央政府の推進する土地
請負「30 年不変」という政策は、地方では実行することができなかったため、土地の請負
経営権が短期化された 18)。 
都市化の発展にともなって、全国では年平均 100 万畝の農地が都市部に占用されたと言
われる。実際は年平均 250 万畝―300 万畝の農地が占用された。1986 年から 1995 年の 10
年間に工業化の進展にともなって、7,500万畝の農地が占用され、自然災害などの諸原因で
実際に 1.45億畝の農地が消滅してしまった。このような政策的ないし人為的な土地調整は
農民の請負土地の零細化につながり、農民は農業生産に専念するとしても、農地の産出率
が高くならなかった。国家は農民の農業生産に対する積極性を引き出すために農業政策を
打ち出したが、順調には進まなかった。多くの農民は土地の請負経営権を所有権と見なし
て、気の向くままに土地を処理した。中国の現在の農村土地制度は、社会主義ないし共産
主義を出発点としたため、改革開放後の市場経済とは相容れない面がある。商品経済の発
展にともなって、必然的に農村労働力が都市へ流出し、農村と都市との対立を生み出した。
特に東部沿海地区で、農村の労働力は、第 1 次産業から第 2 次産業あるいは第 3 次産業に
向って移動したため、土地の粗放経営もしくは放置現象が深刻な状況を呈しつつある。中
国の農業は高度な中央集権の下で実行されたもにかかわらず、土地の頻繁な調整により、
請負経営権が不安定となり、農民は土地に対して積極的に投資しなくなった。この農村土
地制度では農業経済の発展にかかわる制約を解決しがたい。すなわち、定期的調整は、農
民が経営権の所有を実感できないために、自分の請負土地に対して、投資を渋り有効な投
入メカニズムを形成しえない。他方、農産物市場での価格変動が激しすぎると、農業の安
定生産ができないため、零細な農業経営は一層打撃を受けた。その結果、農民の農地に対
する短期的かつ収奪的な経営をとることに傾き、地力が破壊されるだけではなくて、農業
の生産力をも破壊しかねない。農村土地制度は福祉を追求しているのに、農民の生存を保
証しえず、農業経済発展の役割は日々減退しつつあると言えよう 19)。 
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4 農村土地収用制度における農民利益の無視 
（1）接収された土地の補償 
 農地価格の調査によると、農業用地として売り出された土地の地価が高くない。農業用
地から非農業用地に所有権の移転を行うならば、地価は農業用地の 6倍から 10倍に上昇す
る。しかしながら、耕地が非農業用地に変わるならば、農民の生活補償にとって非常に不
合理であった。中国の農地接収は政府主導で行われるが、生態系を考慮して農地資源の保
護を重視せず、不合理な土地接収制度を強行すれば、農業の休耕や減産や農業離れなどの
状態に陥っていくであろう。土地の接収は農民にとって農業経営の損失として現れる。中
国の小規模な土地経営は、農業人口が増加するにつれて、農業労働力の過剰に直面した。
農民が土地を喪失した後には、都市生活に入らなければならないため、生活の不安定性が
増加した。中国では農業以外の経済規模の拡大にともなって、逆に農業経済、農村社会お
よび農民生活の見通しは暗くなった。これは農民の福祉を掲げる農業経済発展政策と矛盾
する。農民は都市市民と同様の各福祉待遇を享受できなければ、苦しい立場に追い込まれ
る。農業用地が非農業用地に変わった後に、大きな収益を享受することが難しく、農地経
営損害を償われることもできない。これは中国の「三農問題」と結び付くと言える 20)。 
 
（2）土地収益による分配 
 中国では財政体制の形成と都市化の発展など、地方政府の責任者が当該地区の経済発展
を担い、人民生活の改善とインフラ建設に力を入れている。この重要な経済建設の目標の
実現には、巨大な資金を投入しなければならない。困難が多く、やりくりがつかない地方
の財政は巨額の建設資金源を獲得するために土地の譲渡収入に頼るほかはない。土地を譲
ることで得られる大部分の収益は、市、県と郷、鎮が使用する。ある地方では安く土地を
収用し、高値で土地を売却することにより、政治の業績、財政収入の増加、地方福利の改
善への近道を拓いた。「土地管理法」により、土地の審査許可権は制限されるが、土地収用
の具体的な操作は依然として県レベル以上の地方政府に属するため、地方政府が用地計画
を報告すれば、土地の審査許可権を獲得することができる。そのため、県レベル以上の地
方政府は、都市と町の用地の事実上の転売権を掌握している。このような転売権を持つ地
方政府は、強制力を使って、農民の手から安価に農業用地を接収することができる。この
土地の供給構造は、また「多く早く売る」という不正行為の発生を促進した。国土資源部
門の統計によれば、地方政府の土地譲渡料の収入は年平均 450 億元以上で、その中の平均
純収入が 159億元になり、土地の収用に伴う補償金は平均すれば 91 億元しかなかった。2002
年の上半期、全国の累計では受け取った土地譲渡料が 6,000 億元に達し、その中の大部分
が農地から得たものであった 21)。 
 
（3）土地接収のプロセス 
 改革開放後の中国政府は工業化と都市化を推進した。経済成長の促進は総合的な国力を
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引き上げたが、農民の利益ないし農地資源に関する諸問題を引き起こした。農地は政府の
行為下で、収用されるならば、この土地は即座に国家の土地になった。収用された土地は
国家からすぐに土地の開発企業と土地の使用者に移転し、その結果、農民と土地の最終用
途者の間では直接取引ができない。結局、中国の農民は工業化と都市化のために大きな犠
牲を払ったのである。農民の利益を保護するという政策は、実際には国家の利益を優先的
に維持するものであった。このような土地接収のプロセスでは、農民は土地の最終用途者
と直接に取引することができず、農民の取引権は剥奪されたと言える。メデイアではよく
農民の暴動などの事件が報道されているが、その根本原因の 1 つは、農民の土地が政府に
より強制的に接収され、農民の最低限の生活保障すら確保されず、農業生産の低効率と農
民の生活難などがその背景にある。土地の取引は、持つ者と買う者の間で公平に協議する
ことができないため、最終的に農民が経営権を失った後にも、充分な補償を獲得すること
はほとんど不可能であり、未だにその解決策が見出されていない。 
 
5 農村土地財産権の拘束性 
 近年、中国の市場経済の発展にともなって、欧米経済学が流入し、中国伝統の社会主義
経済理論の中で存在しない財産権の問題が次第に取り上げられるようになった。財産権は、
一般的に生産資材所有制の基礎で財産の帰属権利と運用行為の権利を指す。つまり、財産
の所有権は、財産の最終所有者に属して、具体的に占有、使用、取引、収益、処置などの
行為権利をも含む。財産権の設定は農民にとって、公平かつ公正という理念の下で行使さ
れるはずであるが、中国の場合は農民大衆にメリットはない。すなわち、中国の改革開放
政策は大多数の農民が土地財産を失った改革とも言える。中国の農村土地制度では、土地
の財産権は異なる主体の間で帰属権が明確でないため、各権利の主体が土地の権限、義務、
収益と責任に対してはっきりしないものとなった。そのため、権力と責任が混乱し、農村
の土地をめぐる経済関係には多面的な対立を生じた。国家は土地所有権の主体になるべき
であるが、国家と国民全体の利益を代表した農村土地制度の管理体系は依然として健全で
はない。土地の管理活動には多くの弊害が存在しており、土地の経営管理者自身の役割も
混乱し、権力と義務の非対称性が生じた。「民法通則」、「土地管理法」および「農村土地請
負法」などの法律によって、土地の経営管理者は、郷（鎮）の農村集団経済組織、村の農
村集団経済組織、村民委員会の農村集団経済組織、村民チームなどの種類に分けられた。
土地の管理者は１つの経済組織であり、農村の土地管理を担当している。地方政府は行政
管理の職を兼備している。「農村土地請負法」第十三条は、農村集団経済組織、村民委員会
あるいは村民チームは農村土地請負に出す権利があると定めた。第十四条は、請負に出す
側の義務を定めており、法律の条文から見ると、「集団」というこの「主体」の権利と義務
が非対称である。義務の上から見ると、この「集団」は、国家の代わりに土地の管理機能
を行使するが、国家による人、財、物資などの支援を得られない。要するに、土地の経営
管理者自身の役割が混乱して、権限と義務の非対称で、機能を行使しにくくしていると思
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われる 22)。 
 農村の土地権利の管理において、国家は最後の所有権者である。しかしながら、国家は
土地所有権の主体ではないと思われている。アメリカのロイ（Roy Prosterman）教授は 1,080
戸の農民の調査を行い、57パーセントの農民は土地が国のものと主張したが、16パーセン
トの農民は土地が村のもので、9パーセントの農民は土地が自分のものと主張し、2パーセ
ントの農民は土地が郷政府のものにすべきと主張した 23)。レーニンによると、土地の国有
化はすべての土地は国家が回収しており、国家権力機関は全国の土地の使用あるいは占有
の規則を定める権限があると提唱した 24)。中国は、工業化の初期段階であり、政府が工業
と農業の製品を交換する「鋏状価格差」を利用することで、農業の余利資源をコントロー
ルするようになった。安価な農村の土地を収用するなどの方法を通じて、農村の土地を都
市建設用地に転化する過程において、都市発展のための資金を蓄積した 25)。国家による農
村の土地権のコントロールあるいは土地管理は、農民大衆にメリットを与えられないまま
である。 
 農業の土地の権利に関しては、農民がその権利を主体的に行使できない。農民集団は、
名義上の所有者であるが、実際には土地の所有権を行使しえず、土地の所有権益が政府の
制限を受けている。他方、農業集団組織も有効な機能を行使できなくなっている。農村の
土地所有権は農民集団に与えられるべきで、農民集団が土地の所有権を行使し、農民集団
の権力機構としての農民大会あるいは農民の代表大会を創立する必要がある。そうすれば、
大多数の農民大衆にとって利益となり、また、農村の安定と農業の発展を有利にし、財産
を形成することができるだろう。また、農民集団による土地経営管理のために土地経営監
督機構を創立し、農地の経営管理にあたることが重要である。中国での土地所有権の形成
は、まさに政府という最大の経済主体が農業を支配した結果である。しかしながら、現実
には中国では長い間に、農民の集団土地の権益は浸食を受けており、一部の国家部門と地
方政府は、「国家利益」に名を借りて、行政の力を利用することにより、土地の経営管理者
の手から農業用地の使用権、収益権と処分権を剥奪し、農村の統制と建設を直接支配し、
農業と農村に介入している。農村幹部は土地の請負に出す権力を生かし、私利私欲のため
に、農民の土地権益を侵害し、集団所有制関係が極度にねじ曲げられた。土地の経営によ
り生み出された財産と利益の大部分がすでに農村幹部によって占有され、その農村幹部は
政府官僚になっていった。一方、農民は、収奪的な土地利用により、地力が低下した。一
部の農民は目先の利益の誘惑に負けて、別の形で規則に違反した。例えば、農業用の耕地
を無断占用あるいは無断譲渡を行うこととなった 26)。中国の農村における土地財産権とそ
れに関連する問題が未だに山積みになっており、政府との対立問題を噴出させる 1 つの背
景となっているのである。 
 
6 政府による取引の独占と戸籍制度の制限 
 中国の農産物取引は農民所得の増大を図るためであるが、政府が農産物取引を独占して
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いるため、農村経済の市場化へ向けた動きが弱められた。そのため、自由市場での農産物
価格は高騰し、契約買付け価格との差が拡大した。また、農産物の国際取引は、政府の関
連会社によって独占され、国内の取引も独占された。中国の農産物の取引は長らく国家の
統制の下で行われ、政府が農村での買付けから都市での配給までの流通を直接管理し、農
民の自由取引の選択の余地はほとんどなかった。中国の農民は常に受動的に政府の指示を
受けるしかない。政府の統一買付と統一販売の下で、農村の年間の出荷は公定価格での独
占的買付けと財政補助により、政府の商業ルートを通じて消費者に販売するシステムが採
用されたため農業の構造調整は実行しがたい。したがって、農産物の政府独占を廃止する
ならば、中国農業の構造調整が実現できるだろう。今日の農業問題は、制度の矛盾と政府
の独占から生じている。農民は政府のために生産するので、市場のために生産するのでは
ない。この制度の下では生産資材の高騰によって採算が悪化し、農民の農業生産に対する
意欲が低下する。自給自足の農民は、商品農産物を生産する近代的な農民に生まれ変わる
とともに、政府による農産物取引の独占を廃止することで、農業の進歩を実現することが
できる 27)。 
 建国以後、農村の土地集団所有制度の創立過程で、農民集団の持った土地は、もともと
は農民個人の所有地であり、それを公有にしただけであった。集団土地所有権は、農業経
済発展にとって大きな制約条件として意識されている。この制度の下では集団の成員が土
地を所有することが明確であったが、その後の土地請負経営権は、農村の戸籍と連結する
ため、農民の間で不満が生じた。戸籍制度の弊害について、白石和良は次のように指摘し
ている。「都市と農村を峻別する中国の戸籍制度は、創設当時は食糧難の解決や都市への無
秩序な人口流入制止などの役割を果たしたが、大きな弊害ももたらした。その最たるもの
は都市と農村の階層的二元構造を生じさせてしまったのである。戸籍制度によって、農村
に住む者は農民という身分に固定され、また、移動の自由を制限された結果、都市と農村
の二元構造が形成された。つまり、都市は都市、農村は農村という状況で、両者の通常の
交流はまったくと言っていいほど存在しなくなった。・・・中略・・・この場合の二元構造
は、都市と農村が対等の関係ではなく、上下関係、従属関係になってしまったのである。・・・
中略・・・中国では、厳格な戸籍制度、それを実態的に遵守されるための食糧管理制度、
さらには相互監視の役割も果たしていた人民公社によって、農村戸籍の者の子供として生
まれると、当然のこととして、農村戸籍に登録され、つまり、農民の身分とされ、一生涯
生まれた農村に縛りつけられる運命であった。農民の子供が都市戸籍を得て、都市住民に
なるのは至難中の至難であった。」28) 
 こうした不合理な政策の弊害は明確に現れるようになり、農村土地制度の改革は社会的
代価を払うこととなった。すなわち、土地の定期的な調整が行われると、農民は特定の土
地に対して長期的かつ安定的投資ができなくなる。そのため、農民の土地投資の積極性を
引き出せなかった。農村土地制度の改革もまだ不十分で、深刻な農村社会問題になってい
る。農民には土地保護の意識が薄くなり、土地に対して気の向くままに破壊あるいは横領、
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放置などが時々発生した。現在の中国では農村の衰退や農民の両極化などの諸問題が未だ
に解決されないままである。人口のもっと多い農家は、土地も多く獲得することができ、
農村人口の増加を刺激した。日に日に増加する人口と農地の無制限かつ持続的な分割のた
めに、農業経営はますます小規模化になった。 
表 4-3の第 2回全国農業全面調査のデータによれば、中国農村の就業人口の中で 51歳以
上の中老年者は、農業の主要な労働力であった。彼らは文化の程度が低く、学校教育も初
級中学のレベルだけであった。以上のことから明らかなように、中国農村の基本的な問題
は、農村人口が膨張しつつあるが、農業に従事する労働者の文化程度の低さによる農業機
械化の普及の遅れや農地資源の不足が生じる中で、国家が工業化を追求しなければならな
いという点である。社会主義市場経済が進展し、大量の若い農村労働力は農業生産を見捨
てて、都市に流入したため、農業の生産効率が下がる一方、自身の福利と収入が都市の中
で保障されることもない問題を生じた。中国は人口の増加による窮乏化のメカニズムを十
分に説明している。図 6-4 と図 6-5 のように、食糧の政府買付価格あるいは市場販売価格
が下落したため、農家は、食糧の増産意欲をなくし、沿海地域と都市部への出稼ぎ労働者
が増加した 29)。このような膨大な半失業状態に置かれている農民は広大な農村耕地を占用
しているのに、出稼ぎ労働者として農業以外の労働にも従事している。結局のところ、農
地は荒地になり、耕作する人がいない現象を生じた。 
 中国の農村土地政策に関して菅沼圭輔はその弊害について以下のように述べている。「現
行の土地政策を維持する以上は、穀物生産の効率化あるいは技術革新をともなう規模拡大
はきわめて困難なものである。もし仮に安定的兼業労働市場を展開して離農する労働力が
増え利用権の集積が容易になったり、また圃場整備・土地改良などにより土地条件が整備
されても、一定期間ごとに利用権調整が行われなければこうした問題は根本的には解決し
ないのである。」30) 
 
第 2節 農村土地制度の調整と改革 
 中国の農村では、人民公社が解体された後に、1985 年からしばらく農業の停滞期と言わ
れる時代に入っていった。すなわち、順調に発展・成長してきた農業生産、とりわけ、食
糧生産はその頃から行き詰まりを見せ、その問題をめぐって、中国国内では大きな議論に
なった。今日、中国が直面する農村農業問題の主なものはこの時に現れている。すなわち、
中国は農産物価格の伸び悩み、農村と都市との所得格差の拡大、農業投資の停滞、農民の
生産意欲の減退、農村の過剰労働力問題の重大化などの諸問題に直面している 31)。そのた
め、農民生活ないし農業生産を安定化するために、合理的かつ効率的な農村土地制度がよ
り一層重要となる。有効な農村土地制度を形成することは、国民経済全体の改革を推進す
る重要な要因である。 
 
1 農家生産請負制の更なる改善 
―第6章 農村土地制度に内在する問題―改革の方向と発展の展望― 
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農村土地制度における農家生産請負制の改善について以下では、土地請負権の物権化、
土地請負経営権の長期化、土地請負経営権の安定化、土地請負経営権の資本化などの視点
から考察する。 
（1）土地請負権の物権化 
 中国の農家生産請負制は、社会主義的土地所有制に関する諸法律の調整が必要とされる。
国家の立法過程で、農家土地請負の法規を整え、農家による合法的な土地使用権が確立さ
れた。請負権は、土地所有権の分割でもあり、土地請負権は土地の「准所有権」として農
民が土地の占有権、使用権、収益権および処分権を有することである。それゆえ、これは
農業生産の安定化あるいは請負関係における農家の法的権利を強化することができる。法
的手続を通じて土地請負経営権が確立され、農民は請負土地の譲渡権、抵当権、相続権な
どを持つようになった。集団は、法律上の最終所有権だけを留保する。しかしながら、土
地請負経営権は法律上にその定義は不明確である。中国の現行法では、農業用地請負経営
権を抵当にすることは許されない。農業用地の抵当化の否定は、土地請負経営権が物権と
して認められないことを示している。土地の抵当権を設定できないために農村における非
農業の発展は妨げられた。抵当権の設定以外に、請負地の権利の移転制度を完備する必要
がある。請負地の用途を変えないで、請負に出す方の同意がなくても土地請負期限内に土
地の譲渡、下請、賃貸、交換などが実施できる措置をとらなければならない。以下の改善
は必要である。土地の移転は、契約法の規定によって行うこと。請負経営権の相続権を明
確にすること。土地請負の期限を越えれば、土地請負経営権は無効すること 32)。 
 
（2）土地請負経営権の長期化 
 中国は長期にわたり社会主義の初期段階に位置していたが、農業と農村経済の発展の主
要な要因は、農家による土地への積極的な長期投資を引き出すことであった。中国農民の
土地使用権の期限は短く、不安定で、かつ土地使用の範囲も狭く、法律の保障が得られな
いため、農民の土地の長期投資に対する積極性を十分に引き出せなかった。第 1 期の土地
請負期限が切れる前に、中央政府は土地請負の期限を 30年に延長すると宣言した。林地と
荒地の管理と開発により、土地の請負期限をさらに延長することができる。第 2 期の土地
請負の進行中に、中央政府は土地請負関係の安定化政策が中国の農村土地制度の核心的内
容であると強調していた。すなわち、農家生産請負制の実行は 1 つの長期不変の政策と考
えたのである。農村土地使用権の長期化は、中央政府による上述の政策の具体化と制度化
である。土地請負経営権の期限延長は、土地使用権の長期化の核心内容と位置づけられ、
農民の土地権の保障あるいは農村土地制度の長期安定の重要な要因である。農民土地使用
権の期限は少なくとも当該世代だけでなく、後の世代が投資コストの回収ができるように
保証すべきである。請負経営の時間が長ければ長いほど、請負権と所有権の分離が進む 33)。
したがって、地区と土地の種類が異なっても土地請負経営権は 30年から 100年まで、さら
に長い期限を認める方向に移行すべきであろう。 
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（3）土地請負経営権の安定 
 農村土地請負制は農家の土地請負権を尊重し、下請主体としての農民に土地の請負権と
経営権の分離の条件として備させる必要がある。条件が熟していない状況で、農家は経営
権を譲渡したくないし、請負権を放棄したくないであろう。農民が経営権を譲渡する場合、
請負権を放棄しない状況においては、有償の原則で行うべきであり、農民には請負期限の
延長に応じなければならない。農家が経営権と請負権を諦め、農業集団を離れざるを得な
い時、集団は相応の補償を与えるべきである。どんな情況下でも、重要なのは請負権の長
期安定なのである 34)。農家土地経営請負制は、安定的な局面を作り上げ、農業生産への投
入と農業生産に対する積極性を引き出すことができるであろう。 
 
（4）土地使用経営権の資本化 
 農業土地資本の定義について高橋五郎は次のような見解をまとめている。「土地に投下さ
れて土地と合体し、土地そのものと不可分になった資本、農業用に用いられている土地、
すなわち農地は自然のままの土地ではなくて、過去の時代にそれに資本が投下され、土地
改良が行われた結果の産物である。土地に加えられた資本は、土地と一体化してしまい、
不可分離、非可動的である。農業部門において、こうした土地と資本とが一体化したもの
は、農業土地資本と呼ばれる。土地資本は固定資本だが、価値の独特な流通をもつゆえに
固定資産という規定を受けるだけでなく、土地との合体という物的特徴を土地資本はもつ。
土地改良投資が代表的である。用排水路、灌漑施設、開墾、地ならし、経営用建物、区画
整理、取付道路の場合のように、より永久的に土地に固定され、土地に合体される資本で
ある。土地資本とは、土地に対して、投下され、土地に合体して機能する固定資本のこと
であって、普通考えられる土地改良のほか道路、鉄道あるいは開墾、埋立、干拓など、さ
まざまの現実形態をふくむ。土地資本は、結局土地の付着物に転化し、したがって、土地
所有に帰属してしまう。」35) 
中国の農業における土地資本の特徴について、高橋五郎は以下のように指摘している。
「中国の場合、農民は土地所有者でなく、かといって農業資本家でもない。農地は中国土
地管理法、中国農業土地承包法によって、所有権、使用権が概念づけられ、その関係が法
律化されている。使用権は産権つまり物権として保証の対象に位置づけられるが、所有権
優位は不動であり、使用権は従的な権利といっていい。こうした関係のもとで、中国農業
土地資本投資は制限的影響を受ける。その結果、農民個人による土地投資はほとんどない
といってよく、法制上の農地所有者たる村民委員会はどうかというと、これも動機は弱い。
両者に共通する資金的問題、土地投資のもつ面的な広がりを持つ協力が必要ということも、
投資については制約的に作用している。・・・中略・・・つまり、投資主体と投資結果の損
益帰属を考えると、農民と法律上の土地所有者たる村民委員会、あるいはその上部組織と
しての国家あるいは地方行政とが分け合う関係がある、とみなされる。」36) 
―第6章 農村土地制度に内在する問題―改革の方向と発展の展望― 
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農家土地請負経営権の強化は、中国特有の新型の土地使用権を形成するため、必然的に
土地使用権が民法上の新しい物権になるべきである。市場経済の発展にしたがって、土地
には再生しない資源として農民の生活保障の機能があるだけではなくて、また、絶えず値
上がりする資本機能もある。土地はどのように移転しても、請負経営権はその他の物権と
同じく存在することができ、市場経済の条件の下で交換価値を有している。土地を占有す
ると、相応の利潤を得ることができ、土地を譲ると、等価の補償を獲得しえる。また、土
地請負経営権を譲れば、実際には独立資産を売ることと見なされる 37)。 
 土地請負経営権を主とした農村土地制度の創立は、農村の土地請負関係ないし農村社会
の安定化のための重要な手段となった。他方、これは中国の農業経済にとって、良好な発
展をもたらし、農業の成長に活力を注ぎ込んだと考えられる。現実には土地請負経営をめ
ぐって弊害も数多く存在するため、さらなる整備が不可避である。土地請負経営権の資本
化とは、農業用地の商品化であり、土地所有権の自由移転を指す。実際には土地請負権の
移転は同一集団内で認められているだけで制限されている。一方、土地請負権を資本とし
て移転できるならば、土地資源を合理的に配置する目的を達成し、農村社会経済の発展を
実現できる。これらの移転には、土地所有権の移転に限らず、転貸、リース、交換、譲渡、
現物出資、代耕などのさまざまな方式が加えられるべきであり、帰属集団外の移転も認め
るべきである。その移転により、土地と労働の最適な結合が実現され、将来の中国農業を
発展方向に導くであろう。 
 
2 土地私有化の推進 
 現在、中国で存在する「三農」問題の根本的な問題は、農村の土地が農民所有に属さな
い点である。農民は、農地を自分のものだと思わないため、土地に対する長期投資の予定
をたてない。中国共産党が政権を奪い取る前後で行った土地改革では、政府は個人の財産
を侵犯する行動を開始したため、中国経済の発展に対して深刻なマイナス影響を及ぼした。
土地の私有化には、2つの重要な点がある。すなわち、無期限に受け継ぐことができる所有
権と自由に取引する権利である。土地私有化後で、政府は、交易税と財産税を受け取ると
同時に、土地の管理も法制化の中に組み入れた。したがって、土地所有権の私有化は、中
国の将来の改革と発展に対して、大きな社会的意義のある事業である。中国の農村では、
農業就業人口の減少が中国農業発展にとってマイナスの要因である。他方、農地の私有化
を実現するならば、土地生産性の維持ないし上昇あるいは労働生産性の向上など一層の発
展が得られ、農村経済は発展するであろう。土地の私有化は、村の幹部による土地分配調
整の特権を取り除き、この特権の引き起こす農村で貧富の差も改善できると思われる。今
の中国農村土地制度は農民の利益を保護しておらず、離農を歯止めし、農地の移転を促す
土地制度を必要としている。もし一部の農民が農業生産を放棄して、都市生活に転じ、あ
るいはその他の産業に従事するならば、彼らは集団所有土地の分け前を諦めるしかない。
もし土地の権利を諦めたくないならば、彼らは定期的に故郷へ帰らざるを得ない。以上の
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制約は貧富の格差がある社会が安定しない原因であり、農民を土地に縛り、都市化と工業
化の発展も妨げた。このような農村土地所有制度は、効率の原則に反するだけではなくて、
不公平をもたらす。それゆえ、現在の農村土地制度は、外部条件の変動や市場の不完全性
や資源の制約などのために農民の間でバイアスのかかった考え方を生んだ。もし土地所有
権を全面的に私有化にするならば、農民は自由の農民になるであろう。もし農民が農業生
産を諦めて都市生活に入るか、あるいはその他の産業に従事するならば、土地を売り払う
ことにより多額の収入を得ることができる。自由に取引できる取引は、自由売買ができな
い土価より高くなり、土地の私有化が貧しい農民をある程度富ませることもありうる 38)。 
しかしながら、土地私有化の議論は現在の農業体制の下で、短期的には誰もが認めない
というのが現実である。農民は、当面土地を私有できないため、使用権の譲渡による所得
は低い。そのため農民は金銭を求めて、出稼ぎ労働者となる事態が急速に広がった。もし
土地所有が私有化されるならば、土地所有者がもっと高い借地料を受け取るだけではなく
て、土地使用権の分配もさらに有効的になる。すなわち、土地私有化は土地の私有権ある
いは使用権に商品としての流動性を持たせる。その上、土地所有者は、土地を担保として
銀行から資金の借入れができるため、農業生産への投資が増加し、農業生産および消費の
面においても市場化が進展する。こうした農業経営は市場の変動に対して柔軟性がある。
中国農民は個人の投資能力を伸ばせるだろう。 
 
3 農地の適正な規模経営の発展 
 鄧小平の指摘により、「中国社会主義農業の改革と発展は、二度の飛躍を経た。最初の飛
躍が人民公社の廃止であり、そして、農家生産請負制の実行であった。これは、１つの大
きな前進で、長期の不変を堅持する。第 2 の飛躍は、科学的な耕作と生産により社会の需
要に適応し、適度な規模の経営の集団経済が発展した。これも、また１つの大きい前進で、
長期的な発展過程となった。」39)農地の適正な規模による経営とは、農産物の加工、生産、
流通などの相互結合と相互促進という農家と市場の有効的結合メカニズムを作り出すこと
である。農業の市場化による土地の適正規模の経営の実現は、中国の農業問題を解決する
根本的な道であり、中国の農村土地制度の発展にとって必然的な選択である。農地の適正
な規模の経営により、農業が商品化、近代化、専業化、効率化などへと転換するように促
し、農業発展のために有効な農民利益の最大化を図ることができる。鄧小平の「2つの飛躍」
の思想は、中国の農村土地制度を発展させるために、正しい方向を示した。それゆえ、伝
統的な農業生産方式の弱点であった単一化と零細化を補い、農業経営を小規模から大規模
へと展開することができる。改革開放以後の農村土地制度の実践により、農地の適正な規
模の経営は試験段階を経て、次第に適度な経営方法が発展された。一部の地方では、高効
率の農地経営による農業生産を試みた結果、農業生産と販売を一体化した農業経営組織が
相次いで形成された。適度な規模の経営は、農村市場経済体制にとって利益をもたらし、
農村市場の競争メカニズムを通じて農業生産効率の最大化を促進することができる。 
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 農地の適正な規模の経営は農業経営の大規模化を実現することができる。またこのよう
な農業は伝統的な農業と異なり、近代的農業となる。世界の農業発展史から見てみると、
農地の適正な規模の経営は市場経済の発展下では普遍的な現象であった。農地の適正な規
模の経営を実現することによって、農業の生産コストと市場の取引コストが下がり、経営
者の利潤も得られ、そのため、競争力の向上と農業の安定化を実現する。つまり、農業を
発展させ、立ち遅れた伝統農業を商業化するという近代的な農業を達成できる。農地の適
正な規模の経営は、農家の請負制政策の欠陥を克服するだけでなく、土地制度革新の目標
を達成ができる。このように、農地の適正な規模の経営は、中国の今後の農業発展にとっ
て必然的な趨勢だと思われる。 
 改革開放以後、新しい農村土地制度が実践され、農家の農業経営の適応性が証明された。
この農家経営は伝統的な手作業労働の農業生産段階に適合し、近代的な農業生産の発展に
も適合し、農業近代化の発展と矛盾しなかった。しかしながら、農民は小規模経営では、
スムーズに社会主義市場経済へ参入しにくい。市場経済の条件下で、農地の適正な規模の
経営の実行は農家生産請負責任制の発展を決して矛盾しない。正しい政策が実行されれば
十分有利な条件の下で必ず一歩一歩と着実に農業経営は発展するであろう。農家生産請負
制の発展は中国農業経済発展の必然的な選択である。農地の適正な規模の経営は農業の収
益を高め、現在の農村土地制度の基本原則と合致し、農業経済の発展を実現する。農民の
願望と自主選択の権利を尊重し、農業の安定的発展を目指して、農業の堅実な基礎が固め
られる。農地の適正な規模の経営は農業経済発展の内在的な原動力であり、農地の産出率
を高める。もし農家の経営規模が小さいならば、その収入水準は非農業収入より低くなり、
農民が土地を経営する積極性も出てこない。それに反して、規模が大きすぎて、農家の経
営能力を上回れば、収益も得にくくなる。農地の適正な規模の経営は最適な農業生産体制
を作り上げる。また、農業経営の多様化により農業と関連する産業も発展できる。このよ
うに、農業経営の基盤が強められると、農業生産と関わる諸問題も解決され、農業経済も
発展できる。適正な規模の経営は近代的な農業技術と農業機械を使用し、農業と社会主義
市場経済を密接に結び付け、農民の収入を大いに高める。同時に、農業のインフラ建設を
促進し、農業の機械化生産を拡大することによって、伝統的農業の近代化を促進する。こ
のような農地の適正な規模の経営は農家生産請負制という農業生産体制を変えずに、多く
の農家を育成することができる。農地の適正な規模の経営を推進する前提条件は、農業生
産の相対的集中と適当な農業規模を有することである。未発達地区の農民にとって、小規
模の土地経営は農業近代化を実現しがたい。そのため、農地の適正な規模は農業の小規模
かつ分散した経営による農民の市場リスクを解決する有効な方法を見出すであろう。土地
は現地の経済発展のみならず、農民のために最も根本的な社会福祉と社会保障を提供する
ものである。農民が土地を失えば生存にかかわる。そのため、立ち遅れている地区では農
地の適正な規模の経営をもたらす必要がある。比較的発達した地区では、農地の適正な規
模の経営生産を行った農家は農業投入を増加し、投入意欲が高め、農業経営の領域を拡大
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することができ、郷、鎮の工業蓄積を利用し、さらに収益を高めるであろう 40)。 
このように、農地の適正な規模の経営の実施は農業生産に存在する問題を解決すること
ができる。しかしながら、政府がマクロコントロールを行い、農村経済構造が根本の変化
を生じず、労働力が十分な移転をせず、農地の経営の合理的配置ができず、農業労働力あ
るいはその他の社会経済の条件がまだ改善を得ていない時、農地の適正な規模の経営を推
し進めるならば、農業生産の良好な経済効果と高効率は実現しにくい。 
 
第 3節 改革の方向にそった海外からの農業投資 
―日本の中国農業への直接投資を事例としてー 
 
農家を単位とする請負制の実行は、農民の生産に対する積極性を向上させる一方、また
避けられないいくつかの問題点をもたらした。個別農家は農業生産に対する投入の不足を
招くことである。脆弱な農家経済は、市場リスクと自然災害の影響に耐えられない。その
ため、農業の投資においては、例えば日本の中国に対する農業分野への直接投資など、中
国農業の外資利用が重要な鍵となる。日本の対中国農業への直接投資は、中国の農業発展
にとっては資金の不足を補い、農業の先進技術と優良な品種の導入や農業の産業化と近代
化の発展に重要な役割を果たしている。日中双方の農産物の貿易規模は、持続的に拡大し
ており、外資流入の着実な増加は東アジアでの経済協力を広げた。日中農産物の貿易摩擦
が頻繁に発生している背景下では、日本の対中国農業への直接投資の効果を研究すること
は、中国政府にとって対日農産物の貿易と投資政策の樹立に役立ち、また二国間の有効な
農業貿易にも役立つと考えられる。 
 
1 日本の直接投資利用の発展過程 
中国の改革開放以後、中国農業における日本の直接投資の利用は表 6-1 のように不断に
深化し、効果的に農業の発展を促進した。中国農業の利用した日本資本は 5 つの段階に分
けられる。 
 
(1) 日本の直接投資を利用するスタート期（1978年―1991年） 
この段階では、中国農業の外資利用は、主に世界銀行とアジア開発銀行（ADB)などの中
長期の特別貸付と無償援助であり、これに基づいて中国は輸出志向型経済の発展に移行し
た。外資の導入ルートを広げたため、中国農業への直接投資の利用プロジェクトは、2,000
件近くまでになり、投資総額は 10.83 億ドルに達し、農業の直接投資利用が始まった 41)。
その中で日本の直接投資の占める割合はまだ小さかったが、次第に増加した。 
 
（2）日本の直接投資利用の急速な発展期（1992年―1998年） 
1992 年、鄧小平が「南巡講話（1992 年 1～2 月に鄧小平が中国南部の諸都市をめぐって
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開いた講話）」の中で述べているように、外国の資金を導入することが社会生産力の発展に
とって１つの補充策であり、それが社会主義制度に衝撃を与えることを心配する必要がな
いということであった。鄧小平の「南巡講話」は、中国への直接投資利用の法的環境を整
備し、外国企業に対して中国での経営活動の展開を強化し、農業の直接投資を利用するた
めの歴史上のチャンスが創出された。同時に、中国の農業労働力は豊富で、資源の豊富さ
や市場の巨大さなどにより、農業コストの上昇していた先進国から投資が流入していたが、
日本の対中直接投資はすでに農業の外資利用の 50パーセント以上を占め、中国農業の外資
利用の主要な方式になった。この段階で中国農業では、日本からの直接投資を利用したプ
ロジェクト資本も大幅に増加しつつあり、ハイスピードの発展段階に入ったと言える。日
本の対中農業の直接投資プロジェクトは農林、牧畜、漁業の各業界のみならず、幅広い領
域に広がっていった 42)。 
 
（3）日本から直接投資利用の衰退期（1999年―2001年） 
 日本経済の停滞と東南アジアの金融危機の影響を受けたために、この時期には日本の対
中農業直接投資は衰退の時期に陥っており、投資額と投資項目が歴史上の最低を記録した。
農業、林業、漁業において日本の直接投資はゼロまで減少した。 
 
（4）日本の直接投資利用の回復期（2002年―2004年） 
 2001 年、WTO に加盟した後に、中国の内陸部が次第に開放されるにつれて、外資系企業
の待遇は、中国企業の待遇を超えて優遇され、多くの法律法規の公布により、外国商人に
対する中国農業に直接投資の誘導性がさらに強くなり、外国商人による農業投資が大きく
促進された。この段階では中国農業の外国直接投資の利用政策は、投資環境の整備や外国
商人による投資の管理体制の改革や直接投資環境の公開と透明化などが進められ、外国投
資家の知的所有権も保護された。日本の中国農業に対する直接投資は、再度増加の時期に
入った。 しかしながら、その過程で、日本から中国農業への直接投資に分極化現象が現れ、
食品などの農産物加工に集中した 43)。 
 
（5）日本の直接投資利用の全面発展期（2005年以後現在まで） 
 日本経済の回復にしたがって、中国は、WTO規則に対応じて、次第に農業を開放するよう
になってきた。日本の中国農業に対する直接投資も多様化し、発展の勢いが見られるよう
になった。特に「3•11」東日本大地震および津波により、日本の養殖業、漁業および牧畜
業に直接的な大きな被害がもたらされた。放射能漏れは、日本の周辺生態環境にとって、
測り知れない後遺症を残した。また、日本の海水は、耕地に浸入して土壌の塩化作用など
で、耕地の環境が悪化した。この結果、日本は中国など農業後進国に力を入れることにな
った。これは、中国にとっても日本資本を取り入れるきっかけにもなった。 
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2 日本の直接投資利用の内在的問題 
（1）比較的小規模 
 中国での外資利用の全体的な発展状況と比較して、中国農業の外資利用の規模と総額も
少ない。日本の投資は、比較的停滞していて、全国の平均的な直接投資の規模より低い水
準になってきている。2005 年 4 月まで、中国の日本資本（合弁と単独を含む）の企業総計
15,474 社のうち、農業は 234 社、食品加工業は 1,274 社である。このように日本から中国
農業に対する直接投資に占める割合は未だに低い 44)。 
 
（2）地区分布のアンバランス 
日本の直接投資を利用する中国農業は、例えば、遼寧、山東などの各省と北京、上海な
どの発達地区および浙江、福建などの沿海の各省など東部地域に集中している。WTO加盟後
の中国の投資環境の改善により、地方税などの奨励政策の強化や西部大開発や中部の飛躍
などの戦略の実施にしたがって、地理、文化、言語などは投資の制約要因としては次第に
弱められ、日本企業も中国中西部地区で農業に投資し始めた。例えば、上海日清食品有限
会社は成都で事務所を設立した。日本の企業は河南蓮花味の素有限会社に投資した。その
他に日本の企業は、四川などの西部地区で多くの食品加工企業に投資し、地区の特色食品
を開発し、四川南方食品有限会社、四川順達コンニャク食品有限会社などに多額の資本を
投入した。 
 
（3）業界発展のアンバランス 
 改革開放の進展と農業の発展にともなって、中国農業へ外国直接投資を利用する業界は、
年々増加している。1980 年代初期、外国から中国農業に対する直接投資は主に農産物の加
工生産の一環として行われた。WTO加盟後、中国は次第に内陸部を開放するとともに、外国
商人に特別の待遇を与えており、そのため、外国の対中農業の直接投資も資材の生産や製
品販売などの流通段階まで拡大してきた。しかしながら、農業は国民経済の中で特別な地
位にあり、多くの業界は外国商人による投資を制限している。一方、ビール業では日本の
各ビール企業は 1980、90年代に次々と中国で現地生産を展開してきた。アサヒビール、キ
リンビール、サントリーなどは研究開発センターも設立した 45)。乳業の方面では、日本乳
界の筆頭企業の明治株式会社がアサヒビールと伊藤忠商事の合弁の後に続いて、約 30億円
を出資し、蘇州で全額出資による工場を建設し、ハイエンド乳、冷蔵乳とヨーグルトを生
産し販売し始めた。そして、同社は中国を拠点として、海外の業務を広く開拓することを
計画しているようである 46)。ただし、全体の情勢と比較すれば、日本から中国農業に対す
る直接投資は依然として食品加工を主としている。農林、牧畜、漁業の投資額は小さくし
かも不安定である。 
 
3 問題を起こした原因の分析 
―第6章 農村土地制度に内在する問題―改革の方向と発展の展望― 
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（1）農業の綜合競争力の低下 
中国の都市経済の二重構造は、中国の農業における国内での産業間の比較優位が低下す
る事態を招き、また国外農業との競争の中でも絶対優位も低下する状況を招いた。近年、
中国政府は「三農」問題を最も重要な課題としているが、経済全体が急速に拡大するにし
たがって、国民経済の中で伝統的農業の地位も低下し、比較優位が失われた。中国は、日
本の対外直接投資国の中の 1 つの重要な国になった。しかしながら、日本の対中直接投資
の主な目的は、生産コストを下げることにあって、日本の産業構造の革新を実現するため
である。そのため、日本の中国に対する直接投資の重点は製造業と加工業に集中し、中国
の豊富な資源と安価な労働力を利用している。多くの日本企業は、中国を内需が拡大する
市場としてとらえ、投資の重点を金融、研究開発、サービス業を中心とする第 3 次産業に
移行している 47)。 
 一方、中国の農村の労働力資源は豊かであるが、農業従事者の教育程度が低く、労働力
のレベルは比較的低い。2006 年末、農村の労働力総数は 34,874 万人であった。そのうち、
非識字者は全体の 9.5パーセント、小学校程度は全体の 41.1パーセント、初級中学程度は
全体の 45.1パーセント、高校程度は全体の 4.1パーセント、そして短大とそれ以上の程度
の労働者は全体の 0.2 パーセントであった 48)。近代的な管理経験をもつ農業の管理人材を
育成することは不可欠であり、現状では日本企業の経営要求を満足させることができない。 
 
（2）自然天賦の相違 
 中国各地の自然環境の相違は、農業における日本の直接投資の利用にバランスが取れな
い主要な原因である。中国の農業では、日本の直接投資を利用する部分は農産物加工を主
としている。農産物加工プロジェクトの審査許可は他と比べて下りやすく、投資額もより
少なくてすむため、生産経営が容易で、しかも利潤も相対的に高い。市場の拡大は主要な
外国商人の直接投資を引きつける魅力にあふれている。ただし農林牧漁業の発展は、土壌、
気候、環境の相違などの地理的要因の制限を受けている。外国の先進的な農業技術が直接
に中国農業に応用しにくく、独占的優位を形成するためにも、できるだけ本国の自然条件
と似ている地区への投資を選択している。日本は、ユーラシア大陸東部にあり、周りが海
に囲まれ、森林と漁業資源がとても豊富で、海洋性の温帯季節風気候に属している。これ
と中国の遼寧、山東、江蘇などの沿海都市の地理的位置あるいは自然環境と比較的似てい
るので、これらの地域は日本企業の中国農業に対する主要な投資地域になった。 
 
（3）産業発展の立ち後れ 
中国の農業は、伝統的農業から近代的農業に転換する段階にある。農業の生産構造は、
比較的後れており、専門化と機械化の程度も低い。なぜならば、生産、加工および流通の
間にまだ有機的な連係を形成されていないためである。したがって、外国商人は農業の分
野で大規模かつ高効率の生産を行い、収益をあげた。中国の農業のインフラ建設はまだ立
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ち後れており、自然災害を防ぎ止める能力も脆弱で、災害の早期警報と災害後の保障体制
が健全ではないため、農業の直面するリスクは大きく、必然的に日本企業の投資を引き下
げている。 
 
4 日本の直接投資を利用した成功例 
 中国の農業に対する日本の直接投資は拡大しつつあり、技術面の効果が現れてきた。農
業の流通領域では 2012年から日系の食品スーパーマーケットの大手が中国に進出して、中
国農業の流通領域の発展のために新しい活力を注ぎ込んだ。日本のスーパーマーケットの
大手イオンと日本最大の食品問屋の三菱食品の協力により広東省で初めての店舗美思百楽
をオープンした。美思百楽の主要なユーザー層は、半径 1 キロメートル内に居住する消費
者である。この食品スーパーマーケットは冷凍や冷蔵などの設備が整っている物流管理ネ
ットワークを持っているため、近くの住民が低価格で高鮮度の食品を買うことができた。
例えば、玉子の管理を厳格にし、玉子生産後 24時間以内に棚に置いて、しかも玉子の賞味
期限も最長で 1 週間とした。2013 年 3 月、日本華糖洋華堂商業有限会社は、北京王府井洋
華堂有限会社の手から三里屯の世茂百貨に位置する王府井洋華堂の店鋪を引き取り、「華堂
食品館」として営業し始めた。有名なハイエンド食品スーパーマーケット Maruetsuは、2013
年 9月にハイエンドのスーパーマーケット Lincosを開いて、中国側の従業員に対して特別
の訓練を行い、日本料理の調理を指導し始め、 日本式サービスで中国沿海の裕福な消費者
層を引きつけた。日本の小売り大手、「生活創庫百貨店」は、上海でハイエンドのスーパー
マーケット APITA を出店し、まだ中国で普及していない日常の野菜調理食品とデザートな
どを売り出す計画がある。これらの日本企業の投資は、間もなく中国の食品スーパーマー
ケットの空白を埋め、中国が高齢化、少子化の段階に入る時に、老人とサラリーマンの需
要を満足させて、中国の中流階層を引きつけていくであろう 49)。 
 日本はこの面で豊富な経験と技術を持ち、先進的な経営の理念を持っていて、激烈な競
争市場の中で、技術を海外に移転することになるが、これによって中国の流通企業が管理、
サービス、マーケティングの革新を促して、業界全体の発展につなげるであろう。これ以
外に、日本からの直接投資の利用は農業の領域の至る所に及んでいる。例えば、農薬、化
学肥料、品種、農業用機械などの研究開発と生産、牧畜業での養殖、農産物の加工、主要
な農業生産資財と農産物の卸売り業と小売業、農業観光、農村の金融と保険などの領域（ア
グリビジネス）にも及んでいる。例えば、日本最大の米穀商は丸紅株式会社と中国備蓄穀
物管理総公司、山東六和グループとともに合弁会社を設立した。2015 年までに山東、河北
などで 10ヵ所の大型飼料工場を建築することを計画しており、年間生産量は、40万トンか
ら 100 万トンまでと予測されるため、工場の生産高はすべての日本国内工場の規模を上回
るであろう。丸紅の管理下の日清丸紅飼料会社は、北海道などで大型の飼料工場と大型保
管施設を経営していて、最も先進的な管理技術を持ち、中国市場の日に日に増加するハイ
エンド品質の飼料の需要を満たすことができる 50)。 
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 日本乳業界の大手の 1 つ九州乳業株式会社と武漢開隆高新農業発展有限会社が 1.3 億元
の建設費を投資して建設した「武漢緑色乳都」は、武漢市黄陂区の武湖農場生態農業園に
建設された。同じ場は、武漢市でははじめての栽培、養殖、加工、観光を一体化した大型
乳業加工基地と緑色乳産業旅行基地として運営され、武漢のハイエンド乳製品市場をつく
ることを目指している 51)。中糧集団は三菱商事株式会社、伊藤ハム株式会社、米久株式会
社とともに 100 億元を投資し、合弁会社を創立した。その目的は、日本の肉類食品業界の
技術と管理経験を学び、日本の三菱、伊藤忠などの知名度が高い会社と緊密な連係をとり、
中国国内の養殖加工の領域に参入して、その分野の市場を開拓することである 52)。 
 
第 4節 農村土地制度改革の今後の展望 
1 農地管理の強化 
 中国では農村土地制度の発展過程で農業用地の調整が適正化された。国家は農業用地の
厳格な管理と監督を行っている。これには社会主義市場経済の農作物部門の指導を堅持し、
高収益の農産物の生産を積極的に発展させるために、農地構造を調整し、無規制の農業生
産を防ぐ役割がある。他方、専門の農地管理機構を設立して、農地の供給に対して指標化
を行って管理することになった。国土資源部の下で国家農地監督審査事務室が設立され、
地方政府の農地体制に対する管理監督を強化するために、全国各地で土地監督審査局が設
置された。これらの機関は農地の合理的利用や農業生産力の向上などに関連する農業技術
普及の窓口として、あらゆる面で有効なサービスと支援を提供することになる。政府によ
る今後の農村土地制度の発展計画を見ると、耕地の占用補償平衡計画、経営面での用地計
画、経済適用住宅の供給計画などにより、農地の商業化と農村土地制度の改善を密接に結
び付けて、農村開発と農業の近代化を加速するようである。他方、国家は、違法用地、建
設用地の濫用、経済開発区の乱立など、農地に対する違法行為を法律に基づいて、調査、
整理あるいは処分すべきであろう。 
以上のように、農地の管理と監督の強化が当面、政府による農業用地の確保を目指した
有効な措置である。農業への投入や労働力の増加だけで農業を発展させることは不可能で
ある。節約、集約および高効率の農業用地を実現して、伝統的な農業から近代的農業への
転換を加速し、農業の飛躍的な発展を実現することができる。農地審査と農地使用を強化
することは、小額の投資で農業発展の効果をあげることにつながる。経済発展にしたがっ
て農地利用の状況は日に日に複雑になり、明確に信頼できる土地資源を掌握し、さらに農
地管理の改善と監督を強化する制度が求められる。そのため、農地の粗放的経営と収奪的
開発から集約的経営へ転換することが必要である。したがって農地使用分類のシステム化
と標準化は、農地資源に対する有効利用の重点課題となる。科学的で厳格な農地利用は農
地資源の合理的な持続可能な利用、もしくは農地構造の最適化と関係がある。長い間、中
国の農地資源の分類標準は不整合で、国土、農業、林業、建設、水利、交通などの関連機
関が、それぞれ異なる農地分類の体系と調査統計の体系を作り上げていた。分類の内容と
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体系などが異なっていては、認定、調査、統計の結果の違いが大きいため、農地調査統計
の重複やデータの矛盾などの諸問題が多発している。農地分類標準の不一致により、第 1
に著しく国土資源の統一規範管理を制約しており、第 2 に国家が全面的あるいは系統的に
全国の農地資源を正確的に掌握しがたい現状を招いて、国家の管理に不利な影響をもたら
した。「現状の土地利用分類」法規に基づいてさらに農地の分類標準を細分化すべきである。
これは国家が正確な農地資源のデータ、農地資源総量の掌握、科学的な国土資源の管理、
国民経済のマクロ管理方策の制定などが重要な科学的データを提供することに大きくかか
わっている 53)。 
 
2 農地備蓄制度の整備 
 中国における農地の譲渡のシステムが形成された主な原因は 2 つあった。第 1 は、中国
の土地市場では需要が旺盛なことである。第 2 は、政府の土地開発費用が不足しているこ
とである。政府の土地開発資金不足の問題を解決するためには、各地方政府は農地の買付
備蓄制度と土地買付機関を設立すべきで、その資金で農地の前期段階の開発を行い、前も
って開発された農地を備蓄土地にすべきであろう。農地の供給が必要な時にこの農地を競
売する。このような備蓄制度は、農地の供給量あるいは農地の需要量に対して調節効果を
もたらし、農地の市場価格の調節と土地市場価格の抑制によって市場に影響を及ぼすこと
ができる。農地市場の低迷期に入る時には、農地の買付専門機関は、一部の農地を購入し、
国家土地備蓄総量を増加させることにより、農地価格の低下を抑えることができる。農地
市場のブーム期には、農地買付専門機関は、農地の備蓄を放出し、農地の供給を拡大して、
それによって、農地の市場価格を維持すれば、価格の高騰を防ぐことができる 54)。 
 農地は再生不可能な資源である。都市化の進展にしたがって、都市の規模が拡大しつつ
あり、農地資産の値上がりは必然的な傾向である。その場合、政府は農地市場を独占する
ことにより、市場行動あるいは農地に対する不法行為を抑えることができる。農地の買付
備蓄制度の創設がなければ、農地市場の有効機能を実現することができない。小売り業者
の利用率が低い土地を回収するならば、小売り業者による土地競売を抑えることができる。
政府の土地部門の下にある農地を統一的に競売すると、農地に対する不正競売の制止、市
場行動および平等かつ公平な競争環境を創造することができる。農地備蓄制度の規定によ
る競売を通じて、情実の入る余地を根絶し、腐敗事件の発生を減らすこともありうる 55)。
中国政府の将来の都市化戦略から見て、国内経済の発展、都市の建設、土地価格の制御、
土地供給時期など、農地の供給を有効に管理し、農地利用の最適化を実現すれば、農地の
買付制度が機能するであろう。 
 農地備蓄制度の創設は地方政府の財政収入の増加をもたらした。杭州市は比較的早く農
地備蓄制度を創設した都市の 1つとして成功した例である。 
 1997 年 8 月に農地備蓄機関が創設されてから、杭州市農地備蓄センターは農地の約 1 万
畝を買い付け、すでに市場に供給した土地が約 4,000畝に達し、回収した土地資金が 50億
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元にのぼった。農地買付備蓄制度の運営を通じて、杭州市農地備蓄センターの資金は、毎
年 56パーセントのスピードで増加し、杭州市の財政局に資金を納入している。この農地備
蓄センターは、農地の譲渡価額の 55 パーセントの資金を財政局に引き渡し、残りの 45 パ
ーセントが農地開発運営費として使われる。2001年に財政局に納めた金額は、約 40億元に
達した。農地買付備蓄制度の創設により、農村のみならず、都市のインフラ建設のために、
大量の資金が集められ、都市の近代化と農業経済の発展を推進し、その社会的および経済
的効果は明らかであった。または、上海、青島、武漢などの農地備蓄制度の運営も良好な
効果を収めた。農地備蓄制度の創設は不動産市場に対するコントロール能力を強めている。
中国政府は農地備蓄制度を創設する前に、農地の市場における政府独占を定めたが、実際
には多くの地方政府がこの法律を履行しなかった。なぜかというと、農地はそれぞれの企
業、国家機関と不動産会社に振り替えられるため、土地投機を目的とする行動が存在し、
政府による独占がなかなかできないからである。例えば、北京では土地は１回の競売で、1
平方メートルあたり平均して、2,500元ぐらい値上りし、この値上がりによる収益が直接に
開発企業に入ったため、政府が不動産開発に対するコントロール機能を失うようになる。
そのため、農地買付備蓄制度の実行には、以下のような意義がある。第 1 は農地が建設用
地に変わると、政府が統一的に徴用し、初期の開発を行った後に、政府の土地部門から統
一的に譲渡し、農地市場を独占することができる。第 2 に利用率が低いかあるいは遊休の
農地および開発中の農地をすべて回収し、農地備蓄センターにより、都市計画と市場の需
要にしたがって、統一的に土地を競売する。これで土地供給総量の制御あるいは不正の防
止、そして、不動産市場に対する有効なコントロールの能力を強化することもできる 56)。 
農地備蓄制度の創立と実施から時間がまだ比較的短く、この新しく生まれた事業では多
くの面で改善が必要である。 
① 法律を改正すること。農地の買付、備蓄、譲渡という過程では回転資金が巨額なた
め、権限の合理的な配置が必要である。もし実際の操作の透明度が高くないならば、腐敗
を生みやすい。そのため、農地備蓄制度に対する監督と管理に大いに力を入れて、法律や
行政などのあらゆる手段と方法で新たに発生する不正を防止する必要がある。一方、関連
の法律の制定あるいは実際の運用行為を規範化する必要がある。国家は、2007 年に関連し
ている土地備蓄法案を発布したが、土地移転構造は透明性がないため、管理監督の不備で、
農地の譲渡費用が絶えず増加し、官吏が土地移転中に金儲けしようとする問題が現われた。
現在を考えるとともに、将来も考慮に入れて農地備蓄の運営に必要な監督メカニズムと手
段を創りあげることが不可欠である。② 不動産の投機行為を抑えること。農村の都市化
を推進する際に、各種の改革もますます深刻な状況に陥った。農地備蓄制度の実行は、不
動産の投機行為に転換するようになった。資金を持つ者は、不動産(分譲住宅を含む)を買
うことにより、金儲けの手段にするので、政府が課税を通じて、制裁と制御を加えなけれ
ばならない。一部の地区では政府と企業の職権が混在し、農地を競売にかけ、低い価格で
不動産企業に売却したため、投機行動を助長した。その結果、社会の不満を引き起こしや
 - 184 - 
すく、貧富の差が著しくなり、社会の不安定化を招くため、政府は貧富の極度の両極への
分化を抑えるべきである。③ バブル経済の発生を抑えること。土地と不動産に対する投
資が過熱するならば、バブル経済が発生しやすい。中国の現実はこれを証明している。農
地備蓄制度は、市場の実際の需要と経済発展の必要に応じて、調節機能を有すべきである。
中国の社会主義市場経済の発展はまだ不十分で、その上に、一部の法規や企業行動は経済
原則と一致しないところがある。地価は過度に上昇すると、人民の生活に影響するだけで
はなく、国民経済の発展にも悪影響が生じる。それゆえ、政府の政策は広範な人民に配慮
すべきである。不動産の開発に対して、高値で農地を譲ることを通じて、税収の比率を高
めるという制限を加えるべきである。農地備蓄制度は税収を増加することが可能になり、
地方経済の持続可能な発展を支える重要な支柱である。④ 土地に対する投機を制御する
こと。農地備蓄制度を実施する過程で、一部の都市は、この機能を土地開発会社に委ねて、
開発会社が買い付けた農地を備蓄するため、農地の買付が利益の出発点となり、公正、公
平かつ公開の原則が失われた。関係部門と地方政府が不動産会社に税金を免除すれば、他
の企業は平等に取り扱われない。このような制度は中国で依然として政府の責任者による
個人の意思で決定されるため、国家の税金収入の低下というマイナスの影響をもたらす。
このような絶え間なく現れる各種の問題を解決することによって、この制度は社会、経済
および政治の安定を保つのに役立つと思われる。長期的視野から見ると、農地備蓄制度の
創設と発展は、都市の建設と農村経済の発展に大きく貢献し、合理的農地資源の利用によ
って、プラスの効果と利益をもたらす 57)。 
 
3 国有地の活用 
 中国における農地使用形式は主に無償使用になるので、農業用地で賃貸の許可が下りる
のは農地総量のほぼ 20パーセントを占めるだけであった。現在、一部の農地使用用途が不
動産経営のための用地に変わる時に、国家がその地価を補う方法として一定額の土地費用
を補償する。しかしながら、農民への補償は農地を収用された農民に対する利益の確保に
はなっていない。そのため、農地使用の有償制度を完備することは、農地の使用率を高め
るだけではなく、得た小作料により農地への投資ないし保護の能力を増大することもでき
る。国家計画では、次第に国有地のレンタル制度を実現する方向に向かっている。一部地
区の実行を通じて、全国の国有地の有償使用を推進し、さらに国有地の有償使用の面積を
拡大すべきである。法律に基づいて行われる農民集団所有地の接収は、土地を収用された
農民の生活水準も高め、長期にわたる生計の保障を確保することができる。土地管理法を
改正して、できるだけ早く農民集団所有地接収補助条例を制定すべきである。収用土地の
補償方法が整い、合理的な補償の標準が制定され、厳格に不正な土地収用行為を抑制する
ことに加えて、補償資金を活用しなければ土地収用を許可しないなどの方策をとるべきで
ある。農村宅地制度の改革と改善のために、管理を強化して、法律に基づいて農家宅地の
使用権を保障する。農村土地の総合整備を進めて、厳格に都市と農村の建設用地を峻別し、
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農村集団の農業生産用地は市場に入らないようにすべきである 58)。 
 
4 農地財産権の確定と土地市場機能の整備 
 農村集団の財産権制度を保護するために土地の帰属の明確化、権限の強化、移転の円滑
化は、農村と農業を発展させる動因である。農村集団経済組織の資金、資産、資源の管理
制度を健全化し、法律に基づいて農民の土地請負経営権、宅地の使用権、集団収益の分配
権などの諸権利を保障すべきである。農業用地の財産権関係の調整は、農業用地の配置に
より、それぞれ各利益主体の財産権に対する期待を満足させる。農地財産権帰属の明確化
は、農民による土地使用の安定性を保証するだけではなくて、取引費用も下げ、その上、
農地資源の配置に有効である。農地使用権は安定すれば農業生産効率が高くなるが、これ
に反すれば農業生産効率が下落する。他方、農地の譲渡権は、農地資源の市場化を促進し、
その上、農地の生産力率も高めることができる。農地の譲渡権の行使は農地の自由移転を
可能とし、農業投資の増大ないし農地の大規模経営にも有利になる。それは農村の土地、
資金、労働力の最適化にとって重要となることはいうまでもない。このようにして農民は
農地の経営を通じて収益を得て、自らの需要を満足させる。農業生産に対する収益権限を
もつことは、農民の生産の最も基本的な動因であるとともに目標でもあろう。また、農村
の土地の登録を展開すべきである。そのため、農村土地請負経営権の登録制度を健全化し、
農村の田畑、林地などの各種の土地請負経営権の物権の保護を強化することが必要である。
農村土地請負経営権の確認登録を迅速に完成させ、農家請負経営の面積を明確にするなど
の問題を解決する。農村宅地を含める農村集団土地の所有権と建設用地の使用権の確定を
完成し、できるだけ早く登録手続きを行う。各級の共産党委員会と政府は、関連部門が密
接に協力し、時間どおりに農村土地の登録制を実現する。集団の林業制度により、国有林
場の改革を進めて、放牧(畜産)地区の草原の請負登録をスタートさせる 59)。 
 重慶市では 2007年、モデル地区の重慶九竜坡区で先行して改革が行われた。この改革で
はもとの農村宅地の 20パーセントの農地を取り出して、集中的に新型農村コミュニティを
建設し、残りの 80パーセントの農村宅地を都市の建設用地に置換することができ、得られ
た土地譲渡料の収益は農民の補助にあてられた 60)。農村の土地請負期限内と土地使用用途
を変えないで、農村の土地請負経営権は、組合株の導入という形で農民専門協同組合組織
を設立した。区と県の人民政府の許可を得て、条件に合う地区で農村の土地請負経営権を
組合株として導入し、有限責任会社と独資会社が設立された。それによって、積極的に農
地の大規模経営を進め、農民の組織化の程度を高め、近代的農業をすみやか発展させるこ
とになった 61)。 
 最後に、中国における農地市場の改善策を以下のようにまとめることができる。 
① 農地市場の経営主体を作り上げること 
国有農地備蓄開発会社、農地資産経営会社、農地使用権の取引センターなどをつくる。
農地の建設、農業地域の開発および産業経営などによって、農地の使用権と所有権は、農
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地市場規則と規範に合わせて、農地の利用効率を高める。 
② 農地使用権を拡大すること 
中国の農地市場の発展は速いが、土地市場の規模は未だに小さく、多くの問題が存在し
ている。農業の発展と近代化の実現はいずれもその市場に頼らなければならない。そのた
め、土地市場を規制し、備蓄土地市場の運行と経営を促進することが必要である。また、
遊休状態の農地の使用権の移転と譲渡を許し、農地使用の効果と利益を高める。農民の可
処分所得あるいは購買力の大幅な増加と農地の移転により得た収益は、農業のインフラ建
設、近代化および農業社会サービスの整備などを補うのに使用する。 
③ 農地の価格体系を創造すること 
農地の等級化に基づいて、地区の基準地価を確定し、合理的な農地使用権価格の評価機
構をつくる。国家の統一計画の下で、農地の値上がり効果を高めるために、土地使用権の
入札制度を改善して、合理的な土地価格の評価構造を形成する。 
 中国の農地市場の発展は、農村の余剰労働力に安定した職業と収入を与え、農民の中に
潜んでいた農業生産に対する積極性と情熱を効果的に引き出し、農民の都市への流入の圧
力を効果的に緩和できる。実際には農民に身分変更や利潤の獲得や職業の選択などの諸権
利を与えれば、社会主義市場経済の諸政策によって、農民、農村および農業は「如魚得水
（魚が水を得た）」のような発展の好条件と貴重なチャンスを得るであろう。 
 
小 括 
以上、農家生産請負制に内在する問題について述べてきた。これまで中国の農業は工業
発展のために莫大な資金を支援したため、農民の生活が長期にわたって改善できない状況
にあった。農民は自発的に作り上げた農家生産請負制の下で農業生産の自主経営権を獲得
し、農業の発展も短期間で達成した。しかしながら、閉塞した農村社会の下においては農
家生産請負制の推進にともなってその土地制度の問題点が次第に表面化した。例えば、農
地経営が小規模なことは近代的な農業用機械などを使用できず、近代的農業生産が実現し
がたいものになる。また、中国の農村土地制度は土地の集団所有制を規定しているが、そ
の農地が誰のものか、その財産権がはっきりしないため、農民が農地に対して投資や移転
ができないという状況を生んだ。 
他方、中国における改革開放政策の実行によって高度経済成長を実現したが、経済利益
を追求するために、農業用地から工業用地に転じ、農地資源の流失が生じた。中国の経済
発展は近代的工業化の進展に示されているが、それは農業経済の発展にとって甚大な被害
をもたらした。例えば、工業化過程で、農民を中心とする出稼ぎ労働者の形成は農業労働
力資源の浪費をもたらした。そのため、中国は農業大国なのに農業輸入大国とも言われ、
食糧の自給自足を目指す農業政策がなかなかその成果をあげることができないのである。 
現在の農村土地制度は農民大衆が無条件に受け入れたものであるが、農地の請負権をめ
ぐる農民の不満が絶えず発生し、これは農村土地制度の欠陥と見なされた。現在の農村土
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地制度はまだ不十分で、農村社会の衰退や農民の両極化などの深刻な農村社会問題を必然
的に生じさせている。全体的な経済発展を達成するには、農村社会ないし農業生産の安定
が必要である。したがって、農業生産効率を上昇させる農村土地制度は国民経済の発展に
とって一層重要となる。有効かつ効率的な農村土地制度の形成こそ、国民経済の発展と制
度改革を推進することができる。それゆえ、現行の農家生産請負制のさらなる改善が必要
である。土地請負権の法制化、長期化、安定化、商品化および資本化などの近代的な農村
土地制度の樹立は国民全体の経済の発展にとって重要である。さらに、土地私有化の推進、
農地の適正規模の経営の発展、農地管理の強化および農地備蓄制度の形成という近代的農
業確立の方向に向けた一層の努力がなされるべきであろう。 
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強農村発展活力的若干意見」を参照。 
60) 劉健、張琴「来自全国統筹城郷総合配套改革試験区的報告」新華網（2013年 10月 17日
確認） 
http://news.xinhuanet.com/newscenter/2008-10/08/content_10166799.htm 
61) 李北方「辨析土地股份制」捜狐財経網（2013年 10月 19日確認） 
http://business.sohu.com/20071121/n253384440.shtml 
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終章 結論と展望 
 
1 本論文の結論 
1950年から 1952年まで、約 3億余りの人口を抱えた広大な新しい解放区で、大規模な農
地の改革運動が展開された。1950 年 6 月に公布された「土地改革法」の趣旨は、地主階級
の封建的搾取の土地所有制度を廃止し、農民本位の土地所有制度を実現することであった。
それによって農村の生産力を解放し、農業生産の発展ないし新中国の工業化のために道を
切り開こうとしたのである。1952 年末までには、農村土地改革は全国でほぼ完成した。農
村土地改革の下で土地の所有権はすべて農民集団に帰属し、農民の農業生産に対する積極
性が大きく高められた。そのため、農村の生産力は著しく向上した。戦後中国の農村経済
発展の源流はここにある。1958 年には大躍進と人民公社化運動が展開され始め、その結果、
すべての土地は政府に回収された。農村では、村と大隊を中心とした集団所有制が実施さ
れ、「一大二公」、つまり、第 1 に規模が大きく、第 2 に公有制という人民公社が作り上げ
られた。農民大衆には社会主義的公有制を作り上げる方針を求められ、農村土地制度は事
実上、農民所有から集団公有制に移行した。その結果、農民は土地の所有権を喪失すると
同時に、土地の自主経営権も喪失した。 
農民は経営権と所有権を同時に失った結果、農家の経済行動は図終-1 のように改革以前
の伝統的人民公社体制に多くの問題が生じた。農民の生産意欲をくじかれ、農業経済の発
展は破壊されただけでなく、農業生産も壊滅的打撃を受けた。1978年に改革開放期を迎え、
農業生産における思想的解放運動の節目として 1978 年第 11 期第 3 回中央委員会全体会議
が開かれた。最も重要なことは中国共産党中央政府が農業の体制、制度および政策を大き
く変えたことであった。農業発展路線は、改革開放の思想路線をとりつつ、中国農村土地
制度は社会主義を選んでも、公有制を選んでも、市場経済を選んでも、最終的にはすべて
の農民大衆にとって日々の経済と文化の要求ないし生産力の解放を満足させるためのもの
とされた。続いて、農家生産請負制政策の登場は農村の集団経営体制を解体した。農家を
単位とする経営体制が誕生し、土地の所有権は依然として公有制に帰するものの、土地の
経営権と受益権は、契約によって再び農民のものに帰するようになった。土地の所有権は
長期安定的な経営権と受益権の契約に結び付けられた。 
しかしながら、新時代の農村土地制度には新しい矛盾が生じた。1978 年以前の農民には
単に生活に必要な衣食を充足する単純な目標だけがあった。市場経済の発展とインフレー
ションの拡大にともなって、化学肥料、農薬および農業機械などの投入のために、手元に
残る収入がわずかとなり、時には損失が出る場合も出てきた。政府により食糧の増産が呼
びかけられるのは農民には都市住民のために安値な食糧を提供する義務があったからであ
る。現在ではほとんどの農民は衣食の充足のためだけではなく、生活の幸福と豊かさを追
求している。農村土地制度の矛盾は、農村の都市化、農民の労働者化など、工業化の過程
で現われている。アメリカ、日本およびヨーロッパ諸国のような先進国においても工業化
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過程で、出稼ぎ労働者の出現と農村の都市化という諸問題が生じた。これらの国家は工業
化過程で農民人口は急速に減少した。 
今日の中国では農業就業人口が減り続けており、工業化を追求するならば、農業、農村、
農民に関する「三農問題」がもっと深刻になるであろう。農民の労働者化、経済の工業化、
農村の都市化が進行する過程で、新しい対立と矛盾が現れる。農民は土地に依存して生計
を立てるため、農民の土地が農業生産以外、例えば、工場の建設や不動産の開発などに転
用されると農地の接収をめぐる争いが多発してきた。他方、農民が豊かになるには零細か
つ小規模の農業経営によってでは実現しにくい。たとえ土地を移転したくても、農民には
土地の所有権がないため、ほとんど自由処理の権限がない。農民は毎年耕作する土地に対
して、所有権ないし処分権がないため、受動的な立場になり、生じる問題に対処できない。
農民たちが土地請負経営権ないし所有権を求めた動きには無視できないものがあった。 
 
（1）農業協同化時期の農村土地制度に関する研究 
本論文で述べたように農業協同組合化は、農業生産の迅速な回復と発展をもたらした。
その基本的な原因は、農村土地改革によって農業生産力を向上させたことであった。農業
協同組合化は広範な農民大衆を封建的な土地関係の束縛から解放し、農業生産に対する積
極性を大きく引き出し、それによって農業生産力の発展が促進された。中国の農村におい
て長年にわたる土地の不合理な占有関係に終止符をうち、農村経済の遅れた状況を根本的
に変えた。土地改革の成功により、地主階級は消滅させられ、農村社会に見られた帝国主
義、封建主義および官僚主義が徹底的に取り除かれたため、中国農村社会の半封建的土地
制度は終結した。農民の政治的地位が高められ、人民政府は数多くの農民の支持を得て、
農村にある共産党の政権はさらに強化され、労農同盟は堅固になった。初期の農業協同組
合化がなければ、中国の工業と農業の体制を短期間に作り上げることは難しかったであろ
う。農業の近代化には多様な条件を必要としたが、農業協同組合化は、農業の近代化に対
する基本的な障害を一掃し、良好な基本的条件を提供した。農業協同組合化は農業近代化
政策の中軸であり、この完成は農業近代化への歴史過程を強力に推進することとなった。
土地改革から農業協同化への発展は、中国経済全体の発展に対する内在的な動因であろう。 
 
（2）人民公社時代の農村土地制度に関する研究 
 中国の農業協同組合化の文献や資料は数えきれないほどであるが、その共通の特徴は、
協同化運動に関しては高級合作社段階までを肯定しながら、「一大二公」の人民公社化に対
しては批判的な見解が多数を占めるところにある。確かに 1958年の人民公社化の当初は自
由意志に基づいた協同化の時期であったが、その後は、強制によるものであった。人民公
社運動は農民の参加が強制され、入ることができるが退出することができないというシス
テムが農民の自らの意志を無視したものであった。人民公社組織は事実上退出できない状
態にあり、その結果として、農民の農業生産に対する積極性をくじき、農業生産の低迷を
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もたらした。協同化の初期段階から高級合作社までは農業生産の成果を収めたが、人民公
社化の前期は政府により強制的に農家の土地の回収と労働力の無償使用によって混乱状態
に陥ってしまった。人民公社の前期に形成された集団制の農村土地制度は決して成功する
はずがなかったとも言える。その結果は、農業生産が長期にわたり停滞し、総産出額、主
要な農産物の生産高ないし労働生産性および農民 1 人当たりの平均所得は低下した。人民
公社前期の農業生産体制はなぜ成功しなかったのか。人民公社前期の農村土地制度におい
ては農業生産の固有の特徴と言われた「平均主義」、「一大二公」、「急進主義」および「政
社合一」などの一連の政策がとられたことにより、資源浪費ないし農業生産効率の低下を
招いたからである。実地調査を通じて、人民公社は農家ないし農村社会の伝統と慣習に背
き、農村共同体の瓦解あるいは人民公社時代の前期における農業生産の低迷という最悪の
結果へと導いたわけであった。しかしながら、調査地の農業生産高のみならず、全国の食
糧生産高を見ると、表 3-3 と表 4-1 で示したように 1958 年から 1983 年までの間に人民公
社時代の 25 年間の食糧生産高は 1.9 億トン増大した。一方、人民公社解体後の 2008 年ま
での 25 年間に食糧の増加高は 1.41 億トンしか増加しなかった。それゆえ、人民公社時代
には調査地ないし全国の農業生産は発展していたとも考えられる。 
 
（3）農家生産請負制に関する研究 
 農家生産請負制の研究に基づいて得られた結論をまとめると以下の通りとなる。① 農家
生産請負制下の農業集団はすでに「有名無実」の組織となっており、その基礎としていた
公有制も動揺した。この制度は農村土地改革以前の零細農経済に戻すことである。しかし
ながら、農家生産請負制は公有制を堅持しながらも、平均主義を打破した結果、農民の農
業生産に対する意欲を刺激して、農業経済の発展を促す農業経済の活力をもたらしたこと
が明らかになった。② 農家生産請負制は 1種の土地レンタルの特殊な形式であり、農民は
農業集団との契約関係にあった。請負契約に基づき、農業集団への上納以外、残りはすべ
て請負農家の所有となる。実際、農産物を小作料として国家に納付義務を負う。③ 農家生
産請負制は農民と土地を直接に結合する農業生産制度である。農民は集団経済の中でも主
体的地位を体現できれば、平均主義などの弊害を克服することができる。そのため、農民、
国家および農業集団との相互の経済関係の新しい展開が見られる。農家を単位とする請負
制は、もとからある農業生産財（主に土地を指す）の集団所有制の基礎の上に実行される。
したがって、農地の公有制あるいは農業集団の組織機構を変えずに、農業生産と経営の形
式だけを変えることで、農家所得の増大に大きく寄与した。その経験を参照にして、国有
企業改革にも経営請負制が導入されたのであった。しかしながら、農地経営の小規模など
の問題が未だに存在しているため、土地請負経営権の資本化、農地の私有化および農地の
大規模経営など農業の近代化を一層推進すべきであろう。 
 
2 今後の展望 
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 農村土地制度を中心とする農村経済に関する研究が中国の近代経済史研究においては、
重要な位置を占めており、その実態に対する正確な分析が必要であることは、これまでに
多くの研究者によって、しばしば取り上げられ、認識されてきた。しかしながら、中国の
農村経済ないし農村土地制度の実態、とりわけ、その近代化過程については、依然として
不明な点が多いと言わざるを得ない 1)。実際にも、中国の農村土地制度の変遷と革新は依然
として多くの問題を残している。例えば、農地財産権の主体の不明確という問題が存在し
ている。農村経済が発展し市場化が広がるにつれて、現行の農村土地制度は農民にとって
請け負った土地に対する資金と技術の投入に有利ではない。同時に、現行の農村土地制度
の下では農業の地域間格差、農家所得の格差、農村の地域間格差などの諸問題が未だに解
決されないままで、市場経済との不整合が現われている。これは、中国の農業にとって、
伝統的農業から近代的農業に向う変革にも影響する。農村土地制度の変遷と革新は農業近
代化を実現するための現実的ルートの 1つである。 
現在、中国では農民の貧困問題は緩和され、貧困地域の状況も大きく変わったが、農民
には自給自足という古い観念が未だに存在している。そして、耕地が乏しいため、短期間
に農民の貧困問題を取り除くことは困難である。貧困地域での農業資金の不足、農業の労
働力の流失も非常に大きな問題になっている。総じて言えば、今の農村土地制度は農民の
衣食問題を解決することはできるが、貧困地域の状況を根本的に改善するには、依然とし
て農村土地制度の整備が必要である。農村土地制度は農業経済の基礎であり、どのように
して農村土地制度の役割を十分に果たすかは、重要な課題と言える。それゆえ、農村土地
制度については多様な改革と革新に対する議論が今後の研究課題として残されており、さ
らに詳細な分析を行う必要がある。また、農村土地制度と農村の地域間格差の変動あるい
は農村の工業化については今後の研究課題としたい。 
 
                                                   
1) 弁納才一『華中農村経済と近代化: 近代中国農村経済史像の再構築への試み』汲古書院、
2004年、3ページ。 
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関連表： 
 
表 序-1 中国および清原県の歴史事件と土地政策の年表,1949 年-2012年 
 
事件・政策 
 年 
中国の事件 中国の土地 
政策 
清原県の事件 清原県の土地
政策 
1949年 10月 1日 毛沢東共産党主
席、北京で中華 
人民共和国成立
を宣言。中央人民
政府主席に就任。 
 1948 年清原県
解放を宣言。 
 
自然互助組の
実行 
1949年 10月 朝鮮戦争に参戦。  県政府の発足  
1950年 6月 30日 『中華人民共和
国土地改革法』の
施行 
土地改革運動
開始 
地主階級批判
闘争の展開 
土地改革運動
開始 
1951年 
 
12月 1日 
 
7月 27日 
人民解放軍、チベ
ットに進駐。  
三反五反運動開
始。52 年終了。 
国連軍との間に
休戦協定が結ば
れ、朝鮮戦争終
結。 
互助組の展開 貧農階級を中
心とした県政
府の形成 
土地改革運動
の終了と互助
組の拡大 
1953年 1月 1日 
12月 
第 1ヵ 5年計画執
行 
中国共産党中
央政府は「関於
発展農業生産
合作社的決議」
の公文書を作
出。全国では農
業生産合作化
運動を展開。 
清原県人民政
府の「関於建設
清原県人民武
装的指示」の公
文書の発布 
互助組の終了 
1954年 9月 『中華人民共和
国憲法』施行 
  初級合作社の
形成 
1958年 大躍進政策およ
び人民公社運動
「中共中央関
於在農村建立
「政社合一」の
農業集団組織
高級合作社の
終了。人民公社
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を開始。 人民公社問題
的決議」公文書
を発布。 
の形成 運動の開始。 
「大躍進運動」
を誘発。 
1959年 3月 10日 
 
 
 
 
 
7月 
チベット人と人
民解放軍が衝突、
ダライ・ラマ 14
世はインドへと
亡命。（1959 年
のチベット蜂起）  
 廬山会議が開か
れ、国防大臣彭徳
懐らが失脚。 
「関於人民公
社管理体制的
若干規定（草
案）」および「関
於人民公社十
八個問題」の公
文書を発布。 
 
「左」傾の厳重
な誤りの思想
により農業生
産の「急進主
義」を誘発。 
1959 年 か ら
1965 年まで、
農業機械化は
主要な農業生
産政策として
確定。 
1960年 大躍進政策終結、
劉少奇が 1959 年
に毛沢東に代わ
って国家主席に
就任。 
「農村人民公
社工作条例」公
文書を発布。 
 「三包一奨」の
生産管理方法
を実行。 
1961年 中ソ関係が決裂。
（中ソ対立） 
 反革命分子鎮
圧運動の開始 
 
1966年 文化大革命開始。
劉少奇主席、鄧小
平らが失脚。 
文化大革命を
開始。 
 農業生産の回
復期 
1966年 
 
 
10月 25日 
 
珍宝島（ダマンス
キー島）で中ソ国
境紛争が勃発。 
国際連合総会で
アルバニア決議
が採択され、中華
民国に代わり中
華人民共和国が
国連常任理事国
となる。 
1968年 
「城市知識青
年参加農村社
会 主義 建設 」
（俗称：上山下
郷運動）の実行 
清原県人民政
府の「関於油料
作物統購的指
示」の公文書の
発布 
 
1972年 
 
 
9月 29日 
アメリカのニク
ソン大統領が中
国を訪問。 
日中国交正常化 
紅衛兵により
共産党幹部や
知識人などに
対する批判闘
1974年 
清原県人民政
府の「無産階級
文化大革命不
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争を展開。 容否定」の公文
書の発布 
1976年 1月 8日 
 
4月 5日 
 
 
9月 9日 
 
 
10月 6日 
国務院総理の周
恩来が死去。 
四五天安門事件
発生。鄧小平が再
び失脚。 
毛沢東死去。国務
院総理華国鋒が
国家指導者に。 
四人組を逮捕。文
化大革命終結、華
国鋒が中国共産
党主席に就任。 
文化大革命を
終結。 
1974年 
清原県人民政
府の「関於認真
発動群衆、積極
掲発制止反革
命謡言的意見」
の公文書の発
布 
 
1978年 12月 中国共産党第十
一期中央委員会
第三回全体会議
で改革開放路線
を決定、鄧小平が
最高実力者に。 
 
「関於加快農
業発展的若干
問題的決定（草
案）」と「農村
人民公社工作
条例（草案）」
公文書を発布。 
清原県人民政
府の「確定林権
通令」の公文書
の発布 
 
1979年 1月 
 
 
 
 
6月 4日 
アメリカと国交
正常化。アメリカ
では台湾関係法
が成立。 
中越戦争 
六四天安門事件
により趙紫陽が
失脚。 
農村に滞在す
る知識青年の
回城（都市に戻
ること）就職を
実施。 
清原県人民政
府の「関於農副
業生産的几項
規定」の公文書
の発布 
農家生産請負
制を導入。 
自由売買の権
限を与えた。 
1980年 1979年 
計画生育（一人っ
子政策）の実施 
「関於進一歩
加強和完善農
業生産責任制
的几個問題」公
文書を発布。 
清原県人民政
府の「集体所有
制経済理論問
題」会議を行
う。 
「俗称大包干」
という農家生
産請負制を正
式に導入。 
1983年  人民公社終焉  人民公社終焉 
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1986年  「中華人民共
和国土地管理
法」を発布。 
  
1989年 6月 24日 
 
江沢民が中国共
産党総書記に選
ばれる。 
  「口糧田」と
「責任田」の導
入 
1997年 2月 19日 
7月 1日 
鄧小平死去。 
香港の主権がイ
ギリスから返還
される。（香港返
還） 
 清原県人民政
府の「災区生産
救災方案」の公
文書の発布 
 
1999 年 12 月 20
日 
 
ポルトガルから
マカオが返還さ
れる。 
   
2002 年 11 月 15
日 
 
胡錦濤が中国共
産党総書記に選
出。 
「中華人民共
和国農村土地
承包法」の発布 
  
2003年 3月 15日 
 
胡錦濤が国家主
席に、温家宝が国
務院総理に選出。 
   
2008年 5月 12日 
 
 
8月 8日 
四川大地震が発
生、死者・行方不
明は 8万人超。 
北京オリンピッ
クを開催。 
   
2012 年 11 月 15
日 
 
習近平が中国共
産党総書記、中央
軍事委員会主席
に選出。 
   
出所：岡田英弘『読む年表 中国の歴史』ワック株式会社、2012年、271-275ページ。 
ウィキペディアフリー百科事典「中国の歴史年表」、清原県档案館内部資料『清原県大事記』
により筆者作成。 
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E5%9B%BD%E3%81%AE%E6%AD%B4%E5%8F%B2%E5%B9
%B4%E8%A1%A8（2014年 12月 7日確認） 
http://zh.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E5%8D%8E%E4%BA%BA%E6%B0%91%E5%85%B1%E5%92
%8C%E5%9B%BD%E5%8E%86%E5%8F%B2%E5%B9%B4%E8%A1%A8（2014年 12月 7日確認） 
―関連表― 
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表 序-2 清原県建国後農家生産経営状況調査表 
調査地区        県           村    調査番号             調査年月日              
被
調
査
人
情
報 
名前  性別  生年月日  民族  
家庭人数  政治関係  戸籍地 □都市□農村 
文化程度  連絡先  仕事先 □有 □無 
月収入  総資産  年金 □有 □無 
農業副業  農具保有量  
住所  
病気障害 □一人生活         □ 老年       □ 病気        □身体障害 
家
庭
成
員
情
報 
名前 調査人との関係 性別 都市 月収入 仕事先 
         
      
      
      
      
家
庭
経
済
状
況
関
連
情
報 
一人当たり年収入                （元）農業補助                                  
自然災害                    意外事件災害                   
家庭成員の病気、身体障害などにより農業生産の困難                                            
家庭成員の失業状況                   家庭負債状況                               
農業政策により悪影響状況                                                           
子供の出稼ぎ労働により農業生産の影響                                                      
他の状況                                                                      
現在の農業政策に対する意見                                            
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当表は博士論文執筆のため、調査情報データの根拠として使用し、それ以外の目的には使
用しない。本調査に協力されたことに深謝する。 
建
国
後 
の
各
農
地
制
度
下
の
農
業
生
産
経
営
概
況
お
よ
び
影
響 
1、建国後の各農村土地制度下の農業生産経営概況                 
土地改革前後土地基本情況                                                 
農業互助組期                                                                
初級合作社期                                                                
高級合作社期                                                                
人民公社期                                                                  
農家生産経営請負責任制期                                                    
意見                                                                                                                                         
2、建国後各段階農村土地制度の肯定的および否定的影響 
土地改革期                                                                   
農業互助組期                                                                
初級合作社期                                                                
高級合作社期                                                                
人民公社期                                                                  
農家生産経営請負責任制期                                                    
意見                                                                      
備
考 
 
被
調
査
人
記
入
欄 
 
 
 
職業                              住所                                         
 
管理部門                          連絡先                                       
―関連表― 
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表 2-1 土地改革後の土地と生産手段状況 
 
 耕地（畝） 役畜（頭） すき（本） 水車（台） 
地主 12.16 0.23 0.23 0.04 
富農 25.09 1.15 0.87 0.22 
中農 19.01 0.91 0.74 0.13 
貧農と雇農 12.46 0.47 0.41 0.07 
その他 7.05 0.32 0.38 0.06 
注：新中国初期の地主と富農の階級区分は主に世襲的な地位（出身血統主義）により区別
されることとなった。中農の区別規準は地域によるそれぞれの違いがあって、大体 20
畝未満の土地を持つ人を中農に分類するのが一般的であった。貧農と雇農は自分の土
地を持たない農民であった。 
出所：蘇星『我国農業的社会主義道路』人民出版社、1976年、11ページ。 
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表 2-2  農業生産互助組の発展状況,1950年-1955 年 
 
年度 協同化の程度（%） 互助組（個） 参加農家数（戸） 互助組農家と総農家の
割合（%） 
1950 10.91 2801601 11510483 10.91 
1951 17.54 4236712 19161253 17.54 
1952 39.9 8026037 45364384 39.86 
1953 39.47 7450212 15636863 39.23 
1954 60.32 9931480 68477999 58.37 
1955 64.68 7147023 60388790 50.66 
注：協同化の程度は各種の農業生産互助組に参加した農家が総農家に占める比率。 
出所：温鉄軍『三農問題与制度変遷』中国経済出版社、2009年、198 ページ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
―関連表― 
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表 2-3 初級農業生産合作社の発展状況,1950年-1956年 
 
年度 
 
協 同 化 の
程度（%） 
初級合作社
の個数 
入社戸数 入社農家
の割合（%） 
入社の耕
地 面 積
（畝） 
入社耕地
の割合（%） 
1950 10.91 18 187 0.0002 3223 0.0002 
1951 17.54 129 1588 0.0015 39948 0.0026 
1952 39.9 3634 57188 0.05 1374146 0.0849 
1953 39.47 15053 272793 0.235 7337195 0.451 
1954 60.32 114165 2285246 1.948 45141568 2.752 
1955 64.86 633213 16880928 14.162 294239543 17.812 
1956 91.7 685231 35108688 29.1     —     — 
出所：温鉄軍『三農問題与制度変遷』中国経済出版社、2009年、202 ページ。 
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表 2-4  高級合作社の発展状況,1952年-1957 年 
 
年度 協同組合
数 
高級合作
社数 
平均戸数 全国の総農
家数 
高級合作
社の戸数 
 
1952 3644 10 184 113808653 1840  
1953 15060 15 137.3 116324736 2059  
1954 114366 201 58.6 117325502 1174  
1955 633722 529 75.8 119201198 40080  
1956 *756000 *540000 *198.6 120460397 107422000  
1957 *789000 *753000 *158.6 124155897 119450000  
注：*印がある数字は年末までの数で、その他は 11月までの数である。 
出所：当代中国的農業合作制編集委員会『当代中国的農業合作制（上冊）』当代中国出版
社、2002年、409ページ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
―関連表― 
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表 2-5 初級合作社の主要農作物増減産社の割合,1955年 
 
 調査対象社数(個) 増産社の割合 生産量は増減が
ない社の割合 
減産社の割合 
  米 1153 81.9% 1.2% 16.9% 
小麦 961 78.8% 0.5% 20.7% 
大豆 582 44.3% 2.4% 53.3% 
綿花 721 83.9% 0.3% 15.8% 
注：1953年を 100とする 
出所：葉揚兵『中国農業合作化運動研究』知識所有権出版社、2006 年、756ページ。 
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表 2-6  初級合作社時代と高級合作社時代の農民収入 
 
 初級合作社（1955年） 高級合作社（1957年） 
労働者 1人あたりの年労働日（日） 95 128 
労働者 1人あたりの年生産高（元） 187 380 
1日労働の報酬（元） 0.9 1.58 
労働者 1人あたりの年報酬（元） 86 202 
１農家あたり年収人（元） 274 413 
出所：童大林『農業合作化大発展的根拠』人民出版社、1956年、42 ページ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
―関連表― 
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表 2-7 湖北省農民の消費水準と増加率,1952年-1957年 
 
項目    年度 1952 1953 1954 1955 1956 1957 
消費水準（単位：元） 64 71 61 75 91 93 
消費水準の増加率（%）   - 6.3 -13.2 20.3 18.3 1.2 
出所：梅徳平『中国農村微観経済組織的変遷研究』中国社会科学出版社、2004年、355—356
ページ。 
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表 2-8 河南省農民の年間 1人当たりの生活消費構造,1950 年-1957年 
                                    単位：元 
年度 年 間 の
総支出 
生 計 費
全体 
食品費 衣服費 住宅費 燃料費 文化生活
用品費 
そ の
他 
1950 65.83 51.27    29.59 8.1 0.9 7.2 2.76 2.72 
1951 73.46    59.36 33.48 9.3 1.03 8.6 2.95 4 
1952 79.22    63.2 34.76 9.6 1.19 9.2 3.55 4.9 
1953 83.31     65.17 35.9 10.2 1.37 9.3 4.01 4.39 
1954 76.87  61.23 34.5 9.5 1.13 8.8 3.1 4.2 
1955 83.21  74.1 41.9 9.3 1.2 11.2 4.9 5.6 
1956 86.17    79.47 53.57 9.7 1.7 9.5 3.2 1.8 
1957 90.58     82.31 53.1 9.8 1.9 10.2 6.1 1.21 
出所：河南省統計局編集『河南省農業統計資料』河南省統計局、1982 年、78-79ページ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
―関連表― 
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表 3-1 人民公社時代の農業利益から工業に提供した蓄積資金状況,1958年-1978年 
 
年度 
農業利益から工業に提
供した蓄積資金（億元） 
国民所得を占める 
割合（%） 
農民 1人当たりが工業に提
供した蓄積資金（元） 
1958 133.6 35.2 86.2 
1959 155.3 27.8 95.3 
1960 158.1 31.6 102.2 
1961 105.3 54 53.5 
1962 121 22.2 56.8 
1963 121.4 66.3 55.2 
1964 150.9 57.4 65.9 
1965 157.6 43.2 67.4 
1966 194.6 41.4 80.1 
1967 171.8 56.5 68.2 
1968 141.3 47.4 54.1 
1969 160.6 45 59.2 
1970 103.9 33 37.1 
1971 219.1 32 77.2 
1972 220.3 34 77.9 
1973 254 34.3 87.9 
1974 245.4 31.1  84 
1975 264.5 31.9 89.7 
1976 244.7 32.7 83.2 
1977 270.9 32.6 92.5 
1978 297.1 27.3 101 
出所：『中国統計年鑑』中国統計出版社、1984年、109ページ。 
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表 3-2 人民公社時代の全国農業生産条件改善略表,1957年-1979年 
 
年度 
農業用機械総馬
力数（万馬力） 
農村電力使用量
（億キロワット） 
灌漑面積（万ヘ
クタール） 
化学肥料使用量
（万トン） 
1957 165 1.4 2733.9 37.3 
1962 1029 16.1 3054.5 63 
1965 1494 37.1 3305.5 194.2 
1978 15975 253.1 4496.5 884 
1979 18191 282.7 4500.3 1086.3 
注：化学肥料は主に尿素、燐酸アンモニアである。 
出所：『中国統計年鑑』中国統計出版社、1984年、169-171ページ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
―関連表― 
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表3-3 人民公社時代の全国農業生産状況,1958年-1978年   
 
年度 農業総生産額（億元） 食糧生産高（万トン） 綿花生産高（万トン） 
1958 550 19765 169.6 
1959 475 16968 170.9 
1960 415 14385 106.3 
1961 405 13650 80 
1962 430 15441 75 
1963 480 17000 120 
1964 545 18750 166.3 
1965 590 19453 209.8 
1966 641 21400 233.7 
1967 651 21782 235.4 
1968 635 20906 235.4 
1969 642 21097 207.9 
1970 716 23996 227.7 
1971 1090 25014 210.5 
1972 1088 24048 195.8 
1973 1179 26494 256.2 
1974 1228 27527 246.1 
1975 1285 28452 238.1 
1976 1317 28631 205.5 
1977 1339 28273 204.9 
1978 1459 30477 216.7 
出所：『中国統計年鑑』中国統計出版社、1984年、141-142ページ。 
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表3-4 人民公社時代の1日平均農産物の生産高,1965年-1978年 
                                単位：キログラム 
年度     米 小麦 トウモロコシ 綿花 植物油 
1965 6.1 5.4 7.4 0.9 2.7 
1975 7.3 5.3 7.7 0.7 2.3 
1976 6.6      5 7.1 0.6 2.6 
1977 7.6 4.4 6.9 0.6 2.3 
1978 7.3 5.1 7.4 0.7 2.5 
出所：農業畜産業漁業部計画司編集『農業経済資料（1949―1983）』農業畜産業漁業部計画
司出版社、1983年、456-472ページ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
―関連表― 
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表 4-1  主要農産物の生産高,1978年-2008年 
単位：万トン 
年度 食糧 綿花 植物油原料 麻類 お茶  果物 
1978年 30476.5 216.7 521.79 135.1 26.8 656.97 
1979年 33211.5 220.74 643.54 136.12 27.72 701.46 
1980年 32055.5 270.67 769.06 143.6 30.37 679.26 
1981年 32502 296.76 1020.52 157.65 34.26 780.09 
1982年 35450 359.85 1181.73 123.95 39.73 771.3 
1983年 38727.5 463.7 1054.97 124.8 40.06 948.71 
1984年 40730.5 625.84 1190.95 178.8 41.42 984.53 
1985年 37910.8 414.67 1578.42 444.77 43.23 1163.95 
1986年 39151.2 354.04 1473.76 192.67 46.05 134.75 
1987年 40297.7 424.51 1527.78 208.36 50.8 1667.92 
1988年 39408.1 414.87 1320.27 180.92 54.54 1666.1 
1989年 40754.9 378.79 1295.22 112.43 53.5 1831.9 
1990年 44624.3 450.77 1613.16 109.73 54.01 1874.42 
1991年 43529.3 567.5 1638.31 88.45 54.16 2176.13 
1992年 44265.8 450.84 1641.15 93.83 55.98 2440.09 
1993年 45648.8 373.93 1803.94 96 59.99 3011.22 
1994年 44510.1 434.1 1989.59 74.73 58.85 3499.82 
1995年 46661.8 476.75 2250.34 89.7 58.86 4214.63 
1996年 50453.5 420.33 2210.61 79.5 59.34 4652.82 
1997年 49417.1 460.27 2157.38 74.87 61.34 5089.32 
1998年 51229.53 450.1 2313.86 49.5 66.5 5452.85 
1999年 50838.58 382.88 2601.15 47.17 67.59 6237.64 
2000年 46217.52 441.73 2954.83 52.95 68.33 6225.15 
2001年 45263.67 532.35 2864.9 68.14 70.17 6658 
2002年 45705.75 491.62 2897.2 96.37 74.54 6951.98 
2003年 43069.53 485.97 2811 85.3 76.81 14517.41 
2004年 46946.95 632.35 3065.91 107.36 83.52 15340.88 
2005年 48402.19 571.42 3077.14 110.49 93.49 16120.09 
2006年 49747.89 674.58 3059.39 89.12 102.81 17239.91 
2007年 50160.27  762.36 2568.74 72.83 116.55 18136.29 
2008年 52870.9 749.2 2952.8 62.5 19220.2 2984.7 
出所：『中国統計年鑑』中国統計出版社、各年版により筆者作成。 
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表 4-2 農業生産経営の戸数と農業生産経営部門の数量および構成,2006年 
注：① 国家統計局 2006年第 2回全国農業全面調査主要データ官報(第 2号)、2008年 2月
22日公表。以前の調査データを公表されていない。 
② 東部地区は図 5-1 で示したように北京市、天津市、河北省、上海市、江蘇省、浙
江省、福建省、山東省、広東省、海南省を含む。 
中部地区は図 5-1 で示したように山西省、安徽省、江西省、河南省、湖北省、湖
南省を含む。 
西部地区は図 5-1 で示したように内モンゴル自治区、広西チワン族自治区、重慶
市、四川省、貴州省、雲南省、西蔵自治区、陝西省、甘粛省、青海省、寧夏回族
自治区、新疆ウイグル自治区を含む。 
    東北地区は図 5-1で示したように遼寧省、吉林省、黒龍江省を含む。 
出所：中国国家統計局ウェブサイトより筆者作成。（2013年 10月 22 日確認） 
http://www.gov.cn/gzdt/2008-02/22/content_897216.htm 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
農業生産経営の戸数 農業生産経営部門 
数（万戸） 比率（%） 数（万） 比率（%） 
     合計 20,016 100 39.5 100 
      産業別         
     農作物の栽培業  18,414 92       7 17.9 
       林業 411 2.1 9.9 25.1 
       牧畜業 990 4.9 4.4 11.1 
       漁業 149 0.7 4.3 10.8 
   農林牧漁のサービス業 52 0.3 13.9 35.1 
     地区別         
       東部地区 6,550 32.7 19.3 48.9 
       中部地区 6,060 30.3       9 22.8 
       西部地区 6,128 30.6 8.7 22 
東北地区 1,278 6.4 2.5 6.3 
―関連表― 
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表 4-3 農業従業員数と構成,2006年 
 
  全国 東部地区 中部地区 西部地区 東北地区 
農業従業員の数量(万人) 34874 9522 10206 12355 2791 
農業従業員性別の構成（%）           
        男 46.8 44.9 45.7 48.6 49.7 
        女 53.2 55.1 54.3 51.4 50.3 
農業従業員年齢の構成（%）           
      20歳以下 5.3 4.2 4.9 6.4 6.4 
      21-30歳 14.9 13.5 13.8 16.5 17.2 
      31-40歳 24.2 22 24.5 25.3 25.4 
      41-50歳 23.1 25 23.5 20.6 25.3 
      51歳以上 32.5 35.3 33.3 31.2 25.7 
農業従業員文化水準の構成（%）           
     非識字者 9.5 7.7 8.9 12.8 2.9 
        小学校 41.1 38.5 37 47 39 
     初級中学 45.1 48.8 49.2 36.7 54.6 
        高校 4.1 4.8 4.7 3.3 3.2 
     短大と以上 0.2 0.2 0.2 0.2 0.3 
出所：中国国家統計局ウェブサイトより筆者作成。（2013年 10月 22 日確認） 
http://www.gov.cn/gzdt/2008-02/22/content_897216.htm 
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表 4-4 農業技術者数,2006年             
                                   単位：万人       
  全国 東部地区 中部地区 西部地区 東北地区 
合计 207  70  39  77  21  
初级 149  53  25  58  13  
中级 46  14  11  15  6  
高级 12  3  3  4  2  
注：初級、中級と高級は農業技術のレベルを示す。 
出所：中国国家統計局ウェブサイトより筆者作成。（2013年 10月 22 日確認） 
http://www.gov.cn/gzdt/2008-02/22/content_897216.htm 
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                       表 4-5 農業用機械数,2006年    
                                   単位：万台       
  全国 東部地区 中部地区 西部地区 東北地区 
大・中型トラクター 140 36 29 31 44 
小型トラクター 2550 868 1003 395 284 
大・中型トラクターに組
み合わせるセットにす
る農機具 
 
 
147 
 
 
34 
 
 
33 
 
 
32 
 
 
48 
小型トラクターに組み
合わせるセットにする
農機具 
 
 
2509 
 
 
587 
 
 
1342 
 
 
338 
 
 
242 
ハーベストコンバイン 55 23 24      4      4 
出所：中国国家統計局ウェブサイトより筆者作成。（2013年 10月 23 日確認） 
http://www.gov.cn/gzdt/2008-02/22/content_897216.htm 
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表 4-6 農業用機械の使用状況,2006年    
                                                                    単位：% 
  全国 東部地区 中部地区 西部地区 東北地区 
耕地面積の比率           
機械化耕地面積 59.9 73.8 60.2 39.3 77.5 
機械電力設備灌漑面積 26.6 54.9 32 13.1 12.7 
機械灌漑面積 1.8 2.8 2.9 0.7       1 
自然灌漑面積 0.8 0.2 0.3        2 0.1 
耕作面積の比率            
機械による種まきの面積 32.6 36.1 26.2 23.3 59.1 
機械による刈り取り面積 24.9 34.9 30.5 10.4 26.3 
出所：中国国家統計局ウェブサイトより筆者作成。（2013年 10月 23 日確認） 
http://www.gov.cn/gzdt/2008-02/22/content_897216.htm 
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表 4-7 農業設備状況,2006年    
                                               単位：千ヘクタール       
  全国 東 部
地区 
中 部
地区 
西 部
地区 
東 北
地区 
温室面積 81  31  11  21  18  
ビニールハウス面積 465  262  75  63  65  
中小ビニールハウス面積 231  104  48  57  22  
温室とビニールハウスの主要作物の栽培面積   
      野菜 723  385  123  101  114  
     食用菌類 46  22  14  8  2  
      果物 137  77  23  16  21  
    園芸の苗木 47  17  12  12  6  
出所：中国国家統計局ウェブサイトより筆者作成。（2013年 10月 25 日確認） 
http://www.gov.cn/gzdt/2008-02/22/content_897216.htm 
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表 5-1 調査村の概況,2012年 
 
          村        
項目 
草市鎮 
草市村 
清原鎮 
八里村 
南山城鎮 
南山城村 
 
 面積（キロメートル） 
 
22 
 
27 
 
35 
 
人口（人） 
 
1,236 
 
1,876 
 
2,311 
 
     戸数（戸） 
 
325 
 
479 
 
557 
 
民族比率（％） 
満族 80.5 
漢族 11.7 
他の民族 7.8   
満族 79.2 
漢族 13.8 
他の民族 7  
満族 71.3 
漢族 22.1 
他の民族 6.6  
 
村民生産組（個） 
 
         7 
 
           8 
 
         5 
 
稲田面積（畝） 
 
1,550.5 
 
1,779.5 
 
1,351 
 
トウモロコシ耕作面積（畝） 
 
1,887.5 
 
1,904.5 
 
1,409 
 
他の農産物耕作面積（畝） 
 
773 
 
914 
 
883 
 
 
主要農産物 
水稲、トウモロコ
シ、ジャカイモ、
大豆、果物など 
水稲、大豆、トウ
モロコシ、ジャカ
イモ、タバコの葉
など 
水稲、トウモロ
コシ、ジャカイ
モ、など 
 
非農業部門 
運送業サービス
業、床板工場など 
農産物の加工、運
送業サービス業な
ど 
鉱産業、運送業
サービス業な
ど 
 
外出出稼ぎ労働者（人） 
 
328 
 
391 
 
119 
 
1人当たり年平均所得（元） 
 
20,000 
 
22,000 
 
25,000 
出所：清原県档案館内部資料、清原県統計局内部資料『清原県国民経済統計資料』、村統計
台帳および聞き取り調査により筆者作成。 
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表 5-2 草市村の土地状況,1950年-2012年 
                                         単位：畝 
    年 
項目          
 
1950 
 
1960 
 
1970 
 
1980 
 
1990 
 
2000 
 
2010 
 
2012 
 
農業用地 
 
2,112 
 
2,767 
 
3,025 
 
3,367 
 
3,598 
 
3,817 
 
4,025 
 
4,211 
 
非農業用地 
 
512 
 
571 
 
603 
 
720 
 
887 
 
1,012 
 
1,375 
 
1,479 
 
合計 
 
2,624 
 
3,338 
 
3,628 
 
4,087 
 
4,485 
 
4,829 
 
5,400 
 
5,690 
出所：清原県档案館内部資料、清原県統計局内部資料『清原県国民経済統計資料』、村統計
台帳および聞き取り調査により筆者作成。 
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表 5-3 八里村の土地状況,1950年-2012 年 
                                    単位：畝 
    年 
項目          
 
1950 
 
1960 
 
1970 
 
1980 
 
1990 
 
2000 
 
2010 
 
2012 
 
農業用地 
 
2,798 
 
3,017 
 
3,205 
 
3,367 
 
3,878 
 
4,106 
 
4,391 
 
4,598 
 
非農業用地 
 
671 
 
730 
 
751 
 
773 
 
1,056 
 
1,290 
  
1,411 
 
1,573 
 
合計 
 
3,469 
 
3,747 
 
3,956 
 
4,340 
 
5,634 
 
5,996 
 
6,302 
 
6,659 
出所：清原県档案館内部資料、清原県統計局内部資料『清原県国民経済統計資料』、村統計
台帳および聞き取り調査により筆者作成。 
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表 5-4 南山城村の土地状況,1950年-2012 年 
                                    単位：畝 
    年 
項目          
 
1950 
 
1960 
 
1970 
 
1980 
 
1990 
 
2000 
 
2010 
 
2012 
 
農業用地 
 
1,557 
 
1,835 
 
1,912 
 
2,091 
 
2,369 
 
2,813 
 
3,176 
 
3,643 
 
非農業用地 
 
501 
 
550 
 
595 
 
637 
 
811 
 
828 
 
895 
 
975 
 
合計 
 
2,058 
 
2,385 
 
2,507 
 
2,728 
 
3,180 
 
3,641 
 
4,071 
 
4,618 
出所：清原県档案館内部資料、清原県統計局内部資料『清原県国民経済統計資料』、村統計
台帳および聞き取り調査により筆者作成。 
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表 5-5 調査地における土地改革,1949年-1950 年 
単位：（畝、軒、頭、本、斤） 
 
  村 
 
階
級  
 
人
口 
 
戸
数 
土地改革前（1949年） 土地改革後（1950年） 没収 
土地 
 土 
 地 
家
屋 
役
畜 
す
き 
 食 
 糧 
 土 
 地 
家
屋 
役
畜 
す
き 
 食 
 糧 
 
 
 
 
 草 
 市 
 村 
地
主  
 
16 
 
 3 
 
621 
 
 7 
 
 5 
 
 3 
 
2913 
 
40 
 
 5 
 
 3 
 
 6 
 
323 
 
581 
富
農  
 
47 
  
 9 
 
469 
  
9 
 
11 
 
17 
 
2809 
 
117 
  
 7 
  
 7 
 
13 
 
943 
 
352 
中
農  
 
76 
 
17 
 
257 
 
 8 
 
12 
 
15 
 
1992 
 
197 
 
 7 
 
10 
 
12 
 
1537 
 
60 
貧
農  
 
173 
 
36 
 
72 
 
23 
 
25 
 
28 
 
917 
 
467 
 
26 
 
27 
 
29 
 
3476 
 
― 
雇
農  
 
147 
 
33 
 
37 
 
 9 
 
― 
 
17 
 
435 
 
396 
 
13 
 
47 
 
17 
 
2991 
 
― 
合
計  
 
459 
 
98 
 
1456 
 
56 
 
53 
 
80 
 
9066 
 
1217 
 
58 
 
94 
 
77 
 
9270 
 
993 
 
 
 
 
 八 
 里 
 村 
地
主  
 
29 
 
 5 
 
813 
 
 8 
 
 7 
 
 5 
 
5031 
 
72 
 
 6 
  
5 
 
 5 
 
538 
 
741 
富
農  
 
69 
 
13 
 
622 
 
12 
 
15 
 
11 
 
3507 
 
172 
 
10 
 
 9 
 
13 
 
1378 
 
450 
中
農  
 
117 
 
23 
 
317 
 
18 
 
29 
 
26 
 
2710 
 
304 
 
15 
 
15 
 
17 
 
2339 
 
13 
貧
農  
 
213 
 
43 
 
102 
 
33 
 
27 
 
35 
 
539 
 
575 
 
33 
 
35 
 
43 
 
4251 
 
― 
雇
農  
 
137 
 
35 
 
31 
 
15 
 
 2 
 
22 
 
302 
 
369 
 
21 
 
17 
 
32 
 
2643 
 
― 
合 
計  
 
565 
 
119 
 
1885 
 
86 
 
80 
 
99 
 
12089 
 
1492 
 
85 
 
81 
 
110 
 
11149 
 
1204 
 
 南 
 山 
 城 
 村 
地
主  
 
18 
 
 3 
 
704 
 
10 
 
 9 
 
 7 
 
3975 
 
57 
 
 6 
 
 5 
  
7 
 
477 
 
647 
富
農  
 
45 
 
 8 
 
611 
 
 9 
 
 7 
 
10 
 
2734 
 
127 
 
 7 
 
 7 
 
10 
 
916 
 
484 
中 
農  
 
57 
 
13 
 
265 
 
17 
 
 9 
 
15 
 
1910 
 
226 
 
15 
 
13 
 
17 
 
1664 
 
39 
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貧   
農  
 
143 
 
35 
 
79 
 
28 
 
21 
 
29 
 
636 
 
418 
 
28 
 
25 
 
33 
 
2995 
 
― 
雇 
農  
 
103 
 
26 
 
18 
 
17 
 
 1 
 
27 
 
273 
 
305 
 
25 
 
22 
 
27 
 
2130 
 
― 
合  
計  
 
366 
 
85 
 
1677 
 
81 
 
47 
 
88 
 
9528 
 
1133 
 
81 
 
72 
 
94 
 
8182 
 
1170 
没収された
土地の合計 
  
3367 
出所：清原県誌編纂委員会『清原县志』遼寧人民出版社、1991年、17、85ページ。清原県
档案館内部資料、清原県統計局内部資料『清原県国民経済統計資料』、村統計台帳お
よび聞き取り調査により筆者作成。 
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表 5-6 清原県における土地改革による耕地の接収と分配基準 
 
 
階級 
 
接収基準 
 
分配基準 
 
地主 
1 人当たり 2.5 畝の耕地を上回った
分を接収される 
1人当たり 2.5 畝の耕地を分配する 
 
富農 
1 人当たり 2.5 畝の耕地を上回った
分を接収される 
1人当たり 2.5 畝の耕地を分配する 
 
中農 
1 人当たり 2.6 畝の耕地を上回った
分を接収される 
1人当たり 2.6 畝の耕地を分配する 
 
貧農 
 1人当たり 2.7 畝の耕地を分配する 
 
雇農 
 1人当たり 2.7 畝の耕地を分配する 
注：新中国初期の地主と富農の階級区分は主に世襲的な地位（出身血統主義）により区別
されることとなった。中農の区別規準は地域によるそれぞれの違いがあって、大体 20
畝未満の土地を持つ人を中農に分類するのが一般的であった。貧農と雇農は自分の土
地を持たない農民であった。 
出所：清原県統計局統計課課長の聞き取りにより筆者作成。 
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表 5-7 清原県農業合作化の状況,1949年-1959年 
単位：組、社 
     組織 
 年 
互助組 
（参加戸数） 
初級合作社 
（参加戸数） 
高級合作社 
（参加戸数） 
人民公社 
（参加戸数） 
1949     
1950 974（3,668）    
1951 1,620（6,696）    
1952 3,006（10,983）    
1953 2,481（12,305） 17（227）   
1954  52（789）   
1955  336（6,357）   
1956   133（27,902）  
1957   182（26,742）  
1958    6（33,242） 
1959    6（32,479） 
出所：清原県統計局内部資料『清原県国民経済統計資料 1949-1964』30-32ページにより筆
者作成。 
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表 5-8 清原県における主要農産物の生産高,1949年-1990年 
単位：トン 
   組織 
 年 
 
水稲 
 
トウモロコシ 
 
大豆 
 
  粟 
 
高粱 
1949 1598 3610 180 1259 2674 
1950 1340 2359 192 801 3011 
1951 1739 3001 144 1135 2887 
1952 2493 4245 225 1557 4053 
1953 2005 3451 312 1128 3096 
1954 2418 3282 574 840 2779 
1955 3278 3957 612 959 2216 
1956 6319 3084 800  832 1747 
1957 4257 2672 952  973 2010 
1958 6196 4900 1366  1078 993 
1959 3672 2614 1279  658 1548 
1960 2100 1334 1120  259 830 
1961 2082 2330 1357  376 1411 
1962 2064 4621 1320  543 1845 
1963 2152 4598 1802  866 2682 
1964 2392 3327 1797  529 2119 
1965 3140 5132 2460  1140 1545 
1966 3192 4306 2530  693 1720 
1967 4097 3923 2717  721 1999 
1968 4501 3146 2299  578 1615 
1969 3662 3281 1683  841 1327 
1970 5455 5769 3028  1129 1997 
1971 4267 4541 1934  412 1439 
1972 2484 3941 1468  711 935 
1973 4406 4600 2248  668 1270 
1974 5394 8180 2756  875 1923 
1975 6186 9627 2668  832 2027 
1976 4379 9003 1861  615 1630 
1977 5980 10803 2136 523 1327 
1978 30570 47650 10610 3320 7480 
1979 28460 46845 12270 2705 11000 
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1980 28505 40685 12675 2015  9705 
1981 28015 37900 15300 1775  6815 
1982 31020 46390 17390 2510  9275 
1983 36370 55440 21295 2430  9925 
1984 38650 62275 21580 2100  7470 
1985 33806 39998 16450 996  3118 
1986 26180 42341 14034  730  2233 
1987 34602 51414 14479  516  1817 
1988 31646 43487  9891  360  1294 
1989 21529 41186 7958  275  1195 
1990 43489 68401 15488 456 1713 
出所：清原県档案館内部資料、清原県統計局内部資料『清原県国民経済統計資料 1949年―
1964年』46ページ、『清原県国民経済統計資料 1965年―1977年』98ページ、『清原
県国民経済統計資料 1978 年―1990年』168ページにより筆者作成。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 - 230 - 
表 6-1 日本の対中農業直接投資額,2001年-2010 年  
単位：百万ドル 
年度 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
農業 60 73 42 84 40 24 23 21 39 34 
出所：商務部外国投資管理司、商務部投資促進事務局『2011 年中国外商投資報告』経済管
理出版社、2011年、34-35ページより筆者作成。 
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関連図： 
 
           図 3-1 人民公社時代の中国行政組織 
 
 
出所：福島裕『人民公社』勁草書房、1967年、109ページ。 
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図 3-2 人民公社と行政系統・党組織との関係 
 
出所：福島裕『人民公社』勁草書房、1967年、110ページ。 
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図 3-3 公社―大隊―生産隊の生産・所有構造 
 
 
出所：嶋倉民生、中兼和津次『人民公社制度の研究』アジア経済研究所、1980 年、110
ページより引用、一部筆者加筆修正。 
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図 4-1 食糧販売形態の展開 
 
 
注：①、糧站＝食糧集荷ステーション 
    ②、糧庫＝食糧の貯蓄管理倉庫 
出所：細谷昻等『再訪、沸騰する中国』御茶の水書房、2005年、259ページ。 
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図 4-2 農家生産請負責任制期の食糧流通システム 
 
 
出所：中兼和津次『中国農村経済と社会の変動』御茶の水書房、2002年、188ページ。 
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図 4-3 農家 1人あたり所得の動向,1985年-2007 年 
 
出所：池上彰英、寳劔久俊『中国農村改革と農業産業化』アジア経済研究所、2009 年、
37ページ。 
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図 4-4 食糧総生産量の変化,1952年-1994 年 
 
出所：厳善平『中国農村・農業経済の転換』勁草書房、1997年、213ページ。 
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              図 4-5 農業従業員数,2006年 
単位：万人 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    
   注：東部地区は図 5-1 で示したように北京市、天津市、河北省、上海市、江蘇省、
浙江省、福建省、山東省、広東省、海南省を含む。 
中部地区は図 5-1 で示したように山西省、安徽省、江西省、河南省、湖北省、
湖南省を含む。 
西部地区は図 5-1 で示したように内モンゴル自治区、広西チワン族自治区、重
慶市、四川省、貴州省、雲南省、西蔵自治区、陝西省、甘粛省、青海省、寧夏
回族自治区、新疆ウイグル自治区を含む。 
     東北地区は図 5-1で示したように遼寧省、吉林省、黒龍江省を含む。 
出所：中国国家統計局ウェブサイトより筆者作成。（2013年 10月 22日確認） 
http://www.gov.cn/gzdt/2008-02/22/content_897216.htm 
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図 4-6 農業従業員の年齢構成,2006年 
単位：% 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：中国国家統計局ウェブサイトより筆者作成。（2013年 10月 22日確認） 
http://www.gov.cn/gzdt/2008-02/22/content_897216.htm 
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図 4-7 農業従業員の性別構成,2006年 
                                     単位：% 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：中国国家統計局ウェブサイトより筆者作成。（2013年 10月 23日確認） 
http://www.gov.cn/gzdt/2008-02/22/content_897216.htm 
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図 4-8 農業設備状況,2006年 
単位：千ヘクタール 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：中国国家統計局ウェブサイトより筆者作成。（2013年 10月 23日確認） 
http://www.gov.cn/gzdt/2008-02/22/content_897216.htm 
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図 4-9 温室とビニールハウスの主要農作物の栽培面積,2006年 
単位：千ヘクタール 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：中国国家統計局ウェブサイトより筆者作成。（2013年 10月 25日確認） 
http://www.gov.cn/gzdt/2008-02/22/content_897216.htm 
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図 5-1 中国全図 
 
出所：遼寧百度百科（2014 年 10月 3日確認） 
     http://baike.baidu.com/view/2170.htm?fr=aladdin 
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図 5-2 遼寧省地図 
 
 
出所：旅行のとも、ZenTech - Biglobe より引用、一部筆者加筆修正。（2014 年 10 月 8 日
確認） 
http://www2m.biglobe.ne.jp/~ZenTech/world/map/china/Map-China-Province-Lia
oning.htm 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
―関連図― 
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図 5-3 清原県地図 
 
出所：百度図片より引用、一部筆者加筆修正。（2014年 10月 9日確認） 
http://image.baidu.com/i?tn=baiduimage&ct=201326592&lm=-1&cl=2&fr=ala1&w
ord=%C7%E5%D4%AD%CF%D8%B5%D8%CD%BC 
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図 5-4 草市村地図 
 
 
出所：筆者作成。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
―関連図― 
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図 5-5 八里村地図 
 
出所：筆者作成。 
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図 5-6 南山城村地図 
 
出所：筆者作成。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
―関連図― 
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図 5-7 清原県における主要農産物の生産高の変化図 
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出所：清原県档案館内部資料、清原県統計局内部資料『清原県国民経済統計資料』により
筆者作成。 
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図 6-1 農業技術者のレベルごとの数,2006年 
単位：万人 
 
注：① 初級、中級と高級は農業技術のレベルを示す。 
② 東部地区は図 5-1 で示したように北京市、天津市、河北省、上海市、江蘇省、浙
江省、福建省、山東省、広東省、海南省を含む。 
中部地区は図 5-1 で示したように山西省、安徽省、江西省、河南省、湖北省、湖
南省を含む。 
西部地区は図 5-1 で示したように内モンゴル自治区、広西チワン族自治区、重慶
市、四川省、貴州省、雲南省、西蔵自治区、陝西省、甘粛省、青海省、寧夏回族
自治区、新疆ウイグル自治区を含む。 
東北地区は図 5-1 で示したように遼寧省、吉林省、黒龍江省を含む。 
出所：中国国家統計局ウェブサイトより筆者作成。（2013年 10月 27日確認） 
http://www.gov.cn/gzdt/2008-02/22/content_897216.htm 
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図 6-2 実質農家所得の動向,1980年-1993 年 
 
注：① 各年の名目所得を農村小売り物価指数でデフレートして求めた実質所得を、
1990年の農業所得を 100とする指数で表した。 
② 農外所得は第二次および第三次産業から得られた所得のほか移転所得などを
含む。 
出所：加藤弘之『中国の農村発展と市場化』世界思想社、1995年、55ページ。 
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図 6-3 都市世帯と農家世帯との所得格差,1978年-2008年 
 
出所：池上彰英、寳劔久俊『中国農村改革と農業産業化』アジア経済研究所、2009年、
36ページ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
―関連図― 
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図 6-4 食糧の価格および生産量の対前年比率,1978年-1994年 
 
出所：厳善平『中国農村・農業経済の転換』勁草書房、1997年、213ページ。 
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図 6-5 農産物の実質生産者価格指数,1985年-2007年（1985年＝100） 
 
注：生産者価格指数を農村消費者物価指数でデフレートして求めた。 
出所：池上彰英、寳劔久俊『中国農村改革と農業産業化』アジア経済研究所、2009年、
39ページ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
―関連図― 
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図 終-1 農家の経済行動のタイプと特徴 
注：図中の矢印の方向は影響あるいは作用の方向を示す。 
出所：中兼和津次『改革後の中国農村社会と経済―日中共同調査による実態分析』筑波
書房、1997年、351ページ。 
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